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はじめに  
 

 

 

社会福祉法人の運営を行うには、実施内容により様々な手続が必要になります。 

この手引は、社会福祉法人設立から設立後の諸手続を網羅しており、今後の速やかな事

務処理を行うにあたり、参考にしていただければ幸いです。 

なお、本手引は、東京都が作成している「社会福祉法人事務手続の手引」（令和５年３月

改訂 東京都福祉保健局指導監査部）をもとに、練馬区が所轄庁である社会福祉法人向け

に作成しています。所轄庁が都道府県や他区市である社会福祉法人の場合は、当該所轄庁

の担当部署へお問合わせください。 

 

 

 

 

 

練馬区福祉部指導検査担当課    

 

 

        

   



 

8 

 

 

 

 

１ 練馬区 

「福祉サービス指導検査」社会福祉法人係、障害福祉サービス検査係、保育サービス検査係、

介護サービス検査第一・第二係のページです。 

＜主な掲載内容＞ 

検査基準、事務手続き、検査結果、練馬区指導検査担当課チャンネルの紹介 等 

https://www.city.nerima.tokyo.jp/hokenfukushi/chiikifukushi/fukusiservice/index.ht

ml 
 
２ 東京都福祉局 － トップページ 

報道発表、お知らせ、福祉分野のお知らせ、各種申請様式、施設案内 等 

  https://www.fukushi.metro.tokyo.lg.jp/ 
 
3 東京都福祉局 － 社会福祉法人制度 

＜主な掲載内容＞ 

社会福祉法人向け説明会・講習会（東京都主催） 等 

  https://www.fukushi.metro.tokyo.lg.jp/kiban/syakaihukushihoujin/index.html 
 
４ 東京都福祉局 － 指導検査結果 

＜主な掲載内容＞ 

東京都が実施した社会福祉法人・施設・在宅サービス事業者に対する指導検査結果 
   https://www.info.fukushikensa.metro.tokyo.lg.jp/s/home 
 
５ 東京都福祉局 － 社会福祉法人・施設等指導検査基準 

＜主な掲載内容＞ 

社会福祉法人指導監査ガイドライン、社会福祉施設等検査基準 等 

https://www.fukushi.metro.tokyo.lg.jp/kiban/shidoukensa/youkoutou/kijyun.html 

 

６ 厚生労働省 － トップページ 

厚生労働省関連法規、報道発表、最新ニュース、問合せ先 等 

http://www.mhlw.go.jp/index.shtml 

 

 ７ 厚生労働省 － 社会福祉法人制度 

＜主な掲載内容＞ 

社会福祉法人制度概要、社会福祉法人関係通知 等

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/seikatsuhogo/s

hakai-fukushi-houjin-seido/index.html 

 

８ WAMNET － トップページ 

  独立行政法人福祉医療機構が運営する福祉・保健・医療の総合情報サイト 

https://www.wam.go.jp/content/wamnet/pcpub/top/ 

 

９ WAMNET － 社会福祉法人の財務諸表等電子開示システム 

＜主な掲載内容＞ 

全国の社会福祉法人の現況報告書等、現況報告書データの集計結果 等 

https://www.wam.go.jp/wamnet/zaihyoukaiji/pub/PUB0200000E00.do 

10 WAMNET － 財務諸表等電子開示システム関係連絡版（社会福祉法人用） 

 
【参考】社会福祉分野のホームページ一覧 

https://www.city.nerima.tokyo.jp/hokenfukushi/chiikifukushi/fukusiservice/index.ht
https://www.fukushi.metro.tokyo.lg.jp/
https://www.fukushi.metro.tokyo.lg.jp/kiban/syakaihukushihoujin/index.html
https://www.info.fukushikensa.metro.tokyo.lg.jp/s/home
https://www.fukushi.metro.tokyo.lg.jp/kiban/shidoukensa/youkoutou/kijyun.html
http://www.mhlw.go.jp/index.shtml
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/seikatsuhogo/s
https://www.wam.go.jp/content/wamnet/pcpub/top/
https://www.wam.go.jp/wamnet/zaihyoukaiji/pub/PUB0200000E00.do
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＜主な掲載内容＞ 

財務諸表電子開示システムログイン、操作説明書（マニュアル） 等 

http://www.wam.go.jp/content/wamnet/pcpub/top/zaihyou/houjin/ 

 

11 東京都社会福祉協議会 

https://www.tcsw.tvac.or.jp/index.html 

 

12 とうきょう福祉ナビゲーション（東京都福祉保健財団） 

＜主な掲載内容＞ 

事業所情報、福祉サービス第三者評価情報 等 

https://www.fukunavi.or.jp/fukunavi/ 

http://www.wam.go.jp/content/wamnet/pcpub/top/zaihyou/houjin/
https://www.tcsw.tvac.or.jp/index.html
https://www.fukunavi.or.jp/fukunavi/
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 【練馬区】 

施設の種別等 所管部署 電話番号 
 

 

社会福祉法人の認可 
福祉部 

指導検査担当課社会福祉法人係 
03-5984-1318 

 

 

 

 

介 

護 

施 

設 

・

事

業

所 

実地指導 

福祉部 

指導検査担当課 

介護サービス検査第一・第二係 

03-5984-1646 

整備 

（特別養護老人ホーム

等の高齢者福祉施設） 

高齢施策担当部 

高齢社会対策課施設係 
03-5984-4586 

指定（地域密着型・ 

居宅介護支援） 

高齢施策担当部 

介護保険課事業者指定係 
03-5984-1461 

給付 
高齢施策担当部 

介護保険課給付係 
03-5984-4591 

 

 

 

障 

害 

者 

施 

設 

指導検査 
福祉部 

指導検査担当課障害福祉サービス検査係  
03-5984-1672 

指定（相談支援） 

福祉部 

障害者サービス調整担当課 

事業者支援係 

03-5984-2825 

給付 

福祉部 

障害者サービス調整担当課 

障害者給付係 

03-5984-1021 

保
育
施
設 

指導検査 
福祉部 

指導検査担当課保育サービス検査係 
03-5984-1615 

整備 

教育委員会事務局 

こども家庭部保育計画調整課 

整備計画担当係 

03-5984-4687 

認可進達・事業者確認 

（私立認可保育所） 

教育委員会事務局 

こども家庭部保育課 

私立保育所係 

03-5984-1634 

認可・事業者確認 

（地域型保育事業） 

教育委員会事務局 

こども家庭部保育課 

地域型保育事業係 

03-5984-5845 

 

 

 

 

 
【参考】問合せ窓口一覧 
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【東京都】 

施設の種別等 所管部署 電話番号 

社会福祉法人の認可 

福祉局指導監査部 

指導調整課 

社会福祉法人担当 

03-5320-4044 

高齢者施設 

福祉局高齢者施策推進部 

施設支援課 

施設運営担当 

03-5320-4264 

障害者施設 

福祉局障害者施策推進部 

施設サービス支援課 

障害者支援施設担当 

03-5320-4156 

児
童
施
設 

保育所 

福祉局子供・子育て支援部 

保育支援課 

保育計画担当 

03-5320-4128 

児童養護施設 

児童自立支援施設 

福祉局子供・子育て支援部 

育成支援課 

児童施設担当 

03-5320-4122 

障害児施設 

福祉局障害者施策推進部 

施設サービス支援課 

児童福祉施設担当 

03-5320-4374 

生活保護施設 

福祉局生活福祉部 

保護課 

施設担当 

03-5320-4086 

 



 

  12 

 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

        第１節 社会福祉法人制度 

第２節 社会福祉事業 

第３節 社会福祉事業以外の事業 

        第４節 社会福祉法人の経営組織 

第５節 社会福祉法人の資産 

        第６節 社会福祉法人の名称や所轄庁等 

        第７節 社会福祉法人の年間スケジュール例 

     

     

 

第１章 
 

社会福祉法人制度の概要 
 



 
13 

 

 

 

 

 

１ 社会福祉法人の定義及び基本的な性格 
 

○ 社会福祉法人とは、昭和26年に制定された社会福祉事業法（平成12年、社会福祉法（以下、

「法」という）に全面改正）により創設された、「社会福祉事業を行うことを目的として、社会

福祉法の定めるところにより設立された法人」をいいます。（社会福祉法第22条） 

○ 平成18年の改正前の民法第34条に基づく公益法人から発展した特別法人であり、「公益性」と

「非営利性」の両面の性格を備えている法人格になります。日本国憲法第89条の「公の支配に属

しない慈善又は博愛の事業に対する公金支出禁止規定」を回避するために制度化されたものが、

社会福祉法人制度です。 

 

 

 

 

 

 

 

２ 社会福祉法人の行う事業 
 

○ 社会福祉法人は、社会福祉法第 24 条の経営の原則に基づき〈社会福祉事業〉を行います。〈社 

会福祉事業〉の経営主体は、その種別により株式会社、NPO 法人等の参入も可能になるなどし 

て多様化する傾向にありますが、社会福祉法人は依然として「主たる担い手」としての重要な位 

置を占めております。 

○ また、社会福祉事業に支障がない限り、必要に応じて〈公益事業〉または〈収益事業〉を行う

ことができます。 

○ なお、社会福祉法人は、地域福祉の推進に努める使命を有していることから、〈社会福祉事業〉

および〈公益事業〉を行うに当たり、日常生活または社会生活上の支援を必要とする者に対して、

無料または低額な料金で福祉サービス（いわゆる「地域における公益的な取組」）を積極的に提

供するよう努めなければなりません。 

 

 

 

 
第１節 社会福祉法人制度 

 憲法第89条【公金支出・公的財産供用の禁止】 

公金その他の公の財産は、宗教上の組織若しくは団体の使用、便益若しくは維持のため、

又は公の支配に属しない慈善、教育若しくは博愛の事業に対し、これを支出し、又はその

利用に供してはならない。 
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 ○ 社会福祉法人は、社会福祉事業を行うことを目的として、社会福祉法の定めるとこ

ろにより設立される法人です。（主たる目的である事業に社会福祉事業が含まれない

場合は、社会福祉法人は設立できません。） 

 ○ 社会福祉事業は、「第一種社会福祉事業」「第二種社会福祉事業」に区分されてお

り、事業内容は社会福祉法第２条に限定列挙されています。 

 

１ 第一種社会福祉事業（法第２条第２項） 
 

利用者への影響が大きいため、経営安定を通じた利用者の保護の必要性が高い事業（主として入

所施設サービス）が該当します。なお、常時保護を受ける者が５人未満の事業は、社会福祉事業の

事業規模要件を満たさないため、公益事業に該当します。 

 

（１）経営主体 

国、地方公共団体または社会福祉法人が原則です。施設を設置して第一種社会福祉事業を経営し

ようとするときは、都道府県知事等への届出が必要になります。その他の者が第一種社会福祉事業

を経営しようとするときは、都道府県知事等の許可を得ることが必要になります。個別法により、

保護施設ならびに養護老人ホームおよび特別養護老人ホームは、国、地方公共団体または社会福祉

法人に限定されています。 

 

（２）事業内容 

①生活保護法に規定する事業（法第２条第２項第１号） 

・救護施設（生活保護法第 38 条第２項） 

 身体上又は精神上著しい障害があるために日常生活を営むことが困難な要保護者を入所させ

て、生活扶助を行うことを目的とする施設 

・更生施設（同法第 38 条第３項） 

   身体上又は精神上の理由により養護及び生活指導を必要とする要保護者を入所させて、生活扶

助を行うことを目的とする施設 

・生活困難者を無料又は定額な料金で入所させて生活の扶助を行うことを目的とする施設を経営 

する事業 

・生計困難者に対して助葬を行う事業 

 

②児童福祉法に規定する事業（法第２条第２項第２号） 

・乳児院（児童福祉法第 37 条） 

   乳児（保健上その他の理由により特に必要のある場合には、おおむね２未満の乳児を含む）を

 
第２節 社会福祉事業 
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入院させて、これを養育することを目的とする施設 

・母子生活支援施設（同法第 38 条） 

   配偶者のいない女子又はこれに準ずる事情にある女子及びその者の監護すべき児童を入所さ

せて、これらの者を保護するとともに、これらの者の自立の促進のためにその生活を支援するこ

とを目的とする施設 

・児童養護施設（同法第 41 条） 

   乳児を除いて、保護者のない児童、虐待されている児童その他環境上養護を要する児童を入所

させて、これを養護し、あわせてその自立を支援することを目的とする施設 

・障害児入所施設（同法第 42 条第１項） 

   障害児を入所させて、下記の支援を行うことを目的とする施設 

   （ⅰ）福祉型障害児入所施設 

      保護、日常生活の指導及び独立自活に必要な知識技能の付与 

   （ⅱ）医療型障害児入所施設 

      保護、日常生活の指導、独立自活に必要な知識技能の付与及び治療 

・児童心理治療施設（同法第 43 条の２） 

家庭環境、学校における交友関係その他の環境上の理由により社会生活への適応が困難となっ

た児童を、短期間、入所させ、又は保護者の下から通わせて、社会生活に適応するために必要な

心理に関する治療及び生活指導を主として行い、あわせて退所した者について相談その他の援助

を行うことを目的とする施設 

・児童自立支援施設（同法第 44 条） 

不良行為をなし、又はなすおそれのある児童及び家庭環境その他の環境上の理由により生活指

導等を要する児童を入所させ、又は保護者の下から通わせて、個々の児童の状況に応じて必要な

指導を行い、その自立を支援することを目的とする施設 

 

③老人福祉法に規定する事業（法第２条第２項第３号） 

・養護老人ホーム（老人福祉法第20条の４） 

65歳以上の者であって、環境上の理由及び経済的理由により居宅において養護を受けること

が困難なものを、市町村による措置に基づき入所させ、養護することを目的とする施設 

・特別養護老人ホーム（同法第20条の５） 

介護保険法の規定による介護老人福祉施設サービスに係る施設介護サービス費の支給に係る

者又は生活保護法の規定による介護老人福祉施設サービスに係る介護扶助に係る者を入所させ、

又は市町村による措置に基づき、身体上又は精神上著しい障害があるために常時介護を必要とし、

かつ、居宅において常時介護を受けることが困難であり、やむを得ない事由により介護保険法に

規定する介護老人福祉施設に入所することが著しく困難であると認められる６５歳以上の者を

入所させ、養護することを目的とする施設 

・軽費老人ホーム（同法第 20 条の６） 

無料又は低額な料金で、老人を入所させ、食事の提供その他日常生活上必要な便宜を供与する

ことを目的とする施設であって、老人デイサービスセンター、老人短期入所施設、養護老人ホー

ム及び特別養護老人ホーム以外のもの 

 

④障害者総合支援法【※】に規定する事業（法第２条第２項第４号） 

・障害者支援施設（障害者総合支援法第５条第 11 項） 

障害者につき、施設入所支援（主として夜間における、入浴、排せつ又は食事の介護等の支援）

を行うとともに、施設入所支援以外の施設障害福祉サービス（主として日中における、生活介護、

就労継続支援等）を行う施設 

【※】障害者総合支援法：障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律 
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⑤困難女性支援法に規定する事業（法第２条第２項第６号） 

・女性自立支援施設（困難女性支援法第 12 条） 

配偶者からの暴力や家庭環境の破綻、生活の困窮など様々な事情により日常生活又は社会生活

を営むうえで困難な問題を抱えている女性を保護するための施設 

 

⑥その他の事業（法第２条第２項第７号） 

・授産施設を経営する事業 

・生計困難者に対して無利子又は低利で資金を融通する事業 
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２ 第二種社会福祉事業（法第２条第３項） 
 

比較的利用者への影響が小さいため、公的規制の必要性が低い事業（主として在宅・通所サービ

ス）です。なお、常時保護を受ける者が 20 人未満の事業（★印の事業については 10 人未満）は、

社会福祉事業の事業規模要件を満たさないため、公益事業に該当します。 

 
（１）経営主体 

経営主体の制限は、原則ありません。すべての主体が届出をすることにより事業経営が可能とな

ります。 

 

（２）事業内容 

①生計困難者に対する支援・相談事業（法第２条第３項第１号） 

・生計困難者に対して、その住居で衣食その他日常の生活必需品若しくはこれに要する金銭を与

え、又は生活に関する相談に応ずる事業 

 

②生活困窮者自立支援法に規定する事業（法第２条第３項第１号の２） 

・認定生活困窮者就労訓練事業（★）（生活困窮者自立支援法第 16 条第３項） 

   雇用による就業を継続して行うことが困難な生活困窮者に対し、就労の機会を提供するととも

に、就労に必要な知識及び能力の向上のために必要な訓練その他の厚生労働省令で定める便宜を

供与する事業 

 

③児童福祉法に規定する事業（法第２条第３項第２号） 

・障害児通所支援事業（児童福祉法第６条の２の２第１項～第５項） 

   児童発達支援、医療型児童発達支援、放課後等デイサービス、居宅訪問型児童発達支援及び保

育所等訪問支援を行う事業 

  ・障害児相談支援事業（同法第６条の２の２第６項、第８項） 

   障害児支援利用援助及び継続障害児支援利用援助を行う事業 

・児童自立生活援助事業（同法第６条の３第１項） 

義務教育を終了した児童であって、里親への委託措置や児童養護施設等への施設入所を解除さ

れたもの等について、児童の自立を図るため、都道府県による措置に基づき、これらの者が共同

生活を営むべき住居において相談その他の日常生活上の援助及び生活指導を行う事業 

・放課後児童健全育成事業（同法第６条の３第２項） 

小学校に就学しているおおむね10歳未満の児童であって、その保護者が労働等により昼間家庭

にいないものに、政令で定める基準に従い、授業の終了後に児童厚生施設等の施設を利用して適

切な遊び及び生活の場を与えて、健全な育成を図る事業 

・子育て短期支援事業（同法第６条の３第３項） 

保護者の疾病その他の理由により家庭において養育を受けることが一時的に困難となった児童

について、厚生労働省令で定めるところにより、児童養護施設その他の施設に入所させ、その者

に必要な保護を行う事業 

・乳児家庭全戸訪問事業（同法第６条の３第４項） 

一の市町村（特別区を含む。以下同じ。）の区域内における原則としてすべての乳児のいる家庭

を訪問することにより、厚生労働省令で定めるところにより、子育てに関する情報の提供並びに

乳児及びその保護者の心身の状況及び養育環境の把握を行うほか、養育についての相談に応じ、
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助言その他の援助を行う事業 

・養育支援訪問事業（同法第６条の３第５項） 

厚生労働省令で定めるところにより、乳児家庭全戸訪問事業の実施その他により把握した保護

者の養育を支援することが特に必要と認められる児童若しくは保護者に監護させることが不適当

であると認められる児童及びその保護者又は出産後の養育について出産前において支援を行うこ

とが特に必要と認められる妊婦に対し、その養育が適切に行われるよう、当該要支援児童等の居

宅において、養育に関する相談、指導、助言その他必要な支援を行う事業 

・地域子育て支援拠点事業（同法第６条の３第６項） 

厚生労働省令で定めるところにより、乳児又は幼児及びその保護者が相互の交流を行う場所を

開設し、子育てについての相談、情報の提供、助言その他の援助を行う事業 

・一時預かり事業（同法第６条の３第７項） 

家庭において保育を受けることが一時的に困難となった乳児又は幼児について、厚生労働省令

で定めるところにより、主として昼間において、保育所その他の場所において、一時的に預かり、

必要な保護を行う事業 

・小規模住居型児童養育事業（同法第６条の３第８項） 

里親への委託措置や児童養護施設等への施設入所に係る児童について、厚生労働省令で定める

ところにより、保護者のない児童又は保護者に監護させることが不適当であると認められる児童

の養育に関し相当の経験を有する者その他の厚生労働省令で定める者の住居において養育を行

う事業 

  ・病児保育事業（同法第６条の３第 13 項） 

保育を必要とする乳児・幼児又は保護者の労働若しくは疾病その他の事由により家庭において

保育を受けることが困難となった小学校に就学している児童であって、疾病にかかっているもの

について、保育所、認定こども園、病院、診療所その他厚生労働省令で定める施設において、保

育を行う事業 

・子育て援助活動支援事業（同法第６条の３第 14 項） 

厚生労働省令で定めるところにより、次に掲げる援助のいずれか又は全てを受けることを希望

する者と当該援助を行うことを希望する者（個人に限る。以下この項において「援助希望者」と

いう。）との連絡及び調整並びに援助希望者への講習の実施その他の必要な支援を行う事業をい

う。 

一 児童を一時的に預かり、必要な保護（宿泊を伴って行うものを含む。）を行うこと。 

二 児童が円滑に外出することができるよう、その移動を支援すること。 

・親子再統合支援事業（同法第６条の３第 15 項） 

 内閣府令で定めるところにより、親子の再統合を図ることが必要と認められる児童及びその保

護者に対して、児童虐待の防止等に関する法律（平成十二年法律第八十二号）第二条に規定する

児童虐待（以下単に「児童虐待」という。）の防止に資する情報の提供、相談及び助言その他の必

要な支援を行う事業をいう。 

・社会的養護自立支援拠点事業（同法第６条の３第 16 項） 

内閣府令で定めるところにより、措置解除者等又はこれに類する者が相互の交流を行う場所を

開設し、これらの者に対する情報の提供、相談及び助言並びにこれらの者の支援に関連する関係

機関との連絡調整その他の必要な支援を行う事業をいう。 

・意見表明等支援事業（同法第６条の３第 17 項） 

同法第三十三条の三の三に規定する意見聴取等措置の対象となる児童の同条各号に規定する措

置を行うことに係る意見又は意向及び第二十七条第一項第三号の措置その他の措置が採られてい

る児童その他の者の当該措置における処遇に係る意見又は意向について、児童の福祉に関し知識

又は経験を有する者が、意見聴取その他これらの者の状況に応じた適切な方法により把握すると

ともに、これらの意見又は意向を勘案して児童相談所、都道府県その他の関係機関との連絡調整
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その他の必要な支援を行う事業をいう。 

・妊産婦等生活援助事業（同法第６条の３第 18 項） 

家庭生活に支障が生じている特定妊婦その他これに類する者及びその者の監護すべき児童を、

生活すべき住居に入居させ、又は当該事業に係る事業所その他の場所に通わせ、食事の提供その

他日常生活を営むのに必要な便宜の供与、児童の養育に係る相談及び助言、母子生活支援施設そ

の他の関係機関との連絡調整、民法（明治二十九年法律第八十九号）第八百十七条の二第一項に

規定する特別養子縁組（以下単に「特別養子縁組」という。）に係る情報の提供その他の必要な支

援を行う事業をいう。 

・子育て世帯訪問支援事業（同法第６条の３第 19 項） 

内閣府令で定めるところにより、要支援児童の保護者その他の内閣府令で定める者に対し、そ

の居宅において、子育てに関する情報の提供並びに家事及び養育に係る援助その他の必要な支援

を行う事業をいう。 

・児童育成支援拠点事業（同法第６条の３第 20 項） 

養育環境等に関する課題を抱える児童について、当該児童に生活の場を与えるための場所を開

設し、情報の提供、相談及び関係機関との連絡調整を行うとともに、必要に応じて当該児童の保

護者に対し、情報の提供、相談及び助言その他の必要な支援を行う事業をいう。 

・親子関係形成支援事業（同法第６条の３第 21 項） 

内閣府令で定めるところにより、親子間における適切な関係性の構築を目的として、児童及び

その保護者に対し、当該児童の心身の発達の状況等に応じた情報の提供、相談及び助言その他の

必要な支援を行う事業をいう。 

  ・乳児等通園支援事業（同法第６条の３第 23 項） 

   内閣府令で定めるところにより、保育所その他の内閣府令で定める施設において、乳児又は幼

児であって満三歳未満のもの（保育所に入所しているものその他の内閣府令で定めるものを除

く。）に適切な遊び及び生活の場を与えるとともに、当該乳児又は幼児及びその保護者の心身の

状況及び養育環境を把握するための当該保護者との面談並びに当該保護者に対する子育てにつ

いての情報の提供、助言その他の援助を行う事業をいう。 

  ・児童の福祉の増進について相談に応ずる事業 

 

④児童福祉法に規定する施設（法第２条第３項第２号） 

・助産施設（児童福祉法第 36 条） 

保健上必要があるにもかかわらず、経済的理由により、入院助産を受けることできない妊産婦

を入所させて、助産を受けさせることを目的とする施設 

・小規模保育事業（★） 

（同法第６条の３第 10 項） 

小規模保育事業とは、保育を必要とする乳児・幼児であつて満３歳未満のものについて、当該

保育を必要とする乳児・幼児を保育することを目的とする施設（利用定員が６人以上19人以下で

あるものに限る。）において、保育を行う事業 

※ 小規模保育事業のうち、利用定員が10人以上のものは第二種社会福祉事業に、 

９人未満のものは公益事業に該当します。 

・保育所（認可保育所）（同法第 39 条） 

日々保護者の委託を受けて、保育に欠けるその乳児又は幼児を保育することを目的とする施設 

・児童厚生施設（同法第 40 条） 

児童遊園、児童館等児童に健全な遊びを与えて、その健康を増進し、又は情操を豊かにするこ

とを目的とする施設 

・児童家庭支援センター（同法第 44 条の２第１項） 

地域の児童の福祉に関する各般の問題につき、児童、母子家庭その他の家庭、地域住民その他
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からの相談に応じ、必要な助言を行うとともに、都道府県又は児童相談所長からの委託を受けて

指導を行い、あわせて児童相談所、児童福祉施設等との連絡調整等の援助を総合的に行うことを

目的とする施設 

・里親支援センター（同法第４４条の３の第1項） 

 里親支援事業を行うほか、里親及び里親に養育される児童並びに里親になろうとする者につい

て相談その他の援助を行うことを目的とする施設 

⑤認定こども園法【※】に規定する施設（法第２条第３項第２号の２） 

・幼保連携型認定こども園（認定こども園法第２条第７項） 

義務教育及びその後の教育の基礎を培うものとしての満３歳以上の子どもに対する教育並びに

保育を必要とする子どもに対する保育を一体的に行い、これらの子どもの健やかな成長が図られ

るよう適当な環境を与えて、その心身の発達を助長するとともに、保護者に対する子育ての支援

を行うことを目的として設置される施設 

【※】認定こども園法：就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律 

 

⑥養子縁組あっせん法【※】に規定する施設（法第２条第３項第２号の３） 

・養子縁組あっせん事業（養子縁組あっせん法第２条第4号） 

養子縁組によって養親となることを希望する者と児童との間の養子縁組をあっせんすること     

  を業として行う事業のことをいう。 

【※】養子縁組あっせん法：民間あっせん機関による養子縁組のあっせんに係る児童の保護等に関 

する法律 

 

⑦母子及び父子並びに寡婦福祉法に規定する事業（法第２条第３項第３号） 

・母子家庭等日常生活支援事業（母子及び父子並びに寡婦福祉法第 17 条） 

配偶者のない女子で現に児童を扶養しているものがその者の疾病その他の理由により日常生活

等に支障を生じたと認められる場合において、都道府県又は市町村による措置に基づき、その者

の居宅における乳幼児の保育若しくは食事の世話若しくは専門的知識をもって行う生活及び生業

に関する助言、指導その他の日常生活を営むのに必要な便宜を供与する事業 

・父子家庭等日常生活支援事業（母子及び父子並びに寡婦福祉法第３１条の７） 

配偶者のない男子で現に児童を扶養しているものがその者の疾病その他の理由により日常生活 

に支障を生じたと認められる場合において、都道府県又は市町村による措置に基づき、その者に 

つき、その者の居宅における乳幼児の保育若しくは食事の世話若しくは専門的知識をもつて行う 

生活及び生業に関する助言、指導その他の日常生活を営むのに必要な便宜を供与する事業 

・寡婦日常生活支援事業（同法第 33 条） 

寡婦がその者の疾病その他の理由により日常生活等に支障を生じたと認められる場合において、

都道府県又は市町村の措置に基づき、その者につき、その者の居宅における食事の世話若しくは

専門的知識をもって行う生活及び生業に関する助言、指導その他の日常生活等を営むのに必要な

便宜を供与する事業 

・母子・父子福祉センター（同法第 39 条第２項） 

無料又は低額な料金で、母子家庭等に対して、各種の相談に応ずるとともに、生活指導及び生

業の指導を行う等母子家庭等の福祉のための便宜を総合的に供与することを目的とする施設 

・母子・父子休養ホーム（同法第 39 条第３項） 

無料又は低額な料金で、母子家庭等に対して、レクリエーションその他休養のための便宜を供

与することを目的とする施設 

⑧老人福祉法に規定する事業（法第２条第３項第４号） 

・老人居宅介護等事業（老人福祉法第５条の２第２項） 

（ⅰ）下記ア～ウの者につき、居宅において、入浴、排せつ、食事等の介護、調理、洗濯、掃除
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等の家事、生活等に関する相談及び助言その他の日常生活を営むのに必要な便宜を供与する

事業 

ア 介護保険法の規定による訪問介護に係る居宅介護サービス費若しくは定期巡回・随時対

応型訪問介護看護若しくは夜間対応型訪問介護に係る地域密着型介護サービス費若しくは

特例地域密着型介護サービス費又は介護予防訪問介護に係る介護予防サービス費若しくは

特例介護予防サービス費の支給に係る者 

イ 生活保護法の規定による訪問介護及び夜間対応型訪問介護又は介護予防訪問介護に係る

介護扶助に係る者 

ウ 市町村による措置に係る者 

  （ⅱ）居宅要支援被保険者等の介護予防を目的として、当該居宅要支援被保険者等 

の居宅において、日常生活上の支援を行う事業 

・老人デイサービス事業（同法第５条の２第３項） 

（ⅰ）下記ア～ウの者につき、特別養護老人ホーム、養護老人ホーム等に通わせ、これらの者に

つき入浴、排せつ、食事等の介護、機能訓練、介護方法の指導等の便宜を供与する事業 

ア 介護保険法の規定による通所介護に係る居宅介護サービス費若しくは特例居宅介護サー

ビス費、認知症対応型通所介護に係る地域密着型介護サービス費若しくは特例地域密着型

介護サービス費、介護予防認知症対応型通所介護に係る地域密着型介護予防サービス費若

しくは特例地域密着型介護予防サービス費の支給に係る者（その者を現に養護する者を含

む。） 

イ 生活保護法の規定による通所介護及び認知症対応型通所介護又は介護予防通所介護及び

介護予防認知症対応型通所介護に係る介護扶助に係る者（養護者を含む。） 

ウ 市町村による措置に係る者 

  （ⅱ）居宅要支援被保険者等の介護予防を目的として、厚生労働省令で定める施設において、日

常生活上の支援又は機能訓練を行う事業 

・老人短期入所事業（同法第５条の２第４項） 

下記ア～ウの者につき、特別養護老人ホーム、養護老人ホームその他これらに準ずる施設に短

期間入所させ、養護する事業 

ア 介護保険法の規定による短期入所生活介護に係る居宅介護サービス費若しくは特例居宅介

護サービス費又は介護予防短期入所生活介護に係る介護予防サービス費若しくは特例介護予

防サービス費の支給に係る者（その者を現に養護する者を含む。） 

イ 生活保護法の規定による短期入所生活介護又は介護予防短期入所生活介護に係る介護扶助

に係る者 

ウ 市町村による措置に係る者 

・小規模多機能型居宅介護事業（同法第５条の２第５項） 

下記ア～ウの者につき、これらの者の心身の状況、置かれている環境等に応じて、 

それらの者の選択に基づき、それらの者の居宅において、又はサービスの拠点に通 

わせ、若しくは短期間宿泊させ、当該拠点において、入浴、排せつ、食事等の介護 

その他の日常生活を営むのに必要な便宜及び機能訓練を供与する事業 

ア 介護保険法の規定による小規模多機能型居宅介護に係る地域密着型介護サービス費若しく

は特例地域密着型介護サービス費又は介護予防小規模多機能型居宅介護に係る地域密着型介

護予防サービス費若しくは特例地域密着型介護予防サービス費の支給に係る者 

イ 生活保護法の規定による小規模多機能型居宅介護又は介護予防小規模多機能型居宅介護に

係る介護扶助に係る者 

ウ 市町村による措置に係る者 

・認知症対応型老人共同生活援助事業（同法第５条の２第６項） 

下記ア～ウの者につき、これらの者が共同生活を営むべき住居において入浴、排せつ、食事等 
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の介護その他の日常生活上の援助を行う事業 

ア 介護保険法の規定による認知症対応型共同生活介護に係る地域密着型介護サービス費若し

くは特例地域密着型介護サービス費又は介護予防認知症対応型共同生活介護に係る地域密着

型介護予防サービス費若しくは特例地域密着型介護予防サービス費の支給に係る者 

イ 生活保護法の規定による認知症対応型共同生活介護又は介護予防認知症対応型共同生活介

護に係る介護扶助に係る者 

ウ 市町村による措置に係る者 

  ・複合型サービス福祉事業（同法第５条の２第７項） 

   居宅要介護者について、訪問介護、訪問入浴介護、訪問看護、訪問リハビリテーション、居宅

療養管理指導、通所介護、通所リハビリテーション、短期入所生活介護、短期入所療養介護、定

期巡回・随時対応型訪問介護看護、夜間対応型訪問介護、地域密着型通所介護、認知症対応型通

所介護又は小規模多機能型居宅介護を二種類以上組み合わせることにより提供されるサービス

のうち、訪問看護及び小規模多機能型居宅介護の組合せその他の居宅要介護者について一体的に

提供されることが特に効果的かつ効率的なサービスの組合せにより提供されるサービスとして

厚生労働省令で定めるものを供与する事業 

 

⑨老人福祉法に規定する施設（法第２条第３項第４号） 

・老人デイサービスセンター（同法第 20 条の２の２） 

（ⅰ）下記ア～ウの者を通わせ、入浴、排せつ、食事等の介護、機能訓練、介護方 

法の指導等の便宜を供与することを目的とする施設 

ア 介護保険法の規定による通所介護に係る居宅介護サービス費、地域密着型通所介護若し

くは認知症対応型通所介護に係る地域密着型介護サービス費、介護予防認知症対応型通所

介護に係る地域密着型介護予防サービス費の支給に係る者（その者を現に養護する者を含

む。） 

イ 生活保護法の規定による通所介護及び認知症対応型通所介護又は介護予防通所介護及び

介護予防認知症対応型通所介護に係る介護扶助に係る者（養護者を含む。） 

ウ 市町村による措置に係る者 

  （ⅱ）居宅要支援被保険者等の介護予防を目的として、日常生活上の支援又は機能 

訓練を行う施設 

・老人短期入所施設（同法第20条の３） 

下記ア～ウの者を短期間入所させ、養護することを目的とする施設 

ア 介護保険法の規定による短期入所生活介護に係る居宅介護サービス費若しくは特例居宅介

護サービス費又は介護予防短期入所生活介護に係る介護予防サービス費若しくは特例介護予

防サービス費の支給に係る者（その者を現に養護する者を含む。） 

イ 生活保護法の規定による短期入所生活介護又は介護予防短期入所生活介護に係る介護扶助

に係る者 

ウ 市町村による措置に係る者 

・老人福祉センター（同法第 20 条の７） 

無料又は低額な料金で、老人に関する各種の相談に応ずるとともに、老人に対して、健康の増

進、教養の向上及びレクリエーションのための便宜を総合的に供与することを目的とする施設 

・老人介護支援センター（同法第 20 条の７の２） 

地域の老人の福祉に関する各般の問題につき、老人、その者を現に養護する者、地域住民その

他の者からの相談に応じ、必要な助言を行うとともに、主として居宅において介護を受ける老人

又はその者を現に養護する者と市町村、老人居宅生活支援事業を行う者、老人福祉施設、医療施

設、老人クラブその他の老人の福祉の増進することを目的とする事業を行う者等との連絡調整等

の援助を総合的に行うことを目的とする施設 
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⑩障害者総合支援法に規定する事業（法第２条第３項第４号の 2） 

・障害福祉サービス事業（障害者総合支援法第５条第２項～第 17 項） 

居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護、療養介護、生活介護、短期入所、重度障害者

等包括支援、施設入所支援、自立訓練、就労移行支援、就労継続支援（A 型★・B 型）、就労定

着支援、自立生活援助及び共同生活援助を行う事業 

・一般相談支援事業（同法第５条第 19 項～第 21 項） 

基本相談支援及び地域相談支援（地域移行支援及び地域定着支援）のいずれも行う事業 

・特定相談支援事業（同法第５条第 19 項、第 22 項、第 23 項） 

基本相談支援及び計画相談支援（サービス利用支援及び継続サービス利用支援）のいずれも行

う事業 

・移動支援事業（同法第５条第 26 項） 

障害者等が円滑に外出することができるよう、障害者等の移動を支援する事業 

 

⑪障害者総合支援法に規定する施設（法第２条第３項第４号の 2） 

・地域活動支援センター（★）（同法第５条第 27 項） 

障害者等を通わせ、創作的活動又は生産活動の機会の提供、社会との交流の促進等を行う施設 

・福祉ホーム（同法第５条第 28 項） 

 「老人デイサービスセンター」と「老人デイサービス事業」の違い 

○ 老人デイサービスセンター  

… 基本的なサービスをデイサービス専用の設備（ベッド、浴室及び食堂）により提供して 

おり、独立した施設として位置づけている場合 

 ○ 老人デイサービス事業 

… 特別養護老人ホーム等に併設して行われるもので、基本的な設備（ベッド、浴室及び 

食堂）がデイサービス専用でない場合 

 ※ 介護保険上のサービス名は、次のとおり同じです。 

・通所介護 ・（介護予防）認知症対応型通所介護【地域密着型】 

・第1号通所事業【総合事業】 ・地域密着型通所介護【地域密着型】 

 

「老人短期入所施設」と「老人短期入所事業」の違い 

○ 老人短期入所施設  

… 専用ベッド、浴室および食堂を専用の施設として有し、かつ、老人短期入所施設として 

独立してその機能を果たしうる職員配置を有する場合 

○ 老人短期入所事業 

… 特別養護老人ホーム等に併設して行われるもので、基本的な設備 

（ベッド、浴室及び食堂）が短期入所専用でない場合  

 ※ 介護保険上のサービス名は、次のとおり同じです。 

・（介護予防）短期入所生活介護 
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現に住居を求めている障害者につき、低額な料金で、居室その他の設備を利用させるとともに、

日常生活上必要な便宜を供与する施設 

⑫身体障害者福祉法に規定する事業（法第２条第３項第５号） 

・身体障害者生活訓練等事業（身体障害者福祉法第４条の２第１項） 

身体障害者に対する点字又は手話の訓練その他の身体障害者が日常生活又は社会生活を営むた

めに必要な訓練その他の援助を提供する事業 

・手話通訳事業（同法第４条の２第２項） 

聴覚、言語機能又は音声機能の障害のため、音声言語により意思疎通を図ることに支障がある

身体障害者（聴覚障害者等）につき、手話通訳等に関する便宜を供与する事業 

・介助犬訓練事業（同法第４条の２第３項） 

介助犬の訓練を行うとともに、肢体不自由な身体障害者に対し、介助犬の利用に必要な訓練を

行う事業 

・聴導犬訓練事業（同法第４条の２第３項） 

聴導犬の訓練を行うとともに、聴覚障害のある身体障害者に対し、聴導犬の利用に必要な訓練

を行う事業 

 

⑬身体障害者福祉法に規定する施設（法第２条第３項第５号） 

・身体障害者福祉センター（同法第 31 条） 

無料又は低額な料金で、身体障害者に関する各種の相談に応じ、身体障害者に対し、機能訓練、

教養の向上、社会との交流の促進及びレクリエーションのための便宜を総合的に供与する施設 

・補装具製作施設（同法第 32 条） 

無料又は低額な料金で、補装具の製作又は修理を行う施設 

・盲導犬訓練施設（同法第 33 条） 

無料又は低額な料金で、盲導犬の訓練を行うとともに、視覚障害のある身体澤害者に対し、盲

導犬の利用に必要な訓練を行う施設 

・視聴覚障害者情報提供施設（同法第 34 条） 

無料又は低額な料金で、点字刊行物、視覚障害者用の録音物、聴覚障害者用の録画物その他各

種情報を記録した物であって専ら視聴覚障害者が利用するものを製作し、若しくはこれらを視聴

覚障害者の利用に供し、又は点訳若しくは手話通訳等を行う者の養成若しくは派遣等の便宜を供

与する施設 

・身体障害者の更生相談に応ずる事業（同法第 11 条） 

身体障害者の福祉に関し、専門的知識と技術を必要とする相談・指導や医学的、心理学的、職

能的な判定業務、補装具の処方及び適合判定、市町村に対する専門的な技術的援助指導、来所の

難しい人などのため、必要に応じて行う巡回相談、さらに、地域におけるリハビリテーションの

推進に関する業務などを行う事業 

 

⑭知的障害者福祉法に規定する事業（法第２条第３項第６号） 

・知的障害者の更生相談に応ずる事業（知的障害者福祉法第12条） 

知的障害者やその家族に対し、専門的な知識と技術を必要とする相談・指導業務や医学的、心

理学的、職能的な判定業務、市町村に対する専門的な技術的援助、来所の難しい人などのために

必要に応じて行う巡回相談、さらには関係機関と連携を図り、地域のネットワーク化を推進する

といった地域生活支援の推進などを行う事業 

 

⑮その他の事業 

・生計困難者のために、無料又は低額な料金で、簡易住宅を貸し付け、又は宿泊所その他の施設

を利用させる事業（法第２条第３項第８号） 
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（ⅰ）簡易住宅を貸し付ける事業 

（ⅱ）宿泊所等を利用させる事業 

・生計困難者のために、無料又は低額な料金で診療を行う事業（法第２条第３項第９号） 

生計困難者が経済的な理由によって必要な医療を受ける機会を制限されることのないよう、無

料または低額な料金で診療を行う事業 

（ⅰ）無料又は低額な料金で診療を行う事業 

（ⅱ）医療保護施設（生活保護法第３８条第４項） 

・生計困難者に対して、無料又は低額な費用で介護保険法に規定する介護老人保健施設又は介護

医療院を利用させる事業（法第２条第３項第 10 号） 

生計困難者が経済的な理由によって必要な介護を受ける機会を制限されることのないよう、無

料または低額な料金で介護老人保健施設又は介護医療院を利用させる事業 

・隣保事業（法第２条第３項第 11 号） 

隣保館等の施設を設け、無料又は低額な料金でこれを利用させることその他その近隣地域にお

ける住民の生活の改善及び向上を図るための各種の事業を行うもの。 

・福祉サービス利用援助事業（法第２条第３項第 12 号） 

精神上の理由により日常生活を営むのに支障がある者に対して、無料又は低額な料金で、福祉

サービス（社会福祉事業において提供されるものに限る。）の利用に関し相談に応じ、及び助言を

行い、並びに福祉サービスの提供を受けるために手続又は福祉サービスの利用に要する費用の支

払に関する便宜を供与することその他の福祉サービスの適切な利用のための一連の援助を一体的

に行う事業 

・社会福祉事業に関する連絡又は助成を行う事業（法第２条第３項第 13 号） 

（ⅰ）連絡を行う事業 

（ⅱ）助成を行う事業 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 社会福祉事業の適用除外事業（法第２条第４項） 

次に掲げるものは、上記の社会福祉事業と内容が同じ場合でも、社会福祉事業として取り扱い 

ません。 

① 更生保護事業法に規定する更生保護事業 

② 実施期間が６月（連絡助成事業にあっては３月）を超えない事業 

③ 社団又は組合が行う事業であって、社員又は組合員のためにするもの 

④ 法第２条第２項各号の事業及び同条第３項第１号から第９号までに掲げる事業であって

常時保護を受ける者が入所させて保護を行うものにあっては５人、その他の者にあっては

20 人（政令で定める事業にあっては 10 人）に満たないもの 

⑤ 社会福祉事業の助成を行うものであって、助成金額が毎年度 500 万円に満たないもの、 

又は助成を受ける社会福祉事業の数が毎年度 50 に満たないもの 
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【参考１】社会福祉事業一覧 
 

≪第一種社会福祉事業≫ 
※ 常時保護を受ける者が、５人未満の事業は、社会福祉事業の事業規模要件を満たさないため、公

益事業に該当します。 

 

□ 生活保護法に規定する事業 

■ 救護施設 

■ 更生施設 

■ 生計困難者を無料又は定額な料金で入所させて生活の扶助を行うことを目的とする施設を経営す 

る事業 

■ 生計困難者に対して助葬を行う事業 

 

□ 児童福祉法に規定する事業 

■ 乳児院 

■ 母子生活支援施設 

■ 児童養護施設 

■ 障害児入所施設 

■ 情緒障害児短期治療施設 

■ 児童自立支援施設 

 

□ 老人福祉法に規定する事業 

■ 養護老人ホーム 

■ 特別養護老人ホーム 

■ 軽費老人ホーム 

 

□ 障害者総合支援法に規定する事業 

■ 障害者支援施設 

 

□ 困難女性支援法に規定する事業 

 ■ 女性自立支援施設 

 

□ その他の事業 

■ 授産施設を経営する事業 

■ 生計困難者に対して無利子又は低利で資金を融通する事業 
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≪第二種社会福祉事業≫ 
※ 常時保護を受ける者が、20 人未満の事業（★印の事業については 10 人未満）は、社会福祉事

業の事業規模要件を満たさないため、公益事業に該当します。 

□ 生計困難者に対する支援・相談事業 

■ 生計困難者に対して、その住居で衣食その他日常の生活必需品若しくはこれに要する金銭を与え、

又は生活に関する相談に応ずる事業 

 

□ 生活困窮者自立支援法 

  ■ 認定生活困窮者就労訓練事業（★） 

 

□ 児童福祉法に規定する事業 

  ■ 障害児通所支援事業 

  ■ 障害児相談支援事業 

■ 児童自立生活援助事業 

■ 放課後児童健全育成事業 

■ 子育て短期支援事業 

■ 乳児家庭全戸訪問事業 

■ 養育支援訪問事業 

■ 地域子育て支援拠点事業 

■ 一時預かり事業 

■ 小規模住居型児童養育事業 

■ 病児保育事業 

■ 子育て援助活動支援事業 

■ 児童の福祉の増進について相談に応ずる事業 

■ 親子再統合支援事業 

■ 社会的養護自立支援拠点事業 

■ 意見表明等支援事業 

■ 妊産婦等生活援助事業 

■ 子育て世帯訪問支援事業 

■ 児童育成支援事業 

■ 親子関係形成支援事業 

■ 乳児等通園支援事業 

 

□ 児童福祉法に規定する施設 

■ 小規模保育事業（★） 

■ 助産施設 

■ 保育所 

■ 児童厚生施設 

■ 児童家庭支援センターを経営する事業 

■ 里親支援センターを経営する事業 

 

□ 認定こども園法に規定する施設 

■ 幼保連携型認定こども園 

 

□ 養子縁組あっせん法に規定する事業 

■ 養子縁組あっせん事業 

 

□ 母子及び父子並びに寡婦福祉法に規定する事業 
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■ 母子家庭日常生活支援事業 

■ 父子家庭日常生活支援事業 

■ 寡婦日常生活支援事業 

 

□ 母子及び父子並びに寡婦福祉法に規定する施設 

■ 母子・父子福祉施設（母子・父子福祉センター、母子・父子休養ホーム） 

 

□ 老人福祉法に規定する事業 

■ 老人居宅介護等事業 

■ 老人デイサービス事業 

■ 老人短期入所事業 

■ 小規模多機能型居宅介護事業 

■ 認知症対応型老人共同生活援助事業 

■ 複合型サービス福祉事業 

 

□ 老人福祉法に規定する施設 

■ 老人デイサービスセンター 

■ 老人短期入所施設 

■ 老人福祉センター 

■ 老人介護支援センター 

 

□ 障害者総合支援法に規定する事業 

■ 障害福祉サービス事業（就労継続支援 A 型のみ★） 

■ 一般相談支援事業 

■ 特定相談支援事業 

■ 移動支援事業 

 

□ 障害者総合支援法に規定する施設 

■ 地域活動支援センター（★） 

■ 福祉ホーム 

 

□ 身体障害者福祉法に規定する事業 

■ 身体障害者生活訓練等事業 

■ 手話通訳事業 

■ 介助犬訓練事業 

■ 聴導犬訓練事業 

 

□ 身体障害者福祉法に規定する施設 

■ 身体障害者福祉センター 

■ 補装具製作施設 

■ 盲導犬訓練施設 

■ 視聴覚障害者情報提供施設 

■ 身体障害者の更生相談に応ずる事業 

 

□ 知的障害者福祉法に規定する事業 

■ 知的障害者の更生相談に応ずる事業 

 

 □ その他の事業 

■ 生計困難者のために、無料又は低額な料金で、簡易住宅を貸し付け、又は宿泊所その他の施設を
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利用させる事業 

■ 生計困難者のために、無料又は低額な料金で診療を行う事業 

■ 生計困難者に対して、無料又は低額な費用で介護保険法に規定する介護老人保健施設又は介護医 

  療院を利用させる事業 

■ 隣保事業 

■ 福祉サービス利用援助事業 

■ 社会福祉事業に関する連絡又は助成を行う事業 
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【参考２】社会福祉事業等の各根拠法令一覧 
 
（１）児童福祉法関連事業 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

社会福祉法上の 

事業名 

児童福祉法上の 

事業名 
社会福祉法 

個別法 

児童福祉法 

第一種社会福祉事業 ※５人未満は公益事業に該当します。 

乳児院 同左 

第２条第２項第２号 

第 37 条 

母子生活支援施設 同左 第 38 条 

児童養護施設 同左 第 41 条 

障害児入所施設 同左 第 42 条第１項 

情緒障害児短期治療施設 同左 第 43 条の２ 

児童自立支援施設 同左 第 44 条 

第二種社会福祉事業 ※20 人未満（小規模保育事業は 10 人未満）は公益事業に該当します。 

障害児通所支援事業 

児童発達支援事業 

第２条第３項第２号 

第６条の２第２項 

医療型児童発達支援事業 第６条の２第３項 

放課後等デイサービス事業 第６条の２第４項 

居宅訪問型児童発達支援事業 第６条の２第５項 

保育所等訪問支援事業 第６条の２第５項 

障害児相談支援事業 
障害児支援利用援助事業 第６条の２第７項 

継続障害児支援利用援助事業 第６条の２第８項 

児童自立生活援助事業 同左 第６条の３第１項 

放課後児童健全育成事業 同左 第６条の３第２項 

子育て短期支援事業 同左 第６条の３第３項 

乳児家庭全戸訪問事業 同左 第６条の３第４項 

養育支援訪問事業 同左 第６条の３第５項 

地域子育て支援拠点事業 同左 第６条の３第６項 

一時預かり事業 同左 第６条の３第７項 

小規模住居型児童養育事業 同左 第６条の３第８項 

子育て援助活動支援事業（フ

ァミーリー・サポート・セン

ター） 

同左 第６条の３第 14 項 

助産施設 同左 第 36 条 

小規模保育事業（10 人以上） 同左 第６条の３第 10 項 

保育所 同左 第 39 条 

児童厚生施設 同左 第 40 条 

児童家庭支援センター 同左 第 44 条の２第１項 

病児保育事業 同左 第６条の３第 13 項 

児童の福祉の増進について相

談に応ずる事業 
同左 － 

親子再統合支援事業 同左 第６条の３第 15 項 

社会的養護自立支援事業 同左 第６条の３第 16 項 

意見表明等支援事業 同左 第６条の３第 1７項 

妊産婦等生活援助事業 同左 第６条の３第 1８項 

子育て世帯訪問支援事業 同左 第６第の３第 1９項 

児童育成支援拠点事業 同左 第６条の３第２０項 

親子関係形成支援事業 同左 第６条の３第２１項 

乳児等通園支援事業 同左 第６条の３第２３項 

里親支援センター 同左 第 44 条の３第１項 

公益事業 

－ 家庭的保育事業 － 第６条の３第９項 

－ 居宅訪問型保育事業 － 第６条の３第 11 項 

－ 事業所内保育事業 － 第６条の３第 12 項 
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（２）認定こども園法関連事業 

 
 社会福祉法上の 

事業名 

認定こども園法上の 

事業名 
社会福祉法 

個別法 

認定こども園法 

第二種社会福祉事業 ※20 人未満は公益事業に該当します。 

幼保連携型認定こども園 幼保連携型認定こども園 第２条第３項第２号の２ 第２条第７項 

 



 
32 

 

（３）老人福祉法・介護保険法関連事業 

社会福祉法上の 

事業名 

介護保険法上の 

事業名 
社会福祉法 

個別法 

老人福祉法 介護保険法 

第一種社会福祉事業 ※５人未満は公益事業に該当します。 

養護老人ホーム 
特定施設入居者生

活介護事業 

第２条第２項第３号 

第 20 条の４ 第８条第 11 項 

特別養護老人ホーム 

介護老人福祉施設 

第 20 条の５ 

第８条第 27 項 

地域密着型介護老

人福祉施設 
第８条第 22 項 

軽費老人ホーム 

特定施設入居者生

活介護事業 

第 20 条の６ 

第８条第 11 項 

地域密着型特定施

設入居者生活介護

事業 

第８条第 21 項 

介護予防特定施設

入居者生活介護事

業 

第 8 条の２第９項 

第二種社会福祉事業 ※20 人未満は公益事業に該当します。 

老人居宅介護等事業 

訪問介護事業 

第２条第３項第４号 第５条の２第２項 

第８条第２項 

定期巡回・随時対応

型訪問介護看護事

業 

第８条第 15 項 

夜間対応型訪問介

護事業 
第８条第 16 項 

第 1 号訪問事業（介

護予防・日常生活支

援総合事業） 

第 115 条の 45 第１項 

老人デイサービス事業 

老人デイサービスセンタ

ー 

通所介護事業 

第２条第３項第４号 
第５条の２第３項 

第 20 条の２の２ 

第８条第７項 

地域密着型通所介

護事業 
第８条第 17 項 

認知症対応型通所

介護事業 
第８条第 18 項 

介護予防認知症対

応型通所介護事業 
第８条の２第 13 項 

第 1 号通所事業（介

護予防・日常生活支

援総合事業） 

第 115 条の 45 第１項 

老人短期入所事業 

老人短期入所施設 

短期入所生活介護

事業 
第２条第３項第４号 

第５条の２第４項 

第 20 条の３ 

第８条第９項 

介護予防短期入所

生活介護事業 
第８条の２第７項 

小規模多機能型居宅介護

事業 

小規模多機能型居

宅介護事業 
第２条第３項第４号 

 
第５条の２第５項 

第８条第 19 項 

介護予防小規模多

機能型居宅介護事

業 

第８条の２第 14 項 

認知症対応型老人共同生

活援助事業 

認知症対応型老人

共同生活援助事業 

第２条第３項第４号 第５条の２第６項 

第８条第 20 項 

介護予防認知症対

応型老人共同生活

援助事業 

第８条の２第 15 項 

複合型サービス福祉事業 同左 第２条第３項第４号 第５条の２第７項 第８条第 23 項 

老人福祉センター － 第２条第３項第４号 第 20 条の７ － 

老人介護支援センター － 第２条第３項第４号 第 20 条の７の２ － 

無料低額介護老人保健施

設利用事業 
介護老人保健施設 

第２条第３項第 10

号 

（医療法） 

第１条の６第 1 項 
第８条第 28 項 

無料低額介護医療 

院利用事業 
介護医療院 

第２条第３項第 10

号 

（医療法） 

第１条の６第２項 
第８条第 29 項 
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老人福祉法上の 

事業名 
介護保険法上の事業名 

個別法 

老人福祉法 介護保険法 

公益事業 

（老人福祉法） 

有料老人ホーム 

特定施設入居者生活介護事業 

第 29 条第１項 

第８条第 11 項 

地域密着型特定施設入居者生活介護事業 第８条第 21 項 

介護予防特定施設入居者生活介護事業 第８条の２第９項 

－ 訪問入浴介護事業 － 第８条第３項 

－ 訪問看護事業 － 第８条第４項 

－ 訪問リハビリテーション事業 － 第８条第５項 

－ 居宅療養管理指導事業 － 第８条第６項 

－ 通所リハビリテーション事業 － 第８条第８項 

－ 短期入所療養介護事業 － 第８条第 10 項 

－ 福祉用具貸与事業 － 第８条第 12 項 

－ 特定福祉用具販売事業 － 第８条第 13 項 

－ 居宅介護支援事業 － 第８条第 24 項 

－ 介護予防訪問入浴介護事業 － 第８条の２第２項 

－ 介護予防訪問看護事業 － 第８条の２第３項 

－ 介護予防訪問リハビリテーション事業 － 第８条の２第４項 

－ 介護予防居宅療養管理指導事業 － 第８条の２第５項 

－ 介護予防通所リハビリテーション事業 － 第８条の２第６項 

－ 介護予防短期入所療養介護事業 － 第８条の２第８項 

－ 介護予防福祉用具貸与事業 － 第８条の２第 10 項 

－ 特定介護予防福祉用具販売事業 － 第８条の２第 11 項 

－ 介護予防支援事業 － 第８条の２第 16 項 

－ 地域支援事業（第１号生活支援事業） － 第 115 条の 45 第１項 

地域支援事業（第１号介護予防支援事業） 第 115 条の 45 第２項 

地域支援事業（一般介護予防事業） 第 115 条の 45 第３項 

－ 地域包括支援センター － 第 115 条の 46 
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（４）障害者総合支援法関連事業 

 

（注）平成30年4月1日改正障害者総合支援法施行により、就労定着支援、自立生活援助が創設された。 

社会福祉法上の 

事業名 

障害者総合支援法上の 

事業名 
社会福祉法 

個別法 

障害者総合支援法 

第一種社会福祉事業 ※５人未満は公益事業に該当します。 

障害者支援施設 
障害者支援施設 

（施設入所支援） 
第２条第２項第４号 

第５条第 11 項 

（第５条第 10 項） 

第二種社会福祉事業 ※20 人未満（就労継続支援 A 型、地域活動支援センターは 10 人未満）は 

公益事業に該当します。 

障害福祉サービス事業 

居宅介護 

第２条第３項第４号の２ 

第５条第２項 

重度訪問介護 第５条第３項 

同行援護 第５条第４項 

行動援護 第５条第５項 

療養介護 第５条第６項 

生活介護 第５条第７項 

短期入所 第５条第８項 

重度障害者等包括支援 第５条第９項 

自立訓練 第５条第 12 項 

就労移行支援 第５条第 13 項 

就労継続支援 第５条第 14 項 

就労定着支援 第５条第 15 項 

自立生活援助 第５条第 16 項 

共同生活援助 第５条第 17 項 

一般相談支援事業 

基本相談支援 

地域相談支援（地域移行支

援・地域定着支援） 

第５条第 19 項 

第５条第 20 項・第 21 条 

特定相談支援事業 

基本相談支援 

計画相談支援（サービス利用

支援・継続サービス利用支援） 

第５条第 19 項 

第５条第 22 項・第 23 項 

移動支援事業 同左 第５条第 26 項 

地域活動支援センター 同左 第５条第 27 項 

福祉ホーム 同左 第５条第 28 項 

公益事業 

－ 自立支援医療 － 第５条第 24 項 

－ 市町村の地域生活支援事業 － 第 77 条 

－ 基幹相談支援センター － 第 77 条の２ 

－ 都道府県の地域生活支援事業 － 第 78 条 



 
35 

 

（５）生活保護・その他関連事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

社会福祉法上の 

事業名 
社会福祉法 個別法 

第一種社会福祉事業 ※５人未満は公益事業に該当します。 

救護施設 

第２条第２項第１号 

生活保護法第 38 条第２項 

更生施設 生活保護法第 38 条第３項 

宿所提供施設 生活保護法第 38 条第６項 

助葬事業        － 

女性自立支援施設 第２条第２項第６号 困難女性支援法第 12 条 

授産施設 

第２条第２項第７号 

生活保護法第 38 条第５項 

生計困難者に対して無利子又は低利で資金を

融通する事業 
       － 

第二種社会福祉事業 ※20 人未満（認定生活困窮者就労訓練事業は 10 人未満）は公益事業に該当します。 

生計困難者に対して、その住居で衣食その他日

常の生活必需品若しくはこれに要する金銭を

与え、又は生活に関する相談に応ずる事業 

第２条第３項第１号        － 

認定生活困窮者就労訓練事業 第２条第３項第２号 生活困窮者自立支援法第 16 条第 3 項 

母子家庭日常生活支援事業 

第２条第３項第３号 

母子及び父子並びに寡婦福祉法第 17 条 

父子家庭日常生活支援事業 
母子及び父子並びに寡婦福祉法第 31 条の

７ 

寡婦日常生活支援事業 母子及び父子並びに寡婦福祉法第 33 条 

母子・父子福祉施設を経営する事業 

（母子・父子福祉センター） 

（母子・父子休養ホーム） 

母子及び父子並びに寡婦福祉法第 38 条 
（母子及び父子並びに寡婦福祉法第 39 条第２

項）（母子及び父子並びに寡婦福祉法第 39 条

第３項） 

身体障害者生活訓練等事業 

第２条第３項第５号 

身体障害者福祉法第４条の２第１項 

手話通訳事業 身体障害者福祉法第４条の２第２項 

介助犬訓練事業 身体障害者福祉法第４条の２第３項 

聴導犬訓練事業 身体障害者福祉法第４条の２第３項 

身体障害者福祉センター 身体障害者福祉法第 31 条 

補装具制作施設 身体障害者福祉法第 32 条 

盲導犬訓練施設 身体障害者福祉法第 33 条 

視聴覚障害者情報提供施設 身体障害者福祉法第 34 条 

身体障害者の更生相談に応ずる事業 身体障害者福祉法第 11 条 

知的障害者の更生相談に応ずる事業 第２条第３項第６号 知的障害者福祉法第 12 条 

生計困難者のために、無料又は低額な料金で、

簡易住宅を貸し付け、又は宿泊所その他の施設

を利用させる事業 

第２条第３項第８号        － 

生計困難者のために、無料又は低額な料金で診

療を行う事業（病院又は診療所における無料定

額診療事業） 

第２条第３項第９号 医療法第１条の５ 

生計困難者に対して、無料又は定額な費用で介

護保険法に規定する介護老人保健施設又は介

護医療院を利用させる事業 

第２条第３項第 10 号        － 

医療保護施設     － 生活保護法第 38 条第４項 

隣保事業 第２条第３項第 11 号        － 

福祉サービス利用援助事業 第２条第３項第 12 号        － 

社会福祉事業に関する連絡・助成事業 第２条第３項第 13 号        － 
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社会福祉法人がその経営する社会福祉事業に支障がない限り、公益事業および収益事業を行うこと

ができます。（社会福祉法第 26 条） 

公益事業および収益事業は、「社会福祉事業に対して従たる地位にある」ことが前提であるため、

年間事業費や規模で社会福祉事業の額を超える事業運営はできません。 

 

１ 公益事業（審査基準第１の２、審査要領第１の２） 
 
（１）公益事業の要件 

下記にあげる要件を満たした場合、公益事業を行うことが認められています。 

 

① 公益を目的とする事業であって、社会福祉事業以外の事業であること。 

② 公益事業には、次のような事業が含まれる（社会福祉事業であるものを除く）。 

ア 必要な者に対し、相談、情報提供・助言、行政や福祉・保健・医療サービス事業者等との連

絡調整を行う等の事業 

イ 必要な者に対し、入浴、排せつ、食事、外出時の移動、コミュニケーション、スポーツ・文

化的活動、就労、住環境の調整等（以下「入浴等」という。）を支援する事業 

ウ 入浴等の支援が必要な者、独力では住居の確保が困難な者等に対し、住居を提供又は確保す

る事業 

エ 日常生活を営むのに支障がある状態の軽減又は悪化の防止に関する事業 

オ 入所施設からの退院・退所を支援する事業 

カ 子育て支援に関する事業 

キ 福祉用具その他の用具又は機器及び住環境に関する情報の収集・整理・提供に関する事業 

ク ボランティアの育成に関する事業 

ケ 社会福祉の増進に資する人材の育成・確保に関する事業（社会福祉士・介護福祉士・精神保

健福祉士・保育士・コミュニケーション支援者等の養成事業等） 

コ 社会福祉に関する調査研究等 

サ 社会福祉法第２条第４項第４号に掲げる事業（いわゆる「事業規模要件」を満たさないため

に社会福祉事業に含まれない事業） 

シ 介護保険法に規定する居宅サービス事業、地域密着型サービス事業、介護予防サービス事業、

地域密着型介護予防サービス事業、居宅介護支援事業、介護予防支援事業、介護老人保健施

 
第３節 社会福祉事業以外の事業 
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設を経営する事業若しくは地域支援事業を市町村から受託して実施する事業又は老人保健

法に規定する指定老人訪問看護を行う事業【※１】 

ス 有料老人ホームを経営する事業 

セ 社会福祉協議会等において、社会福祉協議会活動等に参加する者の福利厚生を図ることを目

的として、宿泊所、保養所、食堂等を経営する事業 

ソ 公益的事業を行う団体に事務所、集会所等として無償又は実費に近い対価で使用させるため

に会館等を経営する事業【※２】 

 

※１ 居宅介護支援事業等を、特別養護老人ホーム等社会福祉事業の用に供する施設の経営に付

随して行う場合および規模が小さく社会福祉事業と一体的に行われる事業または社会福祉事

業の用に供する施設の機能を活用して行う事業の場合には、定款上、公益事業として記載し

なくとも差し支えありません。 

※２ 営利を行う者に対して、無償または実費に近い対価で使用させるような計画は適当ではあ

りません。また、このような者に対して収益を得る目的で貸与する場合は、収益事業となり

ます。 

 

③ 当該事業を行うことにより、当該法人の行う社会福祉事業の円滑な遂行を妨げるおそれのない

ものであること。 

④ 当該事業は、当該法人の行う社会福祉事業に対し、従たる地位にあることが必要であること。 

⑤ 社会通念上は公益性が認められるものであっても、社会福祉と全く関係のないものを行うこと

は認められないこと。 

⑥ 公益事業において剰余金を生じたときは、当該法人が行う社会福祉事業又は公益事業に充てる

こと。 

 

（２）地域公益事業 

社会福祉法第 24 条第２項の規定により、社会福祉法人は、社会福祉事業および公益事業を行う

に当たっては、日常生活または社会生活上の支援を必要とする者に対して、無料または低額な料金

で、福祉サービスを積極的に提供するよう努めなければならないものとされています。この福祉サ

ービスを「地域における公益的な取組」と言います。 

地域における公益的な取組のうち、公益事業に該当するものを、「地域公益事業」と言います。 

  なお、社会福祉充実残額を保有する社会福祉法人には、社会福祉充実計画を策定し、社会福祉事

業または地域公益事業等の実施に再投下することが求められています。 

  地域公益事業を行う計画の策定に当たっては、事業の実施を予定する地域に設置された地域協議
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会において「地域公益事業の内容及び事業区域における需要」について「住民その他の関係者」の

意見を聴かなければならないこととされています。 

  （詳細は第 3 章第５節「社会福祉充実計画承認申請等」を参照ください。） 

 

２ 収益事業（審査基準第１の３、審査要領第１の３）  
 
（１）収益事業の要件 

下記にあげる要件を満たした場合、収益事業を行うことが認められています。 

 

①  法人が行う社会福祉事業又は公益事業（社会福祉法施行令第 13 条及び平成 14 年厚生労働省

告示第 283 号に掲げるものに限る。以下③も同様。）の財源に充てるため、「一定の計画の下に

収益を得ることを目的として反復継続して行われる行為であって、社会通念上事業と認められ

る程度のもの」であること。 

②  事業の種類については、特別の制限はないが、法人の社会的信用を傷つけるおそれがあるもの

又は投機的なものは適当でないこと。なお、法人税法第２条第 13 号にいう収益事業の範囲に

含まれない事業であっても、法人の定款上は収益事業として扱う場合もあること。 

③ 当該事業から生じた収益は、当該法人が行う社会福祉事業又は公益事業の経営に充当すること。 

④ 当該事業を行うことにより、当該法人の行う社会福祉事業又は公益事業の円滑な遂行を妨げる

おそれのないものであること。 

⑤ 当該事業は、当該法人の行う社会福祉事業に対し従たる地位にあることが必要であり、社会福

祉事業を超える規模の収益事業を行うことは認められないこと。 

⑥ 母子及び父子並びに寡婦福祉法第 14 条に基づく資金の貸付を受けて行う、同法施行令第６条

第１項各号に掲げる事業については、③は適用されないものであること。 
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（２）収益事業として定款に記載する必要のない場合 

次のような場合は、（１）①の「一定の計画の下に、収益を得ることを目的として反復継続して

行われる行為であって、社会通念上事業と認められる程度のもの」に該当しないので、結果的に

収益を生ずる場合であっても収益事業として定款に記載する必要はないとされています。 

 

① 当該法人が使用することを目的とする設備等を外部の者に依頼されて、当該法人の業務に支

障のない範囲内で使用させる場合 

（例）会議室を法人が使用しない時間に外部の者に使用させる場合等 

② たまたま適当な興行の機会に恵まれて慈善興行を行う場合  

③ 社会福祉施設等において、専ら施設利用者の利便に供するため売店を経営する場合 

≪社会福祉法人が行うことのできない事業の例≫ 

１ 「法人の社会的信用を傷つけるおそれ」のある事業 

① 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和 23 年法律第１ 

22 号）にいう風俗営業及び風俗関連営業 

② 高利な融資事業 

③ 前に掲げる事業に不動産を貸し付ける等の便宜を供与する事業 

 

２ 「社会福祉事業の円滑な遂行を妨げるおそれ」のある事業  

① 社会福祉施設の付近において、騒音、ばい煙等を著しく発生させるような 

おそれのある場合 

② 社会福祉事業と収益事業とが、同一設備を使用して行われる場合 

 

≪社会福祉法人が行うことのできる事業の例≫ 

 ・当該法人の所有する不動産を活用して行う貸ビル、駐車場の経営 

・公共的施設内の売店の経営 等、安定した収益が見込める事業が適当です。 
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１ 社会福祉法人に設置する機関と権限分配  
 

社会福祉法人の経営を担う、法人統治機関は、評議員（評議員会）、理事（理事会）、監事および一

定規模以上の法人における会計監査人です。（社会福祉法第 36 条） 

また、社会福祉法人と評議員および理事、監事、会計監査人（以下「役員等」という。）は、委任

の関係であることが法第 38 条に規定されています。これにより、役員等は善管注意義務（善良な管

理者の注意をもって委任事務を処理する義務）を負い、義務を怠った場合には、損害賠償責任を負う

ことになります。 

 

≪社会福祉法人の各機関と権限分配≫ 

組織における３つの権限、すなわち、意思決定、業務執行、監査の３機能が適切に３つの機関に分

配され、相互牽制機能がしっかりと働く機関設計となっています。 

 

 

 

 
第４節 社会福祉法人の経営組織 
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２ 評議員および評議員会  
 

社会福祉法人には、理事および監事（以下「役員」という。）の選任または解任、役員報酬の決定、

定款の変更などの重要事項を決定する議決機関として、評議員会を設置しなければなりません。 
  

（１）評議員の選任等 

 【評議員の員数】 

○ 評議員の数は、定款で定めた理事の員数を超える数でなければなりません。 

例）理事が６名の場合、評議員は７名以上になる。  

【評議員の資格】 

  ○ 評議員は、「社会福祉法人の適正な運営に必要な識見を有する者」から選任しなければなり

ません。 

  ○ 精神の機能の障害により職務を適正に執行するに当たって必要な認知、判断および意思疎通

を適切に行うことができない者、解散を命じられた社会福祉法人の役員ならびに一定の刑に処

せられその執行が終わるまで等の人は評議員となることはできません。（これらの人は役員に

もなれません。） 

  ○ 評議員は、役員または当該法人の職員を兼ねることはできません。 

  ○ 評議員または役員の配偶者、三親等内の親族、その他の特殊な関係者も評議員になれない場

合および評議員総数の３分の１を超えてはならない場合があります。 

○ また、実際に評議員会に参画（出席）できない者を、評議員として名目的に選任してはなり

ません。 

 【評議員の選任・解任の方法】 

  ○ 評議員は、定款の定めるところにより選任します。評議員を理事や理事会が選任すると規定

する定款は無効です。 

具体的には外部有識者を含めた＜評議員選任・解任委員会＞を設置し、この委員会が選任・

解任する方法が国の通知で例示されています。 （社会福祉法人定款例第 6 条） 

 【評議員の任期】 

  ○ 選任後４年以内に終了する会計年度のうち最終のものに関する定時評議員会の終結の時ま

でとなります。（任期の起算日は就任日ではなく選任日です。） 

例）令和 3 年２月１日に選任された場合 

  任期：令和 3 年２月１日から令和６年６月に開催する定時評議員会の終結まで 

  令和３年６月 20 日に選任された場合 

  任期：令和３年６月 20 日から令和７年６月に開催する定時評議員会の終結まで 

   ※ なお、定款の規定により４年を６年までに伸長することができます。 
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（２）評議員会の開催等 

評議員会は、社会福祉法人の運営管理上の重要事項について、審議議決を行い、役員の選任・解

任や定款変更等法人の基本的事項について決議する極めて重要な機関です。 

【評議員会の開催】 

 ○ 定時評議員会は、毎会計年度終了後、一定の時期に招集しなければなりません。 

  一定の時期とは、所轄庁に届け出る計算書類の作成期限が会計年度（４月～翌年 3 月）終了後

３か月以内とされているため、６月 30 日までとなります。 

 ○ 定時評議員会のほか、必要ある場合はいつでも評議員会を招集できます。 

 ○ 理事会の決議により評議員会の日時・場所、議題、議案の概要を決定した上で、原則として

理事（通常は理事長）が招集権者として、評議員会を招集します。 

【評議員会の決議】 

 ○ 評議員会は法令および定款で定められた事項に限り決議することができます。 

 ○ 議決に加わることのできる評議員（特別の利害関係のある評議員は議決に加わることができ

ません。）の過半数が出席し、その過半数をもって決議します。（普通決議） 

 ○ 法律の規定する一定の議題については、議決に加わることのできる評議員の現員数の３分の

２以上の多数をもって決議しなければなりません。（特別決議） 

例）議決に加わることができる評議員が７人の場合 

  普通決議…４人以上の同意が必要 

  特別決議…５人以上の同意が必要  

  ○ 議決権の行使については書面等による決議や代理人による決議は認められません。 

ただし、議決に加わることのできる評議員全員が書面または電磁的記録により同意の意思表

示をしたときは、当該提案を可決することの評議員会の決議があったものとみなされます。（い

わゆる「決議の省略」） 
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≪評議員会の要決議事項（法令で規定されているもの）≫ 

普通決議を要する事項 特別決議を要する事項 

○理事・監事・会計監査人の選任 

○理事・会計監査人の解任 

○理事・監事の報酬 

○計算書類の承認 

○役員報酬基準の承認 

○社会福祉充実計画の承認 

○監事の解任 

○理事等の責任の一部免除 

○定款の変更 

○解散 

○吸収合併により消滅又は存続する場合の吸収合併契約 

○新設合併により消滅する場合の新設合併契約 

     ※ その他定款で任意的記載事項として規定することが考えられる事項は次のとおり。

（いずれも普通決議を要する事項に該当） 

例１）事業計画及び収支予算を評議員会承認事項とする場合 

例 2）評議員会運営規程を設ける場合 

例３）その他の諸規程の一部を評議員会決議事項とする場合 

例４）施設の新設・大規模改修 

 

≪評議員会議事録の記載事項≫ 

 評議員会議事録に記載する必要がある事項は、社会福祉法に定められています。必要な事

項は漏れなく記載してください。  

 

 
 社会福祉法人制度改革に伴う評議員会の位置付けの見直し 

 

平成 29 年４月 1 日に施行された改正社会福祉法により、評議員会は、それまでの任意設置

の諮問機関から、すべての法人に必置の議決機関として位置付けや機能が変わりました。 

評議員会議事録の記載事項 

① 評議員会が開催された日時及び場所（テレビ会議等により、当該場所に存しない評議員、

理事、監事又は会計監査人が評議員会に出席した場合における当該出席の方法を含む。） 

② 評議員会の議事の経過の要領及びその結果 

③ 決議を要する事項について特別の利害関係を有する評議員があるときは、当該評議員の

氏名 

④ 監事や会計監査人（辞任した者を含む。）が、法律に基づく意見又は発言をしたときの

その意見又は発言の内容 

⑤ 評議員会に出席した評議員、理事、監事又は会計監査人の氏名又は名称 

⑥ 評議員会に議長が存するときは、議長の氏名 

⑦ 議事録の作成に係る職務を行った者の氏名 
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３ 理事および理事会  
 

社会福祉法人の全ての業務執行の決定や理事の職務執行の監督は、理事会が行います。 

このことから、理事会を構成する理事は、社会福祉事業について熱意と理解を有し、かつ、実際に

法人運営の職責を果たせる人を選任する必要があります。 

 

（１）理事の選任等 

 【理事の員数】 

○ 理事の員数は、６名以上必要です。 

○ 各理事についてその配偶者もしくは三親等以内の親族その他特殊関係者が３人を超えて含

まれてはなりません。 

○ 当該理事およびその配偶者およびその配偶者もしくは三親等以内の親族その他特殊関係者

が理事総数の３分の１を超えて含まれてはなりません。 

例）理事の員数が６名の場合、ある理事の特殊関係者は１名まで 

【理事の資格】 

○ 理事には、次に掲げるものが含まれなければなりません。 

 ・ 社会福祉事業の経営に関する識見を有する者 

   （例）社会福祉法人の経営の経験者（理事、理事長） 

      社会福祉法人の職員の経験者 

      社会福祉法人の事業についての学識経験者 

 ・ 当該事業の区域における福祉に関する実情に通じている者 

   （例）社会福祉協議会等社会福祉事業を行う団体の役職員 

     民生委員・児童委員 

     社会福祉に関するボランティア団体、親の会等の民間社会福祉団体の代表者等 

  医師、保健師、看護師等医療関係者 

自治会、町内会、婦人会および商店会等の役員その他その者の参画により施設運営や在

宅福祉事業の円滑な遂行が期待できる者 

 ・ 施設を設置し管理している場合には、当該施設の管理者（施設長等） 

○ 当該社会福祉法人の評議員、監事との兼務は認められません。 

○ 関係行政庁の職員が社会福祉法人の理事になることは、社会福祉法第 61 条の第１項の公私

分離の原則に照らし、適当ではありません。（社会福祉協議会および社会福祉事業団は除く。） 

○ また、実際に理事会に参画（出席）できない者を、理事として名目的に選任してはなりませ

ん。 
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 【理事の選任・解任の方法】 

  ○ 理事は、評議員会で選任・解任されます。 

 【理事の任期】 

  ○ 理事の任期は、選任後２年以内に終了する会計年度のうち最終のものに関する定時評議員会

の終結の時までとなります。（任期の起算日は就任日ではなく選任日です。） 

例１）令和３年３月 10 日に選任され、同年４月 1 日に就任した場合 

    任期：令和３年３月 10 日から令和４年に開催する定時評議員会の終結の時まで 

  例２）令和３年４月６日に選任され、同日に就任した場合 

    任期：令和３年４月 6 日から令和５年に開催する定時評議員会の終結の時まで 

  ※ なお、定款の規定により２年未満に短縮することができます。 

 【理事長と業務執行理事】 

○ 理事長は法人を代表し、社会福祉法人の業務に関する裁判上または裁判外の一切の行為をす

る権限があります。 

○ 理事長は理事会において選定・解職されます。 

○ 理事会は、必要に応じて社会福祉法人の業務を執行する執行理事を選定・解職することがで

きます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）理事会の開催等 

理事会は、社会福祉法人の業務執行に関する意思決定機関として位置づけられるとともに、理事

の職務の執行の監督、理事長の選任・解任など、理事および理事長に対して牽制機能を働かせます。 

【理事会の開催】 

 ○ 開催日や開催回数は特に法令上の規定はありませんが、理事長および業務執行理事の職務執

行報告回数は最低必要です。 

  ○ 事業計画・予算審議（３月）、事業報告・決算審議（６月）の時期及び補正予算の審議等、

 理事長および業務執行理事による理事会への職務執行報告 

 

理事長および業務執行理事は、３か月に１回以上（定款で、毎会計年度に４か月を超える間隔

で２回以上とすることが可能）、自己の職務の執行状況を理事会に報告しなければなりません。

（法第 46 条の 16 第３項） 

  例）３か月に１回以上の報告要件を満たすための開催回数 

   ・6 月、９月、12 月、翌年３月の毎月 10 日に開催…年４回 

   ・６月、９月、12 月は各月 10 日、翌年３月は 15 日に開催 

    …要件を満たすためには 12 月 15 日から３月 10 日までの間にも１回理事会を開

催し報告が必要 

なお、理事長および業務執行理事の職務の執行状況報告は省略できないため、実際に理事会を

開催し、報告することが必要です。 
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必要な時期に開催することが一般的です。 

  ○ その他必要に応じて何回でも理事会を開催できます。 

【理事会の決議】 

 ○ 法令で規定する事項、法令で理事に委任できないとする事項のほか、定款で理事会の決議を

要すると規定した事項および業務執行に関し理事会の承認を求めるべきと判断される事項を

決議事項とすることができます。 

○ 議決に加わることのできる理事（特別の利害関係のある理事は議決に加わることができませ

ん。）の過半数が出席し、その過半数をもって決議します。 

例）議決に加わることができる理事が６名の場合…４名以上の同意が必要 

○ 理事が理事会の決議の目的である事項（議題）を提案した場合、議決に加わることのできる

全員が書面または電磁的記録により同意の意思表示をしたとき（監事が異議を述べたときを除

く。）は、当該提案を可決することの理事会の決議があったものとみなされます。（いわゆる「決

議の省略」） 

○ 委任状または書面による決議参加は、評議員会同様認められません。 

 

≪理事会の要決議事項（法令で規定されているもの）≫ 

 

 

 

 

 

 

１   評議員会の日時及び場所並びに議題・議案の決定 

２   理事長及び業務執行理事の選定及び解職 

３   重要な役割を担う職員の選任及び解任 

４   従たる事務所その他の重要な組織の設置、変更及び廃止 

５   内部管理体制の整備（特定社会福祉法人のみ） 

６   競業及び利益相反取引の承認 

７   計算書類及び事業報告等の承認 

８   役員、会計監査人の責任の一部免除（定款に定めがある場合に限る。） 

９   役員、会計監査人に対する補償契約及び役員、会計監査人のために締結される保険契約の内容 

の決定 

10 その他重要な業務執行の決定（理事長等に委任されていない業務執行の決定） 
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≪理事会議事録の記載事項≫ 

 理事会議事録に記載する必要がある事項は、社会福祉法に定められています。必要な事項

は漏れなく記載してください。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 議事録の備え置き・保存について 

 

○ 社会福祉法により、評議員会の議事録は、評議員会があった日から 10 年間主たる事務所 

に、5 年間従たる事務所に備え置くことが定められており、評議員および債権者は写しの閲 

覧のまたは謄写の請求を行うことができます。 

理事会の議事録は理事会があった日から 10 年間主たる事務所に備え置くことが定めら

れており、評議員は写しの閲覧のまたは謄写の請求を行うことができます。 

○ 議事録の保存については、社会福祉法上の定めはなく、法人の文書管理規程等に保存期 

間等の定めがあればそれに従って管理をすることになります。 

法人において保存期間を定める際には、後の法律上の争い等が発生した際の証拠書類とな

りえることなどを考慮して決定する必要があります。 

例えば、理事の報酬額を決議した評議員会の議事録は、報酬額を変更するまでは保存する、

補助金に関する決議は、返還が生じた際に証拠書類として必要になる場合もあるため、補助

金の交付を受けている期間は保存するなどの対応が望ましいです。 

理事会議事録の記載事項 

① 理事会が開催された日時及び場所（テレビ会議等により、当該場所に存しない理事、監

事又は会計監査人が理事会に出席した場合における当該出席の方法を含む。） 

② 理事や監事の請求等により理事会を開催した場合はその旨 

※ 理事長等の所定の招集権者が招集を行った場合には、記載不要。 

③ 理事会の議事の経過の要領及びその結果 

④ 決議を要する事項について特別の利害関係を有する理事があるときは、当該理事の氏名 

⑤ 次の意見又は発言があるときは、その意見又は発言の内容の概要 

イ 競業及び利益相反取引の制限に係る取引についての報告 

ロ 理事が不正の行為をしたと認められるとき等における監事の報告 

ハ 理事会で述べられた監事の意見 

⑥ 定款で議事録署名人を出席した理事長及び監事とする旨を定めているときは、理事長以

外の理事であって、理事会に出席した者の氏名 

⑦ 理事会に出席した会計監査人の氏名又は名称 

⑧ 理事会の議長が存するときは、議長の氏名 
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４ 監事および会計監査人 
 

監事は、理事の職務の執行を監査し、監査報告を作成するとともに、いつでも理事および職員に

対して事業の報告を求め、または、当該法人の業務および財産の状況を調査することができ、適正

な法人運営の確保に関する重要な役割を担っています。 

 

（１）監事の選任等 

 【監事の員数】 

○ 監事は２名以上必要です。 

○ 監事のうちには、各役員（理事及び監事）について、その配偶者または三親等以内の親族、 

その他特殊関係者が含まれてはなりません。 

【監事の資格】 

○ 監事には次に掲げるものが含まれなければなりません。 

 ① 社会福祉事業について識見を有する者 

   （例）社会福祉に関する教育を行う者 

     社会福祉に関する研究を行う者 

     社会福祉事業または社会福祉関係の行政に従事した経験を有する者 

     公認会計士、税理士、弁護士等社会福祉事業の経営を行う上で必要かつ有益な専門知識

を有する者 

② 財産管理について識見を有する者【※】 

  ※ 公認会計士や税理士の資格を有する者が望ましい。 

   また、社会福祉法人、公益法人や民間企業等において財務・経理を担当した経験を有する

者も考えられる。 

○ 監事は、当該社会福祉法人の評議員、理事、使用人との兼務は認められません。 

○ また、監事は理事の職務や法人の計算書類を監査する立場にあることから、法人から委託を 

受けて記帳代行業務や税理士業務を行う者が監事に選任することは、適当ではありません。 

（法律面や経営面のアドバイスのみを行う契約となっている顧問弁護士、顧問税理士または顧

問会計士を監事に選任することは可能） 

 【監事の選任・解任の方法】 

  ○ 監事は、評議員会で選任・解任されます。 

    なお、監事の選任に関する議案は監事の過半数の同意が必要です。 
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 【監事の任期】 

  ○ 監事の任期は、選任後２年以内に終了する会計年度のうち最終のものに関する定時評議員会

の終結の時までとなります。（任期の起算日は就任日ではなく選任日です。） 

例）令和３年６月 15 日に選任され、同年６月 20 日に就任した場合 

   任期：令和３年６月 15 日から令和５年に開催する定時評議員会の終結の時まで 

 

（２）監事監査報告 

○ 監事は、理事の職務の執行を監査し、監査報告を作成しなければなりません。 

毎会計年度の計算書類（資金収支計算書、事業活動計算書、貸借対照表）、および事業報告なら

びにこれらの附属明細書、財産目録は、厚生労働省令に定めるところにより、監事の監査を受

けなければなりません。 

○ 計算書類およびその附属明細書ならびに財産目録の監査と、事業報告およびその附属明細書

の監査について、それぞれの監査報告の内容およびその作成等の手順に関する規定が社会福祉

法および同法施行規則に設けられています。 

○ なお、監査報告書は、毎会計年度終了後３か月以内（６月30日まで）に、所轄庁に提出する

必要があります。 

 

（３）会計監査人 

一定規模を超える社会福祉法人には会計監査人を置くことが義務付けられ、公認会計士または監

査法人が計算書類等の監査を行います。 

 【会計監査人の資格】 

  ○ 会計監査人は、公認会計士または監査法人でなければなりません。 

 【会計監査人の選任・解任の方法】 

  ○ 会計監査人も、役員同様に評議員会で選任・解任しますが、その議案内容は監事の過半数に

より決定するほか、監事全員の同意による解任もできます。 

 【会計監査人の任期】 

  ○ 会計監査人は選任後１年以内に終了する会計年度のうち最終のものに関する定時評議員会

の終結の時までです。 
 
 
 
 

 

 会計監査人設置義務法人の対象範囲 

平成 29 年４月１日の改正法施行時点では、前年度決算において収益 30 億円または負債 60 

億円を超える法人が、社会福祉法第 37 条に規定する特定社会福祉法人に該当し、会計監査人を

設置しなければなりません。 

※ なお、対象範囲を段階的に拡大する考え方が、社会福祉法人制度改革の議論の中で示さ 

れております。 
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【参考】特殊関係者の範囲 
 
（１）評議員の特殊関係者 

① 当該評議員または役員（理事および監事）と事実上婚姻関係と同様の事情にある者 

  ② 当該評議員または役員に雇用されている者（秘書、執事など、評議員が個人的に雇っている

者） 

  ③ ①、②に掲げる以外の者であって、当該評議員または役員から受ける金銭その他の財産によ

って生計を維持している者 

 ④ ②、③に掲げる者の配偶者 

  ⑤ ①から③に掲げる者の三親等以内の親族であってこれらの者と生計を一にする者 

 ⑥ 当該評議員が役員【※１】となっている他の同一の団体（社会福祉法人を除く。）【※２】の

役員【※１】または職員（これらの役員（当該評議員を含む。）または職員が当該社会福祉法人

の評議員総数の３分の１を超えて含まれる場合に限る。） 

 ⑦ 当該社会福祉法人の役員が役員【※１】となっている他の同一の団体（社会福祉法人を除く。）

【※２】の役員【※１】または職員（これらの役員または職員が当該社会福祉法人の評議員総

数の３分の１を超えて含まれる場合に限る。） 

⑧ 支配している他の社会福祉法人の役員または職員【※３】 

⑨ 次に掲げる団体においてその職員（国会議員および地方公共団体の議会の議員を除く。）であ

る評議員（これらの評議員が当該社会福祉法人の評議員総数の３分の１を超えて含まれる場合

に限る。） 

  ・ 国の機関、地方公共団体、独立行政法人、国立大学法人または大学共同利用機関法人、地

方独立行政法人、特殊法人または認可法人 

※１ 業務を執行する社員を含む。 

 ※２ 具体的には、株式会社、公益財団法人、一般社団法人、NPO 法人などの社会福祉法人以外

の団体のこと。 

 ※３ 支配している他の社会福祉法人：当該社会福祉法人の役員または評議員で、評議員の総数

の過半数を占めている他の社会福祉法人 

 

（２）理事の特殊関係者 

① 当該理事と事実上婚姻関係と同様の事情にある者 

  ② 当該理事に雇用されている者（秘書、執事など、理事が個人的に雇っている者） 

  ③ ①、②に掲げる以外の者であって、当該理事から受ける金銭その他の財産によって生計を維

持している者 
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 ④ ②、③に掲げる者の配偶者 

 ⑤ ①から③に掲げる者の三親等以内の親族であってこれらの者と生計を一にする者 

 ⑥ 当該理事が役員【※１】となっている他の同一の団体（社会福祉法人を除く。）【※２】の役

員または職員（これらの役員または職員が当該社会福祉法人の理事総数の３分の１を超えて

含まれる場合に限る。） 

⑦ 次に掲げる同一の団体においてその職員（国会議員および地方公共団体の議会の議員を除

く。）である理事（これらの理事が当該社会福祉法人の理事総数の３分の１を超えて含まれる場

合に限る。） 

  ・ 国の機関、地方公共団体、独立行政法人、国立大学法人または大学共同利用機関法人、地

方独立行政法人、特殊法人または認可法人 

  ※１ 業務を執行する社員を含む。 

  ※２ 具体的には、株式会社、公益財団法人、一般社団法人、NPO 法人などの社会福祉法人以外

の団体のこと。 

 

（３）監事の特殊関係者 

① 当該役員と事実上婚姻関係と同様の事情にある者 

  ② 当該役員に雇用されている者 

  ③ ①、②に掲げる以外の者であって、当該役員から受ける金銭その他の財産によって生計を維

持している者 

 ④ ②、③に掲げる者の配偶者 

  ⑤ ①から③に掲げる者の三親等以内の親族であってこれらの者と生計を一にする者 

 ⑥ 当該理事が役員【※１】となっている他の同一の団体（社会福祉法人を除く。）【※２】の役

員【※１】または職員（これらの役員または職員が当該社会福祉法人の監事総数の３分の１を

超えて含まれる場合に限る。） 

 ⑦ 当該監事が役員となっている他の同一の団体（社会福祉法人を除く。）の役員または職員（こ

れらの役員（当該監事を含む。）または職員が当該社会福祉法人の監事総数の３分の１を超え

て含まれる場合に限る。） 

⑧ 支配している他の社会福祉法人の理事または職員【※３】 

⑨ 次に掲げる団体においてその職員（国会議員および地方公共団体の議会の議員を除く。）であ

る監事（これらの監事が当該社会福祉法人の評議員総数の３分の１を超えて含まれる場合に限

る。） 

  ・ 国の機関、地方公共団体、独立行政法人、国立大学法人または大学共同利用機関法人、地

方独立行政法人、特殊法人または認可法人 
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※１ 業務を執行する社員を含む。 

 ※２ 具体的には、株式会社、公益財団法人、一般社団法人、NPO 法人などの社会福祉法人以

外の団体のこと。 

  ※３ 支配している他の社会福祉法人：当該社会福祉法人の役員または評議員で、評議員の総数

の過半数を占めている他の社会福祉法人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【参考】 

≪理事の「その他特殊関係者」の人数制限の該当例≫ 

定款の定めにより、理事定数を６名以上８名以内とする法人のケース 

 

 ■ 当初案 

理事候補者は次の６名 

・A 氏（NPO 法人甲代表、学校法人乙理事長、社会福祉法人丙評議員 

・B 氏（NPO 法人甲職員、A 氏の長男） 

・C 氏（NPO 法人甲職員） 

・D 氏（社会福祉法人丙理事） 

・E 氏（社会福祉法人丙理事） 

・F 氏（法人が経営する施設の施設長） 

 

 

〔確認結果〕 

○ A 氏、B 氏、C 氏の３名が、「他の同一の団体の役員、業務を執行する社 

員または職員」の関係にあり、この３名が当該社会福祉法人の理事の総数のう 

ちに占める割合が２分の１と、3 分の１を超えているため、この理事構成は、 

不可 

 ○ D 氏、E 氏の２名も、「他の同一の団体の役員、業務を執行する社員または  

  職員」の関係にあるが、この２名が当該社会福祉法人の理事の総数のうちに占 

める割合は３分の１であり、3 分の１を超えていない ため、この理事構成は、 

可 

 

  

〔見直しのパターン〕 

  ○ 再度人選し、C 氏に替えて、G 氏を理事候補者とする６名体制とする。 

   ※ NPO 法人甲の役員・職員等または社会福祉法人丙の役員・職員等から人選しな 

    いなど、新たな特殊関係の発生には注意 

   ※ また、A 氏～F 氏の６名に加え、２名新たに追加し理事定数上限の 8 名体制とす 

る案については、特殊関係者の割合は８分の３と、３分の１を超えているため、 

不可 
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社会福祉法人は、社会福祉事業という公益性の高い事業を安定的・継続的に経営していくことが求

められています。特に、財政面において確固たる経営基盤を有することの必要性から、社会福祉法人

は、社会福祉事業を行うに必要な資産を備えなければならないとされております。 

（根拠：社会福祉法第 25 条） 
 

１ 資産の所有等 

 

（１）社会福祉事業に供する不動産 

社会福祉法人は、社会福祉事業を行うために直接必要なすべての物件について所有権を有してい 

ることが必要とされています。これにより難い場合は、国もしくは地方公共団体から貸与もしくは

使用許可を受けていることが必要です。  

なお、都市部等土地の取得が極めて困難な地域においては、不動産の一部（社会福祉施設を経営 

する法人の場合には、土地）に限り、国もしくは地方公共団体以外の者から貸与を受けていること

として差し支えないとされています。この場合には、事業の存続に必要な期間の地上権または賃借

権を設定し、これを登記しなければなりません。 

 

（２）社会福祉事業に供する不動産の特例 

前述のとおり、都市部等土地の取得が極めて困難な地域においては、不動産の一部に限り、国も

しくは地方公共団体以外の者から貸与を受けていることとして差し支えないとされておりますが、

次にあげる施設について、具体的に資産要件の緩和通知が出されています。 

※ 根拠規定となる通知については、一部改正されている場合があります。最終改正（現在適用

されているもの）の状況について不明な点は、所轄庁に問合せください。 

 

①  特別養護老人ホームを設置する場合  

・「国又は地方公共団体以外の者から施設用地の貸与を受けて特別養護老人ホームを設置する場

合の要件緩和について」（平成 12 年８月 22 日社援第 1896 号・老発第 599 号厚生省社会・

援護局長、老人保健福祉局長連名通知） 

 

②  地域活動支援センターを設置する場合  

・「障害者自立支援法に基づく地域活動支援センターの経営を目的として社会福祉法人を設立す

る場合の資産要件等について」（平成 24 年３月 30 日社援発 0330 第５号社会・援護局長通

知） 

③  既設法人が福祉ホームを設置する場合 

 
第５節 社会福祉法人の資産 
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・「国又は地方公共団体以外の者から施設用地の貸与を受けて既設法人が福祉ホームを設置する

場合の要件緩和について」（平成 12 年９月８日障第 669 号・社援第 2028 号厚生省大臣官

房障害保健福祉部長、社会・援護局長連名通知） 

 

④  既設法人が通所施設を設置する場合 

・「国又は地方公共団体以外の者から不動産の貸与を受けて既設法人が通所施設を設置する場

合の要件緩和について」（平成 12 年９月８日障第 670 号・社援第 2029 号・老発第 628 号・

児発第 732 号厚生省大臣官房障害保健福祉部長、社会・援護局長、老人保健福祉局長、児童

家庭局長連名通知） 

 

⑤  既設法人以外の法人が保育所を設置する場合 

・「不動産の貸与を受けて保育所を設置する場合の要件緩和について」（平成 16 年５月 24 日

雇児発第 0524002 号・社援発第 0524008 号厚生労働省雇用均等・児童家庭局長、社会・

援護局長連名通知） 

 

⑥ 地域密着型介護老人福祉施設の「サテライト型居住施設」又は構造改革特別区域における「サ

テライト型障害者施設」を設置する場合 

・「地域密着型介護老人福祉施設の「サテライト型居住施設」及び構造改革特別区域における「サ

テライト型障害者施設」の用に供する不動産に係る取扱いについて」（平成 16 年 12 月 13 日

社援発第 1213003 号・老発 1213001 号厚生労働省社会・援護局長、老健局長連名通知） 

 

⑦ 幼保連携型認定こども園又は小規模保育事業（利用定員が 10 人以上であるものに限る。）

を行う施設を設置する場合 

保育所と同様に、 

・「不動産の貸与を受けて保育所を設置する場合の要件緩和について」（平成 16 年５月 24 日

雇児発第 0524002 号・社援発第 0524008 号雇用均等・児童家庭局長、社会・援護局長連

名通知）第１の１及び２に定める取扱いに準ずる。 

 

⑧ 国又は地方公共団体以外の者から不動産の貸与を受けて既設法人が特別養護老人ホーム（サ

テライト型居住施設である地域密着型特別養護老人ホームを除く）を設置する場合  

・「国又は地方公共団体以外の者から不動産の貸与を受けて既設法人がサテライト型居住施設である

地域密着型特別養護老人ホーム以外の特別養護老人ホームを設置する場合の要件緩和について」（平

成 28 年７月 27 日社援発 0727 第１号・老発 0727 第１号厚生労働省社会・援護局長、老健局

長連名通知） 

 

２ 資産の区分 
 

社会福祉法人の資産は、基本財産、その他財産、公益事業用財産（公益事業を行う場合に限る。） 

および収益事業用財産（収益事業を行う場合に限る。）に区分されます。 

 

（１）基本財産 

基本財産は、社会福祉法人存立の基礎となるものであるため、これを処分【※】し、または担保

に供する場合には、所轄庁の承認を受けなければなりません。 
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※ 基本財産の取り壊し、売却、交換、貸与等使用権の設定、その他の財産への切り替え等が、

基本財産の処分に該当します。 

 

① 社会福祉施設を経営する法人【※】 

○ すべての施設についてその施設の用に供する不動産は、基本財産としなければなりません。 

○ ただし、すべての社会福祉施設の用に供する不動産が国または地方公共団体から貸与また

は使用許可を受けているものである場合にあっては、1,000 万円以上に相当する資産（現

金、預金、確実な有価証券または不動産に限る。）を基本財産として有している必要があり

ます。 

【※】 障害者総合支援法に定める日中活動系サービスの障害福祉サービス 

事業所（療養介護、生活介護、自立訓練、就労移行支援、就労継続支 

援）を設置する場合は、「社会福祉施設を経営する法人」として取り 

扱うこととされています。 

 

② 社会福祉施設を経営しない法人 

○ 社会福祉施設を経営しない法人は、一般に設立後の収入に安定を欠くおそれがあり、設 

立時において事業継続を可能とする財政基盤を有することが必要であるため、原則として１

億円以上の資産（例えば、定期預金、土地、日本国債など）を基本財産として有していなけ

ればなりません。 

○ ただし、委託費等で事業継続に必要な収入が安定的に見込める場合は、法人の安定的運営

が図られるものとして所轄庁が認める額の資産とすることができます。 

 

③  居宅介護等事業【※】を行う場合の特例 

【※】 この特例が適用される「居宅介護等事業」とは、以下の事業になり 

ます。 

・母子家庭居宅介護等事業 ・寡婦居宅介護等事業 

・父子家庭居宅介護等事業 ・老人居宅介護等事業 

・障害福祉サービス事業（居宅介護、重度訪問介護、同行援護または  

行動援護に限る。） 
 

   次の（ⅰ）及び（ⅱ）の要件を満たしていれば、1,000万円以上に相当する資産を基本財産と

することで足りるものとされています。 

ただし、併せて行うことができる事業の範囲も（ⅲ）のとおり決められています。 

【特例の要件】 

（ⅰ）５年（特定非営利活動促進法（平成10年法律第７号）第２条第２項に規定する特定非営
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利活動法人の場合または当該居宅介護等事業の事業所の所在地の市町村長が法人格を取得

することについて推薦をした場合には3年）以上にわたって、居宅介護等事業の経営の実

績を有しているとともに、地方公共団体からの委託、助成または介護保険法（平成９年法

律第123号）に基づく指定居宅サービス事業者、指定地域密着型サービス事業者、指定介

護予防サービス事業者もしくは指定地域密着型介護予防サービス事業者の指定または障害

者総合支援法（平成17年法律第123号）に基づく指定障害福祉サービス事業者の指定を

受けていること。  

（ⅱ）一の都道府県の区域内においてのみ事業を実施すること。 

【併せて行うことができる事業の範囲】 

  （ⅲ）居宅介護等事業の経営のみを行うことを原則とするが、次に掲げる事業については、居宅

介護等事業の経営と併せて行うことができるものとする。  

・ 障害児相談支援事業、一般相談支援事業または特定相談支援事業  

・ 障害児通所支援事業（児童発達支援（児童発達支援センターで行う場合を除く。）または

放課後等デイサービスに限る。）または老人デイサービス事業  

・ 重度障害者等包括支援  

・ 移動支援事業  

・ 地域活動支援センターを経営する事業  

    ・ 公益事業および収益事業（地域福祉の推進を図る観点から、所轄庁が当該法人の行う社

会福祉事業に支障がないと認めた場合） 

【根拠通知】 

○ 「居宅介護等事業の経営を目的として社会福祉法人を設立する場合の資産要件等について」

（平成 12 年９月８日障第 671 号・社援第 2030 号・老発 629 号・児発第 733 号厚生省

大臣官房障害保健福祉部長、社会・援護局長、老人保健福祉局長、児童家庭局長連名通知） 

 

④  共同生活援助事業等【※】を行う場合の特例 

【※】 この特例が適用される「共同生活援助事業等」とは、以下の事業に 

なります。 

・認知症対応型老人共同生活援助事業 ・小規模多機能型居宅介護事業 

・複合型サービス福祉事業 ・障害福祉サービス事業（共同生活援助に 

係るものに限る。） 
 

次の（ⅰ）および（ⅱ）の要件を満たしていれば、1,000 万円以上に相当する資産を基本財産

とすることで足りるものとされています。 

ただし、併せて行うことができる事業の範囲も（ⅲ）のとおり決められています。 
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【特例の要件】 

（ⅰ）５年（特定非営利活動促進法（平成 10 年法律第７号）第２条第２項に規定する特定非営

利活動法人の場合または当該共同生活支援事業等の事業所の所在地の市町村長が法人格を取

得することについて推薦をした場合には３年）以上にわたって、共同生活援助事業等の経営

の実績を有しているとともに、地方公共団体からの委託、助成または介護保険法（平成９年

法律第１２３号）に基づく指定地域密着型サービス事業者もしくは指定地域密着型介護予防

サービス事業者指定居宅サービス事業者の指定もしくは障害者総合支援法（平成 17 年法律

第 123 号）に基づく指定障害福祉サービス事業者の指定もしくは児童福祉法（昭和 22 年 

法律第 164 号）に基づく指定障害児通所支援事業者（保育所等訪問支援事業者を除く。）の

指定を受けていること。  

（ⅱ）一の都道府県の区域内においてのみ事業を実施すること。 

【併せて行うことができる事業の範囲】 

（ⅲ）共同生活援助事業等の経営のみを行うことを原則とするが、次に掲げる事業 

については、共同生活援助事業等の経営と併せて行うことができるものとする。  

・ 障害児相談支援事業、一般相談支援事業または特定相談支援事業  

・ 老人デイサービス事業、障害福祉サービス事業（生活介護、自立訓練（宿泊型自立訓練

を除く。）就労移行支援又は就労継続支援に限る。）または障害児通所支援事業を経営す

る事業  

・ 老人居宅介護等事業、障害福祉サービス事業（居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行

動援護および重度障害者等包括支援に限る。）  

・ 移動支援事業  

・ 地域活動支援センター  

・ 公益事業および収益事業（地域福祉の推進を図る観点から、所轄庁が当該法人の行う社  

会福祉事業に支障がないと認めた場合） 

【根拠通知】 

○ 「共同生活援助事業等の経営を目的として社会福祉法人を設立する場合の資産要件等につい

て」（平成 14 年３月 30 日社援発第 0830007 号・老発第 0830006 号厚生省社会・援護

局長、老健局長連名通知） 
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１ 社会福祉法人の名称 
  

法人名称は、下記の事項に注意して下さい。検討している法人名称が、現在使用されている名称

か否かは、事前に所轄庁に確認するようにして下さい。なお、法人名と施設名は異なる名称を使用

してください。 

 

 

 

 

 

 

 

２ 社会福祉法人の住所 
  

○ 社会福祉法人の住所は、その「主たる事務所」の所在地となります。（社会福祉法第 2８条） 

○ 「主たる事務所」とは、法人の運営または業務の一般的総括を行うところであり、その概念は、

法人の所轄庁を決定する場合や設立の登記をすべき場所を決定する場合等において重要となり

ます。 

○ なお、法の定めにより、法人に対し、「主たる事務所」に、定款や計算書類、役員等名簿、評

議員会・理事会議事録等の書類等を備え置くことが義務付けられており、国民に対し事業運営の

情報を公表する場としての機能が求められております。 

 ○ また、法人の事業活動が広域的である場合、事業の遂行上地域ごとに支部を設け、この支部が

当該地域における法人の事業活動の中心となる場合は、これを「従たる事務所」として設置する

ことが考えられます。 

 

３ 社会福祉法人の所轄庁 
  
（１）所轄庁の決定 

社会福祉法人の所轄庁は、主たる事務所の所在地と事業を行う区域の範囲により、次のとおりと

なります。 

 ア 主たる事務所が区市の区域内にある社会福祉法人であって、事業（第一種社会福祉事業、第

≪認められない名称≫ 

・ 個人名、企業名等から引用したようなもの 

・ 都内で既に使用されている名称と同一のもの 

（他県で既に使用されている名称も、極力避けてください。） 

≪好ましくない名称≫  

 ・  難解な漢字を使用した名称 

 
第６節 社会福祉法人の名称や所轄庁等 
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二種社会福祉事業、公益事業及び収益事業等）を行う区域が、当該区市の区域を越えない場合 

… 特別区長・市長 

  ※ 練馬区内に主たる事務所を置き、その行う事業が練馬区の区域を越えない社会福祉法人の 

所轄庁は練馬区長となります。 

 

イ 主たる事務所が都道府県の区域内にある社会福祉法人であって、事業を行う区域が複数の地

方公共団体の区域にまたがる場合         … 東京都知事 

 

ウ 事業を行う区域が２以上の地方厚生局にまたがり、その事業が次の①から④に該当する場合

① 全国を単位として行う事業 

② 地域を限定しないで行う事業 

③ 法令の規定に基づき指定を受けて行う事業 

④ ①から③に類する事業 

 

（２）所轄庁による指導監査の実施 

○ 社会福祉事業の利用形態は、行政による措置から事業者と利用者との契約へと移行が進んで

います。このため、社会福祉法人は創意工夫により自主的に経営基盤の強化を図ることが求め

られています。 

○ 一方、税制上の優遇措置や補助金等の公費が投入される公益性の極めて高い法人であること

から、経営の透明性を確保することが求められています。 

○ これらのことから、所轄庁は、社会福祉法人に対する指導監査を、評議員会および理事会の

適正な開催や予算・決算、財産の状況の確認などを中心に、社会福祉法第 58 条を踏まえた運

営指導と連携しながら、社会福祉法第 56 条に基づいて行っています。 

… 厚生労働大臣 
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４ 社会福祉法人の定款 
  

社会福祉法人を設立しようとする場合においては、定款を定めなければなりません。 

なお、定款は、所轄庁の認可を受けなければ、その効力を生じないものとされています。 

 

（１）定款の記載事項 

社会福祉法人の定款の記載事項には、必要的記載事項、相対的記載事項および任意的記載事項が

あります。 

定款の必要的記載事項には、法第 31 条第１項各号に掲げる事項等が該当し、当該事項の全てを

定款に記載する必要があり、その一つでも記載が欠けると、その定款は無効です。社会福祉法人は

その特性を考慮し、民法の公益法人よりも必要的記載事項の範囲が詳細にわたっています。 

 

 

 

 

 

 指導監査ガイドライン 

 

○ 所轄庁が行う指導監査の基準は、「社会福祉法人指導監査要綱」（平成 29 年４月 27 日 

付け雇児発 0427 号第１号・社援発 0427 第１号・老発 0427 第１号厚生労働省雇用均等・ 

児童家庭局長、社会・援護局長及び老健局長通知「社会福祉法人指導監査実施要綱の制定に 

ついて」の別添）に定められております。 

○ 同要綱には、所轄庁が行う指導監査の目的や類型、一般監査の実施の周期・手順などが 

規定されておりますが、指導監査における具体的な監査事項やチェックポイント、着眼点、 

指摘基準については、別紙の「指導監査ガイドライン」（以下「ガイドライン」という。）に 

定められております。このガイドラインには、ガイドラインの運用に関する留意事項として、 

次のとおりの記載があります。 

 

▶ なお、（社会福祉）法人は、社会福祉事業を適正に行うため、事業運営の透明性の確保 

等を図る経営上の責務を負うものであり、法令等に従い適正に運営を行っていることにつ 

いて、客観的な資料に基づき自ら説明できるようにすることが適当である。 

▶ そのため、法人は、法人において確認を要するものとガイドラインに定められている事

項について、特定の文書の作成が義務付けられていない場合であっても、文書等により客

観的に説明を行うことができるように努めるべきである。 

 

○ ガイドラインは、所轄庁が実施する指導監査の基準であるとともに、法人にとっては法人 

運営上遵守すべき事項等を具体的に示したものとも言えます。法人設立・運営に当たっては、 

必ずお読みください。 
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（２）社会福祉法人定款例 

  ○ 練馬区では、厚生労働省で示している「社会福祉法人定款例」（以下「定款例」）に基づいて

法人の定款を作成することを推奨しています。 

○ なお、定款例の表現が個々の社会福祉法人の実情にそぐわない場合は、一部手直しをして作

成することになります。その場合、定款の規定が法令に違反しないよう注意してください。 

＊「社会福祉法人定款例」 

・「社会福祉法人の認可について（通知）」（平成 12 年 12 月１日付障第 890 号・社援発第 2618

号・老発第 794 号・児発第 908 号厚生省大臣官房障害保健福祉部長、社会・援護局長、老人保

健福祉局長、児童家庭局長連名通知）別紙２「社会福祉法人定款例」 

 

（３）租税特別措置法第 40 条の適用を受ける社会福祉法人の定款 

○ 社会福祉法人が、租税特別措置法第 40 条の特例を受けるための国税庁長官の承認を得るた

めには、国税庁長官の審査要件を満たした定款を設け、それに沿って法人運営を行わなければ

なりません。 

○ 練馬区では、厚生労働省が国税庁から適用要件を満たすとの見解を得た上で示している「社

会福祉法人定款例（租税特別措置法第 40 条適用版）」基づいて法人の定款を作成することを推

奨しています。 

○ なお、定款例（租税特別措置法第 40 条適用版）中のアンダ－ライン部分は、租税特別措置

≪社会福祉法第 31 条第１項に定める必要的記載事項≫ 

１ 目的 

２ 名称 

３ 社会福祉事業の種類 

４ 事務所の所在地 

５ 評議員及び評議員会に関する事項 

６ 役員（理事及び監事）の定数その他役員に関する事項 

７ 理事会に関する事項 

８ 会計監査人を置く場合には、これに関する事項 

９ 資産に関する事項 

10 会計に関する事項 

11 公益事業を行う場合には、その種類 

12 収益事業を行う場合には、その種類 

13 解散に関する事項 

14 定款の変更に関する事項 

15 公告の方法 
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法第 40 条の特例を受けようとする場合の国税庁長官の審査事項であるため、条文どおりもれ

なく記載してください。（表現が異なっていると国税庁長官の承認を得られない場合がありま

す。） 

＊社会福祉法人定款例（租税特別措置法第 40 条適用版） 

・「租税特別措置法施行令（昭和 32 年政令第 43 条）第 25 条の 17 第６項第１号の要件を満たす

社会福祉法人の定款の例について」（平成 29 年３月 29 日付け厚生労働省社会・援護局福祉基盤

課事務連絡） 

 

※ 租税特別措置法第 40 条の適用に関する事項は各法人の判断になります。 

  なお、税額控除対象法人の認定に当たって必要となる、所轄庁からの証明を受けるための手

続は 335 ページを参照のこと。 
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※ 本項は、厚生労働省が示す「社会福祉法人定款例」の記載内容に沿って社会福祉法人

の定款を定めていることを前提にしております。 

時期 事務処理 理事会・評議員会の開催 

４月 

 

 

５月 

 

６月 

 

【前年度決算処理】 

・前年度事業報告・計算書類等の

作成 

 

 

・計算書類等の監事への提出 

・監事監査の実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6/30：所轄庁への現況報告・ 

計算書類等届出期限 

資産の総額の登記 

（法 45 条の 27Ⅱ、法 59 条） 

 

 

 

 

 

 

７月 

８月 

９月 

 

  

  

 

 

 

 

 

10 月 

 

11 月 

 

12 月 

 

・監事による中間監査 

（任意、中間決算をする場合） 

 

  

 

 

 

 

１月 

 

２月 

３月 

 

・次年度事業計画・収支予算書の 

策定・作成 

 

 

  

 

 

 

3/31：決算日 

（法 45 条の 23 第２項） 

 

 

 

 
第７節 社会福祉法人の年間スケジュール例 

定時理事会④ ・次年度事業計画・収支予算決議 

・理事長・業務執行理事業務報告 

・決算見込報告 

臨時理事会 

定時評議員会 

（役員改選の年） 

・理事長選任 

・前年度決算 

（役員改選の年） 

・役員（理事・監事）選任決議 

定時理事会① ・前年度決算 

（役員改選の年） 

・役員（理事・監事）選任議案 

定時理事会③ ・理事長・業務執行理事業務報告 

定時理事会② 
・理事長・業務執行理事業務報告 

（充実残額が生じた場合） 

・充実計画（案）の策定 

・会計士・税理士等への

意見聴取 

・〈地域公益事業〉につ

いては地域協議会等で

の意見聴取 

・定時評議員会での決議 

が必要 
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１ 社会福祉法人の事務処理（毎年度行うもの） 

 

（１）事業計画、収支予算の策定・作成（１月～３月） 

 【手続】 

    ① 毎会計年度開始の日の前日までに、理事長において作成し、理事会での同意を得ます。 

（注） 

   ・ 社会福祉法では、事業計画や収支予算等の作成手続に係る定めはありません。具体的な作 

成・変更手続は、内部管理のための手続として、法人自治（定款自治）の範囲内ですので、 

法人の定款の定めるところによります。 

・ 事業計画および収支予算について、評議員会での承認を要する旨定款に規定してい 

る場合、同意を得た事業計画（収支予算を含む。）については、評議員会において 

承認を受けなければなりません。 

・ なお、租税特別措置法第40条の適用を受ける法人においては、定款に手続を定め 

た上で、毎会計年度開始の日の前日までに、理事長が事業計画および収支予算を作成 

し、理事会における理事総数（現在数）の３分の２以上の同意および評議員会の承認 

を受けなけれなりません。 

 

（２）事業報告等及び計算関係書類の作成（４月～６月） 

 【手続】 

①  会計責任者は、毎会計年度決算期（３月 31 日）において、総勘定元帳および各種補助簿を

締め切り、決算整理を行います。 

② 理事長は次の書類を作成し、各監事に提出し監事監査を受けた上で、決算理事会の承認を受

けなければなりません。また、理事会の承認を受けた後に、評議員会の承認等を受けなければ

なりません。 

（事業報告等） 

・ 事業報告 ・ 事業報告の附属明細書 

（計算関係書類等） 

・ 貸借対照表 ・ 収支計算書（資金収支計算書及び事業活動計算書） 

・ 貸借対照表及び収支計算書の附属明細書 ・ 財産目録 

（注）所轄庁への提出期限は６月 30 日になります。このことから、５月中旬までには作成し、

各監事に提出する必要があります。 
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（３）監事監査の実施及び決算理事会の開催（５月下旬～６月上旬頃） 

【手続】 

 ≪監事監査の実施≫     

① 理事長は、各監事に対し、事業報告等（事業報告及びその附属明細書）、計算関係書類（計算

書類およびその附属明細書）および財産目録を提出します。 

② 監事は、次の手順で監事監査を実施します。 

 ・ 監事で監事監査の実施方法（日程・職務分担など）について協議 

 ・ 業務監査および会計監査の実施 

・ 監事報告の作成 

③ 監事は、①の事業報告等、計算関係書類および財産目録の理事長からの提出を受けてから４

週間経過日までに、監事報告を理事長に提出しなければなりません。 

   （例）５月 10 日  理事長から監事へ 

事業報告等、計算関係書類等および財産目録提出 

      ５月 29 日  監事から理事長へ 

             監事報告の提出（※ 法定期限は、６月８日） 

 ≪決算理事会の開催≫     

① 理事長は、理事会開催日の１週間前までに、役員（理事および監事）に対し、理事会の招集

通知を発出します。 

※ 所定の手続により、招集手続の省略も可。 

② 決算理事会を開催し、次の事項を審議します。 

 ・ 事業報告等、計算関係書類および財産目録の承認 

 ・ 定時評議員会の日時・場所、議題等（決算・新役員・役員報酬基準等）の決定 

≪関係書類の備え置き≫   

決算理事会終了後、事業報告等、計算関係書類等および監査報告を事務所に備え置きます。

（定時評議員会開催日の２週間前の日から） 

 

（４）定時評議員会の開催（６月下旬） 

   定時評議員会では、前会計年度の計算書類等の決議（決算審査）を行います。このため、計算 

書類等を所轄庁に届け出る毎年６月 30 日までに開催しなければなりません。 

また、役員（理事及び監事）および会計監査人の任期の満了日が、任期期間経過後の「定時評

議員会の終結の時まで」であることから、任期満了に伴う役員改選時期に当たる年においては、

役員および会計監査人の選任を行う必要があります。 
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【手続】 

  ≪評議員会の招集≫ 

① 評議員会の招集については、理事会の決議により評議員会の日時および場所等を定め、理事

が招集します。 

② 理事長は、定時評議員会開催日の１週間前までに、評議員に対し、定時評議員会の招集通知

【※】を発出します。（例外として「招集手続の省略」の方法あり。） 

     ※ 招集通知の記載事項（＝理事会の決議により定めなければならない事項） 

        ・ 評議員会の日時および場所 

       ・ 評議員会の目的である事項がある場合は当該事項 

       ・ 評議員会の目的である事項に係る議案の概要 

≪定時評議員会の運営≫ 

   ③ 定時評議員会では、次の事項の報告を受け、決議を行います。 

  （毎年度必ず行うもの） 

・ 事業報告等、計算書類および財産目録の報告 

  （改選・改正時等に行うもの） 

   ・ 役員改選期における新役員の選任、改正時における報酬基準の承認等 

   ・ 社会福祉充実残額がある場合、社会福祉充実計画原案の承認 

 ≪定時評議員会承認後の事務処理≫ 

  ④ 定時評議員会での承認を経て、理事長は６月 30 日までに、次の事務を行います。 

   ・ 定時評議員会議事録案の作成、議事録署名人による確認 

・ 資産総額の変更登記  

   ・ 現況報告書、計算書類等の所轄庁への届出・公表 

 

（５）資産総額変更登記（６月 30 日まで） 

   組合等登記令第２条第６項別表の定めにより、資産の総額は登記事項に該当します。同令第３ 

条の定めにより資産の総額に変更があった場合は、変更の登記をしなければなりません。 

【手続】 

     ・ 主たる事務所の所在地を管轄する法務局に必要な書類【※】を提出します。 

【※】必要書類 … 監事監査報告書、決算理事会議事録、決算財務諸表等 

・ なお、計算書類（決算財務諸表等）の承認は、評議員会の決議事項に当たります。このこと

から、前会計年度決算に基づく資産総額の変更登記は、定時評議員会での承認を経た上で、６

月 30 日までに行うことになります。定時評議員会の開催時期や登記申請時期などのスケジュ

ール管理にご注意ください。 
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（６）社会福祉法人現況報告書等の所轄庁への届出（６月 30 日まで） 

【手続】 

   ≪財務諸表等電子開示システムにより届け出る書類≫ 

・ 現況報告書 

・ 計算書類等（貸借対照表・事業活動計算書・資金収支計算書・拠点区分事業活動明細書、 

拠点区分資金収支明細書） 

   ・ 計算書類の附属明細書 

   ・ 注記 

・ 財産目録 

・ 社会福祉充実残額算定シート 

・ 社会福祉充実計画（社会福祉充実残額が生じた場合） 

・ 監事監査報告書 

・ 会計監査報告（会計監査人を設置している場合） 

・ 事業報告書 

・ 事業計画書 

・ 役員等名簿（役員等の氏名および住所を記載した名簿） 

・ 報酬等の支給の基準を記載した書類（役員等報酬等支給基準） 

≪届け出方法≫ 

財務諸表等電子開示システムからダウンロードした財務諸表等入力シートに財務諸表等の 

内容を入力し作成します。所轄庁への届出は、入力済みの財務諸表等入力シートを財務諸表等 

電子開示システムにアップロードし、インターネットを経由して行います。【※】 

※ 財務諸表等電子開示システムを利用するための法人ＩＤは、同システムを管理する、独立 

行政法人福祉医療機構から付与されます。 

 

（７）理事会・評議員会の開催（決議を要する事項が生じた場合） 

   法令や定款の定めにより、理事会または評議員会での決議を要する事項が生じた場合は、理事 

会または評議員会を開催し、審議する必要があります。 

特に、評議員会を開催するためには、理事会において評議員会招集に係る事項を決議しなけれ

ばならないため、必ず理事会を開催することになります。 

【開催時期】 

・ 理事会・評議員会ともに、必要に応じて開催することになりますが、理事会については、社

会福祉法第 45 条の 16 第２項の定めにより、理事長および業務執行理事の理事会への業務執

行報告回数が、３か月に１回以上（定款で毎会計年度に４か月を超える間隔で２回以上と規定
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することも可能）とされていることから、それに応じた開催が必要になります。（法律上、毎

年度定例的に開催する必要があるもの） 

  理事会：予算理事会（２～３月）、決算理事会（５～６月）、理事長・業務執行理事の業務   

執行報告を行う理事会 

  評議員会：定時評議員会（６月） 

【手続】 

通常の開催手順については、次の項を参照願います。 

  ・ 理事会 …… 43 ページ「理事会の開催等」を参照 

   ・ 評議員会 … 40 ページ「評議員会の開催等」を参照 
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≪評議員会開催手続の例外的な方法≫ 

① 招集通知の省略 

 〔原則〕 

・ 招集事項を記載した招集通知を、評議員会の日の１週間前（定款による短

縮可）までに、各評議員に対して書面または電磁的方法【※】により通知す

る。※ 電磁的方法（電子メール等）による場合は、評議員の承諾が必要 

〔招集通知省略の手続〕 

・ 評議員の全員の同意【※】があれば、招集の手続を省略して、評議員会を

開催することができる。（評議員会の日時等に関する理事会の決議は必要で

す。） 

※ この場合、評議員全員の同意があったことが客観的に確認できる書類の作 

成・保存が必要となる。 

＊ 評議員の全員が同意書を提出することとする。 

＊ 評議員会の議事録に当該同意があった旨を記載する。 等 

② 決議の省略 

 〔原則〕 

・ 評議員会で決議を行うためには、議決に加わることができる評議員の過半 

数（定款で過半数を上回る割合を定めた場合には、その割合以上）の出席が 

必要となる。【※】 

※ 委任状による議長への委任や、欠席評議員の書面による議決権行使（い 

わゆる「書面議決」）は、無効。 

 ・ その上で、その決議に特別の利害関係を有する評議員を除いた出席者の過 

半数（定款で過半数を上回る割合を定めた場合にはその割合以上）をもって 

行う。 

（※ 「普通決議」の場合。「特別決議」の場合、現員数の３分の２以上の賛 

成が必要） 

〔決議の省略の手続〕 

・ 定款の定めにより、理事が評議員会の目的である事項を提案した場合にお 

いて、当該提案につき、議決に加わることができる評議員の全員が書面また  

は電磁的記録により同意の意思表示をしたとき【※】は、当該議案を可決す 

る旨の評議員会の議決があったものとみなされる。 

※ この場合、評議員全員の同意の意思表示の書面または電磁的記録の保存

が必要となる。 

・ 決議の省略による場合（評議員会の決議があったとみなされた場合）にも、 

議事録を作成しなければならない。 

この場合の議事録の記載事項は次のとおり。 

＊ 決議を省略した事項の内容 

＊ 決議を省略した事項の提案をした者の氏名 

＊ 評議員の決議があったものとみなされた日 

（＝評議員全員の同意が確認できた日） 
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＊ 議事録の作成に係る職務を行った者の氏名 

※ 議事録は、評議員の同意の意思表示の書面等とは別に作成しなければなら 

ない。 

〔決議の省略の方法をとる上での留意点〕 

  ・ 決議の省略によると、評議員の意見表明は、提案内容について同意、不同意 

の二者択一のかたちになるため、評議員会に出席し、審議の場において議案へ

の修正意見等を述べようと思っている評議員の意見表明の機会を失わせる方

法であるとも言えます。 

  ・ このことから、決議の省略の方法をとる場合は、その審議すべき事項の緊急 

性とともに、議案の内容からみて適当であるか、という観点から慎重に判断い

ただきたいと考えています。 

 

≪理事会開催手続の例外的な方法≫ 

① 招集通知の省略 

 〔原則〕 

・ 理事会を招集する者（理事）が、理事会の日の１週間前（定款による短縮可） 

までに、各理事および各監事に対して招集通知を発出する。 

〔招集通知省略の手続〕 

・ 理事および監事の全員の同意【※】があるときは、招集通知を発出せずに理

事会を開催することができる。 

   【※】 この場合、理事および監事の全員の同意の取得・保存の方法について

は、次の方法が考えられる。（理事および監事の全員の同意があったこ

とが客観的に確認できる書類の作成・保存が必要となるため。） 

＊ 理事および監事の全員が同意書を提出することとする。 

＊ 理事会の議事録に当該同意があった旨を記載する。 等 

② 決議の省略 

  ・ 定款の定めにより、理事が理事会の目的である事項を提案した場合におい

て、当該提案につき、議決に加わることができる理事の全員が書面または電

磁的記録により同意の意思表示をしたとき（監事が当該議案について異議を

述べたときを除く。）【※】は、当該議案を可決する旨の評議員会の議決が

あったものとみなされる。 

※ この場合、理事全員の同意の意思表示および監事全員の異議がないこと

を確認した書面または電磁的記録の保存が必要となる。 

・ 決議の省略を行った場合の議事録および決議の省略の方法をとる上での留

意点は上記「評議員会開催手続の例外的な方法」の「② 決議の省略」と同じ。 
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２ 社会福祉法人の事務処理（都度行うもの） 
  
（１）評議員の選任（任期満了前） 

  評議員は、理事や理事会が選任することはできません。 

また、評議員の任期の起算日は、選任日であることに注意してください。 

 【手続】 

    評議員の選任および解任は、中立性が確保された方法によることが望ましいものとされておりま 

す。定款例に準拠した、評議員選任・解任委員会の設置による方法の場合、次のとおりとなります。 

  ① 理事会において、選任候補者の推薦の議案を決定する。 

②  評議員選任・解任委員会を開催し、評議員を選任する。 

  

≪評議員選任・解任委員会の運営モデル（定款例に準拠する場合）≫ 

○ 運営方法等は、定款及び理事会において定める細則による。 

⇒・ 評議員が欠けた場合等に迅速に対応できるよう、常時設置する。 

○ 委員会は、監事○名、事務局員○名、外部委員○名により構成する。 

⇒・ 評議員選任・解任委員会の委員は、法人運営の状況を把握し、業務

執行に関し責任を負う理事会において決定し、選任する。 

※ 社会福祉法第31条第５項の定めの趣旨から、理事が委員となるこ 

とは認められない。 

※ 評議員については、自分を選任・解任することになるため適当では 

ない。 

  ・ 委員会が合議体の機関であることから、３名以上とすることが適当 

○ 選任候補者の推薦および解任の提案は、理事会が行う。 

⇒・ 法人運営の状況を把握し、業務執行に関し責任を負う理事会におい

て委員会の招集を決定し、理事が招集する。 

○ 選任候補者の推薦および解任の提案を行う場合には、当該者が評議員と

して適任および不適任と判断した理由を委員に説明する。 

  ⇒・ 理事が提案内容の説明・質疑対応のために委員会に出席することは 

可能であるが、議決に加わることは認められない。 

○ 評議員選任・解任委員会の決議は、委員の過半数が出席し、その過半数 

をもって行う。ただし、外部委員の○名以上が出席し、かつ、外部委員の 

○名以上が賛成することを要する。 
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≪評議員選任のモデルスケジュール（上記運営モデルに準拠した場合）≫ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

理事会の開催 

・評議員選任・解任委員会に推薦する新評議員候補者の決定 

・評議員選任・解任委員会招集の決定 

評議員選任・解任委員会の開催 

・新評議員の選任 

※ 任期の起算日は、選任日の評議員選任・解任委員会の開催日

であることに注意 

R３.6.20 

 

Ｒ２会計年度定時評議員会の開催 

・新評議員選任候補者の人選 

・理事会招集通知の発出（※開催日の 1 週間前まで） 

任期 

Ｒ３.6.20～Ｒ７年開催の定時評議員会の終結の時 

      

R４.6 R３会計年度定時評議員会の開催 

R６.6.20 

R４会計年度定時評議員会の開催 

R７.1 月 

～3 月 

 

R７.6.19 

 

R６会計年度定時評議員会の開催 

・評議員選任・解任委員会招集通知の発出（例、理事長から） 

新任期 

R７.6.19～R11 年開催の定時評議員会の終結の時 

R５.6 

R５会計年度定時評議員会の開催 

R７.４月 

～５月 
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≪選任に必要な書類の例≫ 

○ 評議員・役員の選任手続においては、就任の意思を確認するため、候補

者に就任承諾書を提出させるとともに、社会福祉法人が、評議員・役員の

選任に当たり、候補者が欠格事由に該当しないか、各評議員・役員との特

殊の関係にある者が上限を超えて含まれていないか、暴力団員等の反社会

的勢力の者でないかについて、次のような書類により確認します。 

【評議員・役員候補者に提出させる書類】 

・ 履歴書 

・ 誓約書 

・ 就任承諾書 

【官公署が発行する書類】 

・ 身分証明書 
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（２）役員（理事・監事）の選任 

任期満了に伴う役員の選任は、以下の手続により、評議員会の決議により行います。なお、理事 

と監事とで一部手続が異なることに注意してください。 

 【手続】 

① 理事会で、次の２点の決議事項について、出席理事の過半数の承認を得る。 

（特別の利害関係を有する理事を除く理事の過半数の出席が必要） 

  ・ 理事または監事の選任候補者 

  ・ 評議員会の日時および場所ならびに議題・議案（役員選任）の決定【※】 

 

≪監事の選任議案の要件≫ 

○ 理事会が監事の選任に関する議案を評議員会に提出するためには、監事 

の過半数の同意を得なければなりません。このため、当該議案を決議する 

理事会に欠席した監事がいる場合、別途選任議案への同意を得る必要があ

ります。 

○ また、法人は、監事の過半数の同意（監事が2名の場合2名の同意）を 

得たことを証する書類【※】を作成する必要があります。 

※ 同意を得たことを証する書類の例 

  ・ 各監事ごとに作成した同意書 

  ・ 監事の連名による同意書 

  ・ 理事会の議事録（当該議案に同意した監事の氏名の記載および当 

   該監事の署名または記名押印があるものに限る。） 

 

② 評議員会で、理事または監事の選任について、特別の利害関係を有する評議員を除く評議員

の過半数の承認を得る。 

※ なお、理事または監事の解任は、法律により事由が限定されており、監事の解任は特別決

議事項に該当します。 

③ 評議員会での選任日が、任期の起算日（開始日）になります。 
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≪理事選任のモデルスケジュール≫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

理事会の開催 

・新役員候補者（名簿）の承認 

・定時評議員会の日時・場所、議題・議案等（新役員等）の決定 

R４.5.31 

（現任期終了前） 

臨時評議員会の開催 

・役員の選任 

※ 役員の就任承諾日がＲ3.4.1 であっても、任期の起算日は、 

 就任日ではなく、選任日のＲ3.3.10 であることに注意 

任期 

Ｒ3.3.10～Ｒ４年開催の定時評議員会の終結の時 

      

Ｒ3.4.1 

（理事就任日） 

R３.6.20 

 

Ｒ２会計年度定時評議員会の開催 

Ｒ３.3.10 

（理事選任日） 

R４.6.1～11 

 

・定時評議員会招集通知の発出 

 ※開催日の 1 週間前まで（遅くとも 6 月 12 日まで） 

 

R４.6.20 

 

R３会計年度定時評議員会の開催 

・新役員の選任 

新任期 

R４.6.20～R６年開催の定時評議員会の終結の時 

      

・新役員候補者の人選、候補者名簿案の作成 

・理事会招集通知の発出 

 ※開催日の 1 週間前まで（遅くとも 5 月 23 日まで） 

～R４.5.23 
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（３）代表者（理事長）の変更登記及び届出 

新たに代表者（理事長）が選任された場合は、社会福祉法第29条および組合等登記令第

３条の定めに従い、選任後２週間以内に代表者（理事長）の変更登記を行うとともに、遅

滞なく各社会福祉事業等を所管する部署に届け出てください。 

なお、代表者（理事長）が再任の場合でも、新たな任期における代表者（理事長）とし

ての登記が必要です。 

 【手続】 

① 理事会での互選による理事長選任後２週間以内に、主たる事務所所在地の法務局に必要書類

を提出し、理事長の変更登記を申請する。 

② 理事長変更登記終了後、遅滞なく「変更届」を各事業所管課【※】あてに、提出する。 

※ 生活福祉、児童・母子・女性、高齢者、障害者（児）の各社会福祉事業の許認可等事務の

所管部署になります。 
 

（４）評議員または役員に欠員が生じた場合の補充 

社会福祉法または法人の定款で定めた評議員または役員の員数が欠ける理由としては、

まず「任期の満了」および任期途中における「辞任による退任」等があげられます。 

これらの場合、新評議員・役員の任期の開始までの間に空白時期が生じないよう、任期

満了日（退任日）までに間に余裕をもって候補者を人選し、選任することが望ましいです。 

 【手続】 

評議員および役員の選任手続は、39 ページ、42 ページ、46 ページのものと同じです。ただ

し、以下の点に留意してください。 

① 評議員または役員の退任により、社会福祉法または定款で定める役員等の員数が欠けた場合

には、新たに選任された評議員または役員が就任するまでの間、退任した評議員または役員が

役員等としての権利義務を有します。 

② 辞任による退任に伴う補充の場合は、社会福祉法または法人の定款で定める原則の任期によ

り、新任の評議員または役員の任期の終期と他の評議員または役員の終期とで違いが生じるこ

とがありますので、注意してください。 

（注）新任の役員等の任期の終期を、他の役員等のものと合わせるために、退任した役員等の任

期満了時とするためには、そのことをあらかじめ定款で定める必要があります。 
 

≪追加規定の例≫ 

  ・評議員：任期の満了前に退任した評議員の補欠として選任された評議員の任期は、退任し

た評議員の任期の満了する時までとすることができる。 

・役 員：補欠として選任された理事又は監事の任期は、前任者の任期の満了する時までと

することができる。 
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  第１節 法人設立認可申請 

 

第２節 寄附財産移転完了報告 

 

第２章 
 

 

社会福祉法人設立認可の事務手続 
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１ 概要 
 

社会福祉法人を設立するには、設立要件を満たしたうえで、所轄庁【※】の認可が必要となりま 

す。所轄庁の設立認可後、法務局において法人設立登記を行った時点で、法人として成立します。 

社会福祉法人の設立要件については、102ページの【参考１】「社会福祉法人の設立要件一覧」を 

確認してください。 

  【※】 法人設立時において、都内の１つの区市の区域でのみ事業を行う場合は、当該区市が所 

轄庁となります。事業の実施区域が複数の区市にまたがる場合や、町村部で事業を行う場 

合は、東京都が所轄庁となります。 

（根拠：社会福祉法第 31 条～第 35 条） 

 

２ 法人設立認可申請にあたって 
 

社会福祉法人の設立認可にあたっては、多くの調整事項や書類を準備する必要があるため、余裕 

をもったスケジュールを立てるようにしてください。 

 

≪スケジュールを立てる際のポイント≫ 

（１）目標とする法人設立日や事業開始日を設定し、そこから逆算して計画を立てて下さい。 

スケジュールの詳細については、所轄庁と相談しながら、設立までの手続過程を漏れなく確認

します。 

  （例）所轄庁、事業所管課や施設整備所管課との事前相談・調整、法人設立認可申請書の提出、

施設整備費補助対象法人審査委員会（施設整備費補助を利用する場合）・法人設立審査

委員会への付議、法人設立予定地の現地確認、法人設立認可書交付式、法人設立登記、

設立後の理事会・評議員会（役員・評議員選任手続）など 

（２）設立認可手続と並行して調整すべき事項を洗い出し、計画に組み込みます。 

  （例）事業の許認可等や補助金交付申請に係る調整、建築確認に係る調整、施設整備で融資を

受ける場合の金融機関との調整など 

（３）事業譲渡を受ける場合は、事業譲渡日（新法人での事業開始日）を設定し、逆算して計画を

立てます。事業譲渡日は、譲渡を受ける資産の評価額や職員の引継ぎ等に影響するため、早い

段階で全体の計画を立てることが重要です。 

 

 
第１節 法人設立認可申請 
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３ 法人設立までの流れ 

 
＜ケース１：都の整備費補助(※)を受け、区市所轄法人を設立する場合＞ 

 ※ 特別養護老人ホーム、障害者支援施設、児童養護施設等の整備 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

法人設立、事業許認可関係 

・事業所管課との事前調整 

 事業開始の可否、開始時期の確認 

・所轄庁との法人設立の事前調整 

 法人設立要件（事業・資産等）、

設立スケジュールの確認 

法人設立認可関係 施設整備関係 

施設整備関係 

・土地の確保 

・開発許可、農地転用許可 

・区市町村との調整 

・近隣住民との調整 

・建築計画の策定 

・資金計画の策定 等 

法人設立認可申請書提出 

建設計画、資金計画、融資

内定書、補助金内示通知等

を添付。 

法人設立認可説明会 

建築確認 

福祉医療機構

借入申請 

法人設立認可 

（認可書交付式） 

事業開始 

法人設立登記 

寄附財産移転 

完了報告 

国庫補助金の内示 

都補助金の内示 

福祉医療機構 

融資内定 

工事入札 

設計契約 

工事契約 

融資申込 

↓ 

契約 

＜補助金＞ 

交付申請 

↓ 

交付決定 

↓ 

確定 

（法人設立登記後） 

工事完了届 

竣工検査 

補助金交付説明会（都・区市町村） 

補助申請書類（法人審

査票含む。）の提出 

施設整備費補助対象法人審査委員会 法人設立認可審査委員会 

法人審査票の提出 

国庫補助協議 

（法人設立認可審査委員会後） 



  80 

 

＜ケース２：都の整備費補助(※)を受けず、都所轄法人を設立する場合＞ 

※ 特別養護老人ホーム、障害者支援施設、児童養護施設等の整備 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

法人設立、事業許認可関係 

・事業所管課との事前調整 

 事業開始の可否、開始時期の確認 

・所轄庁との法人設立の事前調整 

 法人設立要件（事業・資産等）、

設立スケジュールの確認 

 

法人設立認可関係 施設整備関係 

 

施設建設関係 

・土地の確保 

・開発許可、農地転用許可 

・区市町村との調整 

・近隣住民との調整 

・建築計画の策定 

・資金計画の策定 等 

法人設立認可説明会 

法人設立認可申請書提出 

※取得に時間がかかる書類（例） 

・農地転用許可証 

・区市町村補助金交付確約書 

・債務負担行為議決書 

・区市町村の意見書 

・福祉医療機構の借入申込受理票 

建築確認 

福祉医療機構

借入申請 

区市町村補助金の

交付確約（補助を

受ける場合） 

法人設立認可審査委員会 

法人審査票の提出 

法人設立認可 

（認可書交付式） 

事業開始 

法人設立登記 

寄附財産移転 

完了報告 

区市町村 

補助金の内示 

福祉医療機構 

融資内定 

工事入札 

設計契約 

工事契約 

融資申込 

↓ 

契約 

＜補助金＞ 

交付申請 

↓ 

交付決定 

↓ 

確定 

（法人設立登記後） 

工事完了届 

竣工検査 

区市町村補助金交付説明会 
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＜ケース３：既存の社会福祉事業の譲渡を受けて、法人を設立する場合＞ 
 ※【参考２】「事業譲渡を行う場合の手続」も参照してください。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

法人設立、事業許認可関係 

・事業所管課との事前調整 

 事業譲渡の可否、譲渡時期の確認 

・所轄庁との法人設立の事前調整 

 法人設立要件（事業・資産等）、

設立スケジュールの確認 

法人設立認可関係 既存事業・資産譲渡関係 

事業譲渡関係 

・事業の運営、財務状況の確認 

・事業譲渡元法人との調整 

・関係機関との調整 

・職員への説明 

・利用者、利用者家族への説明 

・財産処分の承認 等 

法人設立認可説明会 

法人設立認可申請書提出 

※取得に時間がかかる書類（例） 

・区市町村の推薦状 

・職員、利用者等への説明、同意書 

事業譲渡関係書類の整備 

・事業譲渡契約書、協定書 

・譲渡資産の整理 

・職員、利用者等の同意書 

・給与規程、就業規則等の

規程の整備 等 

法人設立認可審査委員会 

法人審査票の提出 

法人設立認可 

（認可書交付式） 

事業開始 

法人設立登記 

寄附財産移転 

完了報告 

譲渡法人での 

事業廃止手続 

新法人での 

各事業の許認可・ 

指定申請手続など 

（法人設立登記後） 



  82 

 

４ 法人設立までの準備項目と手続事項 

 
（１）設立準備委員会の設置 

社会福祉法人の設立にあたっては、法人設立に関する委員会を設置することも可能です。社会福

祉法人の設立にあたっては、設立予定者同士の合議により行うことが望ましいことから、委員会を

設けると、準備を円滑に進めることができます。ただし、委員会の運営にかかる費用は、社会福祉

法人設立のための資金と明確に分ける必要があります。 

 

（２）設立後に実施する事業・法人設立に係る事前相談 

社会福祉法人は、社会福祉事業を実施することを目的とする法人であるため、社会福祉法人とし

て認可を受けるためには、社会福祉法に定められた第一種または第二種社会福祉事業の実施が確実

に予定されていることが要件になります。 

社会福祉法人の設立に際しては、あらかじめ、設立後に行う社会福祉事業の事業所管課に、実施

する社会福祉事業にかかる計画について事前相談してください。事前相談においては、事業の定員

や職員配置、予算など事業に関する計画を確認することになります。 

設立後に実施する社会福祉事業事業の種別・計画が固まった段階で、所轄庁に法人設立に係る事

前相談を行い、実施する事業に応じて、設立に必要な不動産や運転資金などの設立要件を確認しま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）施設整備計画の協議と補助金申請の協議 

  社会福祉法人の設立にあたり、建物の新築、改築等を行う場合は、あらかじめ事業所管課や施設

整備所管課と施設整備計画や補助金申請の協議を行う必要があります。 

  補助金の有無によって、施設整備計画に大きく影響が及ぶことから、補助金を活用する場合は、

早い段階で補助金申請の協議を行うようにしてください。 

 

 

 

≪社会福祉法人の設立に関する主な通知≫ 

社会福祉法人の設立要件（事業、資産、法人の組織運営等）は、主に以下の２つの

通知に定められています。 

（ⅰ）「社会福祉法人審査基準」（平成12年12月１日付障第890号、社援第261

8号、老発第794号、児発第908号、「社会福祉法人の認可について（通知）」

別紙１） 

（ⅱ）「社会福祉法人審査要領」（平成12年12月１日付障企第59号、社援企第35

号、老計第52号、児企第33号「社会福祉法人の認可について（通知）」別紙） 
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（４）借入金に関する協議 

  社会福祉法人の設立後に施設整備を行うにあたって、資金の借入を行う場合、借入先の金融機関

と借入金額、償還計画等の協議を行う必要があります。設立後に借入金を予定している場合は、法

人設立認可申請時に、借入が可能である旨の内示通知や決定通知等を添付する必要があります。償

還財源や償還年数等の償還計画についても、早い段階で協議を行うようにして下さい。 

 

（５）社会福祉法人設立および事業実施にかかる資産および資金計画の策定 

  事業所管課や所轄庁との事前相談を踏まえて、社会福祉法人設立にかかる資産および資金にかか

る計画を立てます。社会福祉法人の基本財産として必要な不動産や資金の他に、事業を実施するた

めの運転資金等も必要です。一般的には、社会福祉法人の設立にあたっては、下記の資産が必要に

なります。またこの他にも事業種別に応じて、別途資産が必要になる場合があります。 

 

 ≪社会福祉法人設立時に必要な資産（施設を経営する法人の場合）≫ 

   ・社会福祉事業を行うために必要な土地および建物（基本財産） 

・基本財産特定基金（不動産がすべて貸借の場合） 

・法人事務費（最低100万円以上で必要な額） 

・事業運転資金（社会福祉施設整備費補助対象法人審査要領） 

① 下記②、③以外の事業：年間事業費の12分の１以上に相当する額 

② 障害者総合支援法等に基づく事業の場合：12分の２以上に相当する額 

③ 介護保険法に基づく事業の場合：12分の３以上に相当する額 

・建設資金（法人設立後に施設整備を行う場合） 
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≪基本財産の要件緩和に関する主な通知≫ 

 

（６）収支計画の確認および収支予算書の作成 

  実施する事業の収支シミュレーションを行います。法人設立時点における定員・利用者数での運

営費収入、設立時点の職員数に基づく人件費等の支出を積算し、収支計画を策定します。予算項目

ごとに積算根拠を作成してください。収支計画に基づき、事業開始年度、事業開始次年度の２か年

度分の収支予算書を作成します。施設整備を行う場合は、施設整備期間中の収支予算書も作成しま

す。 

【参考３】「収支予算書の作成」を参考に作成してください。 

 

（７）設立時の役員・評議員候補者の決定 

  社会福祉法人設立時の役員・評議員予定者について、選任要件を満たしているかを確認した上で、

候補者を決定します。 

設立時の役員・評議員候補者を検討する段階で、候補者が選任要件を満たしているか、所轄庁に

相談してください。設立時役員・評議員が社会福祉法人の役員および評議員の選任要件に該当しな

い場合、設立認可を受けられませんので、ご注意ください。 

 

 

 

 社会福祉法人の設立には、原則として、以下の①または②の資産が必要です。 

①施設を経営する場合 事業に使用する不動産の自己所有 

②施設を経営しない場合 １億円以上の資産 

ただし、法人が実施する事業によっては、個別の通知により資産要件の特例が定められている

場合があります。（以下は主な特例の通知です。） 

（ⅰ）保育所 

・不動産の貸与を受けて保育所を設置する場合の要件緩和について（平成16年５月24日雇

児発第0524002号・社援発第0524008号） 

（ⅱ）特別養護老人ホーム 

・国又は地方公共団体以外の者から施設用地の貸与を受けて特別養護老人ホームを設置す

る場合の要件緩和について（平成12年８月22日社援第1896号・老発第599号） 

（ⅲ）居宅介護等事業 

・居宅介護等事業の経営を目的として社会福祉法人を設立する場合の資産要件等について

（平成12年９月８日障第671号、社援第2030号、老発629号、児発733号） 

（ⅳ）共同生活援助事業 

・共同生活援助事業の経営を目的として社会福祉法人を設立する場合の資産要件等について

（平成14年８月30日社援発第0830007号、老発第0830006号） 
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（８）職員への説明・同意 

  社会福祉法人を設立後、新規に事業を開始する場合には、採用を予定する職員に対して、職員給

料、退職金、雇用条件等を詳細に説明し、同意を得る必要があります。その際は就業規則や給与規

程等の規程も併せて、提示します。 

  事業譲渡を受けて社会福祉法人を設立する場合は、経営主体が変更になるため、事業譲渡による

就業条件等の変更事項を職員に十分に説明した上で、事業譲渡にかかる同意書等を取り交わしてお

く必要があります。 
 

（９）利用者や利用者家族への説明・同意 

  事業譲渡を受けて社会福祉法人を設立する場合は、経営主体が変更になるため、利用者や利用者

家族への説明を行う必要があります。 

  経営主体変更による利用契約の再締結の手続、サービス内容や利用料金の変更の有無等について

あらかじめ十分に説明した上で、同意を得るようにしてください。 
 

（10）地域住民や自治会への説明 

  事業を実施する地域住民や自治会への説明を行う必要があります。実施する事業について説明を

行い、社会福祉法人の設立および実施する事業に関して理解を得ておくようにしてください。 

  地域住民や自治会から事業の実施について反対されている場合、事業の許認可を得られず、社会

福祉法人の設立も認可できない場合があります。 
 

（11）設立認可申請書類の作成・提出 

  上記の各調整事項を整理できた段階で、設立認可申請書類を作成します。作成する際は、85ペ

ージ以降の「５ 書類作成上の注意点」と「６ 提出書類一覧」を確認の上、作成してください。ま

た、作成した書類について、「７ 申請書類チェックリスト」を確認して不備がないかチェックする

ようにしてください。 

  上記書類が整った段階で、申請書類（正本及び副本）を所轄庁に提出します。提出は、窓口、郵

送およびメールのほか、オンラインによる方法も可能です。 

https://logoform.jp/form/G2rU/674018 
 

（12）設立審査委員会への付議 

  所轄庁において、設立認可申請書類に不備がないことを確認できた後、社会福祉法人設立審査委

員会を開催し、設立案件として付議します。設立審査委員会への付議にあたっては、所轄庁から事

業所管課に法人設立に係る意見照会を行います。設立審査委員会の開催時期は、施設整備補助の利

用の有無等によって異なりますので、あらかじめ、所轄庁と相談してください。設立認可にあたっ

ては、審査委員会で設立に関して適当であると認められる必要があります。 

https://logoform.jp/form/G2rU/674018
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  ※ 練馬区長が所轄庁の場合は、（区）社会福祉法人設立認可審査委員会において、（国）「社会

福祉法人の認可について（審査基準）」、（国）「社会福祉法人の認可について（審査要領）」、（国）

「社会福祉法人の認可等の適正化並びに社会福祉法人及び社会福祉施設に対する指導監督の

徹底について」等を適用して審査を行います。 

 

（13）社会福祉法人設立認可書交付式の開催 

  設立認可申請書類が正式に収受されてから、概ね１か月～２か月後に、設立認可書交付式を所轄

庁にて開催します。設立認可書交付式において交付する、設立認可書の日付が設立認可日となりま

す。 

 

（14）社会福祉法人の設立登記 

  設立認可書の交付を受けた後２週間以内に、法人の主たる事務所を管轄する法務局において法人

設立登記を行います。社会福祉法人として成立する日（社会福祉法人としての契約締結等が可能と

なる日）は、設立登記を行った日になります。 

  認可書交付式の前に、あらかじめ、設立登記に必要な手続（設立登記や法人印・理事長印の登録

など）について、管轄の法務局に確認を行ってください。 

  また、設立登記後は、速やかに理事会、評議員選任・解任委員会および評議員会を開催し、評議

員および役員の選任、理事長の選定や各種規程等法人運営に関する重要事項を決議し、社会福祉法

人として運営を開始することになります。 

 

５ 書類作成上の注意点  
 

（１）下記一覧のうち、必要なものについて２部ずつ提出して下さい。（官公庁等が発行する書類は、

正本は原本を添付し、副本は写しを添付してください。） 

   ※申請書類の正本は練馬区で保管し、副本は認可書として交付します。 

（２）土地、建物の表示は、１筆、１棟ごととし、登記上の記載内容と一致させる必要があります。 

（３）印鑑登録証明書、身分証明書、成年被後見人または被保佐人として登記されていないことの証

明書、不動産登記事項証明書等は、発行日から３ヵ月以内の原本を添付して下さい。（申請日

を基準とします。） 

（４）住所、氏名は一字一句すべて印鑑登録証明書記載のとおりに記入して下さい。 

   例：住所 ○・・・■■町一丁目２番５号 

        ×・・・■■町１－２－５ 

（５）提出書類の用紙の大きさはすべてＡ４に統一してください。A４より小さい書類は A４の台紙

に貼付してください。 
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（６）真正性の確認について、実印と印鑑登録証明書を用いた印影の照合を行うことを例に作成 

   しています。他の方法で確認される場合には、その方法に置き換えてお読みください。 

６ 提出書類一覧 

 

区分 名    称 様式 NO. 

１ 設立認可申請書 様式１ 

2 定款 定款例 

3 添付書類目録  

4 財産目録 様式２ 

５

 

土

地

・

建

物

関

係

書

類 

 

１ 
贈
与
の 

場
合 

土地・建物の贈与契約書（写） 様式３－１ 

２ 
購
入
の 

場
合 

土地・建物の売買確約書（写）  

３ 
【地方公共団体が補助を行う場合】 

購入に係る補助確約書または補助予定通知書（写） 

様式４－１ 

様式４－２ 

４ 
借
用
の 

場
合 

無償貸与確約書、地上権設定契約書または賃貸借契約

書（写） 

様式５ 

様式６ 

様式７ 

５ 土地・建物の不動産登記事項証明書  

６ 公図  

７ 建物の図面（周辺図、配置図、平面図）  

８ 登記確約書 
様式８－１ 

様式８－２ 

９ 農地転用許可書・農地転用届出受理書（写）  

10 土地・建物の不動産価格評価書等  

11 

所
有
者
が 

個
人
の
場
合 

所有者の身分証明書 

印鑑登録証明書 

成年被後見人または被保佐人として登記されていない

ことの証明書 

 

12 
所
有
者
が
法
人 

の
場
合 

法人代表者の身分証明書 

印鑑登録証明書 

成年被後見人または被保佐人として登記されていない

ことの証明書 

 

13 法人の定款、寄附行為その他の基本約款  

14 法人の履歴事項全部証明書  

15 法人が贈与、売却または貸与を議決した議事録（写）  

16 法人の決算書  
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６ 

資
金
の
贈
与
関
係
書
類 

１ 資金の贈与契約書（写） 

 

様式３－１ 

様式３－２ 

２ 
資金贈与者の預金残高証明書、通帳の写し（表紙及び残高のペー

ジの写） 

 

３ 
贈
与
者
が 

個
人
の
場
合 

贈与者の身分証明書 

印鑑登録証明書 

成年被後見人または被保佐人として登記されていない

ことの証明書 

 

４ 贈与者の所得証明書または納税証明書  

５ 

贈
与
者
が 

法
人
の
場
合 

法人代表者の身分証明書 

印鑑登録証明書 

成年被後見人または被保佐人として登記されていない

ことの証明書 

 

６ 法人の定款、寄附行為その他の基本約款  

７ 法人の履歴事項全部証明書  

８ 法人からの資金贈与を議決した議事録（写）  

９ 法人の決算書  

10 過去３～５年間の寄附実績が確認できる書類  

 

事
業
・
予
算 

 

関
係
書
類 

１ 初年度および次年度の事業計画書 様式９ 

２ 施設整備年度資金収支予算書 

様式 10 ３ 初年度資金収支予算書 

４ 次年度資金収支予算書    

 

 

８ 

  

設

立

時

役

員

等

関

係

書

類  

１ 設立時役員等一覧表 様式 11 

２ 

設立者、役員および評議員の履歴書 

身分証明書、印鑑登録証明書、成年被後見人または被保佐人と

して登記されていないことの証明書 

様式 12 

３ 就任承諾書 
様式 13-1 

様式 13-2 ４ 
欠格事項、親族等特殊関係者および暴力団員等に該当しないこ

との誓約書 

５ 

役員・評議員と、他の役員・評議員との関係を説明する書類 

（役員・評議員間に親族または同一団体の役職員が含まれる場

合） 

 

６ 設立代表者への委任状（設立代表者を定めた場合） 
様式 14-１ 

様式 14-２ 

７ 代理人への委任状（代理人を選任している場合） 様式 14-３ 

 ７ 
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９

 

施

設

整

備

関

係

書

類 

１ 施設整備計画書 様式 15 

２ 建物図面（周辺図、配置図、平面図）  

３ 建設工事見積書（写）  

４ 設計監理見積書（写）  

５ 設備整備（初度調弁）一覧表 様式 16 

６ 設備整備（初度調弁）見積書（写）  

７ 補助金・助成金交付確約書または交付予定書 
様式４－１ 

様式４－２ 

８ 補助金・助成金交付要綱  

９ 施設整備借入金貸付内定書（写）または審査結果通知書（写）  

10 借入金償還計画表 様式 17 

11 償還財源補助確約書、償還財源補助金交付要綱等  

12 債務負担行為議決書（写）または補助予定通知書（写）  

13 基本財産編入誓約書 様式 18 

  １ 施設長就任承諾書 様式 19 

 

２ 履歴書、印鑑登録証明書、身分証明書  

３ 施設長の資格を証する書類（写）または資格取得確約書 様式 20 

 

１ 練馬区事業所管課意見書 様式 21 

２ 近隣住民または自治会等への説明の記録  

３ 業務委託契約内示書または確約書（委託事業がある場合）  

 

１ 事業譲渡契約書（写） 様式 22 

２ 協定書  

３ 

事
業
譲
渡
元
が 

個
人
の
場
合 

事業譲渡者の身分証明書 

印鑑登録証明書 

成年被後見人または被保佐人として登記されていない

ことの証明書 
 

４ 譲渡対象事業の決算書 

５ 
事
業
譲
渡
元
が 

法
人
の
場
合 

法人代表者の身分証明書 

印鑑登録証明書 

成年被後見人または被保佐人として登記されていない

ことの証明書 

 

６ 法人の定款、寄附行為その他の基本約款  

７ 法人の履歴事項全部証明書  

８ 法人が事業譲渡を議決した議事録（写）  

９ 法人の決算書  

10 同意書（譲渡対象事業の職員）  

11 就業規則（案）  

12 職員への説明資料  

10 

12 

そ
の
他
の 

書
類 

事
業
譲
渡
関
係
書
類 

11 

施
設
長 

関
係
書
類 
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13 給与規程（案）  

14 休業規程（案）  

15 退職金関係書類  

16 同意書（譲渡対象事業の利用者または利用者家族）  

17 利用者への説明資料  

18 事業譲渡後の利用契約書（案）  

 （注）各法人の設立状況に応じて、その他の資料の提出を求める場合があります。 

 

７ 申請書類チェックリスト  

チェック事項を確認の上、下記の順番で２部ずつ揃えてください。 

○必要な申請書類とチェック事項 

書類 チェック事項 

１．設立認可申請書 

（様式１） 
・設立代表者の住所、氏名は、身分証明書等と一致しているか。 

・主たる事務所の所在地や事業の種類は、定款の記載どおりとなっ

ているか。 

・資産の金額は、財産目録と一致しているか。 

・役員および評議員の氏名や選任区分は、設立時役員等一覧表と一

致しているか。 

２．定款 ・「社会福祉法人定款例」に示された必要的記載事項は、漏れなく

記載されているか。 

・「社会福祉法人定款例」に示された相対的記載事項は、法令に沿

った内容で記載されているか。 

・「社会福祉法人定款例」に示された任意的記載事項は、法令・通

知に違反していないか。 

・租税特別措置法第40条の適用を予定している場合は、国税庁長官

確認事項（※）を満たしているか。 

 ※ 平成29年３月29日付厚生労働省社会・援護局福祉基盤課事務

連絡「租税特別措置法施行令（昭和32年政令第43号）第25条

の17第６項第１号の要件を満たす社会福祉法人の定款の例につ

いて」参照 

・定款附則の設立時役員および評議員の氏名は、印鑑登録証明書と

一致しているか。 

３．添付書類目録  

12 

事
業
譲
渡 

関
係
書
類 
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４．財産目録 

（様式２） 
・資産の金額・内容が、贈与契約書等と一致しているか。 

・不動産は、不動産登記事項証明書どおり１棟、１筆ごとに記載さ

れているか。 

・負債を抱えていないか。（事業譲渡により設立する場合は、「未

払金」「引当金」等の事業継承に係る負債を除く。） 

５．土地・建物関係書類 

【
贈
与
の
場
合
】 

土地・建物の贈与契

約書（写） 

（様式３－１） 

・贈与者の住所、氏名、印影は、印鑑登録証明書と一致しているか。 

・対象の土地・建物は、不動産登記事項証明書のとおり１筆、１棟

ごとに記載されているか。 

【別記目録がある場合】 

・契約書と割印を押印しているか。 

・什器備品は、固定資産（取得価格10万円以上）と備品（10万円未

満）に区分されているか。 

【契約の相手方が設立代表者の場合】 

・設立代表者代理人が契約を締結しているか。 

【
購
入
の
場
合
】 

土地・建物の売買確

約書（写） 

・売主の住所、氏名、印影は、印鑑登録証明書と一致しているか。 

・対象の土地・建物は、不動産登記事項証明書のとおり１筆、１棟

ごとに記載されているか。 

【契約の相手方が設立代表者の場合】 

・設立代表者代理人が契約を締結しているか。 

補助確約書・補助予

定通知書（写）（様

式４－１、様式４－

２） 

【地方公共団体等が補助を行う場合】 

・施設整備計画書や収支予算書と金額が一致しているか。 

・補助団体の公印が押印されているか。 

【
借
用
の
場
合
】 

無償貸与確約書、地

上権設定契約書ま

たは賃貸借契約書

（写） 

（様式５、６、７） 

・貸主の住所、氏名、印影は、印鑑登録証明書と一致しているか。 

・対象の土地・建物は、不動産登記事項証明書のとおり１筆、１棟

ごとに記載されているか。 

・権利の存続期間は、事業の存続に必要な期間設定されているか。 

・基本財産に係る資産要件緩和の特例を適用する場合は、契約期間、

貸主、財源等の要件を満たしているか。 

・賃借料は、無料または地域の相場に比べて低額になっており、法

人が長期間にわたって安定的に支払うことができる金額か。 

・法人設立代表者や役員予定者等の利害関係者から、有償貸与を受

けていないか。 

【契約の相手方が設立代表者の場合】 

・設立代表者代理人が契約を締結しているか。 
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土地・建物の不動産登記

事項証明書 

・申請日から遡って、３か月以内の証明書が添付されているか。 

・抵当権等が設定されていないか。抵当権等が設定されている場合は、

抹消の確実な見通しがあるか。 

公図 ・申請日から遡って、３か月以内の公図が添付されているか。 

・原本を正本に添付し、副本には写で可能。 

建物の図面（周辺図、配

置図、平面図） 

・建物の図面や事業を実施する場所が確認できる図面を添付している

か。 

登記確約書（様式８－

１、様式８－２） 

・所有者の住所、氏名、印影は、印鑑登録証明書と一致しているか。 

・不動産は、不動産登記事項証明書どおり１棟、１筆ごとに記載され

ているか。 

・所有権移転登記（贈与・購入の場合）又は地上権・賃借権（借用の

場合）の設定登記を確約しているか。 

【契約の相手方が設立代表者の場合】 

・設立代表者代理人宛に確約しているか。 

【地上権・賃借権の登記を行わない場合】 

・基本財産に係る資産要件緩和通知に示された契約期間、貸主、財源

等の要件を満たしているか。 

農地転用許可書または 

農地転用届出受理書 

（写） 

【土地が農地（畑等）である場合】 

・不備なく添付しているか。 

土地・建物の不動産価格

評価書等 

【土地・建物の贈与または購入の場合】 

・不動産鑑定士によるものまたは路線価により算出したもの等。 

【
契
約
相
手
（
所
有
者
）
が
個
人
の
場
合
】 

 

 

土地・建物所有者の

身分証明書、 

印鑑登録証明書、成

年被後見人または

被保佐人として登

記されてないこと

の証明書 

・申請日から遡って、３か月以内の証明書が添付されているか。 
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【
契
約
相
手
（
所
有
者
）
が
法
人
の
場
合
】 

法人代表者の 

身分証明書、 

印鑑登録証明書、 

成年被後見人また

は被保佐人として

登記されてないこ

との証明書 

・申請日から遡って、３か月以内の証明書が添付されているか。 

法人の定款、寄附行

為その他の基本約

款 

・総会や理事会等の規定等が設けられているか。 

・当該法人の代表者の原本証明がされているか。（正副とも。） 

法人の履歴事項全

部証明書 

・申請日から遡って、３か月以内の証明書が添付されているか。 

・贈与者と登記上の代表者が一致しているか。 

 法人の贈与、売却ま

たは貸与を議決し

た議事録 

・決定手続は定款等の規定に従って行われているか。 

・決定された内容が、契約書・確約書と一致しているか。 

・当該法人の代表者の原本証明がされているか。（正副とも。） 

法人の決算書 ・直近の決算書が添付されているか。 

・当該法人の代表者の原本証明がされているか。（正副とも。） 

・贈与の場合、法人の剰余金（当期未処分利益）が、贈与額を上回っ

ているか。 

６．資金の贈与関係書類 

資金の贈与契約書（写）

（様式３－１、様式３－

２） 

・基本財産基金、施設整備自己資金、借入金償還財源、賃借料支払財

源、法人事務費および運転資金など、設立に必要な資金が漏れなく

確保されているか。 

・贈与の履行期限は、法人設立後１週間以内となっているか。（事業

譲渡に伴う運転資金等の贈与については、事業譲渡時の贈与可）。 

・借入金償還財源等の継続的な資金の贈与については、確実な履行が

担保されているか（様式３－２）。 

・贈与者の住所、氏名、印影は、印鑑登録証明書と一致しているか。 

【指定寄附を利用する場合】 

・審査を通過しなかった場合に、一般寄附に切り替えることが契約書

に明記されているか。 

【契約の相手方が設立代表者の場合】 

・設立代表者代理人が契約を締結しているか。 

資金贈与者の 

預金残高証明書 

通帳の写し 

・申請日から遡って、３か月以内の証明書が添付されているか。 

・通帳から資金の大幅な変動がなく、常に贈与額を確保できる状態で

あるか。 
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【
資
金
贈
与
者
が
個
人
の
場
合
】 

贈与者の 

身分証明書、 

印鑑登録証明書、成

年被後見人または

被保佐人として登

記されてないこと

の証明書 

・申請日から遡って、３か月以内の証明書が添付されているか。 

資金贈与者の所得

証明書または住民

税課税証明書 

【施設整備借入金償還財源や不動産賃借料等の経常経費について継

続的な寄附が予定されている場合】 

・各年度の贈与額が、贈与者の課税所得額（所得控除後の金額）の 

１／４以内になっているか。 

【
資
金
贈
与
者
が
法
人
の
場
合
】 

法人代表者の 

身分証明書、 

印鑑登録証明書、 

成年被後見人また

は被保佐人として

登記されてないこ

との証明書 

・申請日から遡って、３か月以内の証明書が添付されているか。 

法人の定款、寄附行

為その他の基本約

款 

・総会や理事会等の規定等が設けられているか。 

・当該法人の代表者の原本証明がされているか。（正副とも。） 

法人の履歴事項全

部証明書 

・申請日から遡って、３か月以内の証明書が添付されているか。 

・贈与者と登記上の代表者が一致しているか。 

・原本を正本に添付し、副本には写で可能。 

法人からの資金贈

与を議決した議事

録 

・決定手続は定款等の規定に従って行われているか。 

・贈与の決定内容が、贈与契約書と一致しているか。 

・当該法人の代表者の原本証明がされているか。（正副とも。） 

法人の決算書 ・直近の決算書が添付されているか。 

・法人の剰余金が、贈与額を上回っているか。 

・当該法人の代表者の原本証明がされているか。（正副とも。） 

過去３～５年間の

寄附実績 

【借入金償還財源、賃借料等を継続的に寄附する場合】 

・償還財源を贈与できるだけ寄附の実績があるか。（寄附実績がない

場合は、過去３～５年間の決算において、寄附が可能な財政状況と

なっているか。） 

７．事業・予算関係書類 

初年度・次年度事業計画

書（様式９） 

・事業所管課に、内容の確認がとれているか。 

・年度の経過が反映されているか。 
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施設整備年度資金収支

予算書 

（様式10） 

・収支は、施設整備計画書と一致しているか。 

・根拠のない収入が計上されていないか。（寄附等の実績がある場合

は、実績に相当する額を計上可） 

・贈与契約書の金額は、全て計上されているか。 

・運転資金の贈与額は、年間総事業費の一定割合（※）を超えており、

かつ、当期末支払資金残高が運転資金贈与額を上回っているか。（社

会福祉施設整備費補助対象法人審査要領） 

※介護保険事業：年間総事業費の３/12 

 ※障害福祉事業：年間総事業費の２/12 

 ※保育・その他の事業：年間総事業費の１/12 

・法人事務費の贈与額は、100万円を超えているか。 

・法人事務費は、法人設立後から事業開始まで準備経費も含めて積算

された金額が計上されているか。 

・不動産を賃借する場合は、賃借料及び安定的に賃借料を支払い得る

財源が適正に計上されているか。 

・什器備品など固定資産に該当しない物品の贈与がある場合は、収入

と同額を支出に計上しているか。 

初年度資金収支予算書

（様式10） 

・事業計画書に基づいた収支が計上されているか。 

・根拠のない収入が計上されていないか。（寄附等の実績がある場合

は、実績に相当する額を計上可） 

・法人事務費は、理事会・評議員会開催経費など、法人運営に必要な

経費が本部区分に計上されているか。 

・介護収入や保育所委託費等を法人本部へ資金移動する場合、各種使

途制限通知の要件を満たしているか。 

・当期末支払資金残高は、年間総事業費の一定割合（※上記参照）を

上回っているか。 

・福祉医療機構等の融資がある場合は、償還計画どおりの償還金支出

が計上されているか。 

次年度資金収支予算書

（様式10） 

８．設立時役員等関係書類 

設立時役員等一覧表 

（様式11） 

・設立者、設立時役員および評議員の住所、氏名、生年月日は、印鑑

登録証明書や履歴書と一致しているか。 

・役員および評議員の職歴が選任要件等を判断できる内容になってい

るか。その内容が履歴書と一致しているか。 

・役員および評議員の構成は、社会福祉法および定款で定められた親

族等特殊関係の制限に該当しないか。また、各選任区分の者を漏れ

なく含まれているか。（財務管理について識見を有する監事には、

公認会計士または税理士を登用することが望ましい。） 
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設立者・役員・評議員の

履歴書（様式12）、 

身分証明書、 

印鑑登録証明書 

・申請日から遡って、３か月以内の証明書が添付されているか。 

・履歴書の住所、氏名、生年月日、印影は、印鑑登録証明書と一致し

ているか。 

・役員の選任要件等を判断できる経歴が記載されているか。 

就任承諾書（様式 13－

１、様式 13－３） 
・就任承諾書の住所、氏名、印影は、印鑑登録証明書と一致している

か。 

親族等特殊関係者およ

び暴力団員等に該当し

ないことの誓約書（様式

13－２、様式13－３） 

・欠格事項、親族等特殊関係の制限および暴力団員等反社会的勢力者

に該当しないことを誓約しているか。（誓約する旨の記載がある就

任承諾書も可） 

役員・評議員と、他の役

員・評議員との関係を説

明する書類 

【理事に親族等特殊関係者が含まれる場合または理事・監事・評議員

が同一団体の役職員である場合等】 

・該当する者の氏名および該当する者の関係が説明されているか。（関

係法人の組織図、職務分掌規程等） 

兼業許可書 【役員及び評議員が公務員等である場合】 

・兼業先の許可が得られているか。 

設立代表者への 

委任状（様式14－１、

様式14－２） 

【設立代表者を定めた場合】（受任者を除く設立者全員分） 

・委任状の住所、氏名、印影は、印鑑登録証明書と一致しているか。 

・委任状の日付が、就任承諾書および贈与契約書等の日付以前になっ

ているか。 

代理人への委任状 

（様式14－３） 

【代理人を選任している場合】（受任者を除く設立者全員分） 

・贈与契約に係る委任状と分けて、作成しているか。 

・委任状の住所、氏名、印影は、印鑑登録証明書と一致しているか。 

９．施設整備関係書類 

施設整備計画書 

（様式15） 

・施設整備所管課に、内容の確認がとれているか。 

・資金計画が、積算根拠（見積書等）の金額と一致しているか。 

建設図面（周辺図、配置

図、平面図） 

・建物の図面や事業を実施する場所が確認できる図面を添付している

か。 

建設工事見積書（写） 
・施設整備計画書の資金計画と一致しているか。 

設計監理見積書（写） 

設備整備（初度調弁） 

一覧表（様式16） 

・施設開設に必要な設備、物品が確保されているか。 

・購入金額が、見積書等の金額と一致しているか。 

設備整備（初度調弁） 

見積書 

・購入金額が、施設整備計画書、設備整備（初度調弁）一覧表と一致

しているか。 

・見積業者等の代表者印が押印されているか。 
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補助金・助成金交付確約

書 ま た は 交 付 予 定 書

（写）（様式４－１、様

式４－２） 

・施設整備計画書の資金計画と一致しているか。 

・補助、助成決定先の代表者の押印がされているか。 

補助金・助成金交付要綱 ・補助の根拠となる要綱が添付されており、補助要件をみたしている

か。 

施設整備借入金貸付内

定書または審査結果通

知書（写） 

・施設整備計画書の資金計画と一致しているか。 

【借入先が福祉医療機構の場合】 

・融資申請書の受付書が添付されているか。 

・協調融資の場合、協調融資であることを示す福祉医療機構との連絡

票の写が添付されているか。 

借入金償還計画表 

（様式17） 

・貸付内定書等の金額と一致しているか。 

・事業計画に基づく収支シミュレーションをした上で、償還計画に無

理はないか。 

・償還財源に不確実な財源（※）が予定されていないか。 

 ※バザー収入等の収入金額が確実でないもの。 

・償還財源について、介護報酬や保育所委託費等を充当する場合、各

種使途制限通知の要件を満たしているか。 

・償還財源に寄附金を充てる場合、贈与契約書の金額と合致するか。 

借入金償還補助金の 

確約書、補助金交付要綱

等 

・償還計画の金額と一致しているか。 

・補助、助成決定先の代表者の押印がされているか。 

・補助の根拠となる要綱が添付されており、補助要件をみたしている

か。 

債 務 負 担 行 為 議 決 書

（写）または補助予定通

知書（写） 

・償還計画の金額と一致しているか。 

・補助、助成決定先の長の押印がされているか。 

基本財産編入誓約書 

（様式18） 

・土地や建物を取得した後に、基本財産に編入することについて誓約

しているか。 

10．施設長関係書類 

施設長就任承諾書 

（様式19） 

・施設長予定者の住所、氏名、印影は、印鑑登録証明書と一致してい

るか。 

施設長の履歴書 

身分証明書 

印鑑登録証明書 

・申請日から遡って、３か月以内の証明書が添付されているか。 

・履歴書の住所、氏名、生年月日、印鑑は、印鑑登録証明書と一致し

ているか。 
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施設長の資格を証する

書類（写）または資格取

得確約書 

（様式20） 

【資格を有している場合】 

・実施する施設または事業に必要な資格証明書の写しを添付している

か。 

【資格を有していない場合】 

・事業開始までに資格を取得する旨を確約しているか。 

・確約書の氏名、印鑑は、印鑑登録証明書と一致しているか。 

11．その他の書類 

区市町村推薦状 

（様式21） 

【居宅介護等事業、共同生活援助事業等を目的とする法人設立に必要

な活動年数を３年に短縮する場合】 

・社会福祉法人設立に対する意見が記載されているか。 

・区市町村長の公印が押印されているか。 

近隣住民や自治会等へ

の説明の記録 

・近隣住民や自治会への説明に使用した資料を添付しているか。（質

疑応答の内容を含む。）。 

・社会福祉法人の設立及び事業実施に対して、反対している住民はい

ないか。 

業務委託契約内示書・確

約書 

【委託事業の場合】 

・定款の事業内容と一致しているか。 

・委託事業の内容、金額に問題ないか。 

12．事業譲渡関係書類（事業譲渡による法人設立の場合） 

事業譲渡契約書（写） 

（様式22） 

・譲渡される事業の内容、条件、資産等に誤りはないか。 

・契約者双方の代表者印が押印されているか。 

協定書 
・事業譲渡に関する内容、条件等について、契約者双方で確認がとれ

ているか。 

【
事
業
譲
渡
元
が
個
人
の
場
合
】 

事業譲渡者の 

身分証明書、 

印鑑登録証明書、 

成年被後見人また

は被保佐人として

登記されてないこ

との証明書 

・申請日から遡って、３か月以内の証明書が添付されているか。 

・身分証明書については、原本を正本にのみ添付し、副本には写で可

能。 

・印鑑登録証明書については、原本を正本にのみ添付し、副本には写

で可能。 

譲渡対象事業の決

算書 

・直近の決算書が添付されているか。 

・譲渡の対象となる資産等を保有しているか。 
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【
事
業
譲
渡
元
が
法
人
の
場
合
】 

法人代表者の 

身分証明書、 

印鑑登録証明書、 

成年被後見人また

は被保佐人として

登記されてないこ

との証明書 

・申請日から遡って、３か月以内の証明書が添付されているか。 

・身分証明書については、原本を正本にのみ添付し、副本には写で可

能。 

・印鑑登録証明書については、原本を正本にのみ添付し、副本には写

で可能。 

法人の定款、寄附

行為その他の基本

約款 

・総会や理事会等の規定が設けられているか。    

・当該法人等の代表者の原本証明がされているか。 

（正副とも。）                 

法人の履歴事項全

部証明書 

・申請日から遡って、３か月以内の証明書が添付されているか。 

・事業譲渡者と登記上の代表者が一致しているか。 

・原本を正本に添付し、副本には写で可能。 

法人で事業譲渡を

議 決 し た 議 事 録

（写） 

・当該法人等の代表者の原本証明がされているか。 

（正副とも。） 

・決定手続は定款等の規定に従って行われているか。 

・事業譲渡にかかる決議がされているか。 

法人の決算書 ・直近の決算書が添付されているか。 

・譲渡の対象となる資産等を保有しているか。 

職
員
関
係
書
類 

同意書（譲渡対象

事業の職員） 

・全職員から事業譲渡についての同意がとれているか。（職員の了解

があれば職員代表も可。） 

職員への説明資料 
・全職員に対し、事業譲渡前後の処遇や退職金の扱い等の説明をして

いるか。 

就業規則（案） 

給与規程（案） 

休業規程（案） 

・内容に不備がないか。 

・事業所管課に、内容の確認がとれているか。 

退職金関係書類 
・事業譲渡元および事業譲渡先での退職金の取扱いを調整できている

か。 

利
用
者
関
係
書
類 

同意書（利用者） 
・全利用者（利用者家族）から事業譲渡についての同意がとれている

か。 

利用者および利用

者家族への説明資

料 

・全利用者および利用者家族に対し、事業譲渡前後の利用契約やサー

ビス等の説明をしているか。 

・説明に使用した資料を添付しているか。（質疑応答の内容を含む。）。 

利用契約書（案） ・事業所管課に、内容の確認がとれているか。 
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８ 設立後の手続  

法人設立認可後は、以下の手続を遅滞なく行ってください。 

 

≪認可後の諸手続の流れ≫ 

（１）認可書受領 

 法人設立認可式において、法人設立代表者へ認可書の交付を行います。 

（２）設立登記 

設立認可日から２週間以内に登記する必要があります。（組合等登記令第２条） 

 ※ 法人設立認可だけでは法人設立は完了しませんので、ご注意下さい。法人設立登記を行って 

初めて法人格が発生します。 

≪社会福祉法人の設立登記事項≫ 

 ① 目的および業務 

 ② 名称 

 ③ 事務所の所在地 

 ④ 代表権を有する者の氏名、住所および資格 

 ⑤ 解散の事由を定めたときは、その事由 

 ⑥ 資産の総額 

（３）所轄庁に、法人の履歴事項全部証明書を送付します。 

法人の履歴事項全部証明書を取得した日に、写しを所轄庁に送付します（FAX 又はメール可）。 

（４）定款附則に定められた理事により、第１回理事会を開催します。 

・評議員選任・解任委員会運営規程の制定、同委員会委員の選任 

・評議員選任・解任委員会の開催決定および同委員会に推薦する評議員候補者の決定 

・評議員会の開催日時・場所、議題および議案の決定 

・評議員会で選任する理事・監事候補者の決定（監事候補者の決定については、 

監事過半数の同意を確認し、同意を得た旨を議事録に明記します。） 

・役員報酬等の額および役員報酬規程にかかる議案の決定 

（５）第１回評議員選任・解任委員会を開催します。 

  （４）で選任された委員により評議員選任・解任委員会を開催し、理事会が推薦した候補者から

評議員を選任します。 

（６）第１回評議員会を開催します。 

（５）で選任された評議員により評議員会を開催し、理事および監事を選任します。また、役員

の報酬額および役員報酬規程について、評議員会の承認を得ます。また、その他の評議員会の決

議事項についても必要に応じて決議します。（評議員会で決議を行うためには、あらかじめ理事会

において、評議員会の日時、場所、議題および議案を決定しておく必要があります。） 
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（７）第２回理事会を開催します。 

（６）の評議員会で選任された理事により理事会を開催して理事長を選定し、定款に規定した場

合は業務執行理事も選定します。また、その他の重要事項（重要な契約、定款細則や経理規程など

各種規程）を決議します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（８）所轄庁に、書類を提出する。（郵送での提出可能。） 

 

 

 

 

 

（９）理事長の登記を行う。（理事長選定の理事会開催後２週間以内） 

正規の手続で選任した代表者を登記します。設立時と同一の場合は、法人の履歴事項全部証明 

書には、「重任」と記載されます。 

（10）寄附財産の移転を受けます。 

原則、認可後１週間以内に財産の移転を受け、贈与者に受領書を発行します。 

 

≪提出書類≫ 

①法人設立後に選任された役員および評議員就任承諾書（写） 

②役員・評議員名簿 

③理事会議事録（写） 

④評議員選任・解任委員会議事録（写） 

⑤評議員会議事録（写） 

理事会および評議員会の招集通知について 

理事会および評議員会の開催にあたっては、原則として開催日の１週間前までに招集通知を

発する必要があります。 

理事会および評議員会を同日に開催する場合には、理事会の場合は理事および監事全員の同

意、評議員会の場合は評議員全員の同意により、招集手続を省略することになります（欠席者

の同意も必要）。招集手続を省略した場合は、全員の同意を得て招集通知を省略したことを議事

録に明記します。また、欠席者がいる場合は、開催前に、招集手続の省略に係る同意書の提出

を受け、確認します。 

役員および評議員の選任について 

法人設立時の役員および評議員は、あくまで設立者が決定した者であり、定款に基づく役員

等の選任手続を経ていません。よって、法人設立後に正規の手続により、再度選任する必要が

あります。 
※役員および評議員の選任を行ったときに法人に備えておく書類 

①就任承諾書 

②履歴書 

③欠格条項、特殊関係および暴力団員等に該当しないことについて確認した書類（誓約書また

は申立書等） 
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（11）寄附財産移転完了報告書を提出します。（社会福祉法施行規則第 2 条第 4 項） 

財産の移転が完了した日から 1 か月以内に提出します。 

  ※ 寄附財産移転完了報告書の作成方法については、第２節を参照してください。 

 

 
 

 
 

 



【参考１】社会福祉法人の設立要件一覧

（注）一般的な設立要件を簡略化したものであるため、具体的な設立要件は設立認可を行う所轄庁に確認してください。

定款

原則：土地・建物の自己所有または国・地方公共団体からの貸与（貸与の場合は1000万円以上の資産）

例外：建物の自己所有、土地の貸与（地上権又は賃借権の登記が必要。）

原則：１億円以上の資産

例外：居宅介護等事業、共同生活援助事業などの特例（1000万円以上の資産）

※　行う事業が①、②双方に係る場合は、①の要件を満たすこと。

介護保険法の事業 年間事業費の12分の３以上の現金預金

障害者総合支援法等の事業 年間事業費の12分の２以上の現金預金

その他の事業 年間事業費の12分の１以上の現金預金

施設整備費

本部事務費

員数 ７名以上（理事の員数を超える数を置かなければならない。）

選任要件（全員） 社会福祉法人の適正な運営に必要な識見を有する者

員数 ６名以上（評議員の員数を超えることはできない。）

①社会福祉事業の経営に関する識見を有する者

②社会福祉法人が行う事業の区域における福祉の実情に通じている者

③施設の管理者（施設を設置している場合）

員数 ２名以上

①社会福祉事業について識見を有する者

②財務管理について識見を有する者（公認会計士または税理士が望ましい。）

員数 １名以上

選任要件 公認会計士または監査法人

理事

評議員・理事・監事は必置。会計監査人は一定以上の収入規模の法人に設置義務

評議員

選任要件（各１名以上）

評議員・理事・監事・会計監査人は兼務不可。また、評議員・監事・会計監査人は法人・施設職員と兼務不可。

欠格条項・親族等特殊関係者の制限に反しないこと（別添資料参照）。また、暴力団員等反社会的勢力の者でないこと。

監事

最低100万円以上の現金預金

資産

基本財産

事業

役員等

第一種社会福祉事業または第二種社会福祉事業を確実に行えること。

必要的記載事項が漏れなく記載されていること（社会福祉法人定款例参照）。

公益事業・収益事業を行う場合は、公益事業・収益事業の規模が社会福祉事業の規模を超えないこと。

施設整備を行う場合、施設整備計画において必要な自己資金を確保すること。

共通事項

①施設を経営する場合

選任要件（各１名以上）

運転資金

②施設を経営しない場合

会計監査人
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評議員の特殊関係者 理事の特殊関係者 監事の特殊関係者

評議員には、各評議員または各役員の配偶者
または三親等以内の親族その他各評議員また
は各役員と特殊の関係がある者（以下の①～
⑨）が含まれてはならない。

理事には、各理事について、その配偶者およ
び三親等以内の親族その他各理事と特殊の関
係のある者（以下の①～⑦）が三人を超えて
含まれ、または理事の総数の三分の一を超え
て含まれてはならない。

監事には、各役員（理事及び監事）の配偶者
または三親等以内の親族その他各役員と特殊
の関係がある者が含まれてはならない。

① 当該評議員または役員と事実上婚姻関係と
同様の事情にある者

① 当該理事と事実上婚姻関係と同様の事情
にある者

① 当該役員と事実上婚姻関係と同様の事情
にある者

② 当該評議員または役員に雇用されている者
（秘書・執事など個人的に雇っている者）

② 当該理事に雇用されている者
（秘書・執事など個人的に雇っている者）

② 当該役員に雇用されている者
（秘書・執事など個人的に雇っている者）

③ ①、②に掲げる者以外の者であって、当該
評議員または役員から受ける金銭その他の財
産によって生計を維持しているもの

③ ①、②に掲げる者以外の者であって、当
該理事から受ける金銭その他の財産によって
生計を維持しているもの

③ ①、②に掲げる者以外の者であって、当
該役員から受ける金銭その他の財産によって
生計を維持しているもの

④ ②、③に掲げる者の配偶者 ④ ②、③に掲げる者の配偶者 ④ ②、③に掲げる者の配偶者

⑤ ①から③に掲げる者の三親等以内の親族で
あってこれらの者と生計を一にするもの

⑤ ①から③に掲げる者の三親等以内の親族
であってこれらの者と生計を一にするもの

⑤ ①から③に掲げる者の三親等以内の親族
であってこれらの者と生計を一にするもの

評議員・理事・監事の欠格条項、特殊関係者について

欠格条項（以下の①～⑥）に該当する者は、評議員・理事・監事となることができない。
①　法人
②　精神の機能の障害により職務を適正に執行するに当たって必要な認知、判断及び意思疎通を適切に行うことができない者
③　生活保護法、児童福祉法、老人福祉法、身体障害者福祉法又はこの法律の規定に違反して刑に処せられ、その執行を終わり、又は
　執行を受けることがなくなるまでの者
④　前号に該当する者を除くほか、禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者
⑤　所轄庁の解散命令により解散を命ぜられた社会福祉法人の解散当時の役員
⑥　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律に規定する暴力団員、又は暴力団員でなくなつた日から五年を経過しない者

欠格条項（評議員・理事・監事共通）
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評議員の特殊関係者 理事の特殊関係者 監事の特殊関係者

⑥ 当該評議員が役員（※）となっている他の
同一の団体（社会福祉法人を除く。）の役員
（※）または職員（これらの役員（当該評議
員を含む。）または職員が当該社会福祉法人
の評議員総数の三分の一を超えて含まれる場
合に限る。）
※ 業務を執行する社員を含む。

⑥ 当該理事が役員（※）となっている他の
同一の団体（社会福祉法人を除く。）の役員
または職員（これらの役員または職員が当該
社会福祉法人の理事総数の三分の一を超えて
含まれる場合に限る。）
※ 業務を執行する社員を含む。

⑥ 当該理事が役員（※）となっている他の
同一の団体（社会福祉法人を除く。）の役員
（※）または職員（これらの役員または職員
が当該社会福祉法人の監事総数の三分の一を
超えて含まれる場合に限る。）
※ 業務を執行する社員を含む。

⑦ 当該社会福祉法人の役員が役員（※）と
なっている他の同一の団体（社会福祉法人を
除く。）の役員（※）または職員（これらの
役員または職員が当該社会福祉法人の評議員
総数の三分の一を超えて含まれる場合に限
る。）
※ 業務を執行する社員を含む。

評議員・監事の⑦に相当する規制はない。 ⑦ 当該監事が役員となっている他の同一の
団体（社会福祉法人を除く。）の役員または
職員（これらの役員（当該監事を含む。）ま
たは職員が当該社会福祉法人の監事総数の三
分の一を超えて含まれる場合に限る。）

⑧ 支配している他の社会福祉法人の役員また
は職員
※ 支配している他の社会福祉法人：当該社会
福祉法人の役員または評議員で、評議員の総
数の過半数を占めている他の社会福祉法人

評議員・監事の⑧に相当する規制はない。 ⑧ 支配している他の社会福祉法人の理事ま
たは職員
※ 支配している他の社会福祉法人：当該社
会福祉法人の役員または評議員で、評議員の
総数の過半数を占めている他の社会福祉法人

⑨ 次に掲げる団体においてその職員（国会議
員および地方公共団体の議会の議員を除
く。）である、評議員（これらの評議員が当
該社会福祉法人の評議員総数の三分の一を超
えて含まれる場合に限る。）
・ 国の機関、地方公共団体、独立行政法人、
国立大学法人または大学共同利用機関法人、
地方独立行政法人、特殊法人または認可法人

⑦ 次に掲げる同一の団体においてその職員
（国会議員および地方公共団体の議会の議員
を除く。）である理事（これらの理事が当該
社会福祉法人の理事総数の三分の一を超えて
含まれる場合に限る。）
・ 国の機関、地方公共団体、独立行政法
人、国立大学法人または大学共同利用機関法
人、地方独立行政法人、特殊法人または認可
法人

⑨ 次に掲げる団体においてその職員（国会
議員および地方公共団体の議会の議員を除
く。）である監事（これらの監事が当該社会
福祉法人の監事総数の三分の一を超えて含ま
れる場合に限る。）
・ 国の機関、地方公共団体、独立行政法
人、国立大学法人または大学共同利用機関法
人、地方独立行政法人、特殊法人または認可
法人
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【参考２】事業譲渡を行う場合の手続 

 

 社会福祉法人には地域の福祉サービスを安定的に継続していくことが期待されており、合併や事

業譲渡等により、社会福祉法人の公益性・非営利性が損なわれていると疑念を与えないようにする

ことが必要です。平成 28 年改正法は、こうした社会福祉法人の公益性と非営利性を改めて確認し、

徹底することを主な目的としています。 

 このため、合併・事業譲渡等を行う場合には、理事会等において、その目的、相手方となる法人

の経営理念等や事業継続に重要な財務的要素の調査分析、合併・事業譲渡等後の事業計画などを十

分議論し、社会福祉法人として意思決定していくことが必要です。 

 社会福祉法人は地域福祉の担い手として、公益性・非営利性を担保するために様々な規制があり、

合併・事業譲渡等の際は、これらの規制に抵触しないことは勿論のこと、国民に対する説明責任を

果たしていくことが必要な点を十分に留意する必要があります。 

 

 この点、厚生労働省は、合併・事業譲渡マニュアルを発出し、事業譲渡は、社会福祉法等に定め

られた手続きを行う必要があることから、その手続きや法令等について記載し、実施におけるポイ

ントと留意点をまとめています。 

 事業譲渡等の検討にあたっては、必ず本マニュアルを参照し、実務的な対応を行う際の手引きと

して活用してください。 

 

 なお、本マニュアルは、以下の厚生労働省のウェブサイトに掲載されております。 

 https://www.mhlw.go.jp/content/12000000/001305931.pdf 

 

 

 

https://www.mhlw.go.jp/content/12000000/001305931.pdf


 

  107 

 

【参考３】収支予算書の作成 

 

社会福祉法人は、社会福祉法人会計基準に従って会計処理を行うこととされており、「社会福祉

法人会計基準の運用上の取り扱い」や「社会福祉法人会計基準の運用上の留意事項」などの関係

通知に、会計処理の方法が詳細に定められています。収支予算書の作成にあたっても、社会福祉

法人会計基準および関係通知に準拠して作成する必要があります。 

 

（１）予算書の作成単位 

①事業区分 

実施する事業に応じて、社会福祉事業、公益事業、収益事業に区分する必要があります。 

②拠点区分 

一体として運営される施設、事業所または事務所をもって１つの拠点区分とします。具体

的な区分については、法令上の事業種別、事業内容および実施する事業の会計管理の実態を

勘案して区分を設定します。 

    ただし、下記の施設種別は独立した拠点区分としなければいけません。 

 

 

 

 

 

③サービス区分 

拠点区分において実施する事業別に区分する必要があります。 

 

（２）予算書作成上の考え方 

①拠点区分ごとに予算を編成して下さい。 

②複数の事業区分を経営する場合は、各拠点区分を合計した予算書も作成して下さい。 

③必要に応じて、サービス区分ごとに予算を編成しても構いません。 

④法人設立時の予算編成では、設立に係る収支を明確にするため、本部会計を拠点区

分の１つとして設定してください。（法人設立後は、拠点区分またはサービス区分

を選択することになります。） 

 

（３）予算編成上の留意点 

   ①予算編成に使用する勘定科目は、11１ページの「社会福祉法人会計基準の運用上の留

意事項」別添３「勘定科目説明」に準拠してください。 

≪独立した拠点区分を設ける施設種別≫ 

保護施設、社会参加支援施設、養護老人ホーム、特別養護老人ホーム 

軽費老人ホーム、有料老人ホーム、婦人保護施設、児童福祉施設 

母子福祉施設、障害者支援施設、介護老人保健施設、病院及び診療所 
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②事業収入（介護保険事業収入、保育事業収入等）は事業計画に基づき、積算して下

さい。 

③人件費や法定福利費等は、事業計画の職員配置に基づき積算してください。 

④当期末支払資金残高は運転資金贈与額以上の金額が繰り越される必要があります。 

⑤経営する事業ごとに、通知によって資金の使途制限が定められているので遵守して

下さい。 

 

 

 

 

 

 

≪事業ごと資金の使途制限等に関する通知≫ 

（ⅰ）保育所 

・子ども・子育て支援法附則第６条の規定による私立保育所に対す

る委託費の経理等について 

（平成27年９月３日／府子本第254号、雇児発0903第６号）  

（ⅱ）措置費等支弁対象施設 

・社会福祉法人が経営する社会福祉施設における運営費の運用及 

び指導について 

（平成16年３月12日／雇児発第0312001号・社援発第 

0312001号・老発第0312001号） 

（ⅲ）特別養護老人ホーム等の介護保険施設・事業 

・特別養護老人ホームにおける繰越金等の取扱い等について  

（平成12年3月10日／老発第188号） 

（ⅳ）障害者総合支援法指定施設・事業 

・障害者自立支援法の施行に伴う移行時特別積立金等の取扱いに 

ついて（平成18年10月18日／障発第1018003号） 
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（４）設立（建設）年度の資金収支計算書の勘定科目（抜粋） 

項目 カテゴリ 
勘定科目 

注意点等 
大区分 中区分 

寄附金関係（贈与契約書） 

法人事務費 事 業 活 動 に よ る

収入 

経 常 経 費 寄 附 金

収入 

 本 部 拠 点 区 分 に

計上する。 

施設整備費の 

自己資金 

施 設 整 備 等 に よ

る収入 

施 設 整 備 等 寄 附

金収入 

施 設 整 備 等 寄 附

金収入 

 

運転資金 施 設 整 備 等 に よ

る収入 

施 設 整 備 等 寄 附

金収入 

施 設 整 備 等 寄 附

金収入 

 

基本財産 

（定期預金） 

そ の 他 の 活 動 に

よる収入 

そ の 他 の 活 動 に

よる収入 

法 人 設 立 時 基 本

財産寄附金収入 

そ の 他 の 活 動 に

よる支出「基本財

産定期預金支出」

を同額計上する。 

借 入 金 利 息 相 当

額の寄附金 

事 業 活 動 に よ る

収入 

経 常 経 費 寄 附 金

収入 

  

借 入 金 元 金 償 還

のための寄附金 

施 設 整 備 等 に よ

る収入 

施 設 整 備 等 寄 附

金収入 

設 備 資 金 借 入 金

元 金 償 還 寄 附 金

収入 

 

補助金関係（補助金決定通知書、内示通知書等） 

施設整備、設備整

備の補助金 

施 設 整 備 等 に よ

る収入 

施 設 整 備 等 補 助

金収入 

施 設 整 備 等 寄 附

金収入 

補 助 対 象 年 度 ご

とに計上する。 

借 入 金 利 息 に 対

する補助金 

事 業 活 動 に よ る

収入 

借 入 金 利 息 補 助

金収入 

  

借 入 金 元 金 償 還

のための補助金 

施 設 整 備 等 に よ

る収入 

施 設 整 備 等 補 助

金収入 

設 備 資 金 借 入 金

元 金 償 還 補 助 金

収入 

 

借入金関係（借入金決定通知、償還計画） 

施 設 整 備 資 金 の

借入 

施 設 整 備 等 に よ

る収入 

設 備 資 金 借 入 金

収入 

  

借 入 金 利 息 の 支

払予定額 

事 業 活 動 に よ る

支出 

支払利息支出   

借 入 金 元 金 の 償

還額 

設 備 整 備 等 に よ

る支出 

設 備 資 金 借 入 金

元金償還支出 

  

施設整備（見積書等） 

土地購入費 施 設 整 備 等 に よ

る支出 

固 定 資 産 取 得 支

出 

土地取得支出  

設計管理費 施 設 整 備 等 に よ 固 定 資 産 取 得 支 建物取得支出 法 人 設 立 前 の 費
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る支出 出 用 で あ る 基 本 設

計 料 は 、 含 ま な

い。 

建築工事費 施 設 整 備 等 に よ

る支出 

固 定 資 産 取 得 支

出 

建物取得支出 構 造 物 の 取 得 が

含 ま れ て い る 場

合は、「構造物取

得支出」を別途計

上する。 

車輌の購入 施 設 整 備 等 に よ

る支出 

固 定 資 産 取 得 支

出 

車 輌 運 搬 具 取 得

支出 

 

器 具 及 び 備 品 の

購入（固定資産） 

施 設 整 備 等 に よ

る支出 

固 定 資 産 取 得 支

出 

器 具 及 び 備 品 取

得支出 

耐 用 年 数 が １ 年

以上で、１個また

は １ 組 の 金 額 が

10万円以上のも

の。 

器 具 及 び 備 品 の

購入（１個又は１

組の金額が10万

円未満のもの） 

事 業 活 動 に よ る

支出 

事務費支出 事 務 消 耗 品 費 支

出 

内 容 に よ り 勘 定

科目が異なる。 

事業費支出 消 耗 器 具 備 品 費

支出 

介護用品費支出 

保育材料費支出 

内 容 に よ り 勘 定

科目が異なる。 

ソ フ ト ウ ェ ア の

購入 

施 設 整 備 等 に よ

る支出 

固 定 資 産 取 得 支

出 

ソ フ ト ウ ェ ア 取

得支出 

支出内容で、固定

資産取得支出「○

○取得支出」と科

目を設定する。 

土地・建物・物品等の贈与 

固定資産の贈与 

（土地・建物等） 
— — — 

収 支 予 算 に は 計

上しない。 

固 定 資 産 以 外 の

物品の贈与 

事 業 活 動 に よ る

収入 

経 常 経 費 寄 附 金

収入 

 固 定 資 産 以 外 の

物品は、取得時の

時価により、経常

経 費 寄 附 金 収 入

と 美 物 品 を 購 入

し た 場 合 の 勘 定

科 目 で 支 出 を 計

上する。 

事 業 活 動 に よ る

支出 

事務費支出 事 務 消 耗 品 費 支

出 

事業費支出 消 耗 器 具 備 品 費

支出 

介護用品費支出 

保育材料費支出 

 



大区分 中区分 小区分 説明

介護保険事業収入 施設介護料収入 介護報酬収入 介護保険の施設介護料で介護報酬収入をいう。
（介護保険法の給付等に関する省令・告示に規定する介護福祉施設サービス費、介護
保健施設サービス費、療養病床を有する病院における介護療養施設サービス費、療養
病床を有する診療所における介護療養施設サービス費、老人性認知症疾患療養病棟を
有する病院における介護療養施設サービス費、介護医療院サービス費、ユニット型介
護福祉施設サービス費、ユニット型介護保健施設サービス費、ユニット型介護医療院
サービス費、初期加算、退所時等相談援助加算、退所時指導等加算、緊急時施設療養
費等）

利用者負担金収入
（公費）

介護保険の施設介護料で利用者負担収入（公費）をいう。
（介護保険法の給付等に関する省令・告示に規定する介護福祉施設サービス費、介護
保健施設サービス費、療養病床を有する病院における介護療養施設サービス費、療養
病床を有する診療所における介護療養施設サービス費、老人性認知症疾患療養病棟を
有する病院における介護療養施設サービス費、介護医療院サービス費、ユニット型介
護福祉施設サービス費、ユニット型介護保健施設サービス費、ユニット型介護医療院
サービス費、初期加算、退所時等相談援助加算、退所時指導等加算、緊急時施設療養
費等の利用者負担額のうち、公費分）

利用者負担金収入
（一般）

介護保険の施設介護料で利用者負担収入（一般）をいう。
（介護保険法の給付等に関する省令・告示に規定する介護福祉施設サービス費、介護
保健施設サービス費、療養病床を有する病院における介護療養施設サービス費、療養
病床を有する診療所における介護療養施設サービス費、老人性認知症疾患療養病棟を
有する病院における介護療養施設サービス費、介護医療院サービス費、ユニット型介
護福祉施設サービス費、ユニット型介護保健施設サービス費、ユニット型介護医療院
サービス費、初期加算、退所時等相談援助加算、退所時指導等加算、緊急時施設療養
費等の利用者負担額のうち、一般分）

居宅介護料収入

（介護報酬収入） 介護報酬収入 介護保険の居宅介護料で介護報酬収入をいう。
（介護保険法の給付等に関する省令・告示に規定する訪問介護費、訪問入浴介護費、
通所介護費、短期入所生活介護費、訪問看護療養費等）

介護予防報酬収入 介護保険の居宅介護料で介護予防報酬収入をいう。
（介護保険法の給付等に関する省令・告示に規定する介護予防訪問入浴費、介護予防
短期入所生活介護費、介護予防訪問看護療養費等）

（利用者負担金収
入）

介護負担金収入(公
費）

介護保険の居宅介護料で介護負担金収入（公費）をいう。
（介護保険法の給付等に関する省令・告示に規定する訪問介護費、訪問入浴介護費、
通所介護費、短期入所生活介護費、訪問看護療養費等の利用者負担額のうち、公費
分）

介護負担金収入(一
般）

介護保険の居宅介護料で介護負担金収入（一般）をいう。
（介護保険法の給付等に関する省令・告示に規定する訪問介護費、訪問入浴介護費、
通所介護費、短期入所生活介護費、訪問看護療養費等の利用者負担額のうち、一般
分）

介護予防負担金収
入（公費）

介護保険の居宅介護料で介護予防負担金収入（公費）をいう。
（介護保険法の給付等に関する省令・告示に規定する介護予防訪問入浴費、介護予防
短期入所生活介護費、介護予防訪問看護療養費等の利用者負担額のうち、公費分）

介護予防負担金収
入（一般）

介護保険の居宅介護料で介護予防負担金収入（一般）をいう。
（介護保険法の給付等に関する省令・告示に規定する介護予防訪問入浴費、介護予防
短期入所生活介護費、介護予防訪問看護療養費等の利用者負担額のうち、一般分）

※会計基準省令第１号第１～第３様式、第２号第１～第３様式は、勘定科目の大区分のみを記載するが、必要のないものは省略することができ
る。ただし追加・修正はできないものとする。会計基準省令第１号第４様式、第２号第４様式は、勘定科目の小区分までを記載し、必要のない勘
定科目は省略できるものとする。また、会計基準省令第３号第１～第４様式は、勘定科目の中区分までを記載し、必要のない中区分の勘定科目は
省略できるものとする。
※運用上の取り扱いの別紙３（⑩）、別紙３（⑪）については、勘定科目の小区分までを記載し、必要のない勘定科目は省略できるものとする。
※勘定科目の中区分についてはやむを得ない場合、小区分については適当な科目を追加できるものとする。なお、小区分を更に区分する必要があ
る場合には、小区分の下に適当な科目を設けて処理することができるものとする。
※「水道光熱費（支出）」、「燃料費（支出）」、「賃借料（支出）」、「保険料（支出）」については原則、事業費（支出）のみに計上でき
る。ただし、措置費、保育所運営費の弾力運用が認められないケースでは、事業費（支出）、事務費（支出）の双方に計上するものとする。
※計算書類の様式又は別添３に規定されている勘定科目においても、該当する取引が制度上認められていない事業種別では当該勘定科目を使用す
ることができないものとする。

1．資金収支計算書勘定科目の説明

①収入の部

＜事業活動による収入＞

勘定科目説明
別添３
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地域密着型介護料
収入

（介護報酬収入） 介護報酬収入 介護保険の地域密着型介護料で介護報酬収入をいう。
（介護保険法の給付等に関する省令・告示に規定する定期巡回・随時対応型訪問介護
看護費、夜間対応型訪問介護費、地域密着型通所介護費、認知症対応型通所介護費、
小規模多機能型居宅介護費、認知症対応型共同生活介護費、複合型サービス費（看護
小規模多機能型居宅介護費）、地域密着型特定施設入居者生活介護費、地域密着型介
護老人福祉施設入所者生活介護費）

介護予防報酬収入 介護保険の地域密着型介護料で介護予防報酬収入をいう。
（介護保険法の給付等に関する省令・告示に規定する介護予防認知症対応型通所介護
費、介護予防小規模多機能型居宅介護費、介護予防認知症対応型共同生活介護費）

（利用者負担金収
入）

介護負担金収入
（公費）

介護保険の居宅介護料で介護負担金収入（公費）をいう。
（介護保険法の給付等に関する省令・告示に規定する定期巡回・随時対応型訪問介護
看護費、夜間対応型訪問介護費、地域密着型通所介護費、認知症対応型通所介護費、
小規模多機能型居宅介護費、認知症対応型共同生活介護費、複合型サービス費（看護
小規模多機能型居宅介護費）、地域密着型特定施設入居者生活介護費、地域密着型介
護老人福祉施設入所者生活介護費の利用者負担額のうち、公費分）

介護負担金収入
（一般）

介護保険の居宅介護料で介護負担金収入（一般）をいう。
（介護保険法の給付等に関する省令・告示に規定する定期巡回・随時対応型訪問介護
看護費、夜間対応型訪問介護費、地域密着型通所介護費、認知症対応型通所介護費、
小規模多機能型居宅介護費、認知症対応型共同生活介護費、複合型サービス費（看護
小規模多機能型居宅介護費）、地域密着型特定施設入居者生活介護費、地域密着型介
護老人福祉施設入所者生活介護費の利用者負担額のうち、一般分）

介護予防負担金収
入（公費）

介護保険の居宅介護料で介護予防負担金収入（公費）をいう。
（介護保険法の給付等に関する省令・告示に規定する介護予防認知症対応型通所介護
費、介護予防小規模多機能型居宅介護費、介護予防認知症対応型共同生活介護費の利
用者負担額のうち、公費分）

介護予防負担金収
入（一般）

介護保険の居宅介護料で介護予防負担金収入（一般）をいう。
（介護保険法の給付等に関する省令・告示に規定する介護予防認知症対応型通所介護
費、介護予防小規模多機能型居宅介護費、介護予防認知症対応型共同生活介護費の利
用者負担額のうち、一般分）

居宅介護支援介護
料収入

居宅介護支援介護
料収入

介護保険の居宅介護支援介護料で居宅介護支援介護料収入をいう。
（介護保険法の給付等に関する省令・告示に規定する居宅介護支援費）

介護予防支援介護
料収入

介護保険の居宅介護支援介護料で居宅予防介護支援介護料収入をいう。
（介護保険法の給付等に関する省令・告示に規定する介護予防支援費）

介護予防・日常生
活支援総合事業収
入

事業費収入 介護保険の介護予防・日常生活支援総合事業費で事業費収入をいう。
（介護予防・日常生活支援総合事業に関する省令・告示等に規定する第１号訪問事
業、第１号通所事業、第１号生活支援事業、第１号介護予防支援事業、一般介護予防
事業に係る事業費収入）

事業負担金収入
（公費）

介護保険の介護予防・日常生活支援総合事業費で事業負担金収入（公費）をいう。
（介護予防・日常生活支援総合事業に関する省令・告示等に規定する第１号訪問事
業、第１号通所事業、第１号生活支援事業、第１号介護予防支援事業、一般介護予防
事業の利用者負担額のうち、公費分）

事業負担金収入
（一般）

介護保険の介護予防・日常生活支援総合事業費で事業負担金収入（一般）をいう。
（介護予防・日常生活支援総合事業に関する省令・告示等に規定する第１号訪問事
業、第１号通所事業、第１号生活支援事業、第１号介護予防支援事業、一般介護予防
事業の利用者負担額のうち、一般分）

利用者等利用料収
入

施設サービス利用
料収入

介護保険の利用者等利用料収入で施設サービス利用料収入をいう。
（介護保険法の給付等に関する省令・告示において支払いを受けることができること
とされている理美容料、日常生活サービス料等）

居宅介護サービス
利用料収入

介護保険の利用者等利用料収入で居宅介護サービス利用料収入をいう。
（介護保険法の給付等に関する省令・告示において支払いを受けることができること
とされている送迎費、おむつ料、日常生活サービス料等）
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地域密着型介護
サービス利用料収
入

介護保険の利用者等利用料収入で地域密着型介護サービス利用料収入をいう。
（介護保険法の給付等に関する省令・告示において支払いを受けることができること
とされているサービス料等）

食費収入（公費） 介護保険の利用者等利用料収入で、食費収入（公費）をいう。
（生活保護の公費請求分等）

食費収入（一般） 介護保険の利用者等利用料収入で、食費収入（一般）をいう。
（指定介護老人福祉施設、介護老人保健施設等の入所者又は入居者（以下「入所者
等」という。）並びに指定通所介護事業所、指定短期入所生活介護事業所、指定認知
症対応型共同生活介護事業所及び介護予防・日常生活支援総合事業における通所型
サービス事業所等の利用者が支払う食費（ケアハウスの生活費として処理されるもの
を除く）、利用者が選定した特別な食事料）

食費収入（特定） 食費に係る特定入所者介護サービス費をいう。

居住費収入（公
費）

介護保険の利用者等利用料収入で、居住費収入（公費）をいう。
（生活保護の公費請求分等）

居住費収入（一
般）

介護保険の利用者等利用料収入で、居住費収入（一般）をいう。
（指定介護老人福祉施設、介護老人保健施設等の入所者等が支払う居住費、指定短期
入所生活介護事業所の利用者が支払う滞在費、指定特定施設入居者生活介護事業所等
の利用者が支払う家賃又は宿泊費（ケアハウスの管理費として処理されるものを除
く）、利用者が選定した特別な室料）

居住費収入（特
定）

居住費に係る特定施設入所者介護サービス費をいう。

介護予防・日常生
活支援総合事業利
用料収入

介護予防・日常生活支援総合事業の利用者等利用料収入で、介護予防・日常生活支援
総合事業の実費負担等に係る収入をいう。

その他の利用料収
入

介護保険の利用者等利用料収入で、その他の利用料収入をいう。
（前記のいずれにも属さない利用者等からの利用料）

その他の事業収入 補助金事業収入
（公費）

介護保険に関連する事業に対して、国及び地方公共団体から交付される補助金事業に
係る収入をいう。

補助金事業収入
（一般）

介護保険に関連する事業に対して、国及び地方公共団体以外から交付される補助金事
業に係る収入をいう（共同募金からの配分金（受配者指定寄附金を除く）及び助成金
を含む）。介護保険に関連する補助金事業に係る利用者からの収入も含む。

市町村特別事業収
入（公費）

介護保険のその他の事業で、市町村特別事業のうち、公費からの収入をいう。
（介護保険法第62条に規定する市町村特別給付による収入）

市町村特別事業収
入（一般）

介護保険のその他の事業で、市町村特別事業のうち、利用者からの収入をいう。

受託事業収入（公
費）

介護保険に関連する、地方公共団体から委託された事業に係る収入をいう。
（介護保険法に基づく又は関連する、地方公共団体から委託された事業に係る収入）

受託事業収入（一
般）

介護保険に関連する、受託事業に係る利用者からの収入をいう。
（介護保険法に基づく又は関連する、地方公共団体から委託された事業に係る収入）

その他の事業収入 上記に属さないその他の事業収入をいう。利用者からの収入も含む。
（文書料など前記に属さない介護保険事業収入）

（保険等査定減） 社会保険診療報酬支払基金等の審査機関による審査減額をいう。

老人福祉事業収入 措置事業収入 事務費収入 老人福祉の措置事業で、事務費収入をいう。
（老人福祉法に規定する措置費支弁額中の人件費及び管理費に係る収入をいう。）

事業費収入 老人福祉の措置事業で、事業費収入をいう。
（老人福祉法に規定する措置費支弁額中の入所者の処遇に必要な一般生活費等に係る
収入をいう。）
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その他の利用料収
入

老人福祉の措置事業で、その他の利用料収入をいう。
（前記のいずれの利用料にも属さない利用者等からの利用料をいう。）

その他の事業収入 老人福祉の措置事業で、その他の事業収入をいう。
（前記のいずれの収入にも属さない事業収入をいう。）

運営事業収入 管理費収入 老人福祉の運営事業で、管理費収入をいう。
（老人福祉法に規定する軽費老人ホームにおける居住に要する費用の収入をいう。）

その他の利用料収
入

老人福祉の運営事業で、その他の利用料収入をいう。
（老人福祉法に規定する軽費老人ホームにおける管理費収入を除く利用者等からの利
用料（徴収額を含む。）をいう。）

補助金事業収入
（公費）

老人福祉の運営事業で、補助金事業収入をいう。
（老人福祉法に規定する軽費老人ホーム事業に対して交付される国及び地方公共団体
からの補助金等の事業収入をいう。）

補助金事業収入
（一般）

老人福祉の運営事業で、利用者収入をいう。
（老人福祉法に規定する軽費老人ホーム事業に対して交付される国及び地方公共団体
以外からの補助金事業に係る収入をいう。）

その他の事業収入 老人福祉の運営事業で、その他の事業収入をいう。
（前記のいずれの収入にも属さない事業収入をいう。）

その他の事業収入 管理費収入 老人福祉のその他の事業で、管理費収入をいう。
（老人福祉法に規定するその他の事業で、居住に要する費用の収入をいう。）

その他の利用料収
入

老人福祉のその他の事業で、その他の利用料収入をいう。
（老人福祉法に規定するその他の事業で、管理費収入を除く利用者等からの利用料
（徴収額を含む。）をいう。）

その他の事業収入 老人福祉のその他の事業で、その他の事業収入をいう。
（老人福祉法に規定するその他の事業で、前記のいずれの収入にも属さない事業収入
をいう。）

児童福祉事業収入 措置費収入 事務費収入 措置費支弁額中の人件費及び管理費に係る収入をいう。

事業費収入 措置費支弁額中の入所者の処遇に必要な一般生活費等に係る収入をいう。

私的契約利用料収
入

措置施設等における私的契約に基づく利用料収入をいう。

その他の事業収入 補助金事業収入
（公費）

措置受託に関連する、国及び地方公共団体から交付される補助金事業に係る収入をい
う。

補助金事業収入
（一般）

措置受託に関連する、国及び地方公共団体以外から交付される補助金事業に係る収入
をいう（共同募金からの配分金（受配者指定寄附金を除く）及び助成金を含む）。措
置受託に関連する補助金事業に係る利用者からの収入も含む。

受託事業収入（公
費）

措置受託に関連する、地方公共団体から委託された事業に係る収入をいう。

受託事業収入（一
般）

措置受託に関連する、受託事業に係る利用者からの収入をいう。

その他の事業収入 上記に属さないその他の事業収入をいう。利用者からの収入も含む。

保育事業収入 施設型給付費収入 施設型給付費収入 施設型給付費の代理受領分をいう。

利用者負担金収入 施設型給付費における利用者等からの利用者負担金（保育料）収入をいう。

特例施設型給付費
収入

特例施設型給付費
収入

特例施設型給付費の代理受領分をいう。

利用者負担金収入 特例施設型給付費における利用者等からの利用者負担金（保育料）収入をいう。
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地域型保育給付費
収入

地域型保育給付費
収入

地域型保育給付費の代理受領分をいう。

利用者負担金収入 地域型保育給付費における利用者等からの利用者負担金（保育料）収入をいう。

特例地域型保育給
付費収入

特例地域型保育給
付費収入

特例地域型保育給付費の代理受領分をいう。

利用者負担金収入 特例地域型保育給付費における利用者等からの利用者負担金（保育料）収入をいう。

委託費収入 子ども・子育て支援法附則6条に規定する委託費収入（私立認可保育所における保育
の実施等に関する運営費収入）をいう。

利用者等利用料収
入

利用者等利用料収
入（公費）

実費徴収額（保護者が支払うべき日用品、文房具等の購入に要する費用又は行事への
参加に要する費用等）にかかる補足給付収入をいう。

利用者等利用料収
入（一般）

実費徴収額（保護者が支払うべき日用品、文房具等の購入に要する費用又は行事への
参加に要する費用等）のうち補足給付収入以外の収入をいう。

その他の利用料収
入

特定負担額（教育・保育の質の向上を図る上で特に必要であると認められる対価）な
ど上記に属さない利用者からの収入をいう。

私的契約利用料収
入

保育所等における私的契約に基づく利用料収入をいう。

その他の事業収入 補助金事業収入
（公費）

保育所等に関連する事業に対して、国及び地方公共団体から交付される補助金事業に
係る収入をいう。

補助金事業収入
（一般）

保育所等に関連する事業に対して、国及び地方公共団体以外から交付される補助金事
業に係る収入をいう（共同募金からの配分金（受配者指定寄附金を除く）及び助成金
を含む）。保育所等に関連する補助金事業に係る利用者からの収入も含む。

受託事業収入（公
費）

保育所等に関連する、地方公共団体から委託された事業に係る収入をいう。

受託事業収入（一
般）

保育所等に関連する、受託事業に係る利用者からの収入をいう。

その他の事業収入 上記に属さないその他の事業収入をいう。

就労支援事業収入 ○○事業収入 就労支援事業の内容（製造製品の売上、仕入れ商品の売上、受託加工の別等）を示す
名称を付した科目で記載する。

障害福祉サービス等
事業収入

自立支援給付費収
入

介護給付費収入 介護給付費の代理受領分をいう。

特例介護給付費収
入

特例介護給付費の受領分をいう。

訓練等給付費収入 訓練等給付費の代理受領分をいう。

特例訓練等給付費
収入

特例訓練費等給付費の受領分をいう。

地域相談支援給付
費収入

地域相談支援給付費の代理受領分をいう。

特例地域相談支援
給付費収入

特例地域相談支援給付費の受領分をいう。

計画相談支援給付
費収入

計画相談支援給付費の代理受領分をいう。

特例計画相談支援
給付費収入

特例計画相談支援給付費の受領分をいう。

障害児施設給付費
収入

障害児通所給付費
収入

障害児通所給付費の代理受領分をいう。

特例障害児通所給
付費収入

特例障害児通所給付費の代理受領分をいう。
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障害児入所給付費
収入

障害児入所給付費の代理受領分をいう。

障害児相談支援給
付費収入

障害児相談支援給付費の代理受領分をいう。

特例障害児相談支
援給付費収入

特例障害児相談支援給付費の受領分をいう。

利用者負担金収入 利用者本人（障害児においては、その保護者）の負担による収入をいう。

補足給付費収入 特定障害者特別給
付費収入

特定障害者特別給付費の代理受領分をいう。

特例特定障害者特
別給付費収入

特例特定障害者特別給付費の代理受領分をいう。

特定入所障害児食
費等給付費収入

特定入所障害児食費等給付費の代理受領分をいう。

特定費用収入 利用者から支払いを受けることができることとされている日用品費等をいう。

その他の事業収入 補助金事業収入
（公費）

障害者総合支援法又はこれに関連する事業に対して、国及び地方公共団体から交付さ
れる補助金事業に係る収入をいう。

補助金事業収入
（一般）

障害者総合支援法又はこれに関連する事業に対して、国及び地方公共団体以外から交
付される補助金事業に係る収入をいう（共同募金からの配分金（受配者指定寄附金を
除く）及び助成金を含む）。障害者総合支援法に関連する補助金事業に係る利用者か
らの収入も含む。

受託事業収入（公
費）

障害者総合支援法又はこれに関連する、地方公共団体から委託された事業に係る収入
をいう。（障害者総合支援法に基づく又は関連する、地方公共団体から委託された事
業に係る収入）

受託事業収入（一
般）

障害者総合支援法又はこれに関連する、受託事業に係る利用者からの収入をいう。
（障害者総合支援法に基づく又は関連する、地方公共団体から委託された事業に係る
収入）

その他の事業収入 上記に属さないその他の事業収入をいう。利用者からの収入も含む。

（保険等査定減） 社会保険診療報酬支払基金等の審査機関による審査減額をいう。

生活保護事業収入 措置費収入 事務費収入 措置費支弁額中の人件費及び管理費に係る収入をいう。

事業費収入 入所者の処遇に必要な一般生活費として交付される保護費収入をいう。

授産事業収入 ○○事業収入 授産事業の内容（製造製品の売上げ、仕入れ商品の売上、受託加工の別等）を示す名
称を付した科目で記載する。

利用者負担金収入 保護施設等における利用者等からの利用料収入をいう。

その他の事業収入 補助金事業収入
（公費）

措置受託に関連する、国及び地方公共団体から交付される補助金事業に係る収入をい
う。

補助金事業収入
（一般）

措置受託に関連する、国及び地方公共団体以外から交付される補助金事業に係る収入
をいう（共同募金からの配分金（受配者指定寄附金を除く）及び助成金を含む）。措
置受託に関連する補助金事業に係る利用者からの収入も含む。

受託事業収入（公
費）

措置受託に関連する、地方公共団体から委託された事業に係る収入をいう。

受託事業収入（一
般）

措置受託に関連する、受託事業に係る利用者からの収入をいう。

その他の事業収入 上記に属さないその他の事業収入をいう。利用者からの収入も含む。

医療事業収入 入院診療収入（公
費）

入院患者の診療、療養に係る収入（医療保険、公費負担医療、公害医療、労災保険、
自動車損害賠償責任保険等。ただし介護保険適用の療養病床に係るものは除く）のう
ち、公費からの収入をいう。

入院診療収入（一
般）

入院患者の診療、療養に係る収入（医療保険、公費負担医療、自費診療等。ただし介
護保険適用の療養病床に係るものは除く）のうち、利用者からの収入をいう。
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室料差額収入 特定療養費の対象となる特別の療養環境の提供に係る収入をいう。

外来診療収入（公
費）

外来患者の診療、療養に係る収入（医療保険、公費負担医療、公害医療、労災保険、
自動車損害賠償責任保険等）のうち、公費からの収入をいう。

外来診療収入（一
般）

外来患者の診療、療養に係る収入（医療保険、公費負担医療、自費診療等。ただし、
介護保険適用の療養病床に係るものは除く）のうち、利用者からの収入をいう。

保健予防活動収入 各種の健康診断、人間ドック、予防接種、妊産婦保健指導等保健予防活動に係る収入
をいう。

受託検査・施設利
用収入

他の医療機関から検査の委託を受けた場合の検査収入及び医療設備器機を他の医療機
関の利用に供した場合の収入をいう。

訪問看護療養費収
入（公費）

訪問看護療養費の額等に関する告示に規定する訪問看護基本療養費、訪問看護管理療
養費、訪問看護情報提供療養費、訪問看護ターミナル療養費のうち、公費からの収入
をいう。

訪問看護療養費収
入（一般）

訪問看護療養費の額等に関する告示に規定する訪問看護基本療養費、訪問看護管理療
養費、訪問看護情報提供療養費、訪問看護ターミナル療養費のうち、利用者からの収
入をいう。

訪問看護利用料収
入

訪問看護基本利用
料収入

人員運営基準第13条第1項に規定する基本利用料徴収額をいう。

訪問看護その他の
利用料収入

人員運営基準第13条第2項の規定に基づくその他の利用料徴収額をいう。長時間利用
料収入、休日・時間外利用料収入、交通費収入、その他のサービス利用料収入に区分
設定する。

その他の医療事業
収入

補助金事業収入
（公費）

医療法に基づく又は関連する事業に対して交付される国及び地方公共団体からの補助
金等の事業収入をいう。

補助金事業収入
（一般）

医療法に基づく又は関連する事業に対して交付される国及び地方公共団体以外からの
補助金等の事業収入をいう（共同募金からの配分金（受配者指定寄附金を除く）及び
助成金を含む）。医療法に基づく又は関連する補助金事業に係る利用者からの収入も
含む。

受託事業収入（公
費）

医療法に基づく又は関連する、地方公共団体から委託された事業に係る収入をいう。

受託事業収入（一
般）

医療法に基づく又は関連する、受託事業に係る利用者からの収入をいう。

その他の医療事業
収入

上記に属さないその他の医療事業収入をいう。利用者からの収入も含む。

（保険等査定減） 社会保険診療報酬支払基金等の審査機関による審査減額をいう。

退職共済事業収入 事務費収入 退職共済事業の事務手続業務に係る事務費収入をいう。

○○事業収入 ○○事業収入 事業の内容を示す名称を付した科目で記載する。

その他の事業収入 補助金事業収入
（公費）

○○事業に対して交付される国及び地方公共団体からの補助金等の事業収入をいう。

補助金事業収入
（一般）

○○事業に対して交付される国及び地方公共団体以外からの補助金等の事業収入をい
う（共同募金からの配分金（受配者指定寄附金を除く）及び助成金を含む）。医療法
に基づく又は関連する補助金事業に係る利用者からの収入も含む。

受託事業収入（公
費）

○○事業に関連する、地方公共団体から委託された事業に係る収入をいう。

受託事業収入（一
般）

○○事業に関連する、受託事業に係る利用者からの収入をいう。

その他の事業収入 上記に属さないその他の事業収入をいう。利用者からの収入も含む。

○○収入 ○○収入 収入の内容を示す名称を付した科目で記載する。

借入金利息補助金収
入

施設整備及び設備整備に対する借入金利息に係る地方公共団体からの補助金等の収入
をいう。
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経常経費寄附金収入 経常経費に対する寄附金及び寄附物品をいう。

受取利息配当金収入 預貯金、有価証券、貸付金等の利息及び配当金等の収入をいう。

社会福祉連携推進業
務貸付金受取利息収
入

社会福祉法第125条第４号に規定される業務として行われる社会福祉連携推進法人へ
の資金の貸付けに係る利息収入をいう。

その他の収入 受入研修費収入 研修の受入に対する収入をいう。

利用者等外給食費
収入

職員等患者・利用者以外に提供した食事に対する収入をいう。

雑収入 上記に属さない事業活動による収入をいう。

流動資産評価益等に
よる資金増加額

有価証券売却益 有価証券（投資有価証券を除く）を売却した場合の売却益をいう。

有価証券評価益 有価証券（投資有価証券を除く）を時価評価した時の評価益をいう。

為替差益 外国通貨、外貨建金銭債権債務（外貨預金を含む。）及び外貨建有価証券等につい
て、円換算によって生じた換算差益をいう。

施設整備等補助金収
入

施設整備等補助金
収入

施設整備及び設備整備に係る地方公共団体等からの補助金等の収入をいう。

設備資金借入金元
金償還補助金収入

施設整備及び設備整備に対する借入金元金償還に係る地方公共団体等からの補助金等
の収入をいう。

施設整備等寄附金収
入

施設整備等寄附金
収入

施設整備及び設備整備に係る寄附金収入をいう。なお、施設の創設及び増築時等に運
転資金に充てるために収受した寄附金を含む。

設備資金借入金元
金償還寄附金収入

施設整備及び設備整備に対する借入金元金償還に係る寄附金収入をいう。

設備資金借入金収入 施設整備及び設備整備に対する借入金の受入額をいう。

社会福祉連携推進業
務設備資金借入金収
入

社会福祉法第125条第４号に規定される業務として行われる社会福祉連携推進法人か
らの設備資金の借入金収入をいう。

固定資産売却収入 車輌運搬具売却収
入

車輌運搬具の売却による収入をいう。

器具及び備品売却
収入

器具及び備品の売却による収入をいう。

○○売却収入 売却した資産等の内容を示す名称を付した科目で記載する。

その他の施設整備等
による収入

○○収入 施設整備及び設備整備による収入で他のいずれの科目にも属さない収入をいう。収入
の内容を示す名称を付した科目で記載する。

長期運営資金借入金
元金償還寄附金収入

長期運営資金（設備資金を除く）借入金元金償還に係る寄附金収入をいう。

長期運営資金借入金
収入

長期運営資金（設備資金を除く）のための借入金の受入額をいう。

役員等長期借入金収
入

役員（評議員を含む）からの長期借入金の受入額をいう。

社会福祉連携推進業
務長期運営資金借入
金収入

社会福祉法第125条第４号に規定される業務として行われる社会福祉連携推進法人か
らの長期運営資金の借入金収入をいう。

長期貸付金回収収入 長期に貸付けた資金の回収による収入をいう。（１年以内回収予定長期貸付金の回収
による収入を含む。）

社会福祉連携推進業
務長期貸付金回収収
入

社会福祉法第125条第４号に規定される業務として行われる社会福祉連携推進法人に
対する長期貸付金の回収収入をいう。

＜施設整備等による収入＞

＜その他の活動による収入＞
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投資有価証券売却収
入

投資有価証券の売却収入（収入総額）をいう。

積立資産取崩収入 退職給付引当資産
取崩収入

退職給付引当資産の取崩しによる収入をいう。

長期預り金積立資
産取崩収入

長期預り金積立資産の取崩しによる収入をいう。

○○積立資産取崩
収入

積立資産の取崩しによる収入をいう。積立資産の目的等を示す名称を付した科目で記
載する。

事業区分間長期借入
金収入

他の事業区分から長期に借り入れた資金の収入をいう。

拠点区分間長期借入
金収入

同一事業区分内における他の拠点区分から長期に借り入れた資金の収入をいう。

事業区分間長期貸付
金回収収入

他の事業区分へ長期に貸付けた資金の回収による収入をいう。（１年以内回収予定事
業区分間長期貸付金の回収による収入を含む。）

拠点区分間長期貸付
金回収収入

同一事業区分内における他の拠点区分へ長期に貸付けた資金の回収による収入をい
う。（１年以内回収予定拠点区分間長期貸付金の回収による収入を含む。）

事業区分間繰入金収
入

他の事業区分からの繰入金収入をいう。

拠点区分間繰入金収
入

同一事業区分内における他の拠点区分からの繰入金収入をいう。

サービス区分間繰入
金収入

同一拠点区分内における他のサービス区分からの繰入金収入をいう。

その他の活動による
収入

退職共済預り金収
入

退職共済事業の共済契約者からの掛金受け入れによる収入をいう。

退職共済事業管理
資産取崩収入

退職共済事業管理資産の取崩しによる収入をいう。

○○収入 その他の活動による収入で上記に属さない収入をいう。収入の内容を示す名称を付し
た科目で記載する。
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大区分 中区分 小区分 説明

人件費支出 役員報酬支出 役員（評議員を含む）に支払う報酬、諸手当をいう。

役員退職慰労金支出 役員（評議員を含む）への退職慰労金等の支払額をいう。

職員給料支出 常勤職員に支払う俸給・諸手当をいう。

職員賞与支出 常勤職員に支払う賞与をいう。

非常勤職員給与支出 非常勤職員に支払う俸給・諸手当及び賞与をいう。

派遣職員費支出 派遣会社に支払う金額をいう。

退職給付支出 退職共済制度など、外部拠出型の退職手当制度に対して法人が拠出する掛金額及び退
職手当として支払う金額をいう。

法定福利費支出 法令に基づいて法人が負担する健康保険料、厚生年金保険料、雇用保険料等の支出を
いう。

事業費支出 給食費支出 食材及び食品の支出をいう。なお、給食業務を外部委託している施設又は事業所に
あっては、材料費を計上すること。

介護用品費支出 利用者の処遇に直接使用するおむつ、タオル等の介護用品の支出をいう。

医薬品費支出 利用者のための施設内又は事業所内の医療に要する医薬品の支出をいう。ただし病
院・介護老人保健施設・介護医療院以外ではこれらを保健衛生費に含めて良いものと
する。

診療・療養等材料費
支出

カテーテル、縫合糸、酸素、ギブス粉、レントゲンフィルム、包帯、ガーゼ、氷など
１回ごとに消費する診療材料、衛生材料の費消額。また、診療、検査、看護、給食な
どの医療用の器械、器具のうち、固定資産の計上基準額に満たないもの、または１年
内に消費するもの。ただし病院・介護老人保健施設・介護医療院以外ではこれらを保
健衛生費に含めて良いものとする。

保健衛生費支出 利用者の健康診断の実施、施設内又は事業所内の消毒等に要する支出をいう。

医療費支出 利用者が傷病のために医療機関等で診療等を受けた場合の診療報酬等をいう。

被服費支出 利用者の衣類、寝具等（介護用品及び日用品を除く）の購入のための支出をいう。

教養娯楽費支出 利用者のための新聞雑誌等の購読、娯楽用品の購入及び行楽演芸会等の実施のための
支出をいう。

日用品費支出 利用者に現物で給付する身のまわり品、化粧品などの日用品（介護用品を除く）の支
出をいう。

保育材料費支出 保育に必要な文具材料、絵本等の支出及び運動会等の行事を実施するための支出をい
う。

本人支給金支出 利用者に小遣い、その他の経費として現金支給するための支出をいう。

水道光熱費支出 利用者に直接必要な電気、ガス、水道等の支出をいう。

燃料費支出 利用者に直接必要な灯油、重油等の燃料費（車輌費で計上する燃料費を除く）をい
う。

消耗器具備品費支出 利用者の処遇に直接使用する介護用品以外の消耗品、器具備品で、固定資産の購入に
該当しない支出をいう。

保険料支出 利用者に対する損害保険料等をいう。

賃借料支出 利用者が利用する器具及び備品等のリース料、レンタル料をいう。

教育指導費支出 利用者に対する教育訓練に直接要する支出をいう。

就職支度費支出 児童等の就職に際し必要な被服寝具類の購入に要する支出をいう。

葬祭費支出 利用者が死亡したときの葬祭に要する支出をいう。

1．資金収支計算書勘定科目の説明

②支出の部

＜事業活動による支出＞

120 



車輌費支出 乗用車、送迎用自動車、救急車等の燃料費、車輌検査等の支出をいう。

管理費返還支出 老人福祉事業における管理費を返還するための支出をいう。

○○費支出 費用の内容を示す名称を付した科目で記載する。

雑支出 事業費のうち他のいずれにも属さない支出をいう。

事務費支出 福利厚生費支出 役員・職員が福利施設を利用する場合における事業主負担額、健康診断その他福利厚
生のために要する法定外福利費をいう。

職員被服費支出 職員に支給又は貸与する白衣、予防衣、診察衣、作業衣などの購入、洗濯等の支出を
いう。

旅費交通費支出 業務に係る役員・職員の出張旅費及び交通費（ただし、研究、研修のための旅費を除
く）をいう。

研修研究費支出 役員・職員に対する教育訓練に直接要する支出(研究・研修のための旅費を含む。）
をいう。

事務消耗品費支出 事務用に必要な消耗品及び器具什器のうち、固定資産の購入に該当しないものの支出
をいう。

印刷製本費支出 事務に必要な書類、諸用紙、関係資料などの印刷及び製本に要する支出をいう。

水道光熱費支出 事務用の電気、ガス、水道等の支出をいう。

燃料費支出 事務用の灯油、重油等の燃料（車輌費で計上する燃料費を除く）をいう。

修繕費支出 建物、器具及び備品等の修繕又は模様替の支出をいう。ただし、建物、器具及び備品
を改良し、耐用年数を延長させるような資本的支出を含まない。

通信運搬費支出 電話、電報、ファックスの使用料、インターネット接続料及び切手代、葉書代その他
通信・運搬に要する支出をいう。

会議費支出 会議時における茶菓子代、食事代等の支出をいう。

広報費支出 施設及び事業所の広告料、パンフレット・機関誌・広報誌作成などの印刷製本費等に
要する支出をいう。

業務委託費支出 洗濯、清掃、夜間警備及び給食（給食材料費を除く）など施設の業務の一部を他に委
託するための支出（保守料を除く）をいう。必要に応じて検査委託、給食委託、寝具
委託、医事委託、清掃委託など、小区分で更に細分化することができる。

手数料支出 役務提供にかかる支出のうち、業務委託費以外のものをいう。

保険料支出 生命保険料及び建物、車輌運搬具、器具及び備品等にかかる損害保険契約に基づく保
険料をいう。ただし、福利厚生費に該当するものを除く。

賃借料支出 固定資産に計上を要しない器機等のリース料、レンタル料をいう。

土地・建物賃借料支
出

土地、建物等の賃借料をいう。

租税公課支出 消費税及び地方消費税の申告納税、固定資産税、印紙税、登録免許税、自動車税、事
業所税等をいう。

保守料支出 建物、各種機器等の保守・点検料等をいう。

渉外費支出 創立記念日等の式典、慶弔、広報活動（広報費に属する支出を除く）等に要する支出
をいう。

諸会費支出 各種組織への加盟等に伴う会費、負担金等の支出をいう。

○○費支出 費用の内容を示す名称を付した科目で記載する。

雑支出 事務費のうち他のいずれにも属さない支出をいう。

就労支援事業支出 就労支援事業販売原
価支出

就労支援事業製造原
価支出

就労支援事業に係る材料費、労務費、外注加工費、経費に要する支出をいう。

就労支援事業仕入支
出

就労支援事業に係る製品・商品の仕入れに要する支出をいう。
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就労支援事業販管費
支出

就労支援事業に係る販売費及び一般管理費支出をいう。

授産事業支出 ○○事業支出 授産事業に係る材料費、商品仕入れ、労務費、外注加工費、経費に要する支出をい
う。

退職共済事業支出 事務費支出 退職共済事業に係る事務費の支出をいう。

○○支出 支出の内容を示す名称を付した科目で記載する。

利用者負担軽減額 利用者負担を軽減した場合の利用者負担軽減額をいう（無料または低額で診療を行う
場合の割引額を含む。）。

支払利息支出 設備資金借入金、長期運営資金借入金及び短期運営資金借入金の利息、及び支払リー
ス料のうち利息相当額として処理するものをいう。

社会福祉連携推進
業務借入金支払利
息支出

社会福祉法第125条第４号に規定される業務として行われる社会福祉連携推進法人か
らの借入金利息の支出をいう。

その他の支出 利用者等外給食費支
出

職員、来訪者等利用者以外に提供した食材及び食品の支出をいう。

雑支出 上記に属さない支出をいう。

流動資産評価損等
による資金減少額

有価証券売却損 有価証券（投資有価証券を除く）を売却した場合の売却損をいう。

資産評価損 有価証券評価損 有価証券の評価損をいう。

○○評価損 資産の時価の著しい下落に伴い、その回復が可能であると認められない場合に当該資
産に対して計上する評価損をいう。

為替差損 外国通貨、外貨建金銭債権債務（外貨預金を含む。）及び外貨建有価証券等につい
て、円換算によって生じた換算差損をいう。

貸倒損失額 社会福祉法第125条第４号に規定される業務として行われる社会福祉連携推進法人に
対する貸付金の回収不能額のうち、貸倒引当金で填補されない部分の金額をいう。

徴収不能額 金銭債権のうち徴収不能として処理した額をいう。

設備資金借入金元
金償還支出

設備（施設整備及び設備整備）資金の借入金に基づく元金償還額をいう。（１年以内
返済予定設備資金借入金の償還額を含む。）

社会福祉連携推進
業務設備資金借入
金元金償還支出

社会福祉法第125条第４号に規定される業務として行われる社会福祉連携推進法人か
らの設備資金借入金の元金償還額をいう。

固定資産取得支出 土地取得支出 土地を取得するための支出をいう。

建物取得支出 建物を取得するための支出をいう。

車輌運搬具取得支出 車輌運搬具を取得するための支出をいう。

器具及び備品取得支
出

固定資産に計上される器具及び備品を取得するための支出をいう。

○○取得支出 上記以外を取得するための支出をいう。

固定資産除却・廃
棄支出

建物取壊支出の他、固定資産の除却、廃棄等に係る支出をいう。

ファイナンス・
リース債務の返済
支出

ファイナンス・リース取引に係る支払リース料のうち、元本相当額をいう（１年以内
返済予定リース債務の返済額を含む。）。

その他の施設整備
等による支出

○○支出 施設整備等による支出で他のいずれの科目にも属さない支出をいう。支出の内容を示
す名称を付した科目で記載する。

＜施設整備等による支出＞
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長期運営資金借入
金元金償還支出

長期運営資金（設備資金を除く）の借入金に基づく元金償還額をいう。（１年以内返
済予定長期運営資金借入金の償還額を含む。）

役員等長期借入金
元金償還支出

役員（評議員を含む）からの長期借入金の返済額をいう。

社会福祉連携推進
業務長期運営資金
借入金元金償還支
出

社会福祉法第125条第４号に規定される業務として行われる社会福祉連携推進法人か
らの長期運営資金借入金の元金償還額をいう。

長期貸付金支出 長期に貸付けた資金の支出をいう。

社会福祉連携推進
業務長期貸付金支
出

社会福祉法第125条第４号に規定される業務として行われる社会福祉連携推進法人に
対する長期貸付金の支出をいう。

投資有価証券取得
支出

投資有価証券を取得するための支出をいう。

積立資産支出 退職給付引当資産支
出

退職給付引当資産への積立による支出をいう。

長期預り金積立資産
支出

長期預り金積立資産への積立による支出をいう。

○○積立資産支出 積立資産への積立による支出をいう。なお、積立資産の目的を示す名称を付した科目
で記載する。

事業区分間長期貸
付金支出

他の事業区分へ長期に貸し付けた資金の支出をいう。

拠点区分間長期貸
付金支出

同一事業区分内における他の拠点区分へ長期に貸付けた資金の支出をいう。

事業区分間長期借
入金返済支出

他の事業区分から長期に借り入れた資金に基づく元金償還額をいう（１年以内返済予
定事業区分間長期借入金の償還額を含む。）。

拠点区分間長期借
入金返済支出

同一事業区分における他の拠点区分から長期に借り入れた資金に基づく元金償還額を
いう（１年以内返済予定拠点区分間長期借入金の償還額を含む。）。

事業区分間繰入金
支出

他の事業区分への繰入金支出をいう。

拠点区分間繰入金
支出

同一事業区分内における他の拠点区分への繰入金支出をいう。

サービス区分間繰
入金支出

同一拠点区分内における他のサービス区分への繰入金支出をいう。

その他の活動によ
る支出

退職共済預り金返還
支出

退職共済事業の掛金の返還による支出をいう。（預託先から直接返還する場合も含
む）

退職共済事業管理資
産支出

退職共済事業管理資産として法人外部へ預託した場合の支出をいう。

○○支出 その他の活動による支出で上記に属さない支出をいう。支出の内容を示す名称を付し
た科目で記載する。

＜その他の活動による支出＞
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大区分 中区分 小区分 説明

介護保険事業収益 施設介護料収益 介護報酬収益 介護保険の施設介護料で介護報酬収益をいう。
（介護保険法の給付等に関する省令・告示に規定する介護福祉施設サービス費、介護
保健施設サービス費、療養病床を有する病院における介護療養施設サービス費、療養
病床を有する診療所における介護療養施設サービス費、老人性認知症疾患療養病棟を
有する病院における介護療養施設サービス費、介護医療院サービス費、ユニット型介
護福祉施設サービス費、ユニット型介護保健施設サービス費、ユニット型介護医療院
サービス費、初期加算、退所時等相談援助加算、退所時指導等加算、緊急時施設療養
費等）

利用者負担金収益
（公費）

介護保険の施設介護料で利用者負担収益（公費）をいう。
（介護保険法の給付等に関する省令・告示に規定する介護福祉施設サービス費、介護
保健施設サービス費、療養病床を有する病院における介護療養施設サービス費、療養
病床を有する診療所における介護療養施設サービス費、老人性認知症疾患療養病棟を
有する病院における介護療養施設サービス費、介護医療院サービス費、ユニット型介
護福祉施設サービス費、ユニット型介護保健施設サービス費、ユニット型介護医療院
サービス費、初期加算、退所時等相談援助加算、退所時指導等加算、緊急時施設療養
費等の利用者負担額のうち、公費分）

利用者負担金収益
（一般）

介護保険の施設介護料で利用者負担収益（一般）をいう。
（介護保険法の給付等に関する省令・告示に規定する介護福祉施設サービス費、介護
保健施設サービス費、療養病床を有する病院における介護療養施設サービス費、療養
病床を有する診療所における介護療養施設サービス費、老人性認知症疾患療養病棟を
有する病院における介護療養施設サービス費、介護医療院サービス費、ユニット型介
護福祉施設サービス費、ユニット型介護保健施設サービス費、ユニット型介護医療院
サービス費、初期加算、退所時等相談援助加算、退所時指導等加算、緊急時施設療養
費等の利用者負担額のうち、一般分）

居宅介護料収益

（介護報酬収益） 介護報酬収益 介護保険の居宅介護料で介護報酬収益をいう。
（介護保険法の給付等に関する省令・告示に規定する訪問介護費、訪問入浴介護費、
通所介護費、短期入所生活介護費、訪問看護療養費等）

介護予防報酬収益 介護保険の居宅介護料で介護予防報酬収益をいう。
（介護保険法の給付等に関する省令・告示に規定する介護予防訪問入浴費、介護予防
短期入所生活介護費、介護予防訪問看護療養費等）

（利用者負担金収
益）

介護負担金収益（公
費）

介護保険の居宅介護料で介護負担金収益（公費）をいう。
（介護保険法の給付等に関する省令・告示に規定する訪問介護費、訪問入浴介護費、
通所介護費、短期入所生活介護費、訪問看護療養費等の利用者負担額のうち、公費
分）

介護負担金収益（一
般）

介護保険の居宅介護料で介護負担金収益（一般）をいう。
（介護保険法の給付等に関する省令・告示に規定する訪問介護費、訪問入浴介護費、
通所介護費、短期入所生活介護費、訪問看護療養費等の利用者負担額のうち、一般
分）

介護予防負担金収益
（公費）

介護保険の居宅介護料で介護予防負担金収益（公費）をいう。
（介護保険法の給付等に関する省令・告示に規定する介護予防訪問入浴費、介護予防
短期入所生活介護費、介護予防訪問看護療養費等の利用者負担額のうち、公費分）

介護予防負担金収益
（一般）

介護保険の居宅介護料で介護予防負担金収益（一般）をいう。
（介護保険法の給付等に関する省令・告示に規定する介護予防訪問入浴費、介護予防
短期入所生活介護費、介護予防訪問看護療養費等の利用者負担額のうち、一般分）

地域密着型介護料
収益

（介護報酬収益） 介護報酬収益 介護保険の地域密着型介護料で介護報酬収益をいう。
（介護保険法の給付等に関する省令・告示に規定する定期巡回・随時対応型訪問介護
看護費、夜間対応型訪問介護費、地域密着型通所介護費、認知症対応型通所介護費、
小規模多機能型居宅介護費、認知症対応型共同生活介護費、複合型サービス費（看護
小規模多機能型居宅介護費）、地域密着型特定施設入居者生活介護費、地域密着型介
護老人福祉施設入所者生活介護費）

介護予防報酬収益 介護保険の地域密着型介護料で介護予防報酬収益をいう。
（介護保険法の給付等に関する省令・告示に規定する介護予防認知症対応型通所介護
費、介護予防小規模多機能型居宅介護費、介護予防認知症対応型共同生活介護費）

２．事業活動計算書勘定科目の説明

＜サービス活動増減による収益＞

①収益の部
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（利用者負担金収
益）

介護負担金収益（公
費）

介護保険の居宅介護料で介護負担金収益（公費）をいう。
（介護保険法の給付等に関する省令・告示に規定する定期巡回・随時対応型訪問介護
看護費、夜間対応型訪問介護費、地域密着型通所介護費、認知症対応型通所介護費、
小規模多機能型居宅介護費、認知症対応型共同生活介護費、複合型サービス費（看護
小規模多機能型居宅介護費）、地域密着型特定施設入居者生活介護費、地域密着型介
護老人福祉施設入所者生活介護費の利用者負担額のうち、公費分）

介護負担金収益（一
般）

介護保険の居宅介護料で介護負担金収益（一般）をいう。
（介護保険法の給付等に関する省令・告示に規定する定期巡回・随時対応型訪問介護
看護費、夜間対応型訪問介護費、地域密着型通所介護費、認知症対応型通所介護費、
小規模多機能型居宅介護費、認知症対応型共同生活介護費、複合型サービス費（看護
小規模多機能型居宅介護費）、地域密着型特定施設入居者生活介護費、地域密着型介
護老人福祉施設入所者生活介護費の利用者負担額のうち、一般分）

介護予防負担金収益
（公費）

介護保険の居宅介護料で介護予防負担金収益（公費）をいう。
（介護保険法の給付等に関する省令・告示に規定する介護予防認知症対応型通所介護
費、介護予防小規模多機能型居宅介護費、介護予防認知症対応型共同生活介護費の利
用者負担額のうち、公費分）

介護予防負担金収益
（一般）

介護保険の居宅介護料で介護予防負担金収益（一般）をいう。
（介護保険法の給付等に関する省令・告示に規定する介護予防認知症対応型通所介護
費、介護予防小規模多機能型居宅介護費、介護予防認知症対応型共同生活介護費の利
用者負担額のうち、一般分）

居宅介護支援介護
料収益

居宅介護支援介護料
収益

介護保険の居宅介護支援介護料で居宅介護支援介護料収益をいう。
（介護保険法の給付等に関する省令・告示に規定する居宅介護支援費）

介護予防支援介護料
収益

介護保険の居宅介護支援介護料で居宅予防介護支援介護料収益をいう。
（介護保険法の給付等に関する省令・告示に規定する介護予防支援費）

介護予防・日常生
活支援総合事業費
収益

事業費収益 介護保険の介護予防・日常生活支援総合事業費で事業費収益をいう。
（介護予防・日常生活支援総合事業に関する省令・告示等に規定する第１号訪問事
業、第１号通所事業、第１号生活支援事業、第１号介護予防支援事業、一般介護予防
事業）

事業負担金収益（公
費）

介護保険の介護予防・日常生活支援総合事業費で事業負担金収益（公費）をいう。
（介護予防・日常生活支援総合事業に関する省令・告示等に規定する第１号訪問事
業、第１号通所事業、第１号生活支援事業、第１号介護予防支援事業、一般介護予防
事業の利用者負担額のうち、公費分）

事業負担金収益（一
般）

介護保険の介護予防・日常生活支援総合事業費で事業負担金収益（一般）をいう。
（介護予防・日常生活支援総合事業に関する省令・告示等に規定する第１号訪問事
業、第１号通所事業、第１号生活支援事業、第１号介護予防支援事業、一般介護予防
事業の利用者負担額のうち、一般分）

利用者等利用料収
益

施設サービス利用料
収益

介護保険の利用者等利用料収益で施設サービス利用料収益をいう。
（介護保険法の給付等に関する省令・告示において支払いを受けることができること
とされている理美容料、日常生活サービス料等）

居宅介護サービス利
用料収益

介護保険の利用者等利用料収益で居宅介護サービス利用料収益をいう。
（介護保険法の給付等に関する省令・告示において支払いを受けることができること
とされている送迎費、おむつ料、日常生活サービス料等）

地域密着型介護サー
ビス利用料収益

介護保険の利用者等利用料収益で地域密着型介護サービス利用料収益をいう。
（介護保険法の給付等に関する省令・告示において支払いを受けることができること
とされているサービス料等）

食費収益（公費） 介護保険の利用者等利用料収益で、食費収益（公費）をいう。
（生活保護の公費請求分等）

食費収益（一般） 介護保険の利用者等利用料収益で、食費収益（一般）をいう。
（指定介護老人福祉施設、介護老人保健施設等の入所者又は入居者（以下「入所者
等」という。）並びに指定通所介護事業所、指定短期入所生活介護事業所、指定認知
症対応型共同生活介護事業所及び介護予防・日常生活支援総合事業における通所型
サービス事業所等の利用者が支払う食費（ケアハウスの生活費として処理されるもの
を除く）、利用者が選定した特別な食事料）

食費収益（特定） 食費に係る特定入所者介護サービス費をいう。

居住費収益（公費） 介護保険の利用者等利用料収益で、居住費収益（公費）をいう。
（生活保護の公費請求分等）
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居住費収益（一般） 介護保険の利用者等利用料収益で、居住費収益（一般）をいう。
（指定介護老人福祉施設、介護老人保健施設等の入所者等が支払う居住費、指定短期
入所生活介護事業所の利用者が支払う滞在費、指定特定施設入居者生活介護事業所等
の利用者が支払う家賃又は宿泊費（ケアハウスの管理費として処理されるものを除
く）、利用者が選定した特別な室料）

居住費収益（特定） 居住費に係る特定施設入所者介護サービス費をいう。

介護予防・日常生活
支援総合事業利用料
収益

介護保険の利用者等利用料収益で、介護予防・日常生活支援総合事業の実費負担等に
係る収益をいう。

その他の利用料収益 介護保険の利用者等利用料収益で、その他の利用料収益をいう。
（前記のいずれにも属さない利用者等からの利用料）

その他の事業収益 補助金事業収益（公
費）

介護保険に関連する事業に対して、国及び地方公共団体から交付される補助金事業に
係る収益をいう。

補助金事業収益（一
般）

介護保険に関連する事業に対して、国及び地方公共団体以外から交付される補助金事
業に係る収益をいう（共同募金からの配分金（受配者指定寄附金を除く）及び助成金
を含む）。介護保険に関連する補助金事業に係る利用者からの収益も含む。

市町村特別事業収益
（公費）

介護保険のその他の事業で、市町村特別事業のうち、公費からの収益をいう。
（介護保険法第62条に規定する市町村特別給付による収益）

市町村特別事業収益
（一般）

介護保険のその他の事業で、市町村特別事業のうち、利用者からの収益をいう。

受託事業収益（公
費）

介護保険に関連する、地方公共団体から委託された事業に係る収益をいう（介護保険
法に基づく又は関連する、地方公共団体から委託された事業に係る収益）。

受託事業収益（一
般）

介護保険に関連する、受託事業に係る利用者からの収益をいう（介護保険法に基づく
又は関連する、地方公共団体から委託された事業に係る収益）。

その他の事業収益 上記に属さないその他の事業収益をいう。利用者からの収益も含む。
（文書料など前記に属さない介護保険事業収益）

（保険等査定減） 社会保険診療報酬支払基金等の審査機関による審査減額をいう。

老人福祉事業収益 措置事業収益 事務費収益 老人福祉の措置事業で、事務費収益をいう。
（老人福祉法に規定する措置費支弁額中の人件費及び管理費に係る受取事務費をい
う。）

事業費収益 老人福祉の措置事業で、事業費収益をいう。
（老人福祉法に規定する措置費支弁額中の入所者の処遇に必要な一般生活費等に係る
受取事業費をいう。）

その他の利用料収益 老人福祉の措置事業で、その他の利用料収益をいう。
（前記のいずれの利用料にも属さない利用者等からの受取額をいう。）

その他の事業収益 老人福祉の措置事業で、その他の事業収益をいう。
（前記のいずれの収益にも属さない事業収益をいう。）

運営事業収益 管理費収益 老人福祉の運営事業で、管理費収益をいう。
（老人福祉法に規定する軽費老人ホームにおける居住に要する費用に係る受取額をい
う。一括徴収の償却額を含む。）

その他の利用料収益 老人福祉の運営事業で、その他の利用料収益をいう。
（老人福祉法に規定する軽費老人ホームにおける管理費収益を除く利用者等からの利
用料（徴収額を含む。）をいう。）

補助金事業収益（公
費）

老人福祉の運営事業で、補助金事業収益をいう。
（老人福祉法に規定する軽費老人ホーム事業に対して交付される国及び地方公共団体
からの補助金等の事業収益をいう。）

補助金事業収益（一
般）

老人福祉の運営事業で、利用者収益をいう。
（老人福祉法に規定する軽費老人ホーム事業に対して交付される国及び地方公共団体
以外からの補助金事業に係る収益をいう。）

その他の事業収益 老人福祉の運営事業で、その他の事業収益をいう。
（前記のいずれの収益にも属さない事業収益をいう。）
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その他の事業収益 管理費収益 老人福祉のその他の事業で、管理費収益をいう。
（老人福祉法に規定するその他の事業で、居住に要する費用に係る受取額をいう。一
括徴収の償却額を含む。）

その他の利用料収益 老人福祉のその他の事業で、その他の利用料収益をいう。
（老人福祉法に規定するその他の事業で、管理費収益を除く利用者等からの利用料
（徴収額を含む。）をいう。）

その他の事業収益 老人福祉のその他の事業で、その他の事業収益をいう。
（老人福祉法に規定するその他の事業で、前記のいずれにも属さない事業収益をい
う。）

児童福祉事業収益 措置費収益 事務費収益 措置費支弁額中の人件費及び管理費に係る事務費収益をいう。

事業費収益 措置費支弁額中の入所者の処遇に必要な一般生活費等に係る事業費収益をいう。

私的契約利用料収
益

措置施設等における私的契約に基づく利用料収益をいう。

その他の事業収益 補助金事業収益（公
費）

措置受託に関連する、国及び地方公共団体から交付される補助金事業収益をいう

補助金事業収益（一
般）

措置受託に関連する、国及び地方公共団体以外から交付される補助金事業収益をいう
（共同募金からの配分金（受配者指定寄附金を除く）及び助成金を含む。）。措置受
託に関連する補助金事業に係る利用者からの収益も含む。

受託事業収益（公
費）

措置受託に関連する、地方公共団体から委託された事業に係る収益をいう。

受託事業収益（一
般）

措置受託に関連する、受託事業に係る利用者からの収益をいう。

その他の事業収益 上記に属さないその他の事業収益をいう。利用者からの収益も含む。

保育事業収益 施設型給付費収益 施設型給付費収益 施設型給付費の代理受領分をいう。

利用者負担金収益 施設型給付費における利用者等からの利用者負担金（保育料）収益をいう。

特例施設型給付費
収益

特例施設型給付費収
益

特例施設型給付費の代理受領分をいう。

利用者負担金収益 特例施設型給付費における利用者等からの利用者負担金（保育料）収益をいう。

地域型保育給付費
収益

地域型保育給付費収
益

地域型保育給付費の代理受領分をいう。

利用者負担金収益 地域型保育給付費における利用者等からの利用者負担金（保育料）収益をいう。

特例地域型保育給
付費収益

特例地域型保育給付
費収益

特例地域型保育給付費の代理受領分をいう。

利用者負担金収益 特例地域型保育給付費における利用者等からの利用者負担金（保育料）収益をいう。

委託費収益 子ども・子育て支援法附則6条に規定する委託費収益（私立認可保育所における保育
の実施等に関する運営費収益）をいう。

利用者等利用料収
益

利用者等利用料収益
（公費）

実費徴収額（保護者が支払うべき日用品、文房具等の購入に要する費用又は行事への
参加に要する費用等）にかかる補足給付収益をいう。

利用者等利用料収益
（一般）

実費徴収額（保護者が支払うべき日用品、文房具等の購入に要する費用又は行事への
参加に要する費用等）のうち補足給付収益以外の収益をいう。

その他の利用料収益 特定負担額（教育・保育の質の向上を図る上で特に必要であると認められる対価）な
ど上記に属さない利用者からの収益をいう。

私的契約利用料収
益

保育所等における私的契約に基づく利用料収益をいう。

その他の事業収益 補助金事業収益（公
費）

保育所等に関連する事業に対して、国及び地方公共団体から交付される補助金事業収
益をいう。
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補助金事業収益（一
般）

保育所等に関連する事業に対して、国及び地方公共団体以外から交付される補助金事
業収益をいう（共同募金からの配分金（受配者指定寄附金を除く）及び助成金を含
む）。保育所等に関連する補助金事業に係る利用者からの収益も含む。

受託事業収益（公
費）

保育所等に関連する、地方公共団体から委託された事業に係る収益をいう。

受託事業収益（一
般）

保育所等に関連する、受託事業に係る利用者からの収益をいう。

その他の事業収益 上記に属さないその他の事業収益をいう。

就労支援事業収益 ○○事業収益 就労支援事業の内容（製造製品の売上、仕入れ商品の売上、受託加工の別等）を示す
名称を付した科目で記載する。

障害福祉サービス
等事業収益

自立支援給付費収
益

介護給付費収益 介護給付費の代理受領分をいう。

特例介護給付費収益 特例介護給付費の受領分をいう。

訓練等給付費収益 訓練等給付費の代理受領分をいう。

特例訓練等給付費収
益

特例訓練費等給付費の受領分をいう。

地域相談支援給付費
収益

地域相談支援給付費の代理受領分をいう。

特例地域相談支援給
付費収益

特例地域相談支援給付費の受領分をいう。

計画相談支援給付費
収益

計画相談支援給付費の代理受領分をいう。

特例計画相談支援給
付費収益

特例計画相談支援給付費の受領分をいう。

障害児施設給付費
収益

障害児通所給付費収
益

障害児通所給付費の代理受領分をいう。

特例障害児通所給付
費収益

特例障害児通所給付費の代理受領分をいう。

障害児入所給付費収
益

障害児入所給付費の代理受領分をいう。

障害児相談支援給付
費収益

障害児相談支援給付費の代理受領分をいう。

特例障害児相談支援
給付費収益

特例障害児相談支援給付費の受領分をいう。

利用者負担金収益 利用者本人（障害児においては、その保護者）の負担による収益をいう。

補足給付費収益 特定障害者特別給付
費収益

特定障害者特別給付費の代理受領分をいう。

特例特定障害者特別
給付費収益

特例特定障害者特別給付費の代理受領分をいう。

特定入所障害児食費
等給付費収益

特定入所障害児食費等給付費の代理受領分をいう。

特定費用収益 利用者から支払いを受けることができることとされている日用品費等をいう。

その他の事業収益 補助金事業収益（公
費）

障害者総合支援法に関連する事業に対して、国及び地方公共団体から交付される補助
事業に係る収益をいう。

補助金事業収益（一
般）

障害者総合支援法に関連する事業に対して、国及び地方公共団体以外から交付される
補助事業に係る収益をいう（共同募金からの配分金（受配者指定寄附金を除く）及び
助成金を含む）。障害者総合支援法に関連する補助金事業に係る利用者からの収益も
含む。
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受託事業収益（公
費）

障害者総合支援法又はこれに関連する、地方公共団体から委託された事業に係る収益
をいう。（障害者総合支援法に基づく又は関連する、地方公共団体から受託された事
業に係る収益）

受託事業収益（一
般）

障害者総合支援法又はこれに関連する、受託事業に係る利用者からの収益をいう（障
害者総合支援法に基づく又は関連する、地方公共団体から委託された事業に係る収
益）。

その他の事業収益 上記に属さないその他の事業収益をいう。利用者からの収益も含む。

（保険等査定減） 社会保険診療報酬支払基金等の審査機関による審査減額をいう。

生活保護事業収益 措置費収益 事務費収益 措置費支弁額中の人件費及び管理費に係る事務費収益をいう。

事業費収益 入所者の処遇に必要な一般生活費として交付される保護費収益をいう。

授産事業収益 ○○事業収益 授産事業の内容（製造製品の売上げ、仕入れ商品の売上、受託加工の別等）を示す名
称を付した科目で記載する。

利用者負担金収益 保護施設等における利用者等からの利用料収益をいう。

その他の事業収益 補助金事業収益（公
費）

措置受託に関連する、国及び地方公共団体から交付される補助金事業収益をいう。

補助金事業収益（一
般）

措置受託に関連する、国及び地方公共団体以外から交付される補助金事業収益をいう
（共同募金からの配分金（受配者指定寄附金を除く）及び助成金を含む）。措置受託
に関連する補助金事業に係る利用者からの収益も含む。

受託事業収益（公
費）

措置受託に関連する、地方公共団体から委託された事業に係る収益をいう。

受託事業収益（一
般）

措置受託に関連する、受託事業に係る利用者からの収益をいう。

その他の事業収益 上記に属さないその他の事業収益をいう。利用者からの収益も含む。

医療事業収益 入院診療収益（公
費）

入院患者の診療、療養に係る収益（医療保険、公費負担医療、公害医療、労災保険、
自動車損害賠償責任保険等。ただし、介護保険適用の療養病床に係るものは除く）の
うち、公費からの収益をいう。

入院診療収益（一
般）

入院患者の診療、療養に係る収益（医療保険、公費負担医療、自費診療等。ただし、
介護保険適用の療養病床に係るものは除く）のうち、利用者からの収益をいう。

室料差額収益 特定療養費の対象となる特別の療養環境の提供に係る収益をいう。

外来診療収益（公
費）

外来患者の診療、療養に係る収益（医療保険、公費負担医療、公害医療、労災保険、
自動車損害賠償責任保険等）のうち、公費からの収益をいう。

外来診療収益（一
般）

外来患者の診療、療養に係る収益（医療保険、公費負担医療、自費診療等。ただし、
介護保険適用の療養病床に係るものは除く）のうち、利用者からの収益をいう。

保健予防活動収益 各種の健康診断、人間ドック、予防接種、妊産婦保健指導等保健予防活動に係る収益
をいう。

受託検査・施設利
用収益

他の医療機関から検査の委託を受けた場合の検査収益及び医療設備器機を他の医療機
関の利用に供した場合の収益をいう。

訪問看護療養費収
益（公費）

訪問看護療養費の額等に関する告示に規定する訪問看護基本療養費、訪問看護管理療
養費、訪問看護情報提供療養費、訪問看護ターミナル療養費のうち、公費からの収益
をいう。

訪問看護療養費収
益（一般）

訪問看護療養費の額等に関する告示に規定する訪問看護基本療養費、訪問看護管理療
養費、訪問看護情報提供療養費、訪問看護ターミナル療養費のうち、利用者からの収
益をいう。

訪問看護利用料収
益

訪問看護基本利用料
収益

人員運営基準第13条第1項に規定する基本利用料徴収額をいう。

訪問看護その他の利
用料収益

人員運営基準第13条第2項の規定に基づくその他の利用料徴収額をいう。長時間利用
料収益、休日・時間外利用料収益、交通費収益、その他のサービス利用料収益に区分
設定する。

その他の医療事業
収益

補助金事業収益（公
費）

医療法に基づく又は関連する事業に対して交付される国及び地方公共団体からの補助
金事業収益等をいう。
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補助金事業収益（一
般）

医療法に基づく又は関連する事業に対して交付される国及び地方公共団体以外からの
補助金事業収益等をいう（共同募金からの配分金（受配者指定寄附金を除く）及び助
成金を含む）。医療法に基づく又は関連する補助金事業に係る利用者からの収益も含
む。

受託事業収益（公
費）

医療法に基づく又は関連する、地方公共団体から委託された事業に係る収益をいう。

受託事業収益（一
般）

医療法に基づく又は関連する、受託事業に係る利用者からの収益をいう。

その他の医業収益 上記に属さないその他の医療事業収益をいう。利用者からの収益も含む。

（保険等査定減） 社会保険診療報酬支払基金等の審査機関による審査減額をいう。

退職共済事業収益 事務費収益 退職共済事業の事務手続業務に係る事務費収益をいう。

○○事業収益 ○○事業収益 事業の内容を示す名称を付した科目で記載する。

その他の事業収益 補助金事業収益（公
費）

○○事業に対して交付される国及び地方公共団体からの補助金事業収益等をいう。

補助金事業収益（一
般）

○○事業に対して交付される国及び地方公共団体以外からの補助金事業収益等をいう
（共同募金からの配分金（受配者指定寄附金を除く）及び助成金を含む）。医療法に
基づく又は関連する補助金事業に係る利用者からの収益も含む。

受託事業収益（公
費）

○○事業に関連する、地方公共団体から委託された事業に係る収益をいう。

受託事業収益（一
般）

○○事業に関連する、受託事業に係る利用者からの収益をいう。

その他の事業収益 上記に属さないその他の事業収益をいう。利用者からの収益も含む。

○○収益 ○○収益 収益の内容を示す名称を付した科目で記載する。

経常経費寄附金収
益

経常経費に対する寄附金及び寄附物品をいう。

その他の収益 上記に属さないサービス活動による収益をいう。

借入金利息補助金
収益

施設整備及び設備整備に対する借入金利息に係る地方公共団体からの補助金等をい
う。

受取利息配当金収
益

預貯金、有価証券、貸付金等の利息及び出資金等に係る配当金等の収益をいう。（償
却原価法による収益を含む。）

社会福祉連携推進
業務貸付金受取利
息収益

社会福祉法第125条第４号に規定される業務として行われる社会福祉連携推進法人に
対する貸付金に係る利息収益をいう。

有価証券評価益 有価証券（投資有価証券を除く）を時価評価した時の評価益をいう。

有価証券売却益 有価証券（投資有価証券を除く）を売却した場合の売却益をいう。

基本財産評価益 基本財産を時価評価した時の評価益をいう。

投資有価証券評価
益

投資有価証券を時価評価した時の評価益をいう。

投資有価証券売却
益

投資有価証券を売却した場合の売却益をいう。

積立資産評価益 積立資産を時価評価した時の評価益をいう。

その他のサービス
活動外収益

受入研修費収益 研修の受入に対する収益をいう。

利用者等外給食収
益

職員等患者・利用者以外に提供した食事に対する収益をいう。

＜サービス活動外増減による収益＞
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為替差益 外国通貨、外貨建金銭債権債務（外貨預金を含む。）及び外貨建有価証券等につい
て、円換算によって生じた換算差益をいう。

退職共済事業管理
資産評価益

退職共済事業管理資産の期末増加額をいう。

退職共済預り金戻
入額

退職共済事業管理資産評価損に合わせて、退職共済預り金を減少させた額をいう。

雑収益 上記に属さないサービス活動外による収益をいう。

施設整備等補助金
収益

施設整備等補助金
収益

施設整備及び設備整備に係る地方公共団体等からの補助金等をいう。

設備資金借入金元
金償還補助金収益

施設整備及び設備整備に対する借入金元金償還に係る地方公共団体等からの補助金等
の収益をいう。

施設整備等寄附金
収益

施設整備等寄附金
収益

施設整備及び設備整備に係る寄附金をいう。なお、施設の創設及び増築時等に運転資
金に充てるために収受した寄付金を含む。

設備資金借入金元
金償還寄附金収益

施設整備及び設備整備に対する借入金元金償還に係る寄附金をいう。

長期運営資金借入
金元金償還寄附金
収益

長期運営資金（設備資金を除く）借入金元金償還に係る寄附金をいう。

固定資産受贈額 ○○受贈額 土地など固定資産の受贈額をいう。なお、受贈の内容を示す名称を付した科目で記載
する。

固定資産売却益 車輌運搬具売却益 車輌運搬具の売却した場合の売却益をいう。

器具及び備品売却
益

器具及び備品の売却した場合の売却益をいう。

○○売却益 売却資産の名称等売却の内容を示す名称を付した科目で記載する。

事業区分間繰入金
収益

他の事業区分からの繰入金収益をいう。

拠点区分間繰入金
収益

同一事業区分内における他の拠点区分からの繰入金収益をいう。

事業区分間固定資
産移管収益

他の事業区分からの固定資産の移管による収益をいう。

拠点区分間固定資
産移管収益

同一事業区分内における他の拠点区分からの固定資産の移管による収益をいう。

その他の特別収益 貸倒引当金戻入益 貸倒引当金の差額計上方式における戻入額をいう。

徴収不能引当金戻
入益

徴収不能引当金の差額計上方式における戻入額をいう。

＜特別増減による収益＞
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大区分 中区分 小区分 説明

人件費 役員報酬 役員（評議員を含む）に支払う報酬、諸手当をいう。

役員退職慰労金 役員（評議員を含む）の退職時の慰労金等をいう。

役員退職慰労引当
金繰入

役員退職慰労引当金に繰り入れる額をいう。

職員給料 常勤職員に支払う俸給・諸手当をいう。

職員賞与 職員に対する確定済賞与のうち、当該会計期間に係る部分の金額をいう。

賞与引当金繰入 職員に対する翌会計期間に確定する賞与の当該会計期間に係る部分の見積額をい
う。

非常勤職員給与 非常勤職員に支払う俸給・諸手当及び賞与をいう。

派遣職員費 派遣会社に支払う金額をいう。

退職給付費用 従事する職員に対する退職一時金、退職年金等将来の退職給付のうち、当該会計期
間の負担に属する金額（役員であることに起因する部分を除く）をいう。

法定福利費 法令に基づいて法人が負担する健康保険料、厚生年金保険料、雇用保険料等の費用
をいう。

事業費 給食費 食材及び食品の費用をいう。なお、給食業務を外部委託している施設又は事業所に
あっては、材料費を計上すること。

介護用品費 利用者の処遇に直接使用するおむつ、タオル等の介護用品の費用をいう。

医薬品費 利用者のための施設内又は事業所内の医療に要する医薬品の費用をいう。ただし病
院・介護老人保健施設・介護医療院以外ではこれらを保健衛生費に含めて良いもの
とする。

診療・療養等材料
費

カテーテル、縫合糸、酸素、ギブス粉、レントゲンフィルム、包帯、ガーゼ、氷な
ど１回ごとに消費する診療材料、衛生材料の費消額。また、診療、検査、看護、給
食などの医療用の器械、器具のうち、固定資産の計上基準額に満たないもの、又は
１年内に消費するもの。ただし病院・介護老人保健施設・介護医療院以外ではこれ
らを保健衛生費に含めて良いものとする。

保健衛生費 利用者の健康診断の実施、施設内又は事業所内の消毒等に要する費用をいう。

医療費 利用者が傷病のために医療機関等で診療等を受けた場合の診療報酬等をいう。

被服費 利用者の衣類、寝具等（介護用品及び日用品を除く）の購入のための費用をいう。

教養娯楽費 利用者のための新聞雑誌等の購読、娯楽用品の購入及び行楽演芸会等の実施のため
の費用をいう。

日用品費 利用者に現物で給付する身のまわり品、化粧品などの日用品（介護用品を除く）の
費用をいう。

保育材料費 保育に必要な文具材料、絵本等の費用及び運動会等の行事を実施するための費用を
いう。

本人支給金 利用者に小遣い、その他の経費として現金支給するための費用をいう。

水道光熱費 利用者に直接必要な電気、ガス、水道等の費用をいう。

燃料費 利用者に直接必要な灯油、重油等の燃料費（車輌費で計上する燃料費を除く）をい
う。

消耗器具備品費 利用者の処遇に直接使用する介護用品以外の消耗品、器具備品で、固定資産の購入
に該当しない費用をいう。

保険料 利用者に対する損害保険料等をいう。

２．事業活動計算書勘定科目の説明

②費用の部

＜サービス活動増減による費用＞
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賃借料 利用者が利用する器具及び備品等のリース料、レンタル料をいう。

教育指導費 利用者に対する教育訓練に直接要する費用をいう。

就職支度費 児童等の就職に際し必要な被服寝具類の購入に要する費用をいう。

葬祭費 利用者が死亡したときの葬祭に要する費用をいう。

車輌費 乗用車、送迎用自動車、救急車等の燃料費、車輌検査等の費用をいう。

棚卸資産評価損 貯蔵品、医薬品、診療・療養費等材料、給食用材料、商品・製品、仕掛品、原材料
など、棚卸資産（就労支援事業及び授産事業に係るものを除く）を時価評価した時
の評価損をいう。

○○費 費用の内容を示す名称を付した科目で記載する。

雑費 事業費のうち他のいずれにも属さない費用をいう。

事務費 福利厚生費 役員・職員が福利施設を利用する場合における事業主負担額、健康診断その他福利
厚生のために要する法定外福利費をいう。

職員被服費 職員に支給又は貸与する白衣、予防衣、診察衣、作業衣などの購入、洗濯等の費用
をいう。

旅費交通費 業務に係る役員・職員の出張旅費及び交通費（ただし、研究、研修のための旅費を
除く）をいう。

研修研究費 役員・職員に対する教育訓練に直接要する費用（研究・研修のための旅費を含
む。）をいう。

事務消耗品費 事務用に必要な消耗品及び器具什器のうち、固定資産の購入に該当しないものの費
用をいう。

印刷製本費 事務に必要な書類、諸用紙、関係資料などの印刷及び製本に要する費用をいう。

水道光熱費 事務用の電気、ガス、水道等の費用をいう。

燃料費 事務用の灯油、重油等の燃料費（車輌費で計上する燃料費を除く）をいう。

修繕費 建物、器具及び備品等の修繕又は模様替の費用をいう。ただし、建物、器具及び備
品を改良し、耐用年数を延長させるような資本的費用を含まない。

通信運搬費 電話、電報、ファックスの使用料、インターネット接続料及び切手代、葉書代その
他通信・運搬に要する費用をいう。

会議費 会議時における茶菓子代、食事代等の費用をいう。

広報費 施設及び事業所の広告料、パンフレット・機関誌・広報誌作成などの印刷製本費等
に要する費用をいう。

業務委託費 洗濯、清掃、夜間警備及び給食（給食材料費を除く）など施設の業務の一部を他に
委託するための費用（保守料を除く）をいう。必要に応じて検査委託、給食委託、
寝具委託、医事委託、清掃委託など、小区分で更に細分化することができる。

手数料 役務提供にかかる費用のうち、業務委託費以外のものをいう。

保険料 生命保険料及び建物、車輌運搬具、器具及び備品等にかかる損害保険契約に基づく
保険料をいう。ただし、福利厚生費に該当するものを除く。

賃借料 固定資産に計上を要しない器機等のリース料、レンタル料をいう。

土地・建物賃借料 土地、建物等の賃借料をいう。

租税公課 消費税及び地方消費税の申告納税、固定資産税、印紙税、登録免許税、自動車税、
事業所税等をいう。

保守料 建物、各種機器等の保守・点検料等をいう。

渉外費 創立記念日等の式典、慶弔、広報活動（広報費に属する費用を除く）等に要する費
用をいう。

諸会費 各種組織への加盟等に伴う会費、負担金等の費用をいう。
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○○費 費用の内容を示す名称を付した科目で記載する。

雑費 事務費のうち他のいずれにも属さない費用をいう。

就労支援事業費用 就労支援事業販売
原価

期首製品（商品）棚
卸高

就労支援事業に係る期首の製品・商品の棚卸高をいう。

当期就労支援事業製
造原価

就労支援事業に係る材料費、労務費、外注加工費、経費をいう。

当期就労支援事業仕
入高

就労支援事業に係る製品・商品の仕入高をいう。

期末製品（商品）棚
卸高

就労支援事業に係る期末の製品・商品の棚卸高をいう。

就労支援事業販管費 就労支援事業に係る販売費及び一般管理費をいう。

授産事業費用 ○○事業費 授産事業に係る材料費、商品仕入原価、労務費、外注加工費、経費等をいう。

退職共済事業費用 事務費 退職共済事業に係る事務費をいう。

○○費用 費用の内容を示す名称を付した科目で記載する。

利用者負担軽減額 利用者負担を軽減した場合の利用者負担軽減額をいう（無料または低額で診療を行
う場合の割引額を含む）。

減価償却費 固定資産の減価償却の額をいう。

国庫補助金等特別
積立金取崩額

国庫補助金等の支出対象経費（主として減価償却費）の期間費用計上に対応して取
り崩された国庫補助金等特別積立金の額をいう。

貸倒損失額 社会福祉法第125条第４号に規定される業務として行われる社会福祉連携推進法人に
対する貸付金の回収不能額のうち、貸倒引当金で填補されない部分の金額をいう。

貸倒引当金繰入 貸倒引当金に繰入れる額をいう。

徴収不能額 金銭債権の徴収不能額のうち、徴収不能引当金で填補されない部分の金額をいう。

徴収不能引当金繰
入

徴収不能引当金に繰入れる額をいう。

その他の費用 上記に属さないサービス活動による費用をいう。

支払利息 設備資金借入金、長期運営資金借入金及び短期運営資金借入金の利息、及び支払
リース料のうち利息相当額として処理するものをいう。

社会福祉連携推進
業務借入金支払利
息

社会福祉法第125条第４号に規定される業務として行われる社会福祉連携推進法人か
らの借入金に係る費用をいう。

有価証券評価損 有価証券（投資有価証券を除く）を時価評価した時の評価損をいう。

有価証券売却損 有価証券（投資有価証券を除く）を売却した場合の売却損をいう。

基本財産評価損 基本財産を時価評価した時の評価損をいう。

投資有価証券評価
損

投資有価証券を時価評価した時の評価損をいう。

投資有価証券売却
損

投資有価証券を売却した場合の売却損をいう。

積立資産評価損 積立資産を時価評価した時の評価損をいう。

その他のサービス
活動外費用

利用者等外給食費 職員、来訪者等利用者以外に提供した食材及び食品の費用をいう。

為替差損 外国通貨、外貨建金銭債権債務（外貨預金を含む。）及び外貨建有価証券等につい
て、円換算によって生じた換算差損をいう。

退職共済事業管理
資産評価損

退職共済事業管理資産の期末減少額をいう。

＜サービス活動外増減による費用＞
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退職共済預り金繰
入額

退職共済事業管理資産評価益に合わせて、退職共済預り金を増加させた額をいう。

雑損失 上記に属さないサービス活動外による費用をいう。

基本金組入額 運用上の取り扱い第11に規定された基本金の組入額をいう。

資産評価損 資産の時価の著しい下落に伴い、回復の見込みがない当該資産に対して計上する評
価損をいう。ただし、金額が大きい場合には個別に名称を付与して計上する。

固定資産売却損・
処分損

建物売却損・処分
損

建物を除却又は売却した場合の処分損をいう。

車輌運搬具売却
損・処分損

車輛運搬具を売却又は処分した場合の売却損又は処分損をいう。

器具及び備品売却
損・処分損

器具及び備品を売却又は処分した場合の売却損又は処分損をいう。

その他の固定資産
売却損・処分損

上記以外の固定資産を売却又は処分した場合の売却損又は処分損をいう。

国庫補助金等特別
積立金取崩額（除
却等）

国庫補助金等により取得した固定資産の廃棄等に伴い、取り崩された国庫補助金等
特別積立金の額をいう。

国庫補助金等特別
積立金積立額

運用上の取り扱い第10に規定された国庫補助金等特別積立金の積立額をいう。

災害損失 火災、出水等の災害に係る廃棄損と復旧に関する費用の合計額をいう。

事業区分間繰入金
費用

他の事業区分への繰入額をいう。

拠点区分間繰入金
費用

同一事業区分内における他の拠点区分への繰入額をいう。

事業区分間固定資
産移管費用

他の事業区分への固定資産の移管額をいう。

拠点区分間固定資
産移管費用

同一事業区分内における他の拠点区分への固定資産の移管額をいう。

その他の特別損失 上記に属さない特別損失をいう。

基本金取崩額 運用上の取り扱い第12に規定された基本金の取崩額をいう。

その他の積立金取
崩額

○○積立金取崩額 運用上の取り扱い第19に規定されたその他の積立金の取崩額をいう。

その他の積立金積
立額

○○積立金積立額 運用上の取り扱い第19に規定されたその他の積立金の積立額をいう。

＜繰越活動増減差額の部＞

＜特別増減による費用＞
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大区分 中区分 小区分 説明

流動資産 現金預金 現金（硬貨、小切手、紙幣、郵便為替証書、郵便振替貯金払出証書、官公庁の支払通
知書等）及び預貯金（当座預金、普通預金、定期預金、郵便貯金、金銭信託等）をい
う。

有価証券 債券（国債、地方債、社債等をいい、譲渡性預金を含む）のうち貸借対照表日の翌日
から起算して1年以内に満期が到来するもの、又は債券、株式、証券投資信託の受益
証券などのうち時価の変動により利益を得ることを目的とする有価証券をいう。

事業未収金 事業収益に対する未収入金をいう。

未収金 事業収益以外の収益に対する未収入金をいう。

未収補助金 施設整備、設備整備及び事業に係る補助金等の未収額をいう。

未収収益 一定の契約に従い、継続して役務の提供を行う場合、すでに提供した役務に対してい
まだその対価の支払を受けていないものをいう。

受取手形 事業の取引先との通常の取引に基づいて発生した手形債権（金融手形を除く）をい
う。割引又は裏書譲渡したものは、受取手形から控除し、その会計年度末日における
期限未到来の金額を注記する。

貯蔵品 消耗品等で未使用の物品をいう。業種の特性に応じ小区分を設けることができる。

医薬品 医薬品の棚卸高をいう。

診療・療養費等材料 診療・療養費等材料の棚卸高をいう。

給食用材料 給食用材料の棚卸高をいう。

商品・製品 売買又は製造する物品の販売を目的として所有するものをいう。

仕掛品 製品製造又は受託加工のために現に仕掛中のものをいう。

原材料 製品製造又は受託加工の目的で消費される物品で、消費されていないものをいう。

立替金 一時的に立替払いをした場合の債権額をいう。

前払金 物品等の購入代金及び役務提供の対価の一部又は全部の前払額をいう。

前払費用 一定の契約に従い、継続して役務の提供を受ける場合、いまだ提供されていない役務
に対し支払われた対価をいう。

１年以内回収予定社
会福祉連携推進業務
長期貸付金

社会福祉法第125条第４号に規定される業務として行われる社会福祉連携推進業務長
期貸付金のうち貸借対照表日の翌日から起算して１年以内に入金の期限が到来するも
のをいう。

１年以内回収予定長
期貸付金

長期貸付金のうち貸借対照表日の翌日から起算して１年以内に入金の期限が到来する
ものをいう。

１年以内回収予定事
業区分間長期貸付金

事業区分間長期貸付金のうち貸借対照表日の翌日から起算して１年以内に入金の期限
が到来するものをいう。

１年以内回収予定拠
点区分間長期貸付金

拠点区分間長期貸付金のうち貸借対照表日の翌日から起算して１年以内に入金の期限
が到来するものをいう。

社会福祉連携推進業
務短期貸付金

社会福祉法第125条第４号に規定される業務として行われる社会福祉連携推進法人に
対する貸付金のうち、貸借対照表日の翌日から起算して１年以内に入金の期限が到来
するものをいう。

短期貸付金 生計困窮者に対して無利子または低利で資金を融通する事業、法人が職員の質の向上
や福利厚生の一環として行う奨学金貸付等、貸借対照表日の翌日から起算して１年以
内に入金の期限が到来するものをいう。

事業区分間貸付金 他の事業区分への貸付額で、貸借対照表日の翌日から起算して１年以内に入金の期限
が到来するものをいう。

拠点区分間貸付金 同一事業区分内における他の拠点区分への貸付額で、貸借対照表日の翌日から起算し
て１年以内に入金の期限が到来するものをいう。

＜資産の部＞

３．貸借対照表勘定科目の説明
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仮払金 処理すべき科目又は金額が確定しない場合の支出額を一時的に処理する科目をいう。

その他の流動資産 上記に属さない債権等であって、貸借対照表日の翌日から起算して１年以内に入金の
期限が到来するものをいう。ただし、金額の大きいものについては独立の勘定科目を
設けて処理することが望ましい。

貸倒引当金 社会福祉法第125条第４号に規定される業務として行われる社会福祉連携推進法人に
対する貸付金について回収不能額（返済免除等を含む）を見積もったときの引当金を
いう。

徴収不能引当金 未収金や受取手形について回収不能額を見積もったときの引当金をいう。

固定資産

（基本財産） 定款において基本財産と定められた固定資産をいう。

土地 基本財産に帰属する土地をいう。

建物 基本財産に帰属する建物及び建物付属設備をいう。

建物減価償却累計額 貸借対照表上、間接法で表示する場合の基本財産に計上されている建物の減価償却の
累計をいう。

定期預金 定款等に定められた基本財産として保有する定期預金をいう。

投資有価証券 定款等に定められた基本財産として保有する有価証券をいう。

（その他の固定資
産）

基本財産以外の固定資産をいう。

土地 基本財産以外に帰属する土地をいう。

建物 基本財産以外に帰属する建物及び建物付属設備をいう。

構築物 建物以外の土地に固着している建造物をいう。

機械及び装置 機械及び装置をいう。

車輌運搬具 送迎用バス、乗用車、入浴車等をいう。

器具及び備品 器具及び備品をいう。ただし、取得価額が○○万円以上で、耐用年数が１年以上のも
のに限る。

建設仮勘定 有形固定資産の建設、拡張、改造などの工事が完了し稼働するまでに発生する請負前
渡金、建設用材料部品の買入代金等をいう。

有形リース資産 有形固定資産のうちリースに係る資産をいう。

○○減価償却累計額 貸借対照表上、間接法で表示する場合の有形固定資産の減価償却の累計をいう。資産
名を付した科目とする。

権利 法律上又は契約上の権利をいう。

ソフトウェア コンピュータソフトウェアに係る費用で、外部から購入した場合の取得に要する費用
ないしは制作費用のうち研究開発費に該当しないものをいう。

無形リース資産 無形固定資産のうちリースに係る資産をいう。

投資有価証券 長期的に所有する有価証券で基本財産に属さないものをいう。

社会福祉連携推進業
務長期貸付金

社会福祉法第125条第４号に規定される業務として行われる社会福祉連携推進法人に
対する貸付金のうち、貸借対照表日の翌日から起算して入金の期限が１年を超えて到
来するものをいう。

長期貸付金 生計困窮者に対して無利子または低利で資金を融通する事業、法人が職員の質の向上
や福利厚生の一環として行う奨学金貸付等、貸借対照表日の翌日から起算して入金の
期限が１年を超えて到来するものをいう。

事業区分間長期貸付
金

他の事業区分への貸付金で貸借対照表日の翌日から起算して入金の期限が１年を超え
て到来するものをいう。

拠点区分間長期貸付
金

同一事業区分内における他の拠点区分への貸付金で貸借対照表日の翌日から起算して
入金の期限が１年を超えて到来するものをいう。
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退職給付引当資産 退職金の支払に充てるために退職給付引当金に対応して積み立てた現金預金等をい
う。

長期預り金積立資産 長期預り金に対応して積み立てた現金預金等をいう。

退職共済事業管理資
産

退職共済事業で、加入者から預託された資産をいう。

○○積立資産 将来における特定の目的のために積立てた現金預金等をいう。なお、積立資産の目的
を示す名称を付した科目で記載する。

差入保証金 賃貸用不動産に入居する際に、賃貸人に担保として差し入れる敷金、保証金等をい
う。

長期前払費用 時の経過に依存する継続的な役務の享受取引に対する前払分で貸借対照表日の翌日か
ら起算して１年を超えて費用化される未経過分の金額をいう。

その他の固定資産 上記に属さない債権等であって、貸借対照表日の翌日から起算して入金の期限が１年
を超えて到来するものをいう。ただし、金額の大きいものについては独立の勘定科目
を設けて処理することが望ましい。

貸倒引当金 固定資産に計上されている社会福祉法第125条第４号に規定される業務として行われ
る社会福祉連携推進業務貸付金について回収不能額（返済免除等を含む）を見積もっ
たときの引当金をいう。

徴収不能引当金 長期貸付金等の固定資産に計上されている債権について回収不能額（返済免除等を含
む）を見積もったときの引当金をいう。

流動負債 短期運営資金借入金 経常経費に係る外部からの借入金で、貸借対照表日の翌日から起算して１年以内に支
払の期限が到来するものをいう。

事業未払金 事業活動に伴う費用等の未払い債務をいう。

その他の未払金 上記以外の未払金（施設整備等未払金を含む。）をいう。

支払手形 事業の取引先との通常の取引に基づいて発生した手形債務（金融手形を除く）をい
う。

社会福祉連携推進業
務短期運営資金借入
金

社会福祉法第125条第４号に規定される業務として行われる社会福祉連携推進法人か
らの借入金で、貸借対照表日の翌日から起算して１年以内に支払の期限が到来するも
のをいう。

役員等短期借入金 役員（評議員を含む）からの借入金で貸借対照表日の翌日から起算して１年以内に支
払の期限が到来するものをいう。

１年以内返済予定社
会福祉連携推進業務
設備資金借入金

社会福祉法第125条第４号に規定される業務として行われる社会福祉連携推進法人か
らの設備資金借入金のうち、貸借対照表日の翌日から起算して１年以内に支払の期限
が到来するものをいう。

１年以内返済予定設
備資金借入金

設備資金借入金のうち、貸借対照表日の翌日から起算して１年以内に支払の期限が到
来するものをいう。

１年以内返済予定社
会福祉連携推進業務
長期運営資金借入金

社会福祉法第125条第４号に規定される業務として行われる社会福祉連携推進法人か
らの長期運営資金借入金のうち、貸借対照表日の翌日から起算して１年以内に支払の
期限が到来するものをいう。

１年以内返済予定長
期運営資金借入金

長期運営資金借入金のうち、貸借対照表日の翌日から起算して１年以内に支払の期限
が到来するものをいう。

１年以内返済予定
リース債務

リース債務のうち、貸借対照表日の翌日から起算して１年以内に支払の期限が到来す
るものをいう。

１年以内返済予定役
員等長期借入金

役員等長期借入金のうち貸借対照表日の翌日から起算して1年以内に支払の期限が到
来するものをいう。

＜負債の部＞
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１年以内返済予定事
業区分間借入金

事業区分間長期借入金のうち貸借対照表日の翌日から起算して1年以内に支払の期限
が到来するものをいう。

１年以内返済予定拠
点区分間借入金

拠点区分間長期借入金のうち貸借対照表日の翌日から起算して1年以内に支払の期限
が到来するものをいう。

1年以内支払予定長
期未払金

長期未払金のうち貸借対照表日の翌日から起算して1年以内に支払の期限が到来する
ものをいう。

未払費用 賃金、支払利息、賃借料など時の経過に依存する継続的な役務給付取引において既に
役務の提供は受けたが、会計期末までに法的にその対価の支払債務が確定していない
分の金額をいう。

預り金 職員以外の者からの一時的な預り金をいう。

職員預り金 源泉徴収税額及び社会保険料などの徴収額等、職員に関する一時的な預り金をいう。

前受金 物品等の売却代金及び役務提供の対価の一部又は全部の前受額をいう。

前受収益 受取利息、賃貸料など時の経過に依存する継続的な役務提供取引に対する前受分のう
ち未経過の金額をいう。

事業区分間借入金 他の事業区分からの借入額で、貸借対照表日の翌日から起算して１年以内に支払の期
限が到来するものをいう。

拠点区分間借入金 同一事業区分内における他の拠点区分からの借入額で、貸借対照表日の翌日から起算
して１年以内に支払の期限が到来するものをいう。

仮受金 処理すべき科目又は金額が確定しない場合の収入金額を一時的に処理する科目をい
う。

賞与引当金 支給対象期間に基づき定期に支給する職員賞与に係る引当金をいう。

その他の流動負債 上記に属さない債務等であって、貸借対照表日の翌日から起算して１年以内に支払の
期限が到来するものをいう。ただし、金額の大きいものについては独立の勘定科目を
設けて処理することが望ましい。

固定負債 社会福祉連携推進業
務設備資金借入金

社会福祉法第125条第４号に規定される業務として行われる社会福祉連携推進法人か
らの設備資金借入金で、貸借対照表日の翌日から起算して支払の期限が１年を超えて
到来するものをいう。

設備資金借入金 施設設備等に係る外部からの借入金で、貸借対照表日の翌日から起算して支払の期限
が１年を超えて到来するものをいう。

社会福祉連携推進業
務長期運営資金借入
金

社会福祉法第125条第４号に規定される業務として行われる社会福祉連携推進法人か
らの長期運営資金借入金のうち、貸借対照表日の翌日から起算して支払の期限が１年
を超えて到来するものをいう。

長期運営資金借入金 経常経費に係る外部からの借入金で、貸借対照表日の翌日から起算して支払の期限が
１年を超えて到来するものをいう。

リース債務 リース料総額から利息相当額を控除した金額で、貸借対照表日の翌日から起算して支
払の期限が１年を超えて到来するものをいう。

役員等長期借入金 役員（評議員を含む）からの借入金で貸借対照表日の翌日から起算して支払の期限が
１年を超えて到来するものをいう。

事業区分間長期借入
金

他の事業区分からの借入金で貸借対照表日の翌日から起算して支払の期限が１年を超
えて到来するものをいう。

拠点区分間長期借入
金

同一事業区分内における他の拠点区分からの借入金で貸借対照表日の翌日から起算し
て支払の期限が１年を超えて到来するものをいう。

退職給付引当金 将来支給する退職金のうち、当該会計年度末までに発生していると認められる金額を
いう。

役員退職慰労引当金 将来支給する役員（評議員を含む）への退職慰労金のうち、当該会計年度末までに発
生していると認められる金額をいう。

長期未払金 固定資産に対する未払債務（リース契約による債務を除く）等で貸借対照表日の翌日
から起算して支払の期限が１年を超えて到来するものをいう。

長期預り金 固定負債で長期預り金をいう。
（軽費老人ホーム（ケアハウスに限る。）等における入居者からの管理費等預り額を
いう。）
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退職共済預り金 退職共済事業で、加入者からの預り金をいう。

その他の固定負債 上記に属さない債務等であって、貸借対照表日の翌日から起算して支払の期限が１年
を超えて到来するものをいう。ただし、金額の大きいものについては独立の勘定科目
を設けて処理することが望ましい。

基本金 会計基準省令第６条第１項に規定された基本金をいう。

国庫補助金等特別
積立金

会計基準省令第６条第２項に規定された国庫補助金等特別積立金をいう。

その他の積立金 ○○積立金 会計基準省令第６条第３項に規定されたその他の積立金をいう。積立ての目的を示す
名称を付した科目で記載する。

次期繰越活動増減
差額

事業活動計算書に計上された次期繰越活動増減差額をいう。

＜純資産の部＞
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材料費 製造・作業に関する当該会計年度の材料の受入高をいう。

　期首材料棚卸高 期首における主要材料及び補助材料の棚卸高をいう。

　当期材料仕入高 当期における主要材料及び補助材料の仕入高をいう。

　期末材料棚卸高 期末における主要材料及び補助材料の棚卸高をいう。

労務費 製造・作業に関する当該会計年度の労務費をいう。

　利用者賃金 製造・作業に係る利用者に支払う作業賃金をいう。

　利用者工賃 製造・作業に係る利用者に支払う作業工賃をいう。

　就労支援事業指導員等給与 製造・作業に従事する職業指導員等に支払う給料、賞与等をいう。

　就労支援事業指導員等賞与引当金繰入 製造・作業に従事する職業指導員等に対する翌会計期間に確定する賞与の当該会計期間に係る部
分の見積もり額をいう。

　就労支援事業指導員等退職給付費用 製造・作業に従事する職業指導員等に支払う退職一時金、退職年金等将来の退職給付のうち、当
該会計期間の負担に属する金額をいう。

　法定福利費 製造・作業に従事する職業指導員等に関し、法令に基づいて法人が負担する健康保険料、厚生年
金保険料、雇用保険料等の費用をいう。

外注加工費 外部に依頼した加工費の支払額をいう。

経費 製造・作業に関する当該会計年度の作業経費をいう。

　福利厚生費 製造・作業に従事する職業指導員等の者の健康診断その他福利厚生のための費用をいう。

　旅費交通費 製造・作業に係る出張旅費及び交通費をいう。

　器具什器費 製造・作業に直接必要な工具、金型等で、固定資産の購入に該当しないものの消費額をいう。

　消耗品費 製造・作業に直接必要な消耗品で、固定資産に該当しないものの消費額をいう。

　印刷製本費 製造・作業に必要な書類、諸用紙、関係資料等の印刷代及び製本代をいう。

　水道光熱費 製造・作業に直接必要な電気、ガス、水道等の使用料をいう。

　燃料費 製造・作業に直接必要な灯油、重油等の燃料及び自動車用燃料費をいう。

　修繕費 製造・作業に係る建物、器具及び備品等の修繕費又は模様替の費用をいう。建物器具及び備品を
改良し、耐用年数を延長させるような資本的支出を含まない。

　通信運搬費 製造・作業に係る電話、ファックスの使用料及び切手代、葉書代その他通信運搬に要する費用を
いう。

　会議費 製造・作業に係る会議時の茶菓子代、食事代等をいう。

　損害保険料 製造・作業に係る建物、器具及び備品等に係る損害保険契約に基づく保険料をいう。

　賃借料 製造・作業に直接必要な機械器具等の賃料をいう。

　図書・教育費 製造・作業に係る新聞、図書、印刷物等の経費をいう。

　租税公課 製造・作業に係る租税公課をいう。

　減価償却費 製造・作業に係る固定資産の減価償却の額をいう。

　国庫補助金等特別積立金取崩額（控除項目） 製造・作業に係る国庫補助金等の支出対象経費（主として減価償却費）の期間費用計上に対応し
て取り崩された国庫補助金等特別積立金の額をいう。

　雑費 製造・作業に係る経費のうち、上記のいずれにも属さないものをいう。

期首仕掛品棚卸高 期首における仕掛品の棚卸高をいう。

期末仕掛品棚卸高 期末における仕掛品の棚卸高をいう。

４．就労支援事業　製造原価明細書勘定科目説明

＜勘定科目＞
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利用者賃金 販売及び一般管理に係る利用者に支払う作業賃金をいう。

利用者工賃 販売及び一般管理に係る利用者に支払う作業工賃をいう。

就労支援事業指導員等給与 販売及び一般管理に従事する職業指導員等に支払う給料、賞与等をいう。

就労支援事業指導員等賞与引当金繰入 販売及び一般管理に従事する職業指導員等に対する翌会計期間に確定する賞与の当該会計期間に
係る部分の見積もり額をいう。

就労支援事業指導員等退職給付費用 販売及び一般管理に従事する職業指導員等に支払う退職一時金、退職年金等将来の退職給付のう
ち、当該会計期間の負担に属する金額をいう。

法定福利費 販売及び一般管理に従事する職業指導員等に関し、法令に基づいて法人が負担する健康保険料、
厚生年金保険料、雇用保険料等の費用をいう。

福利厚生費 販売及び一般管理に従事する職業指導員等の者の健康診断その他福利厚生のための費用をいう。

旅費交通費 販売及び一般管理に係る出張旅費及び交通費をいう。

器具什器費 販売及び一般管理に直接必要な器具、什器等で、固定資産の購入に該当しないものの消費額をい
う。

消耗品費 販売及び一般管理に直接必要な消耗品で、固定資産に該当しないものの消費額をいう。

印刷製本費 販売及び一般管理に必要な書類、諸用紙、関係資料等の印刷代及び製本代をいう。

水道光熱費 販売及び一般管理に直接必要な電気、ガス、水道等の使用料をいう。

燃料費 販売及び一般管理に直接必要な灯油、重油等の燃料及び自動車用燃料費をいう。

修繕費 販売及び一般管理に係る建物、器具及び備品等の修繕費又は模様替の費用をいう。建物器具及び
備品を改良し、耐用年数を延長させるような資本的支出を含まない。

通信運搬費 販売及び一般管理に係る電話、ファックスの使用料及び切手代、葉書代その他通信運搬に要する
費用をいう。

受注活動費 販売及び一般管理における受注活動に係る経費をいう。

会議費 販売及び一般管理に係る会議時の茶菓子代、食事代等をいう。

損害保険料 販売及び一般管理に係る建物、器具及び備品等に係る損害保険契約に基づく保険料をいう。

賃借料 販売及び一般管理に直接必要な機械器具等の賃料をいう。

図書・教育費 販売及び一般管理に係る新聞、図書、印刷物等の経費をいう。

租税公課 販売及び一般管理に係る租税公課をいう。

減価償却費 販売及び一般管理に係る固定資産の減価償却の額をいう。

国庫補助金等特別積立金取崩額（控除項目） 販売及び一般管理に係る国庫補助金等の支出対象経費（主として減価償却費）の期間費用計上に
対応して取り崩された国庫補助金等特別積立金の額をいう。

徴収不能引当金繰入額 徴収不能引当金に繰入れる額をいう。

徴収不能額 金銭債権の徴収不能額のうち、徴収不能引当金で填補されない部分の金額をいう。

雑費 販売及び一般管理に係る経費のうち、上記のいずれにも属さないものをいう。

５．就労支援事業販管費明細書勘定科目説明

＜勘定科目＞
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材料費 就労支援事業に関する当該会計年度の材料の受入高をいう。

　期首材料棚卸高 期首における主要材料及び補助材料（商品を含む）の棚卸高をいう。

　当期材料仕入高 当期における主要材料及び補助材料（商品を含む）の仕入高をいう。

　期末材料棚卸高 期末における主要材料及び補助材料（商品を含む）の棚卸高をいう。

労務費 就労支援事業に関する当該会計年度の労務費をいう。

　利用者賃金 就労支援事業に係る利用者に支払う作業賃金をいう。

　利用者工賃 就労支援事業に係る利用者に支払う作業工賃をいう。

　就労支援事業指導員等給与 就労支援事業に従事する職業指導員等に支払う給料、賞与等をいう。

　就労支援事業指導員等賞与引当金繰入 就労支援事業に従事する職業指導員等に対する翌会計期間に確定する賞与の当該会計期間に係る
部分の見積もり額をいう。

　就労支援事業指導員等退職給付費用 就労支援事業に従事する職業指導員等に支払う退職一時金、退職年金等将来の退職給付のうち、
当該会計期間の負担に属する金額をいう。

　法定福利費 就労支援事業に従事する職業指導員等に関し、法令に基づいて法人が負担する健康保険料、厚生
年金保険料、雇用保険料等の費用をいう。

外注加工費 外部に依頼した加工費の支払額をいう。

経費 就労支援事業に関する当該会計年度の作業経費をいう。

　福利厚生費 就労支援事業に従事する職業指導員等の者の健康診断その他福利厚生のための費用をいう。

　旅費交通費 就労支援事業に係る出張旅費及び交通費をいう。

　器具什器費 就労支援事業に直接必要な器具、什器等で、固定資産の購入に該当しないものの消費額をいう。

　消耗品費 就労支援事業に直接必要な消耗品で、固定資産に該当しないものの消費額をいう。

　印刷製本費 就労支援事業に必要な書類、諸用紙、関係資料等の印刷代及び製本代をいう。

　水道光熱費 就労支援事業に直接必要な電気、ガス、水道等の使用料をいう。

　燃料費 就労支援事業に直接必要な灯油、重油等の燃料及び自動車用燃料費をいう。

　修繕費 就労支援事業に係る建物、器具及び備品等の修繕費又は模様替の費用をいう。建物器具及び備品
を改良し、耐用年数を延長させるような資本的支出を含まない。

　通信運搬費 就労支援事業に係る電話、ファックスの使用料及び切手代、葉書代その他通信運搬に要する費用
をいう。

　受注活動費 就労支援事業における受注活動に係る経費をいう。

　会議費 就労支援事業に係る会議時の茶菓子代、食事代等をいう。

　損害保険料 就労支援事業に係る建物、器具及び備品等に係る損害保険契約に基づく保険料をいう。

　賃借料 就労支援事業に直接必要な機械器具等の賃料をいう。

　図書・教育費 就労支援事業に係る新聞、図書、印刷物等の経費をいう。

　租税公課 就労支援事業に係る租税公課をいう。

　減価償却費 就労支援事業に係る固定資産の減価償却の額をいう。

　国庫補助金等特別積立金取崩額（控除項目） 就労支援事業に係る国庫補助金等の支出対象経費（主として減価償却費）の期間費用計上に対応
して取り崩された国庫補助金等特別積立金の額をいう。

　徴収不能引当金繰入額 徴収不能引当金に繰入れる額をいう。

　徴収不能額 金銭債権の徴収不能額のうち、徴収不能引当金で填補されない部分の金額をいう。

　雑費 就労支援事業に係る経費のうち、上記のいずれにも属さないものをいう。

６．就労支援事業明細書勘定科目説明

＜勘定科目＞
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授産事業に関する当該会計年度の材料の受入高をいう。

当期材料仕入高 当期における主要材料及び補助材料（商品を含む）の仕入高をいう。

授産事業に関する当該会計年度の労務費をいう。

利用者工賃 授産事業に係る利用者に支払う作業工賃をいう。

授産事業指導員等給与 授産事業に従事する職業指導員等に支払う給料、法定福利費、賞与等をいう。

授産事業指導員等賞与引当金繰入 授産事業に従事する職業指導員等に対する翌会計期間に確定する賞与の当該会計期間に係る部分
の見積もり額をいう。

授産事業指導員等退職給付費用 授産事業に従事する職業指導員等に支払う退職一時金、退職年金等将来の退職給付のうち、当該
会計期間の負担に属する金額をいう。

法定福利費 授産事業に従事する職業指導員等に関し、法令に基づいて法人が負担する健康保険料、厚生年金
保険料、雇用保険料等の費用をいう。

外部に依頼した加工費の支払額をいう。

授産事業に関する当該会計年度の作業経費をいう。

福利厚生費 授産事業に従事する職業指導員等の者の健康診断その他福利厚生のための費用をいう。

旅費交通費 授産事業に係る出張旅費及び交通費をいう。

器具什器費 授産事業に直接必要な工具、金型等で、固定資産の購入に該当しないものの消費額をいう。

消耗品費 授産事業に直接必要な消耗品で、固定資産の購入に該当しないものの消費額をいう。

印刷製本費 授産事業に直接必要な書類、諸用紙、関係資料などの印刷代及び製本代をいう。

水道光熱費 授産事業に直接必要な電気、ガス、水道等の使用料をいう。

燃料費 授産事業に直接必要な灯油、重油等の燃料及び自動車用燃料費をいう。

修繕費 授産事業に係る建物、器具及び備品等の修繕又は模様替の費用をいう。建物器具及び備品等を改
良し、耐用年数を延長させるような資本的支出を含まない。

通信運搬費 授産事業に係る電話、ファックスの使用料及び切手代、葉書代その他通信運搬に要する費用をい
う。

受注活動費 授産事業における受注活動に係る経費をいう。

会議費 授産事業に係る会議時における茶菓子代、食事代等をいう。

損害保険料 授産事業に係る建物、器具及び備品等に係る損害保険契約に基づく保険料をいう。

賃借料 授産事業に直接必要な機械器具等の賃料をいう。

図書・教育費 授産事業に係る新聞、図書、印刷物等の経費をいう。

租税公課 授産事業に係る租税公課をいう。

減価償却費 授産事業に係る固定資産の減価償却の額をいう。

国庫補助金等特別積立金取崩額（控除項目） 国庫補助金等の支出対象経費（主として減価償却費）の期間費用計上に対応して取り崩された国
庫補助金等特別積立金の額をいう。

徴収不能引当金繰入額 徴収不能引当金に繰入れる額をいう。

徴収不能額 金銭債権の徴収不能額のうち、徴収不能引当金で填補されない部分の金額をいう。

○○費 費用の内容を示す名称を付した科目で記載する。

雑費 授産事業に係る経費のうち、上記のいずれにも属さないものをいう。

授産事業に要する原材料、商品、製品、仕掛品の棚卸資産の増減額をいう。期首棚卸高から期末
棚卸高を減じた額を記載する。

棚卸資産増減額

７．授産事業費用明細書勘定科目説明

＜勘定科目＞

材料費

労務費

外注加工費

経費
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◎ 様式 

 
様式１ 社会福祉法人設立認可申請書（所定様式） 

 
（表   面） 

 

社 会 福 祉 法 人 設 立 認 可 申 請 書 

設立者又は 

設立代表者 

住  所  

氏  名                                   

申  請  年  月  日   

社
会
福
祉
法
人
設
立
の
趣
意 

 

主たる事務所の所在地  

ふ り が な 

法 人 の 名 称 
 

事
業
の
種
類 

社会福祉 

事  業 

第１種 

 

 

第２種  

公 益 事 業  

収 益 事 業  
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（裏   面） 

資 

産 

純資産 

⑤－⑥ 

内            訳 

社会福祉事業用財産 
③公益事 

業用財産 

④収益事 

業用財産 

⑤財産計 

①+②+③+④ 
⑥負債 ①基本 

 財産 

②その他 

 財産 

円 円 円 円 円 円 円 

 

役

員

等

と

な

る

べ

き

者 

理事 

監事 

評議員 

の別※ 

氏名 

 

親 族 等

の 特 殊

関 係 者

の有無  

  役員の資格等（該当に○） 
他の社会福祉法人の 

理事長への就任状況 

事業 

経営 

識見 

地域 

福祉 

関係 

管 

理 

者 

事業 

識見 

財務 

管理 

識見 

有 

無 

法人名 

理事          

理事          

理事          

理事          

理事          

理事          

監事          

監事          

評議員          

評議員          

評議員          

評議員          

評議員          

評議員          

評議員          
※理事のうち、理事長予定者については、○を付けること。 

（注意） 

１ 用紙の大きさは、日本産業規格 A 列４番とすること。 

２ 記載事項が多いため、この様式によることができないときは、適宜用紙（大きさは、日本工業規格 A 列４番と 

する。）の枚数を増加し、この様式に準じた申請書を作成すること。 

  ３ この申請書には、社会福祉法施行規則第２条第２項各号に掲げる書類を添付すること。 
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様式１ 社会福祉法人設立認可申請書 

 

（表   面） 

 

社 会 福 祉 法 人 設 立 認 可 申 請 書 

設立者又は 

設立代表者 

住  所 東京都都練馬区○○町○丁目○番○号 

氏  名     練 馬 太 郎                  

申  請  年  月  日     令和○○年○○月○○日 

社
会
福
祉
法
人
設
立
の
趣
意 

 

（社会福祉法人設立の目的、地域貢献への意向、事業方針等） 

主たる事務所の所在地 東京都都練馬区○○町○丁目○番○号 

ふ り が な 

法 人 の 名 称 

し ゃ か い ふ く し ほ う じ ん  ま る ま る ふ く し か い 

   社会福祉法人 ○ ○ 福 祉 会 

事
業
の
種
類 

社会福祉 

事  業 

第１種 

 

特別養護老人ホームの経営 

第２種    老人短期入所事業の経営 

公 益 事 業  

収 益 事 業  

記入例 

社会福祉法人設立の経緯、理由、必要性、設立後の法

人運営や事業展開等を詳細に記入する。 

・所在地や種類は、定款の記載どおりと 

なっているか。 

・社会福祉事業の種類の記載は社会福祉 

法に基づく事業名となっているか。 
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（裏   面） 

 

 

資 

産 

純資産 

⑤－⑥ 

内            訳 

社会福祉事業用財産 
③公益事 

業用財産 

④収益事 

業用財産 

⑤財産計 

①+②+③+④ 
⑥負債 ①基本 

財産 

②その他 

財産 

200,000,000 

円 
0円 

200,000,000 

円 
0円 0円 

200,000,000 

円 
0円 

 

役

員

等

と

な

る

べ

き

者 

理事 

監事 

評議員 

の別※ 

氏名 

 

親 族 等

の 特 殊

関 係 者

の有無  

  役員の資格等（該当に○） 
他の社会福祉法人の 

理事長への就任状況 

事業 

経営 

識見 

地域 

福祉 

関係 

管 

理 

者 

事業 

識見 

財務 

管理 

識見 

有 

無 

法人名 

理事 ○ 練 馬 太 郎  有 ○     無  

理事 ×× ×× 有  ○    無  

理事 ×× ×× 無   ○   無  

理事 ×× ×× 無 ○     有 
社会福祉法人○○会

理事長 

理事 ×× ×× 無   ○   無  

理事 ×× ×× 無  ○    無  

監事 ×× ×× 無     ○ 無  

監事 ×× ×× 無    ○  無  

評議員   △△  △△ 無      無  

評議員 △△  △△ 無      無  

評議員 △△  △△ 無      無  

評議員 △△  △△ 無      無  

評議員 △△  △△ 無      無  

評議員 △△  △△ 無      無  

評議員 △△  △△ 無      無  

※理事のうち、理事長予定者については、○を付けること。 

（注意） 

１ 用紙の大きさは、日本産業規格 A 列４番とすること。 

２ 記載事項が多いため、この様式によることができないときは、適宜用紙（大きさは、日本工業規格 A 列４番と 

する。）の枚数を増加し、この様式に準じた申請書を作成すること。 

  ３ この申請書には、社会福祉法施行規則第２条第２項各号に掲げる書類を添付すること。 

 

 

・理事は、「社会福祉事業の経営に識見を有する者」 

「事業の区域における福祉に関する実情に通じて 

いる者」および「施設の管理者」が各１名以上。 

・監事は、「社会福祉事業について識見を有する者」および 

「財務管理について識見を有する者」が各１名以上。 

資産の金額は、財産目録

と一致しているか。 
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様式２ 財産目録（様式例） 
 

 

社会福祉法人       

 

財 産 目 録 （注１） 

 

Ⅰ 資産の部   
                        円 

  １ 基本財産  
                               円 

     （内 訳） 

   （１）土地 （注２） 
                             ㎡ 

        ㎡単価    円   総額        円 

   （２）建物  
 
                             円 

     （３）基本財産基金            円 
 

    ２ その他財産  
                                          円 

     （内 訳） 

     （１）建設自己資金                   円 

     （２）運転資金                   円 

     （３）法人事務費                   円 

     （４）什器備品                           円 

 

  Ⅱ 負債の部             ０円 

 

  Ⅲ 差引正味財産            円 
 
 

（注１）法人設立時の、贈与契約に基づき法人が取得する財産について記載し、不要な項目は削除すること。 

（注２）贈与等により取得する土地及び建物は、不動産登記事項証明書のとおりに１筆ごとに記入すること。 

（注３）負債を抱えての法人設立は原則として認められないため、０円となる。ただし、事業譲渡による設立の場合 

は、「未払金」「引当金」等の事業継承にかかる負債で適切なものは認められる。 
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様式２ 財産目録 
 

 

社会福祉法人〇〇会  

 

財 産 目 録 

 

Ⅰ 資産の部   
                        円 

  １ 基本財産  
                                          円 

     （内 訳） 

   （１）土地 

  練馬区○○町○丁目〇番○所在の宅地１筆 ○○．○○㎡ 

        ㎡単価    円   総額        円 

   （２）建物 

  練馬区〇〇町〇丁目〇番地○所在の建物１棟 延○○．○○㎡ 
              円 

     （３）基本財産基金                 ０円 
 

    ２ その他財産  
                              20,000,000円 

     （内 訳） 

     （１）建設自己資金                       500,000円 

     （２）運転資金                17,000,000円 

     （３）法人事務費                       2,500,000円 

     （４）什器備品                          ０円 

 

  Ⅱ 負債の部                        ０円 

 

  Ⅲ 差引正味財産              ○○○○○○○円 
 

（注１）法人設立時の、贈与契約に基づき法人が取得する財産について記載し、不要な項目は削除すること。 

（注２）土地及び建物は、不動産登記事項証明書のとおりに１筆ごとに記入すること。 

（注３）負債を抱えての法人設立は原則として認められないため、０円となる。ただし、事業譲渡による設立の 

場合は、「未払金」「引当金」等の事業継承にかかる負債で適切なものは認められる。 

 
 
 
 
 
 

記入例 

金額や資産の内容が贈与契約書と

一致しているか。 

不動産は、不動産登記事項証明書どおり、 

１筆、１棟ごと記載されているか。 

面積は、小数点第二位まで記載すること。 

Ⅲ差引正味財産＝Ⅰ資産の部 － Ⅱ負債の部 
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様式３－１ 法人設立時財産贈与契約書（様式例）            （注１） 

 

贈 与 契 約 書 

 

（以下「甲」という。）と社会福祉法人    設立代表者     
（以下「乙」という。）は、次のとおり贈与契約を締結した。 

 

第１条 甲は、社会福祉法人    の設立が認可され、社会福祉法人    が

法人格を取得したときは、同法人の  資金として金      円、資産として

別記目録記載の財産金      円を同法人に贈与することを約し、乙はこれを

承諾した。 

 

第２条 甲は、前条による贈与を同法人設立後１週間以内に行わなければならな

い。 

 

第３条 社会福祉法人    の設立の認可が得られないときは、この契約は無

効とし、これにより損害が発生した場合、甲は、損害の賠償を請求することができ

ない。 

 

第４条 この契約に定めていない事項については、甲、乙は誠意をもって協議の

うえ決定するものとする。 

 

上記契約を証するため、同文２通を作成し、甲、乙署名捺印のうえ各１通を所持

する。 

 

 令和  年  月  日 

 

  甲 住所  

   氏名                実印 

 

  乙 住所 

     社会福祉法人    設立代表者 

   氏名                実印 
 

（注１）法人設立認可申請書には契約書原本の写しを添付すること。契約書の原本は関係者がそれぞれ保管する。 

（注２）設立代表者に契約締結権限を委任した日以降で、法人設立認可申請をする日以前の日付とすること。 

（注３）設立代表者が贈与する場合は、代理人を選任すること。（設立代表者代理人と表記すること。） 

（注４）別記目録を作成する場合は、贈与契約書との間に割印を押印すること。 

（注 5）第 1 条の例 同法人の建設自己資金として○○円、運転資金として○○円、法人事務費として○○円・・など。 
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別 記 

 

目    録 

 

 

１ 土 地 

       ㎡ 

                               円 

 

２ 建 物 

 
                                ㎡ 

                               円 

 

３ 什器備品 （別紙明細書のとおり）           円 
 
 
 
 
 
 

（注１）必要項目のみ記載する。贈与内容はなるべく贈与契約書中に記載する。 

（注２）不動産の表記は、登記事項証明書記載のとおりに記入する。 

（注３）土地の一部のみ贈与する場合は、分筆登記後の登記事項証明書により記入する。 

（注４）建物は、既設建物の贈与を受けるときに記入し、建設中又は建設予定の建物は記入しない。 

（注５）什器備品については、時価を記入すること。 
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様式３－１ 法人設立時財産贈与契約書                 （注１） 

 

 

贈 与 契 約 書 

 

〇〇〇〇（以下「甲」という。）と社会福祉法人〇〇〇会設立代表者〇〇〇〇 

（以下「乙」という。）は、次のとおり贈与契約を締結した。 

 

第１条 甲は、社会福祉法人〇〇〇会の設立が認可され、社会福祉法人○○○会

が法人格を取得したときは、同法人の建設自己資金として金500,000円、運転資金

として金17,000,000円、法人事務費として金2,500,000円を同法人に贈与すること

を約し、乙はこれを承諾した。 

 

第２条 甲は、前条による贈与を同法人設立後１週間以内に行わなければならな

い。 

 

第３条 社会福祉法人〇〇〇会の設立の認可が得られないときは、この契約は無

効とし、これにより損害が発生した場合、甲は、損害の賠償を請求することができ

ない。 

 

第４条 この契約に定めていない事項については、甲、乙は誠意をもって協議の

うえ決定するものとする。 

 

上記契約を証するため、同文２通を作成し、甲、乙署名捺印のうえ各１通を所持

する。 

 

 令和○○年○○月○○日（注２） 

 

  甲 住所 東京都○○区○○町○丁目○番○号 

   氏名  〇〇 〇〇            実印 

  乙 住所  東京都○○区○○町○丁目○番○号 

        社会福祉法人〇〇〇会 設立代表者 

   氏名 〇〇 〇〇            実印 
 

（注１）法人設立認可申請書には契約書原本の写しを添付すること。契約書の原本は関係者がそれぞれ保管する。 

（注２）設立決議により設立代表者に権限を委任した日以降で、法人設立認可申請をする日以前の日付とすること。 

（注３）設立代表者が贈与する場合は、代理人を選任すること。（設立代表者代理人と表記） 

（注４）別記目録を作成する場合は、贈与契約書との間に割印を押印すること。 

（注５）第 1 条の例 同法人の建設自己資金として○○円、運転資金として○○円、法人事務費として○○円・・など。 

                

贈与者（甲）の住所・氏名は、印鑑

登録証明書と一致しているか。 

【贈与者が設立代表者の場合】 

代理人の住所・氏名は、印鑑登

録証明書と一致しているか。 

記入例 
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別 記 

 

目    録 

 

 

１ 土 地  

練馬区〇〇町〇丁目〇番所在の土地１筆 ○○㎡ 

                           ○○○○円 

 

２ 建 物 

練馬区〇〇町〇丁目〇番地所在の〇〇造〇階建建物 

      １棟     延○○○．○○㎡ 

                                                    ○○○○円 

 

３ 什器備品（別紙明細書のとおり）        ○○○○円 
 

                  円 
 
 
 
 
 

（注１）必要項目のみ記載する。贈与内容はなるべく贈与契約書中に記載する。 

（注２）不動産の表記は、登記事項証明書記載のとおりに記入する。 

（注３）土地の一部のみ贈与する場合は、分筆登記後の登記事項証明書により記入する。 

（注４）建物は、既設建物の贈与を受けるときに記入し、建設中又は建設予定の建物は記入しない。 

（注５）什器備品については、時価を記入すること。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

必要項目のみ記載する。贈与内容は、

なるべく贈与契約書中に記載する。 

・什器備品は、明細書が添付され、固定資産（取得価額 10 万 

円以上）と備品（10 万円未満）に区分されているか。 

・減価償却計算が適切に行われた現在価額となっているか。 
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様式３－２ 償還金贈与契約書（様式例）               （注１） 

 

償 還 金 贈 与 契 約 書 

 

     （以下「甲」という。）と社会福祉法人    設立代表者    

（以下「乙」という。）と    （以下「丙」という。）は、次のとおり贈与

契約を締結する。 

 

第１条 甲は、社会福祉法人    の設立が認可されたときは、同法人の独立

行政法人福祉医療機構（注２）からの借入金の償還財源として、総額金 

       円を別記のとおり同法人に贈与することを約し、乙はこれ

を承諾した。 

第２条 甲は、前条による贈与を毎年 月末日までに行わなければならない。 

第３条 甲が、第１条による贈与を履行できないとき、又はできなくなったとき

は、丙がその贈与を代替し又は残余の贈与を継承して行う。 

第４条 丙は、第３条による贈与の継承を履行できなくなったときは、あらかじ

め乙の承諾を得なければならない。 

第５条 この契約に定めていない事項については、甲、乙及び丙は、誠意をもっ

て協議のうえ決定するものとする。 

 

 上記契約を証するため、同文３通を作成し、甲、乙及び丙署名捺印のうえ各１

通所持する。 

 

    令和 年  月  日（注３） 

 

   甲 住 所 

    氏 名    実印 

   乙 住 所 

    社会福祉法人    設立代表者（注４） 

    氏 名    実印 

   丙 住 所 

    （注５）氏 名    実印 
 

（注１）法人設立認可申請書には契約書原本の写しを添付し、契約書の原本は関係者がそれぞれ保管する。 

（注２）他の金融機関から借入をするときは、当該金融機関名を記入する。 

（注３）設立代表者に権限を委任した日以降の日付にする。 

（注４）設立代表者が贈与する場合は代理人を選任する。 

（注５）償還金贈与の継承者を必ず置くこと。 
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 別 記 

 回 贈与年次 贈与金額（円） 回 贈与年次 贈与金額（円）  

  1     11   

   2     12   

   3     13   

   4     14   

   5     15   

   6     16   

   7     17   

   8     18   

   9     19   

  10     20   

     総    額  
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様式３－２ 償還金贈与契約書                   （注１） 

 

償 還 金 贈 与 契 約 書 

 

 〇〇〇〇（以下「甲」という。）と社会福祉法人〇〇〇会設立代表者〇〇〇〇

（以下「乙」という。）と〇〇〇〇（以下「丙」という。）は、次のとおり贈与

契約を締結する。 

 

第１条 甲は、社会福祉法人〇〇〇会の設立が認可されたときは、同法人の独立

行政法人福祉医療機構（注２）からの借入金の償還財源として、総額金〇

〇〇〇〇〇〇〇円を別記のとおり同法人に贈与することを約し、乙はこれ

を承諾した。 

第２条 甲は、前条による贈与を毎年○月末日までに行わなければならない。 

第３条 甲が、第１条による贈与を履行できないとき、又はできなくなったとき

は、丙がその贈与を代替し又は残余の贈与を継承して行う。 

第４条 丙は、第３条による贈与の継承を履行できなくなったときは、あらかじ

め乙の承諾を得なければならない。 

第５条 この契約に定めていない事項については、甲、乙及び丙は、誠意をもっ

て協議のうえ決定するものとする。 

 

 上記契約を証するため、同文３通を作成し、甲、乙及び丙署名のうえ各１通所

持する。 

 

    令和○○年○○月○○日（注３） 

 

   甲 住 所 東京都○○区〇〇町○丁目○番○号 

    氏 名 ○○ ○○  実印 

   乙 住 所 東京都○○区〇〇町○丁目○番○号 

    社会福祉法人〇〇〇会設立代表者（注４） 

    氏 名 ○○ ○○  実印 

   丙 住 所 東京都○○区〇〇町○丁目○番○号 

    （注５）氏 名 ○○ ○○    実印 
 

（注１）法人設立認可申請書には契約書原本の写しを添付し、契約書の原本は関係者がそれぞれ保管する。 

（注２）他の金融機関から借入をするときは、当該金融機関名を記入する。 

（注３）設立代表者に権限を委任した日以降の日付にする。 

（注４）設立代表者が贈与する場合は代理人を選任する。 

（注５）償還金贈与の継承者を必ず置くこと。 

 

記入例 

贈与者の住所・氏名は、印鑑登録

証明書と一致しているか。 
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 別 記 

 回 贈与年次 贈与金額（円） 回 贈与年次 贈与金額（円）  

  1 ○○年 0   11 ○○年 5,000,000 

   2 ○○年 5,000,000   12 ○○年 5,000,000 

   3 ○○年 5,000,000   13 ○○年 5,000,000 

   4 ○○年 5,000,000   14 ○○年 5,000,000 

   5 ○○年 5,000,000   15 ○○年 5,000,000 

   6 ○○年 5,000,000   16 ○○年 5,000,000 

   7 ○○年 5,000,000   17 ○○年 5,000,000 

   8 ○○年 5,000,000   18 ○○年 5,000,000 

   9 ○○年 5,000,000   19 ○○年 5,000,000 

  10 ○○年 5,000,000   20 ○○年 5,000,000 

     総    額 95,000,000 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

各年の償還金贈与額は、贈与者側と

金額、時期等を確認できているか。 
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様式４－１ 補助金交付確約書（様式例）  

 

 

文 書 番 号   

  年  月  日  

 

 

補助金交付確約書 

 

 

 社会福祉法人 

 

  設立代表者      殿 

 

 

 

 

練馬区長        

 

氏名       印 

 

 

 

  社会福祉法人    の設立が認可されたときは、  資金として、 
 

 

 金          円を交付することを確約いたします。 
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様式４－１ 補助金交付確約書  

 

 

文 書 番 号   

〇〇年〇〇月〇〇日  

 

 

補助金交付確約書 

 

 

 社会福祉法人〇〇〇会 

 

  設立代表者 〇〇〇〇 殿 

 

 

 

 

練馬区長        

 

○○ ○○  印 

 

 

  社会福祉法人〇〇〇会の設立が認可されたときは、〇〇資金として、 
 

 

 金〇〇〇〇〇〇〇〇円を交付することを確約いたします。 

 

施設整備計画書の資金計画と

一致しているか。 

記入例 

補助決定先の長の印が、押印 

されているか。 
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様式４－２ 補助金予定通知書（様式例） 

 

 

文 書 番 号   

  年  月  日  

 

補助金予定通知書 

 

 

 社会福祉法人 

 

  設立代表者      殿 

 

 

 

 

練馬区長        

 

氏名       印 

 

 

  社会福祉法人    の設立が認可されたときは、  資金として、 
 

 

 金          円を、議会の議決を得て補助する予定です。 
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様式４－２ 補助金予定通知書 

 

 

文 書 番 号   

〇〇年〇〇月〇〇日  

 

補助金予定通知書 

 

 

 社会福祉法人〇〇〇会 

 

  設立代表者 〇〇〇〇 殿 

 

 

 

 

練馬区長        

 

○○ ○○   印 

 

 

 

  社会福祉法人〇〇〇会の設立が認可されたときは、〇〇資金として、 
 

 

 金〇〇〇〇〇〇〇〇円を、議会の議決を得て補助する予定です。 

 

 

施設整備計画書の資金計画と

一致しているか。 

記入例 

補助決定先の長の印が、押印 

されているか。 
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様式５ 土地の無償貸与確約書（様式例） 
 

 

文 書 番 号  

  年  月  日  

 

土地の無償貸与確約書 

 

 

 社会福祉法人 

 

  設立代表者      殿 

 

 

   

住所 

 
氏名           印 

 

 

社会福祉法人    の設立が認可されたときは、    が所有する下記

の土地について、無償貸与することを確約します。 

 

 

記 

 

 

  地 番   地 目   地 積（㎡） 

 

 １ 

 

 ２ 
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様式５ 土地の無償貸与確約書 

 

 

文 書 番 号  

○○年○○月○○日  

  

土地の無償貸与確約書 

 

 

 社会福祉法人、○○○会 

 

  設立代表者 ○○ ○○ 殿 

 

   

住所 東京都○○区○○町○丁目○番○号 

 
氏名 ○○ ○○   印 

 

 

社会福祉法人○○○会の設立が認可されたときは、○○○○が所有する下記

の土地について、無償貸与することを確約します。 

 

 

記 

 

 

  地 番      地 目  地 積（㎡） 

 

１ 東京都練馬区○○町○丁目○番○    宅地     ○○○．○○㎡  

 

２ 東京都練馬区○○町○丁目○番○    宅地     ○○○．○○㎡  

記入例 

所有者の住所・氏名は、印鑑登録

証明書と一致しているか。 
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様式６ 地上権設定契約書（様式例） 
地上権設定契約書 

土地所有者    （以下「甲」という。）と社会福祉法人    設立代表者    
（以下「乙」という。）は、地上権設定について次のとおり契約を締結する。 
 
（地上権設定の目的） 

第１条 甲は、その所有にかかる末尾記載の土地を乙が建設する    の用に供さ

せる目的をもって、地上権者乙のため地上権を設定する。 
（契約期間） 
第２条 前条の地上権の契約期間は、 年 月 日から前条の目的によって使

用する期間とする。（注２） 
（地代） 
第３条 地代は無償とする。 
（登記） 
第４条 甲は、乙に対し、この契約締結と同時に地上権設定登記承諾書を提出するも

のとする。 
（土地の維持管理） 
第５条 この契約の対象となる土地が、天災等により流出又は崩壊したときの損害の

補てん又は復旧に要する費用は、乙の負担とする。 
（協議） 
第６条 この契約に定めのない事項については、必要に応じ甲乙協議のうえ定めるも

のとする。 
 

この契約が甲乙両者間に成立したことを証し、かつこれを遵守するため２通を作成し

各１通を保持する。 
 

 令和  年 月 日 

 甲 東京都  区  町 丁目 番 号 

     氏名   実印 

 乙 東京都  区  町 丁目 番 号 

   社会福祉法人    設立代表者  

     氏名   実印 

 土地の表示 

 １ 所在地 東京都練馬区  町 丁目 番 

 ２ 地目  

 ３ 公簿面積     ㎡ 

（注１）法人設立認可申請書には契約書原本の写しを添付すること。契約書の原本は関係者がそれぞれ保管する。 

（注２）期間を定める場合は、その事業の存続に必要な期間とすること。 

（注３）基本財産に係る資産要件緩和の特例を適用する場合は、契約期間、貸主等の要件を満たすこと。 
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様式６ 地上権設定契約書 
地上権設定契約書 

土地所有者○○○○（以下「甲」という。）と社会福祉法人○○○会設立代表者○○○

○（以下「乙」という。）は、地上権設定について次のとおり契約を締結する。 

 
（地上権設定の目的） 

第１条 甲は、その所有にかかる末尾記載の土地を乙が建設する特別養護老人ホーム

の用に供させる目的をもって、地上権者乙のため地上権を設定する。 
（契約期間） 
第２条 前条の地上権の契約期間は、○○年○○月○○日から前条の目的によって使

用する期間とする。 
（地代） 
第３条 地代は無償とする。 
（登記） 
第４条 甲は、乙に対し、この契約締結と同時に地上権設定登記承諾書を提出するも

のとする。 
（土地の維持管理） 
第５条 この契約の対象となる土地が、天災等により流出又は崩壊したときの損害の

補てん又は復旧に要する費用は、乙の負担とする。 
（協議） 
第６条 この契約に定めのない事項については、必要に応じ甲乙協議のうえ定めるも

のとする。 
 

この契約が甲乙両者間に成立したことを証し、かつこれを遵守するため２通を作成し

、各１通を保持する。 
 

 令和○○年○○月○○日 

 甲 東京都○○区○○町○丁目○番○号 

     氏名 ○○ ○○  実印 

 乙 東京都○○区○○町○丁目○番○号 

   社会福祉法人○○○会設立代表者  

     氏名 ○○ ○○  実印 

 土地の表示 

 １ 所在地 東京都練馬区○○町○丁目○番 

 ２ 地目 宅地 

 ３ 公簿面積 ○○○．○○ ㎡ 

（注１）法人設立認可申請書には契約書原本の写しを添付すること。契約書の原本は関係者がそれぞれ保管する。 

（注２）期間を定める場合は、その事業の存続に必要な期間とすること。 

（注３）基本財産に係る資産要件緩和の特例を適用する場合は、契約期間、貸主等の要件を満たすこと。 

 

記入例 

所有者の住所・氏名は、印鑑登録

証明書と一致しているか。 

不動産は、不動産登記事項証明書どお

り１棟、１筆ごとに記載されているか。 
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様式７ 土地賃貸借契約書（様式例）             （注１） 
 

土 地 賃 貸 借 契 約 書 
 

貸地人    （以下「甲」という。）と、借地人社会福祉法人    設立代表者     
（以下「乙」という。）は、土地の賃貸借に関し、次のとおり契約を締結する。 

 

（目的） 

第１条 甲は、その所有にかかる末尾記載の土地を乙が設置経営する        の敷地に

あてるため賃貸する。 

（契約期間） 
第２条 前条の賃貸の契約期間は、  年  月  日から前条の目的によって使用する期間と

する。（注２） 
（賃借料） 
第３条 賃借料は    円とする。 
（登記） 
第４条 甲は、乙に対し、この契約締結と同時に賃借権設定登記承諾書を提出するものとする。 
（転貸の禁止） 
第５条 乙は、この契約にかかる土地を他に転貸してはならない。 
（契約の解除） 
第６条 乙が正当な理由がなくこの契約の各条項に違背したときは、甲はこの契約を解除するこ

とができる。 
２ 乙はその都合により、いつでもこの契約の解除を甲に申し入れることができる。 

（返還） 
第７条 乙は、この契約による土地を返還する場合、原形に復した後、返還しなければならない

。ただし、甲の承認を得た場合はこの限りでない。 
（その他） 
第８条 以上に定めるもののほか、疑義の生じた場合は、甲乙協議のうえ決定する。 
 

この契約が甲乙両者間に成立したことを証し、かつこれを遵守するため２通を作成し、各１通

を保持する。 
 

   令和  年  月  日 

  甲 東京都  区  町 丁目 番 号 

   氏名              実印 

  乙 東京都  区  町 丁目 番 号 

   社会福祉法人    設立代表者 
氏名             実印 

 土地の表示 

 １ 所在地 東京都練馬区  町 丁目 番 

 ２ 地目    

 ３ 公簿面積  ㎡ 

（注１）法人設立認可申請書には契約書原本の写しを添付すること。 

（注２）期間を定める場合は、その事業の存続に必要な期間とすること。 

（注３）基本財産に係る資産要件緩和の特例を適用する場合は、契約期間、貸主等の要件を満たすこと。 
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様式７ 土地賃貸借契約書                    （注１） 

（注１）法人設立認可申請書には契約書原本の写しを添付すること。 

（注２）期間を定める場合は、その事業の存続に必要な期間とすること。 

（注３）基本財産に係る資産要件緩和の特例を適用する場合は、契約期間、貸主等の要件を満たすこと。 

 

 

土 地 賃 貸 借 契 約 書 
 

貸地人○○○○（以下「甲」という。）と、借地人社会福祉法人○○○会設立代表者○○○○（以

下「乙」という。）は、土地の賃貸借に関し、次のとおり契約を締結する。 

 

（目的） 

第１条 甲は、その所有にかかる末尾記載の土地を乙が設置経営する特別養護老人ホームの敷地にあ

てるため賃貸する。 

（契約期間） 
第２条 前条の賃貸の契約期間は、○○年○○月○○日から前条の目的によって使用する期間とする 

。（注２） 
（賃借料） 
第３条  賃借料は○○○○円とする。 
（登記） 
第４条 甲は、乙に対し、この契約締結と同時に賃借権設定登記承諾書を提出するものとする。 
（転貸の禁止） 
第５条 乙は、この契約にかかる土地を他に転貸してはならない。 
（契約の解除） 
第６条 乙が正当な理由がなくこの契約の各条項に違背したときは、甲はこの契約を解除することが

できる。 
２ 乙はその都合により、いつでもこの契約の解除を甲に申し入れることができる。 

（返還） 
第７条 乙は、この契約による土地を返還する場合、原形に復した後、返還しなければならない。た

だし、甲の承認を得た場合はこの限りでない。 
（その他） 
第８条 以上に定めるもののほか、疑義の生じた場合は、甲乙協議のうえ決定する。 
 

この契約が甲乙両者間に成立したことを証し、かつこれを遵守するため２通を作成し、各１通を保

持する。 

 令和○○年○○月○○日 

 甲 東京都○○区○○町○丁目○番○号 

     氏名 ○○ ○○ 実印 

 乙 東京都○○区○○町○丁目○番○号 

   社会福祉法人○○○会設立代表者  

     氏名 ○ ○○○ 実印 

 １ 所在地 東京都練馬区○○町○丁目○番 

 ２ 地目 宅地 

３ 公簿面積 ○○○．○○ ㎡ 

記入例 

・賃借料は、その地域の相場に比べて低額になっているか。 

・賃借料を安定的に支払う能力があることが、収支計算書や 

贈与契約書等で確認できるか。 

不動産は、不動産登記事項証明書どおり

１棟、１筆ごとに記載されているか。 

所有者の住所・氏名は、印鑑登録

証明書と一致しているか。 
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様式８－１ 所有権移転登記確約書（様式例） 

 

 

所有権移転登記確約書 

 

社会福祉法人    の設立が認可されたときは、下記の財産について、直

ちに貴法人に対し所有権移転登記を行うことを確約いたします。 

 

 

     令和  年  月  日 

 

      住所 

 

      氏名（所有者）        実印 

 

 社会福祉法人     

 

  設立代表者      様 

 

 

記  

 

 １ 土地 

                        ㎡ 

 

 ２ 建物 

 
             延  ㎡ 
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様式８－１ 所有権移転登記確約書 

 

 

所有権移転登記確約書 

 

社会福祉法人〇〇〇会の設立が認可されたときは、下記の財産について、直ちに

貴法人に対し所有権移転登記を行うことを確約いたします。 

 

 

     令和○○年〇○月○○日 

 

      住所 東京都○○区○○町○丁目○番○号 

 

      氏名（所有者）〇〇 〇〇   実印 

 

 社会福祉法人〇〇〇会 

 

  設立代表者 〇〇 〇〇 様 

 

 

記  

 

 １ 土地 

  練馬区〇〇町〇丁目〇番所在の宅地１筆 〇〇〇．〇〇㎡ 

 

 ２ 建物 

練馬区〇〇町〇丁目〇番地〇号所在の〇〇造〇階建建物１棟 
           延 〇〇〇．〇〇㎡ 
 

 

 

 
 
 

 

記入例 

所有者の住所・氏名は、印鑑登録

証明書と一致しているか。 

不動産は、不動産登記事項証明

書どおり１棟、１筆ごとに記載

されているか。 

設立代表者が所有者の場合は、代理人を選任し、 

「設立代表者代理人」宛にすること。 
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様式８－２ 賃借権登記誓約書（様式例） 
 

 

賃借権登記誓約書 

 

 

このたび、    用地として、社会福祉法人    設立代表者    

氏と締結した賃貸借契約については、法人設立後直ちに賃借権の登記を設定す

ることを誓約いたします。 

 

 

 

 令和  年  月  日 

 

 

 

    氏名（所有者）   実印 

 

 

 

 

 

 練馬区長 殿  

（注１）地上権を設定する場合は、「賃借権」を「地上権」とし、「賃貸借契約」を「地上権設定契約」と 

すること。 
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様式８－２ 賃借権登記誓約書（様式例） 
 

 

賃借権登記誓約書 

 

 

このたび、特別養護老人ホーム用地として、社会福祉法人〇〇〇会設立代表

者〇〇〇〇氏と締結した賃貸借契約については、法人設立後直ちに賃借権の登

記を設定することを誓約いたします。 

 

 

 

  令和〇〇年〇〇月〇〇日 

 

 

 

 東京都〇〇区〇〇町〇丁目〇番〇号 

  

    氏名（所有者）〇〇 〇〇 実印 

 

 

 

 

 

 練馬区長 殿 

（注１）地上権を設定する場合は、「賃借権」を「地上権」とし、「賃貸借契約」を「地上権設定契約」と 

すること。 

 
 
 

記入例 

所有者の住所・氏名は、印鑑登

録証明書と一致しているか。 
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様式９ 事業計画書（様式例）（特別養護老人ホーム） 

 
 
 
 

 

 

令和  年度（仮称）特別養護老人ホーム○○○○事業計画書 
 

 

１ 所在地 
 
２ 利用定員   
 

３ 職員定数   
 

４ 事業開始予定年月日 
 

５ 事業運営基本計画 
 

６ 利用者サービス 

 

７ 健康管理 

 

８ 防災計画 

 

９ 職員名簿 
  別紙職員名簿のとおり 
 
10 資金計画 

別紙収支予算書のとおり 
 



（様式９ 別紙）職員名簿

令和    年度（仮称）特別養護老人ホーム○○○○職員名簿

職名（注１） 氏名（注２） 年齢 資格

施設長

事務員

生活相談員

介護職員

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

医師(嘱託医）

看護師

〃

栄養士

調理員

機能訓練指導員

介護支援専門員

（注１）必要職種全てについて記入する。

（注２）選考中で未定の場合、その旨記入する。

（注３）社会福祉事業ごとに作成する（同一施設内で複数の事業を行う場合等）。
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様式10

社会福祉法人名　○○○会 （単位：円）

本部
特養養護老人ホーム

○○ホーム
保育所

○○保育園

介護保険事業収入

施設介護料収入

介護報酬収入

利用者負担金収入（公費）

利用者負担金収入（一般）

居宅介護料収入

（介護報酬収入）

介護報酬収入

介護予防報酬収入

（利用者負担金収入）

介護負担金収入（公費）

介護負担金収入（一般）

介護予防負担金収入（公費）

介護予防負担金収入（一般）

地域密着型介護料収入

（介護報酬収入）

介護報酬収入

介護予防報酬収入

（利用者負担金収入）

介護負担金収入（公費）

介護負担金収入（一般）

介護予防負担金収入（公費）

介護予防負担金収入（一般）

居宅介護支援介護料収入

居宅介護支援介護料収入

介護予防支援介護料収入

介護予防・日常生活支援総合事業収入

事業費収入

事業負担金収入（公費）

事業負担金収入（一般）

利用者等利用料収入

施設サービス利用料収入

居宅介護サービス利用料収入

地域密着型介護サービス利用料収入

食費収入（公費）

食費収入（一般）

食費収入（特定）

居住費収入（公費）

居住費収入（一般）

居住費収入（特定）

介護予防・日常生活支援総合事業利用料収入

その他の利用料収入

その他の事業収入

補助金事業収入（公費）

補助金事業収入（一般）

市町村特別事業収入（公費）

市町村特別事業収入（一般）

受託事業収入（公費）

受託事業収入（一般）

その他の事業収入

（保険等査定減）

保育事業収入

施設型給付費収入

施設型給付費収入

利用者負担金収入

特例施設型給付費収入

特例施設型給付費収入

利用者負担金収入

地域型保育給付費収入

地域型保育給付費収入

利用者負担金収入

特例地域型保育給付費収入

特例地域型保育給付費収入

利用者負担金収入

委託費収入

（自）　令和○○年○○月○○日　　　　　　（至）　令和○○年○○月○○日

社会福祉事業区分資金収支予算書

合計 内部取引消去 事業区分合計勘定科目

拠点区分

事
　
　
業
　
　
活
　
　
動
　
　
に
　
　
よ
　
　
る
　
　
収
　
　
支

収
　
　
入
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本部
特養養護老人ホーム

○○ホーム
保育所

○○保育園

利用者等利用料収入

利用者等利用料収入（公費）

利用者等利用料収入（一般）

その他利用料収入

私的契約利用料収入

私立認定保育所利用料収入

その他の事業収入

補助金事業収入（公費）

補助金事業収入（一般）

受託事業収入（公費）

受託事業収入（一般）

その他の事業収入

就労支援事業収入

○○事業収入

障害福祉サービス等事業収入

自立支援給付費収入

介護給付費収入

特例介護給付費収入

訓練等給付費収入

特例訓練等給付費収入

地域相談支援給付費収入

特例地域相談支援給付費収入

計画相談支援給付費収入

特例計画相談支援給付費収入

障害児施設給付費収入

障害児通所給付費収入

特例障害児通所給付費収入

障害児入所給付費収入

障害児相談支援給付費収入

特例障害児相談支援給付費収入

利用者負担金収入

補足給付費収入

特定障害者特別給付費収入

特例特定障害者特別給付費収入

特定入所障害児食費等給付費収入

特定費用収入

その他の事業収入

補助金事業収入（公費）

補助金事業収入（一般）

受託事業収入（公費）

受託事業収入（一般）

その他の事業収入

（保険等査定減）

○○事業収入

○○事業収入

その他の事業収入

補助金事業収入（公費）

補助金事業収入（一般）

受託事業収入（公費）

受託事業収入（一般）

その他の事業収入

○○収入

○○収入

借入金利息補助金収入

経常経費寄附金収入

受取利息配当金収入

その他の収入

受入研修費収入

利用者等外給食費収入

雑収入

流動資産評価益等による資金増加額

有価証券売却益

有価証券評価益

為替差益

人件費支出

役員報酬支出

職員給料支出

職員賞与支出

非常勤職員給与支出

派遣職員費支出

退職給付支出

法定福利費支出

事業活動収入計（１）

支
　
　
出

拠点区分

合計 内部取引消去 事業区分合計勘定科目

事
　
　
業
　
　
活
　
　
動
　
　
に
　
　
よ
　
　
る
　
　
収
　
　
支

収
　
　
入
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本部
特養養護老人ホーム

○○ホーム
保育所

○○保育園

事業費支出

給食費支出

介護用品費支出

医薬品費支出

診療・療養等材料費支出

保険衛生費支出

医療費支出

被服費支出

教養娯楽費支出

日用品費支出

保育材料費支出

本人支給金支出

水道光熱費支出

燃料費支出

消耗器具備品費支出

保険料支出

賃借料支出

教育指導費支出

就職支度費支出

葬祭費支出

車両費支出

管理費返還支出

○○費支出

雑支出

事務費支出

福利厚生費支出

職員被服費支出

旅費交通費支出

研修研究費支出

事務消耗品費支出

印刷製本費支出

水道光熱費支出

燃料費支出

修繕費支出

通信運搬費支出

会議費支出

広報費支出

業務委託費支出

手数料支出

保険料支出

賃借料支出

土地・建物賃借料支出

租税公課支出

保守料支出

渉外費支出

諸会費支出

○○費支出

雑支出

就労支援事業支出

就労支援事業販売原価支出

就労支援事業製造原価支出

就労支援事業仕入支出

就労支援事業販管費支出

○○支出

利用者負担軽減額

支払利息支出

その他の支出

利用者等外給食費支出

雑支出

流動資産評価損等による資金減少額

有価証券売却損

資産評価損

有価証券評価損

○○評価損

為替差損

徴収不能額

事業活動支出計（２）

事
　
　
業
　
　
活
　
　
動
　
　
に
　
　
よ
　
　
る
　
　
収
　
　
支

合計勘定科目

支
　
　
出

事業活動資金収支差額（３）＝（１）－（２）

内部取引消去 事業区分合計

拠点区分
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本部
特養養護老人ホーム

○○ホーム
保育所

○○保育園

施設整備等補助金収入

施設整備等補助金収入

設備資金借入金元金償還補助金収入

施設整備等寄附金収入

施設整備等寄附金収入

設備資金借入金元金償還寄附金収入

設備資金借入金収入

固定資産売却収入

車輌運搬具売却収入

器具及び備品売却収入

○○売却収入

その他の施設整備等による収入

○○収入

設備資金借入金元金償還支出

固定資産取得支出

土地取得支出

建物取得支出

車輌運搬具取得支出

器具及び備品取得支出

○○取得支出

固定資産除却・廃棄支出

ファイナンス・リース債務の返済支出

その他の設備整備等による支出

○○支出

長期運営資金借入金元金償還寄附金収入

長期運営資金借入金収入

長期貸付金回収収入

投資有価証券売却収入

積立資産取崩収入

退職給付引当資産取崩収入

長期預り金積立資産取崩収入

○○積立資産取崩収入

事業区分間長期借入金収入

拠点区分間長期借入金収入

事業区分間長期貸付金回収収入

拠点区分間長期貸付金回収収入

事業区分間繰入金収入

拠点区分間繰入金収入

サービス区分間繰入金収入

その他の活動による収入

○○収入

長期運営資金借入金元金償還支出

長期貸付金支出

投資有価証券取得支出

積立資産支出

退職給付引当資産支出

長期預り金積立資産支出

○○積立資産支出

事業区分間長期貸付金支出

拠点区分間長期貸付金支出

事業区分間長期借入金返済支出

拠点区分間長期借入金返済支出

事業区分間繰入金支出

拠点区分間繰入金支出

サービス区分間繰入金支出

その他の活動による支出

○○支出

※必要のない勘定科目は省略することができます。

※予算作成に使用する勘定科目は、「社会福祉法人会計基準の運用上の留意事項」別添３「勘定科目説明」に準拠してください。

※この様式は、社会福祉法人会計基準　第一号の四様式（拠点区分資金収支計算書）の予算欄を拠点区分ごとに作成し、事業区分ごとに合計したものです。

施設整備等支出計（５）

勘定科目

拠点区分

合計 内部取引消去 事業区分合計

施設整備等資金収支差額（６）＝（４）－（５）

施
　
設
　
整
　
備
　
等
　
に
　
よ
　
る
　
収
　
支

収
　
　
入

そ
　
の
　
他
　
の
　
活
　
動
　
に
　
よ
　
る
　
収
　
支

支
　
　
出

その他の活動収入計（７）

収
　
　
入

施設整備等収入計（４）

支
　
　
出

当期末支払資金残高（１１）＋（１２）

その他の活動支出計（８）

前期末支払資金残高（１２）

その他の活動資金収支差額（９）＝（７）－（８）

当期資金収支差額（１１）＝（３）＋（６）＋（９）－（１０）

予備費支出（１０）
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様式11　設立時役員等一覧表(様式例）

社
会
福
祉
事
業
の
経
営
に
関
す

る
識
見
を
有
す
る
者

事
業
区
域
に
お
け
る
福
祉
の
実

情
に
通
じ
て
い
る
者

施
設
の
管
理
者
（

法
人
が
施
設

を
設
置
す
る
場
合
）

社
会
福
祉
事
業
に
つ
い
て
識
見

を
有
す
る
者

財
務
管
理
に
つ
い
て
識
見
を
有

す
る
者

法
人
の
適
正
な
運
営
に
必
要
な

識
見
を
有
す
る
者

理事長

理事

理事

理事

理事

理事

監事

監事

評議員

評議員

評議員

評議員

評議員

評議員

評議員

（注１）設立者に該当する者に○をつけること。設立時の役員又は評議員に就任しない設立者については、役職名を空欄にすること。

（注２）選任区分の参考となる現職又は職歴等を記載すること。役員等が他の役員等と親族関係にある場合又は同一団体に所属している場合は、当該団体の名称及び役職も記載すること。

履
歴
書

親
族
等
の
特
殊
関
係
者

の
有
無

贈
与
契
約
書
等

役職名
（注１）

氏名 生年月日 住所
設立者

（注１）
年齢

印
鑑
登
録
証
明
書

設
立
代
表
者
へ
の
委
任
状

身
分
証
明
書

現職又は職歴等
（注２）

欠
格
事
項
の
該
当
の
有
無

関係文書発行年月日

選任区分　（該当に○）

法令等に定める用件の充足状況

誓
約
書
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様式11　設立時役員等一覧表

社
会
福
祉
事
業
の
経
営
に
関
す
る

識
見
を
有
す
る
者

事
業
区
域
に
お
け
る
福
祉
の
実
情

に
通
じ
て
い
る
者

施
設
の
管
理
者
（

法
人
が
施
設
を

設
置
す
る
場
合
）

社
会
福
祉
事
業
に
つ
い
て
識
見
を

有
す
る
者

財
務
管
理
に
つ
い
て
識
見
を
有
す

る
者

法
人
の
適
正
な
運
営
に
必
要
な
識

見
を
有
す
る
者

○

理事長 練馬　太郎 昭和○年○月○日 ○○
東京都○○区○○町

○丁目○番○号
社会福祉法人△△

理事
6/1 6/10 6/20 6/10 6/23 6/24 有 無 ○

○

理事 ○○　○○ 昭和○年○月○日 ○○
東京都○○区○○町

○丁目○番○号
民生・児童委員

（○○区）
6/1 6/10 6/20 6/10 6/16 有 無 ○

○

理事 ○○　○○ 昭和○年○月○日 ○○
東京都○○区○○町

○丁目○番○号
特別養護老人ホーム

○○園施設長
6/1 6/10 6/15 6/10 6/23 無 無 ○

○

理事 ○○　○○ 昭和○年○月○日 ○○
東京都○○区○○町

○丁目○番○号
株式会社△△
代表取締役

6/1 6/10 6/14 6/10 6/18 無 無 ○

○

理事 ○○　○○ 昭和○年○月○日 ○○
東京都○○区○○町

○丁目○番○号
社会福祉法人○○
理事長（○○区）

6/1 6/10 6/24 6/10 6/12 7/2 無 無 ○

○

理事 ○○　○○ 昭和○年○月○日 ○○
東京都○○区○○町

○丁目○番○号
医師 6/1 6/10 6/20 6/10 6/10 無 無 ○

監事 ○○　○○ 昭和○年○月○日 ○○
東京都○○区○○町

○丁目○番○号
公認会計士 6/1 6/10 6/5 6/10 6/22 無 無 ○

監事 ○○　○○ 昭和○年○月○日 ○○
東京都○○区○○町

○丁目○番○号
弁護士 6/1 6/10 6/22 6/10 6/4 無 無 ○

評議員 ○○　○○ 昭和○年○月○日 ○○
東京都○○区○○町

○丁目○番○号
社会福祉法人△△

評議員
6/1 6/10 6/20 6/10 6/10 無 無 ○

評議員 ○○　○○ 昭和○年○月○日 ○○
東京都○○区○○町

○丁目○番○号
〇〇大学福祉学部教授 6/1 6/10 6/20 6/10 6/10 無 無 ○

評議員 ○○　○○ 昭和○年○月○日 ○○
東京都○○区○○町

○丁目○番○号
株式会社××
代表取締役

6/1 6/10 6/20 6/10 6/10 無 無 ○

評議員 ○○　○○ 昭和○年○月○日 ○○
東京都○○区○○町

○丁目○番○号
特定非営利活動法人〇〇

理事長
6/1 6/10 6/20 6/10 6/10 無 無 ○

評議員 ○○　○○ 昭和○年○月○日 ○○
東京都○○区○○町

○丁目○番○号
利用者家族の代表 6/1 6/10 6/20 6/10 6/10 無 無 ○

評議員 ○○　○○ 昭和○年○月○日 ○○
東京都○○区○○町

○丁目○番○号
税理士 6/1 6/10 6/20 6/10 6/10 無 無 ○

評議員 ○○　○○ 昭和○年○月○日 ○○
東京都○○区○○町

○丁目○番○号
公益財団法人〇〇

監事
6/1 6/10 6/20 6/10 6/10 無 無 ○

（注１）設立者に該当する者に○をつけること。設立時の役員又は評議員に就任しない設立者については、役職名を空欄にすること。

（注２）選任区分の参考となる現職又は職歴等を記載すること。役員等が他の役員等と親族関係にある場合又は同一団体に所属している場合は、当該団体の名称及び役職も記載すること。

設
立
代
表
者
へ
の
委
任
状

身
分
証
明
書

親
族
等
の
特
殊
関
係
者

の
有
無

贈
与
契
約
書
等

設立者
（注１）

年齢
役職名

（注１）
氏名 生年月日

関係文書発行年月日

誓
約
書

選任区分　（該当に○）

履
歴
書

住所

法令等に定める用件の充足状況

現職又は職歴等
（注２）

欠
格
事
項
の
該
当
の
有
無

印
鑑
登
録
証
明
書

記入例
役員の住所・氏名・生年月

日は、印鑑登録証明書や履

歴書と一致しているか。

・役員の職歴欄が、役員選任
区分を判断できる内容に
なっているか。その内容が
履歴書と一致しているか。

・地域の福祉関係者の場合は、
当該地域も記入する。

関係文書発行年月日が、

各文書と一致している

役員の構成は、定款で定
める特殊関係人の制限内
になっているか。

役員の構成は、各選任区分の

者を漏れなく入れているか。
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様式 12 履歴書（様式例） 

履  歴  書  

令和  年  月  日作成 

フリガナ  実印  

 

 
氏  名 

  

生年月日 年  月  日（満  歳） 性別 

 

住  所 

〒 

 

                                  電話      （   ） 
 （注）印鑑登録証明書どおりに記載すること。 

 

 《職歴》 
 

勤 務 先 在 職 期 間 職 務 内 容 役 職 

 年 月 日～ 年 月 日   

    

    

    

    

（注）職歴と他法人役員経歴については、別に記入すること。 
 

 《現職》 
 

勤 務 先 在 職 期 間 職 務 内 容 役 職 

 年 月 日～現 在   
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《他法人役員経歴》 

勤 務 先 在 職 期 間 職 務 内 容 役 職 

 年 月 日～ 年 月 日   

    

    

 

 《その他兼務職務》 

勤 務 先 等 在 職 期 間 職 務 内 容 役 職 

 年 月 日～現 在   

    

    

 

 《資格・免許》 

名 称（種 別） 登録年月日及び登録番号 取扱機関 

 年 月 日 №  

    

    

 

 《他の理事・監事・評議員予定者との関係》（注） 

氏    名 具体的な関係 

  

  

  

（注）次のいずれかに該当する場合に記載する。 
（１）他の理事・監事・評議員予定者と親族関係等特殊関係にある場合 
（２）他の理事・監事・評議員予定者と同一団体に所属している場合（親族等特殊関係者に該当しな

い場合を含む。） 
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実印 

様式 12 履歴書 

履  歴  書  

令和○○年○○月○○日作成 

フリガナ ネリマ   タロウ 実印  

 

 
氏  名 練 馬    太 郎    

生年月日 昭和○○年○○月○○日（満○○歳） 性別 男 

住  所 

〒○○○－○○○○ 

東京都○○区○○町○丁目○番○号   

                                  電話  ○○（○○○○）○○○○ 
 （注）印鑑登録証明書どおりに記載すること。 

 

 《職歴》 
 

勤 務 先 在 職 期 間 職 務 内 容 役 職 

○○○○○ 昭和○年○月○日～平成○年○月○日   

○○○○ 平成○年○月○日～平成○年○月○日  ○○課長 

    

  
 

 

    

（注）職歴と他法人役員経歴については、別に記入すること。 
 

 《現職》 
 

勤 務 先 在 職 期 間 職 務 内 容 役 職 

○○法人○○○○ 平成○年○月○日～現 在  評議員 

    

    

    

記入例 

正副本とも原本 

役員の選任区分に該当する

経歴が記載されているか。 

申請日から遡って、３か月以内の

ものが添付されているか。 
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《他法人役員経歴》 

勤 務 先 在 職 期 間 職 務 内 容 役 職 

○○法人○○○○ 平成○年○月○日～平成○年○月○日  理事長 

    

    

 

 《その他兼務職務》 

勤 務 先 等 在 職 期 間 職 務 内 容 役 職 

 年 月 日～現 在   

    

    

 

 《資格・免許》 

名 称（種 別） 登録年月日及び登録番号 取扱機関 

医 師 昭和○年○月○日 №○○ 厚生労働省 

    

    

 

 《他の理事・監事・評議員予定者との関係》（注） 

氏    名 関 係（具体的に）   

    

    

    

（注）次のいずれかに該当する場合に記載する。 
（１）他の理事・監事・評議員予定者と親族関係等特殊関係にある場合 
（２）他の理事・監事・評議員予定者と同一団体に所属している場合（親族等特殊関係者に該当しな

い場合を含む。） 
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様式 13-1 評議員 就任承諾書兼誓約書（様式例） 
 

 

就任承諾書兼誓約書 

 

 

 私は、社会福祉法人     が設立された際には、社会福祉法人    の評議員に就

任することを承諾します。就任にあたっては、次の各号を誓約します。 

 

 

 １ 社会福祉法第 40 条第１項各号の欠格条項に該当しないこと 

 ２ 各評議員又は各役員と親族等特殊関係にある者が含まれないこと 

 ３ 今後、上記１号および２号の記載事項に該当したときは遅滞なく報告すること 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和  年  月  日  

社会福祉法人      設立代表者       殿 

 

住 所 

氏 名                 ㊞ 

 

 

 

 

 

 

 

・次頁の条文を裏面に印刷してください。 
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[社会福祉法抜粋] 

第四十条 次に掲げる者は、評議員となることができない。 

一  法人  

二  心身の故障のため職務を適正に執行することができない者として厚生労働省令で定めるもの 

三  生活保護法、児童福祉法、老人福祉法、身体障害者福祉法又はこの法律の規定に違反して刑に処せ

られ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者 

四  前号に該当する者を除くほか、禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けるこ

とがなくなるまでの者 

五  第五十六条第八項の規定による所轄庁の解散命令により解散を命ぜられた社会福祉法人の解散当

時の役員 

六  暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成三年法律第七十七号）第二条第六号に規定

する暴力団員（以下この号において「暴力団員」という。）又は暴力団員でなくなった日から五年を経

過しない者（第百二十八条第一号ニ及び第三号において「暴力団員等」という。） 

 
第五十六条  

８  所轄庁は、社会福祉法人が、法令、法令に基づいてする行政庁の処分若しくは定款に違反した場合

であって他の方法により監督の目的を達することができないとき、又は正当の事由がないのに一年以上

にわたってその目的とする事業を行わないときは、解散を命ずることができる。 

 

[社会福祉法施行規則抜粋] 

第二条の六の二 法第四十条第一項第二号（法第四十四条第一項、第四十六条の六第六項及び第百十五

条第二項において準用する場合を含む。）に規定する厚生労働省令で定めるものは、精神の機能の障害

により職務を適正に執行するに当たって必要な認知、判断及び意思疎通を適切に行うことができない者

とする。 
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様式 13-2 理事・監事 就任承諾書兼誓約書（様式例） 

 

就任承諾書兼誓約書 

 

 私は、社会福祉法人     が設立された際には、社会福祉法人    の理事（監事）

に就任することを承諾します。就任にあたっては、次の各号を誓約します。 

 

 

 １ 社会福祉法第 40 条第１項各号の欠格条項に該当しないこと 

 ２ 各理事と親族等特殊関係にある者が上限を超えて含まれないこと 

 ３ 今後、上記１号および２号の記載事項に該当したときは遅滞なく報告すること 

 

 

 

 

 

 

令和  年  月  日  

社会福祉法人      設立代表者       殿 

 

住 所 

氏 名                 ㊞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

・監事の場合は、誓約書の第２号を以下の文章に差し替えてください。 

 「２ 各役員と親族等特殊関係にある者が含まれないこと」 

・次頁の条文を裏面に印刷してください。 
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[社会福祉法抜粋] 

第四十四条 第四十条第一項の規定は、役員について準用する。 

 

第四十条 次に掲げる者は、評議員となることができない。 

一  法人  

二  心身の故障のため職務を適正に執行することができない者として厚生労働省令で定めるもの 

三  生活保護法、児童福祉法、老人福祉法、身体障害者福祉法又はこの法律の規定に違反して刑に処せ

られ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者 

四  前号に該当する者を除くほか、禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けるこ

とがなくなるまでの者 

五  第五十六条第八項の規定による所轄庁の解散命令により解散を命ぜられた社会福祉法人の解散当

時の役員 

六  暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成三年法律第七十七号）第二条第六号に規定

する暴力団員（以下この号において「暴力団員」という。）又は暴力団員でなくなった日から五年を経

過しない者（第百二十八条第一号ニ及び第三号において「暴力団員等」という。） 

 

第五十六条  

８  所轄庁は、社会福祉法人が、法令、法令に基づいてする行政庁の処分若しくは定款に違反した場合

であって他の方法により監督の目的を達することができないとき、又は正当の事由がないのに一年以上

にわたってその目的とする事業を行わないときは、解散を命ずることができる。 

 

[社会福祉法施行規則抜粋] 

第二条の六の二 法第四十条第一項第二号（法第四十四条第一項、第四十六条の六第六項及び第百十五

条第二項において準用する場合を含む。）に規定する厚生労働省令で定めるものは、精神の機能の障害

により職務を適正に執行するに当たって必要な認知、判断及び意思疎通を適切に行うことができない者

とする。 
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様式 14－１ 設立代表者の権限を証する委任状（様式例） 

（設立代表者が設立に関する一切の権限を有する場合） 
 

 

委  任  状 

 

住 所（注１）        

氏 名（注１）        

 

 

 

上記の者に社会福祉法人    の設立代表者として設立に関し必要な一切の権

限を委任する。 

 

 

  令和   年  月  日（注２） 

 

  設立者 住 所   （注３） 
  氏 名  実印 

 
     

（注１）設立代表者の住所、氏名は印鑑登録証明書記載のとおりに記入する。 

（注２）設立代表者が贈与契約等を締結する前の日付を記入する。 

（注３）設立代表者以外の設立者分を作成する（住所、氏名は印鑑登録証明書記載のとおりに記入する。）。 
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様式 14－１ 設立代表者の権限を証する委任状 

（設立代表者が設立に関する一切の権限を有する場合） 
 

 

委  任  状 
 
 

住 所（注１） 東京都○○区○○町○丁目○番○号 

            氏 名（注１）  〇〇 〇〇  

        
 

       

上記の者に社会福祉法人〇〇〇会の設立代表者として設立に関し必要な一切の権

限を委任する。 

 

 

  令和○○年○〇月○○日（注２） 
 

 設立者 住 所  東京都○○区〇〇町○丁目○番○号 （注３） 

    
氏 名 ○○ ○○ 実印 

 
     

（注１）設立代表者の住所、氏名は印鑑登録証明書記載のとおりに記入する。 

（注２）設立代表者が贈与契約等を締結する前の日付を記入する。 

（注３）設立代表者以外の設立者分を作成する（住所、氏名は印鑑登録証明書記載のとおりに記入する。）。 

 

 
 

記入例 

住所・氏名は、印鑑登録証明書

と一致しているか。 

住所・氏名・印は、印鑑登録証

明書と一致しているか。 

役員全員分の日付が、役員就任承諾書および贈

与契約書等の日付以前になっているか。 

正副本とも原本 

設立代表者以外の設立者分を作成する。 
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様式 14－２ 設立代表者の権限を証する委任状（様式例） 
（設立代表者との契約がある場合） 
 

 

委  任  状 

 

 

住 所（注１）        

氏 名（注１）        

 

 

 

上記の者に社会福祉法人    の設立代表者として設立に関し必要な権限（ 

〈設立代表者氏名〉の贈与契約（注３）に係る部分を除く。）の一切を委任 
する。 

 
 
 
  令和  年  月  日（注２） 

 

  設立者 住 所                  （注３） 
  

氏 名   実印 

 
     

（注１）設立代表者の住所、氏名は印鑑登録証明書記載のとおりに記入する。 

（注２）贈与契約書より前の日付を記入する。 

（注３）設立代表者以外の設立者分を作成する（住所、氏名は印鑑登録証明書記載のとおりに記入する。）。 
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様式 14－２ 設立代表者の権限を証する委任状 
（設立代表者との契約がある場合） 
 

 

委  任  状 

 

住 所（注１） 東京都○○区○○町○丁目○番○号 

氏 名（注１） 〇〇 〇〇               

 

 

 

上記の者に社会福祉法人〇〇〇会の設立代表者として設立に関し必要な権限（〇

〇〇〇〈設立代表者氏名〉の贈与契約（注３）に係る部分を除く。）の一切を委任

する。 

 

 

 

  令和○○年○○月○○日（注２） 
 

 設立者 住 所  東京都○○区○○町○丁目○番○号 （注３） 

    
氏 名 ○○ ○○  実印 

 
 

 
     

（注１）設立代表者の住所、氏名は印鑑登録証明書記載のとおりに記入する。 

（注２）設立代表者が贈与契約等を締結する前の日付を記入する。 

（注３）設立代表者以外の設立者分を作成する（住所、氏名は印鑑登録証明書記載のとおりに記入する。）。  

 

 

 

記入例 

正副本とも原本 

設立者との契約に係る権限を除いて、作成しているか。 

住所・氏名は、印鑑登録証明書

と一致しているか。 

住所・氏名・印は、印鑑登録証

明書と一致しているか。 

日付が、設立代表者が贈与契約等を締結する前

の日付になっているか。 
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様式 14－３ 設立代表者の権限を証する委任状（様式例） 
（設立代表者との契約がある場合） 
 

 

委  任  状 

 

住 所（注１）         

氏 名（注１）         

 

 

 上記の者に社会福祉法人    と    〈設立代表者氏名〉との贈与契約に

係る権限を委任する。                     （注２） 

 

 

  令和  年  月  日 （注３） 

 

  設立者 住 所      （注４） 
  氏 名   実印 

 
     

（注１）設立代表者代理人の住所、氏名は印鑑登録証明書記載のとおりに記入する。 

（注２）贈与契約以外にも地上権設定契約等の案件がある場合は適当な文書に書き換える。 

（注３）設立代表者が贈与契約等を締結する前の日付を記入する。 

（注４）設立代表者以外の設立者分を作成する（住所、氏名は印鑑登録証明書記載のとおりに記入する。）。 
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様式 14－３ 設立代表者の権限を証する委任状 
（設立代表者との契約がある場合） 

 

 

委  任  状 

 

 

住 所（注１） 東京都○○区○○町○丁目○番○号 

 氏 名（注１） 〇〇 〇〇                     

 

 

 

 上記の者に社会福祉法人〇〇〇会と〇〇〇〇〈設立代表者氏名〉との贈与契約に

係る権限を委任する。                     （注２） 
 

 

 

 

  令和○○年○○月○○日（注３） 
 

 設立者 住 所  東京都○○区○○町○丁目○番○号 （注４） 

    
氏 名 ○○ ○○ 実印 

 
 

 

 
     

（注１）設立代表者代理人の住所、氏名は印鑑登録証明書記載のとおりに記入する。 

（注２）贈与契約以外にも地上権設定契約等の案件がある場合は適当な文書に書き換える。 

（注３）設立代表者が贈与契約等を締結する前の日付を記入する。 

（注４）設立代表者以外の設立者分を作成する（住所、氏名は印鑑登録証明書記載のとおりに記入する。）。 

 

 

 

 

 

 

 

記入例 

代理人を選任している場合。 

設立代表者代理人以外の理事、監事分

を作成する。 

正副本とも原本 

代理人の住所・氏名は、印鑑登

録証明書と一致しているか。 

住所・氏名・印は、印鑑登録証

明書と一致しているか。 

日付が、設立代表者と贈与契約等を締結する前

の日付になっているか。 

贈与契約以外にも地上権設定契約等の案件

がある場合は、適当な文書に書き換える。 
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様式 15 施設整備計画書（様式例） 
 

施 設 整 備 計 画 書 

 

社会福祉法人       

１ 施設名称 

２ 経営主体 

３ 設置場所 

４ 定員 

５ 敷地の面積 

６ 規模及び構造 

   １階床面積         ㎡ 

   ２階床面積         ㎡ 

   延べ床面積         ㎡ 

７ 配置図及び平面図   別紙のとおり 

８ 用地取得計画 

（１）収入                       円 

    練馬区補助金                   円 

    自己資金                     円 

（２）支出                       円 

    土地購入費                    円 

９ 施設整備資金計画 

（１）収入                       円 

    国・都補助金                   円 

    練馬区補助金                   円 

    独立行政法人福祉医療機構借入金          円 

    自己資金                     円 

（２）支出                       円 

    建設工事費                    円 

    初度調弁費                    円 

    設計監理費                    円 

10 工事予定期間 

（１）着工年月日  令和  年  月  日 

（２）竣工年月日  令和  年  月  日 

11 施設事業開始予定年月日 

    令和  年  月  日 

（注）上記項目にないものは、適宜加えること。 
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様式 15 施設整備計画書 
 

施 設 整 備 計 画 書 

 

 

社会福祉法人○○○会  

 
１ 施設名称  （仮称）特別養護老人ホーム○○○ 
２ 経営主体  社会福祉法人○○○会 

３ 設置場所  東京都練馬区○○町○丁目○番○号 

４ 定員    特別養護老人ホーム150名、老人短期入所15名 

５ 敷地の面積  ○○○○．○○㎡ 

 ６ 規模及び構造 

   １階床面積  ○○○．○○㎡ 

   ２階床面積  ○○○．○○㎡ 
   ３階床面積  ○○○．○○㎡ 

   ４階床面積  ○○○．○○○㎡ 
   ５階床面積  ○○○．○○㎡ 

   延べ床面積  ○○○○．○○㎡ 

７ 配置図及び平面図   別紙のとおり 

 ８ 用地取得計画 

   寄附による取得 
９ 施設整備資金計画 

（１）収入                 1,600,500,000円 

    国・都補助金              600,000,000円 

    練馬区補助金              445,000,000円 

    独立行政法人福祉医療機構借入金     555,000,000円 

    自己資金（寄附金）             500,000円 

（２）支出                 1,600,500,000円 

    建設工事費              1,400,000,000円 

    初度調弁費               150,000,000円 

    設計監理費                50,500,000円 

10 工事予定期間 

（１）着工年月日  令和○○年○○月○○日 

（２）竣工年月日   令和○○年○○月○○日 

11 施設事業開始予定年月日 

    令和○○年○○月○○日 
 

（注）上記項目にないものは、適宜加えること。 

 
 

記入例 

（新築の場合） 

資金計画が、施設整備費補助の内示

や借入金受理証、見積書等の金額と

一致しているか。 

建物の構造等が、施設整備費補助の内容と

一致しているか。 



様式16　設備整備（初度調弁）一覧表(様式例）

（円単位）

区分 購入内容 見積業者
見積金額
（税込）

証憑番号

0

（注）証憑書類に番号を振り、証憑番号欄に記入する。

設備整備（初度調弁）　合計
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様式16　設備整備（初度調弁）一覧表

（円単位）

区分 購入内容 見積業者
見積金額
（税込）

証憑番号

固定資産 厨房関係備品 （株）○○厨房 3,280,000 1

固定資産 電化製品（テレビ他20点） ○○電気（株） 1,430,000 2

備品 事務用備品 ○○商会（株） 1,280,000 3

備品 テーブル・いす （有）○○ 1,100,000 4

固定資産 ベット ○○医療（株） 6,500,000　　　　5-①

固定資産 介護浴槽 ○○医療（株） 8,670,000 5-②

固定資産 送迎用車輌 ○○自動車(株）○○営業所 4,800,000 6

27,060,000

（注）証憑書類に番号を振り、証憑番号欄に記入する。

設備整備（初度調弁）　合計

記入例
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様式17　借入金償還計画書(様式例） 借入目的 特別養護老人ホーム○○園建設資金

金融機関名 独立行政法人福祉医療機構 借入金額

元金 利息 合計 利子補給 介護報酬 居住費 合計

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

(注)返済が完了する年度まで記載すること。

年度

償還額 償還財源

合計
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様式 18 基本財産編入誓約書（様式例）               （注１） 
 

 

基 本 財 産 編 入 誓 約 書 

 

  このたび、社会福祉法人    が設置経営する    の土地については取

得後、建物については完成後、速やかに基本財産に編入することを誓約いたしま

す。 
 

 

 

     年  月  日 

 

 

          社会福祉法人     

 

          設立代表者        

 

 

 

 

   練馬区長 殿 

（注１）法人設立認可申請書に誓約書原本を添付する。 

（注２）法人設立後に基本財産に編入するものについて作成する。 

 



 

201 

 

様式 18 基本財産編入誓約書                    （注１） 
 

 

基 本 財 産 編 入 誓 約 書 

 

  このたび、社会福祉法人○○○会が設置経営する○○○園の土地については取

得後、建物については完成後、速やかに基本財産に編入することを誓約いたしま

す。 
 

 

 

   令和○○年○○月○○日 

 

 

          社会福祉法人〇〇会 

 

          設立代表者 〇〇 〇〇  

 

 

 

 

   練馬区長 殿 

（注１）法人設立認可申請書には誓約書原本を添付する。 

（注２）法人設立後に基本財産に編入するものについて作成する。 

 

 

 

 

記入例 

法人設立後に基本財産となるものについて、

当該土地や建物を取得した後に、基本財産に

編入することについて誓約しているか。 

氏名は、身分証明書等と一致し

ているか。 
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様式 19 施設長就任承諾書（様式例） 
 

 

施 設 長 就 任 承 諾 書 

 

 

  社会福祉法人    が設置経営する（仮称） 
の施設長に就任することを承諾します。 

 

  なお、施設長に就任するに当たっては、その職務に専念することを誓い 
ます。 

 

 

   令和  年  月  日 

 

             住 所 

 

             氏 名               実印 
 

 

 

  社会福祉法人 

 

  設立代表者      殿 

 

 

 

 

 

 

 

（注１）本承諾書には、施設長に就任することができる資格の取得状況がわかる書類（写）を添付する。 

（注２）申請時に他の仕事に就いている場合、施設開設時までに退職する旨の確約書も添付する。 
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様式 19 施設長就任承諾書 
 

 

施 設 長 就 任 承 諾 書 

 

 

  社会福祉法人○○○会が設置経営する（仮称）特別養護老人ホーム○○園 
の施設長に就任することを承諾します。 

 

  なお、施設長に就任するに当たっては、その職務に専念することを誓い 
ます。 
 

  
 

令和○○年○○月○○日 

 

       住 所  東京都○○区○○町○丁目○番○号 
 

    氏 名   〇〇 〇〇          実印 

 

 

 

  社会福祉法人○○○会 

 

  設立代表者 ○○ ○○ 殿 

 

 

 

 

 

 

 

（注１）本承諾書には、施設長に就任することができる資格の取得状況がわかる書類（写）を添付する。 

（注２）申請時に他の仕事に就いている場合、施設開設時までに退職する旨の確約書も添付する。 

 
 
 
 

 

 

記入例 

施設長予定者の住所・氏名・印は、

印鑑登録証明書と一致しているか。 

・本承諾書には、施設長資格要件取得状況が 

わかる関係書類（写）を添付する。 

・申請時に他の仕事に就いている場合、施設開 

設時までに退職する旨の確約書を添付する。 
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様式 20 施設長資格取得確約書（様式例） 
 

 施設長資格の取得に係る確約書 
 
 
 

令和  年  月  日に開設予定である（仮称）    の施設長に就任す

る予定の《施設長予定者氏名》については、社会福祉施設長資格認定講習課程の

研修を受講し、施設長としての資格を取得することを確約します。 
 
 
 
 練馬区長 殿 
 
 
 

令和  年  月  日 
 

社会福祉法人      設立代表者         
 

施設長予定者        
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様式 20 施設長資格取得確約書 
 

 施設長資格を取得する確約書 
 
 
 

令和○○年○○月○○日に開設予定である（仮称）○○○○の施設長に就任す

る予定の《施設長予定者名》については、社会福祉施設長資格認定講習課程の研

修を受講し、施設長としての資格を取得することを確約します。 
 
 
 

練馬区長 殿 
 
 
 

令和○○年○○月○○日 
 

社会福祉法人○○○○  設立代表者  ○○ ○○  
 

施設長予定者 ○○ ○○ 
 

 

 

 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記入例 

氏名は、身分証明書等と一致し

ているか。 

施設長の資格を有していない場合に作成する。 
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 様式 21 練馬区事業所管課意見書（様式例） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
福祉部指導検査担当課長   

      殿      
 

                  令和  年  月  日 
                        部 

                      課長    
 
 
 
 
 
 
 

社会福祉法人設立にあたっての意見書 
法人概要 名称    社会福祉法人 

住所     
設立代表者  

対象事業 事業名称   
       
運営施設   
住所     
事業開始日  

事業所管課 
意見欄 
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様式 22 事業譲渡契約書（注） 
 

事業譲渡契約書 
 

○○○○（譲渡法人）（以下「甲」という）と××××（譲受法人）は（以下「乙」という）とは、甲の事

業の一部を乙に譲渡することに関し、次の通り契約を締結する。 

 

第１条（目的） 

本契約は、甲が所有する第２条の事業権を乙に譲り渡すことを目的とする契約である。 

 

第２条（事業内容の特定） 

甲は、自己の事業のうち次に示した業務を第４条所定の期日において、これを譲渡する。 

 

事業内容   ＊＊＊＊に関する事業 

 

第３条（譲渡物件） 

甲は、前条および第４条に基づき、約定の期日において、甲の＊＊部門に属する以下の物件（「譲渡物件」

という）を乙に譲渡する。 

［１］ ＊＊＊＊＊＊ 

［２］ 前号にかかる事業上の権利義務の一切 

 

第４条（譲渡期日） 

譲渡物件の譲渡は、令和＊＊年＊月＊日を期日としてこれを行う。 

２ 前項の期日は甲乙双方の合意により、これを変更することができる。 

 

第５条（引渡） 

譲渡物件の引渡は第４条の譲渡期日に行う。 

 

第６条（個別財産の移転） 

譲渡物件のうち、譲渡の対抗要件ないし効力要件として通知･登記･登録等の手続を要するものについては、

譲渡履行後遅滞なく甲乙協力して実行する。 

２ 前項の手続に要する費用は、全額乙の負担とする。 

 

第７条（善管注意義務） 

甲は、本契約締結後、譲渡物件の引渡しまでの間、善良なる管理者の注意を持って業務執行に当たる。 

２ 財産の管理･運営についても前項と同様とする。 

３ 前 2 項において、甲は乙の事前の承諾なく、譲渡財産に重大な変更を生じる行為を行うことはできな

い。 

 

第８条（従業員の承継） 

本件事業に従事している甲の従業員は、原則として乙に承継されるものとする。詳細は別途協議の上決定

する。 

 

第９条（事業譲渡承認理事会） 

甲および乙は、それぞれ令和＊＊年＊月＊日までに理事会を開催し、本契約承認の決議を求めることを要

する。 

２ 前項の期間は、必要に応じ、甲乙協議の上、これを変更することができる。 
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第 10 条（秘密保持） 

当事者は、本契約の目的に使用する場合その他正当な事由ある場合を除き、本契約に基づき使用した他の

当事者の秘密情報を、事前の承諾なく、当事者以外の第三者に漏洩してはならない。 

 

第 11 条（契約解除･損害賠償） 

本契約に規定する条項の一に違反したときは、相手方は違反者に対し、その行為の是正を書面にて勧告し、

なお是正しない場合は、本契約を解除することができる。 

２ 前項の場合において、損害を被った相手方は、違反者に対し、相当額の賠償を請求することができる。 

 

第 12 条（事情変更における解除） 

本契約締結後、譲渡期日までの間に、譲渡財産に予測しがたい重大な変更が生じた場合には、甲乙は再交

渉することを要し、本契約の改訂または本契約を解除することができる。 

 

第 13 条（協議事項） 

本契約に定めるものの他、事業譲渡に関し必要な事項は、本契約の趣旨にもとづき、甲乙誠意をもって協

議の上これを決定する。 

 

本契約の成立を証するため、本契約書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各々一通ずつ保有する。 

 

令和○○年○月○日 

（住所）○○○○○○○○○○○○○○ 

甲  ○ ○ ○ ○（譲渡法人名） 

理事長  ○ ○ ○ ○ 

 

（住所）○○○○○○○○○○○○○○ 

乙  ○ ○ ○ ○（譲受法人名）（※） 

理事長（※）  ○ ○ ○ ○ 

 

 

 

 

 

 

（注）この様式は、平成 20 年３月 社会福祉法人経営研究会 編『社会福祉法人における合併・事業譲渡・

法人間連携の手引き』に掲載されているものです。 

 

（※）社会福祉法人設立認可申請において使用する場合には、「社会福祉法人××××（譲受法人）設立

代表者〇〇〇〇」と書き換えて使用してください。 
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１ 概要 
 

社会福祉法人の設立後、法人設立認可申請時に予定していた不動産や資金の寄附が完了

した際には、所轄庁に報告する必要があります。 

（根拠：社会福祉法施行規則第 2 条第 4 項） 

 

２ 報告の流れ 
 
（１）法人設立後、予定していた財産の寄附が全て完了した時点で、練馬区担当者まで連絡

（電話、メール等）を行う。  

（２）「寄附財産移転完了報告書」を必要な書類とともに提出する。 

（３）提出してから、練馬区において概ね１か月程度審査を行い、適当と認められた場合に 

収受印を付した「寄附財産移転完了報告書」の写しが交付される。 

 

３ 報告の時期 
 

全ての寄附財産の移転が完了した日から、1 か月以内に提出します。 

※寄附財産の移転は、設立認可後、遅滞なく行ってください。 

 

４ 書類作成上の注意点  
 
（１）下記一覧のうち、必要なものについて提出して下さい。 

（２）土地、建物の表示は、１筆、１棟ごととし、登記上の記載内容と一致させる必要があります。 

（３）提出書類の用紙の大きさはすべてＡ４に統一して下さい。A４より小さい書類は A４の台紙に

貼付して下さい。 

（４）提出は、窓口、郵送およびメールのほか、オンラインによる方法も可能です。 

https://logoform.jp/form/G2rU/297120 

 

 

 

 

 

 
第２節 寄附財産移転完了報告 

https://logoform.jp/form/G2rU/297120
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５ 提出書類一覧 

 

（○印…必要な書類、△印…該当する場合のみ必要な書類） 

 必要書類 添付 

１ 寄附財産移転完了報告書（様式１） ○ 

２ 財産目録 ○ 

３ 残高証明書 ○ 

４ 通帳（写） ○ 

５ 寄附受領書（領収書）（写） ○ 

６ 不動産登記事項証明書 ○ 

７ 理事会議事録（写） ○ 

８ 評議員会議事録（写） ○ 

９ 役員・評議員名簿 △ 

10 役員・評議員就任承諾書（写） △ 

11 評議員選任・解任委員会議事録 △ 

12 その他所轄庁が必要と認めた書類 △ 

 

６ 報告書類チェックリスト 

 

チェック事項を確認の上、下記の順番で揃えてください。  

○必要な報告書類とチェック事項 

書類 チェック事項 

寄 附 財 産 移 転 完 了 報

告書（様式23） 
・法人所在地は、定款の主たる所在地と合致しているか。 

財産目録 ・寄附財産が全て移転されているか。 

・財産目録作成時点で、社会福祉法人を運営するための運転

資金や法人事務費は足りているか。 

残高証明書 ・法人名義のものになっているか。 

・寄附金額以上の資金が確認できているか。 

・財産目録や通帳（写）の金額と、整合性がとれているか。 

通帳（写） ・法人名義のものになっているか。 

・寄附金額が記載されているページと名義人が記載されてい

るページが、添付されているか。 

寄附受領書（領収書） 

（写） 

・当該寄附についての受領書（領収書）が、漏れなく添付さ

れているか。 

・受領書（領収書）の合計額と、財産目録や通帳の写しと整

合性がとれているか。 
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不 動 産 登 記 事 項 証 明

書 
・申請日から３月以内に発行されたものが添付されているか。 

・所有権保存登記が行われているか。 

・地上権または賃借権が設定されているか。 

理事会議事録（写） 

（①評議員会開催等） 

（②理事長選定等） 

・証明した日付を記載し、代表者名で原本証明をしているか。 

・理事会の決議は、必要な数の理事が出席し、必要な数の賛

成（法律上、決議に必要な出席者数（定足数）は議決に加

わることのできる理事の過半数であり、決議に必要な賛成

数は出席した理事の過半数）をもって行われているか。 

・出席した理事および監事が選任された者または評議員会で

選任された者と一致しているか。 

・出席した理事（定款で定めた場合は理事長）および監事が

署名または記名押印しているか。 

・議事録記載事項は、記載されているか。 

・評議員選任・解任委員会の開催、評議員会の開催、理事長

選定、寄附財産の受領など必要な議案を決議しているか。 

評議員会議事録 ・証明した日付を記載し、代表者名で原本証明をしているか。 

・議決に加わることができる評議員の３分の２（これを上回

る割合を定款で定めた場合にあっては，その割合）以上に

当たる多数による決議をしているか。 

・議事録の署名または記名押印は、定款の定めに従って行わ

れているか。 

・出席した評議員は、定款に定める手続（評議員選任・解任

委員会）により選任された者と一致しているか。 

・定款に基づき選出された議長および議事録署名人が署名ま

たは記名押印しているか。 

・議事録記載事項は、記載されているか。 

・役員の選任、役員報酬規程など、必要な議案を決議してい

るか。 
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役員・評議員名簿 ・名簿に、各役員および評議員の氏名、住所、役員の選任区

分、職歴、特殊関係の有無等が記載されているか。 

・各役員が、役員の選任要件を満たしているか。 

・各評議員が、評議員の要件を満たしているか。 

就任承諾書（写） ・役員および評議員の任期は、適正か。 

・印鑑登録証明書の印と同一のものか。 

評議員選任・解任委員

会議事録（写） 

・証明した日付を記載し、代表者名で原本証明をしているか。 

・定足数は満たしているか。 

・外部委員１名以上が出席し、外部委員１名以上の賛成を得

て、評議員を選任しているか。 
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【参考】理事会・評議員会の議事録記載事項 

 

 理事会議事録および評議員会議事録に記載する必要がある事項は、社会福祉法に定められ

ています。必要な事項は漏れなく記載してください。 

 

評議員会議事録の記載事項 理事会議事録の記載事項 

① 評議員会が開催された日時及び場所

（テレビ会議等により、当該場所に存

しない評議員、理事、監事又は会計監

査人が評議員会に出席した場合におけ

る当該出席の方法を含む。） 

① 理事会が開催された日時及び場所（テ

レビ会議等により、当該場所に存しな

い理事、監事又は会計監査人が理事会

に出席した場合における当該出席の方

法を含む。） 

② 評議員会の議事の経過の要領及びそ

の結果 

 

② 理事や監事の請求等により理事会を

開催した場合はその旨 

※ 理事長等の所定の招集権者が招集を

行った場合には、記載不要。 

③ 決議を要する事項について特別の利

害関係を有する評議員があるときは、

当該評議員の氏名 

③ 理事会の議事の経過の要領及びその

結果 

④ 監事や会計監査人（辞任した者を含

む。）が、法律に基づく意見又は発言

をしたときのその意見又は発言の内容 

④ 決議を要する事項について特別の利

害関係を有する理事があるときは、当

該理事の氏名 

⑤ 評議員会に出席した評議員、理事、監

事又は会計監査人の氏名又は名称 

⑤ 次の意見又は発言があるときは、その

意見又は発言の内容の概要 

イ 競業及び利益相反取引の制限に係る

取引についての報告 

ロ 理事が不正の行為をしたと認められ

るとき等における監事の報告 

ハ 理事会で述べられた監事の意見 

⑥ 評議員会に議長が存するときは、議長

の氏名 

⑥ 定款で議事録署名人を出席した理事

長及び監事とする旨を定めているとき

は、理事長以外の理事であって、理事

会に出席した者の氏名 

⑦ 議事録の作成に係る職務を行った者

の氏名 

⑦ 理事会に出席した会計監査人の氏名

又は名称 

 ⑧ 理事会の議長が存するときは、議長の

氏名 
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理事会・評議員会の決議の省略があった場合の議事録要記載事項 

 ① 理事会・評議員会があったものとみなされた事項の内容 

 ② ①の事項を提案した理事・評議員の氏名 

 ③ 理事会・評議員会の決議があったものとみなされた日 

 ④ 議事録の作成に係る職務を行った理事（評議員会の場合は職務を行った者）の氏名 

 

理事会の場合は、理事全員の同意および監事全員の異議がないことを確認した書面を、評議

員会の場合は評議員全員の同意を確認した書面を議事録と併せて保管します。 

  定款変更認可申請の際には、上記書面の写しを議事録と併せて提出してください。 
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◎ 様式 
 

様式23 寄附財産移転完了報告書（様式例） 
 

令和  年  月  日 

 

練馬区長 殿 

 

法人の住所 

法人の名称 

代表者の職氏名  

 

 

寄附財産移転完了報告について 

 

 

令和  年  月  日付けで認可されました社会福祉法人    の設立登記が完了し、また、社

会福祉法人  への寄附財産を、別添のとおり令和  年  月  日をもって移転しましたので、社

会福祉法施行規則第２条第４項に基づき報告します。 

 

 

（添付書類） 

 
１ 財産目録 

２ 残高証明書 

３ 通帳（写） 

４ 寄附受領書（写） 

５ 不動産登記事項証明書 

６ 理事会及び評議員会の議事録（写） 

７ その他関係書類 
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様式 23 寄附財産移転完了報告書 
 

令和○○年○○月○○日 

 

練馬区長 殿 

 

東京都練馬区○○町○丁目○番○号 

社会福祉法人○○○会 

理事長 ○○ ○○  

 

 

寄附財産移転完了報告について 

 

 

令和○○年○○月○○日付けで認可されました社会福祉法人○○○会の設立登記が完了し、また、

社会福祉法人○○○会への寄附財産を、別添のとおり令和○○年○○月○○日をもって移転しました

ので、社会福祉法施行規則第２条第４項に基づき報告します。 

 

 

（添付書類） 

 
１ 財産目録 

２ 残高証明書 

３ 通帳（写） 

４ 寄附受領書（写） 

５ 不動産登記事項証明書 

６ 理事会及び評議員会の議事録（写） 

７ その他関係書類 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記入例 
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        第１節 定款変更認可申請 

第２節 定款変更届 

第３節 基本財産処分承認申請 

        第４節 基本財産担保提供承認申請 

第５節 社会福祉充実計画承認申請等 

        第６節 法人合併認可申請 

        第７節 法人解散認可・認定申請 

        第８節 税額控除証明 

     

     

 

第３章 
 

各認可・承認等事項の事務手続 
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１ 概要 
 

社会福祉法人が定款変更の認可を受けようとするときは、定款変更認可申請書と必要な

添付書類を所轄庁あてに提出します。 

練馬区では、申請の内容について審査および必要な調査を行い、定款変更の認可を行い

ます。 

定款変更は、所轄庁の認可を受けなければ、その効力を生じないので、十分に留意して

ください。 

また、当該定款変更事項が社会福祉法人の登記事項に関する変更であるときは、認可後

速やかに登記所へ変更の登記をしなければなりません。 

（根拠：社会福祉法第45条の36第２項） 

 

２ 申請の流れ 
 
（１）定款変更内容を整理した上、練馬区担当者まで事前相談（電話、来庁どちらでも可能）

を行う。  

（２）理事会で評議員会の日時・場所および議題・議案（定款変更に関する議案）を決定す

る。 

（３）評議員会で評議員総数の３分の２以上の同意を得る。 

（４）「定款変更認可申請書」を練馬区長あてに、必要な書類とともに提出する。提出は、

窓口、郵送およびメールのほか、オンラインによる方法も可能です。 

   https://logoform.jp/form/G2rU/674164 

（５）提出してから、練馬区において概ね１か月程度審査を行い、適当と認められた場合に

「定款変更認可書」が交付される。 

   ※「定款変更認可書」に記載がある認可日より、当該定款変更の効力が認められます。 

（６）当該定款変更が法人の登記事項（組合等登記令第２条第２項）に関する変更であれば、

定款変更内容を法務局にて登記する必要があります。   

 
第１節 定款変更認可申請 

https://logoform.jp/form/G2rU/674164
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３ 書類作成上の注意点 
 
（１）下記一覧のうち、必要なものについて２部ずつ提出して下さい。（官公庁等が発行する書類は、

正本は原本を添付し、副本は写しを添付してください。ただし、メールおよびオンラインで申請

する場合は、原本を読み取った電子データを提出すれば足り、副本は不要です。） 

   ※申請書類の正本は練馬区で保管し、副本は認可書として交付します。 

   ※メールおよびオンラインで申請された場合も、副本は紙で交付します。 

（２）土地、建物の表示は、１筆、１棟ごととし、登記上の記載内容と一致させる必要があります。 

（３）不動産登記事項証明書等は、発行日から３ヵ月以内の原本を添付して下さい。（申請日を基準

とします。） 

（４）提出書類の用紙の大きさはすべてＡ４に統一してください。A４より小さい書類は A４の台 

紙に貼付してください。 

 

４ 提出書類一覧 
 
（１）事業の変更、基本財産の変更の場合 

（○印…必要な書類、△印…該当する場合のみ必要な書類） 

区

分 
必要書類 

事業の変更 

基本財産 

（土地・建物・現金） 

の変更 

事業の 

開始 

事業の 

廃止 

基本財産 

増加 

基本財産 

減少 

基

本

書

類 

定款変更認可申請書（様式１） ○ ○ ○ ○ 

添付書類目録 ○ ○ ○ ○ 

理事会議事録（写） ○ ○ ○ ○ 

評議員会議事録（写） ○ ○ ○ ○ 

変更後の定款 ○ ○ ○ ○ 

現行の定款 ○ ○ ○ ○ 

決算書 ○ － ○ ○ 

事

業

関

係

書

類 

建物の図面（案内図、配置図、平面図） ○ － － － 

事業計画書（２年度分） ○ － － － 

収支予算書（２年度分） ○ － － － 

就任承諾書（写） △ － － － 

履歴書（写） △ － － － 

資格を証明する書類（写） △ － － － 
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区

分 
必要書類 

事業の変更 

基本財産 

（土地・建物・現金） 

の変更 

事業の 

開始 

事業の 

廃止 

基本財産 

増加 

基本財産 

減少 

 

 

 

 

 

事

業

関

係

書

類 

指定通知書（写）または 

申請書（写） 

○ 

－ － － 

施設設置届（写）または 

施設内容変更届（写） 
－ － － 

事業の開始届（写）または 

事業内容変更届（写） 
－ － － 

受託契約書（写） △ － － － 

条例、規則、要綱等 △ － － － 

事業の廃止届（写） － ○ － △ 

廃止事業に係る財産の処分方法 

（様式３） 
－ ○ － ○ 

 

 

 

 

 

 

施

設

整

備

等

関

係

書

類 

施設整備結果報告書（様式２） － － ○ － 

補助金等の決定通知書（写） － － △ － 

助成金決定通知書（写） － － △ － 

各種補助金（助成金）要綱 － － △ － 

借入金決定通知書（写） 

借入金受理証明書（写） 

金銭消費貸借契約書（写）等 

－ － △ － 

償還計画書（様式５） － － △ － 

償還金贈与契約書（写） － － △ － 

償還補助金関係書類 － － △ － 

資金贈与契約書（写） － － △ － 

工事関係等契約書（写）または 

見積書（写） 
－ － △ － 

工事関係等領収書（写） － － △ － 

設計監理契約書（写） － － △ － 

設計監理領収書（写） － － △ － 

不動産売買契約書（写） － － △ △ 

不動産売買等領収書（写） － － △ △ 

不動産贈与契約書（写） － － △ △ 

不動産贈与等領収書（写） － － △ △ 

不動産の価格評価書または 

税の評価証明書 
－ － △ － 

設備整備（初度調弁）一覧表（様式４） － － △ － 

設備整備（初度調弁）領収書（写） － － △ － 
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区

分 
必要書類 

事業の変更 

基本財産 

（土地・建物・現金） 

の変更 

事業の 

開始 

事業の 

廃止 

基本財産 

増加 

基本財産 

減少 

施

設

整

備

等

関

係

書

類 

不動産貸与契約書（写） － － △ － 

不動産登記事項証明書 － － ○ ○ 

検査済証（写）または 

建築確認書（写） 
－ － △ － 

建物の図面（案内図、配置図、平面図） － － △ △ 

公図 － － △ △ 

そ

の

他 

基本財産処分承認書（写） － △ △ ○ 

残高証明書 － － － △ 

その他所轄庁が必要と認めた書類 △ △ △ △ 

 

（２）役員等の変更、所在地および所轄庁変更の場合 

（○印…必要な書類、△印…該当する場合のみ必要な書類） 

区

分 
必要書類 

役員等の変更 
所在地の 

変更 

所轄庁の 

変更 

（※） 
定数の 

変更 

役職の 

設置 

基

本

書

類 

定款変更認可申請書（様式１） ○ ○ ○ ○ 

添付書類目録 ○ ○ ○ ○ 

理事会議事録（写） ○ ○ ○ ○ 

評議員会議事録（写） ○ ○ ○ ○ 

変更後の定款 ○ ○ ○ ○ 

現行の定款 ○ ○ ○ ○ 

決算書 － － － ○ 

施

設

・

事

業

関

係

書

類 

建物の図面（案内図、配置図、平面図） － － ○ △ 

事業計画書（２年度分） － － － △ 

収支予算書（２年度分） － － － △ 

就任承諾書（写） － － － △ 

履歴書（写） － － － △ 

資格を証明する書類（写） － － － △ 

指定通知書（写）または 

申請書（写） 
－ － － 

△ 
施設設置届（写）または 

施設内容変更届（写） 
－ － － 

事業の開始届（写）または 

事業内容の変更届（写） 
－ － － 
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区

分 
必要書類 

役員等の変更 
所在地の 

変更 

所轄庁の 

変更 

（※） 
定数の 

変更 

役職の 

設置 

施 

設

・

事

業

関

係

書

類 

受託契約書（写） － － － △ 

補助金、助成金等の関係書類 － － － △ 

条例、規則、要綱等 － － － △ 

事業の廃止届（写） － － － △ 

廃止事業に係る財産の処分方法（様式３） － － － △ 

 

 

 

 

 

そ

の

他 

不動産貸与契約書（写） － － ○ △ 

法人の履歴事項全部証明書 － － ○ ○ 

役員（理事・監事）名簿 〇 〇   － － 

評議員名簿 ○ ○ － － 

定款細則 － ○ － － 

役員報酬規程 － ○ － － 

社会福祉法人現況報告書 － － － ○ 

その他所轄庁が必要と認めた書類 △ △ △ △ 

    
※当該必要書類一覧は、練馬区が認可手続において求めている書類になります。なお、他道府県・

特別区・市へ「所轄庁の変更」を行う場合は、変更後の所轄庁の担当部署に必要書類をご確認下さ

い。  
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５ 各申請事項とチェックリスト 
 
（１）新たに事業を開始するとき 

社会福祉法人において新規事業を行う場合、定款に記載の上、登記事項証明書に記載す

る必要があります。「事業種類」ごとに定款を記載している場合は、新たな事業種類の開

始および廃止についてのみ、定款変更が必要となります。この場合、自主・受託の経営区

分は関係ありません。 

   

○新規事業を行う際には、下記の点を確認する必要があります。 

（ⅰ）事業計画：事業・予算規模にあった計画になっているか。 

  （ⅱ）収支予算計画：会計単位、勘定科目等はあっているか。 

            収支計画にマイナスが生じていないか。 

 

○事業表記方法について 

（ⅰ）社会福祉事業 

社会福祉法に基づく事業表記（※25ページ以降の【参考１】「社会福祉事業一

覧」を参照。）で記載する必要があります。 

原則、「社会福祉事業名」＋「の経営」と記載します。 

     （例）特別養護老人ホームの経営 

（ⅱ）公益事業 

社会福祉事業以外の社会福祉を目的とする事業が該当します。 

当該公益事業が「事業」の場合は、「の経営」は不要です。 

（例）居宅介護支援事業 

当該公益事業が、「施設」等の場合は、「の経営」を記載します。 

（例）地域包括支援センターの経営 

※行政からの委託事業の場合は、委託契約上の委託事業名を記載することが一般

的です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

公益事業の定款への記載が不要な場合 

 
○ 居宅介護支援事業等を、特別養護老人ホーム等社会福祉事業の用に供する施設の経営に 

付随して行う場合 

○ 公益事業のうち、規模が小さく社会福祉事業と一体的に行われる事業または社会福祉事業 

の用に供する施設の機能を活用して行う事業の場合 

※ 事業の規模や形態など個別の事情により異なりますので、定款の変更が必要か否かにつ 

いては、あらかじめ所轄庁にご相談ください。 
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（ⅲ）収益事業 

社会福祉事業および公益事業を除く、収益を目的とする事業です。 

当該収益事業の事業内容がわかるような名称にする必要があります。 

（例）自動販売機の設置、不動産賃貸業 

 

①申請を行う時期  

新規事業を開始する場合には、当該事業を開始する前に、速やかに定款変更を行うよ

うにして下さい。 

 

②申請に必要な書類 

チェック事項を確認の上、下記の順番で２部ずつ揃えてください。 

○必要な申請書類とチェック事項 

書類 チェック事項 

定款変更認可申請書 

（様式１） 

・法人所在地は、定款第４条の事務所所在地と合致している

か。 

理事会議事録 

（写） 

①事業の開始 

②評議員会の開催 

 

・証明した日付を記載し、代表者名で原本証明をしているか。 

・理事会の決議は、必要な数の理事が出席し、必要な数の賛

成（法律上、決議に必要な出席者数（定足数）は議決に加

わることのできる理事の過半数であり、決議に必要な賛成

数は出席した理事の過半数）をもって行われているか。 

・議事録の署名または記名押印は、定款の定めに従って行わ

れているか。 

・議事録記載事項は、記載されているか。 

・定款変更事項に関係する議案（事業の開始を決定した議案）

は記載されているか。 

・評議員会の日時および場所ならびに議題および議案の概要

【※】（事業を追加する定款変更を行う議案の概要）は決

議されているか。 

※ 当該議題が議案となっている場合は議題のみ（以下同様

とする） 
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評議員会議事録 

（写） 

・証明した日付を記載し、代表者名で原本証明をしているか。 

・議決に加わることができる評議員の３分の２（これを上回

る割合を定款で定めた場合にあっては，その割合）以上に

当たる多数による決議をしているか。 

・議事録の署名または記名押印は、定款の定めに従って行わ

れているか。 

・議事録記載事項は、記載されているか。 

・定款変更に関する議案は記載されているか。 

決算書 ・決算書は不備なく添付されているか。 

 ①貸借対照表 ②資金収支計算書および内訳 

 ③事業活動収支計算書及び内訳 ④財産目録 

・申請日において、最新の決算書が添付されているか。 

・定款上の基本財産と財産目録の基本財産が一致しているか。 

変更後の定款 ・変更事項の記載方法は適切か。 

 ①事業名の確認（指定事業名や受託事業名と一致している

か。） 

 ②「～の経営」となっているか。 

  （但し、「公益事業の施設以外の事業」や「収益事業」

の場合は不要。） 

・定款の記載が法令等の定めと矛盾していないか。 

現行の定款 ・現行の定款と内容が一致しているか。 

事業計画書 ・事業開始年度と次年度の２年度分添付しているか。 

・施設、事業所の所在地、利用者定員、事業開始日、事業内

容等が正しく記載されているか。 

収支予算書 ・事業開始年度と次年度の２年度分添付しているか。 

・予算書作成様式は合っているか。 

（社会福祉法人会計基準の様式。） 

・予算の作成単位は合っているか。 

（新規事業の事業規模および収支を確認するために、事業ご

との内訳が必要。） 

・当期資金収支差額にマイナスが生じていないか。 

 ①マイナスが生じている場合、不足額の補填方法は適切か。 

 ②事業が軌道にのるまでマイナスが生じる場合、将来の資

金計画は適切か。 

・事業の初期経費（運転資金等）は確保できているか。 

建物図面（案内図・配

置図・平面図） 

・事業を実施する場所が確認できる建物の図面を添付してい

るか。 
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施設長関係書類 

・就任承諾書（写） 

・履歴書（写） 

・資格証明書（写） 

・不足なく添付されているか。 

 （資格証明書は、開始する事業の施設長（管理者）に資格

要件がある場合のみ。） 

事業関係書類 

・指定通知書（写） 

・施設設置届（写） 

ま た は 施 設 内 容 変

更届（写） 

・事業開始届（写） 

ま た は 事 業 内 容 変

更届（写） 

・開始する事業の書類が、不足なく添付されているか。 

①指定通知書：介護保険法、障害者総合支援法に基づく事

業の場合 

②施設設置届：社会福祉施設の場合 

 （内容変更の場合は、施設内容変更届。） 

③事業開始届：施設以外の社会福祉事業の場合 

（内容変更の場合は、事業内容変更届。） 

 

受託関係書類 

・受託契約書 

・補助金、助成金等 

の関係書類 

・条例、規則、要綱等 

・受託契約内容と収支予算に整合性がとれているか。 

・行政からの補助金や助成金による事業の場合は、その関係

書類が添付されているか。 

・受託契約の根拠となる条例、規則、要綱が不足なく添付さ

れているか。 
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【参考】社会福祉法人が収益事業を行う際の注意事項 

 

１ 収益事業を開始する目的の確認（必要性） 

 

 

 

 

２ 収益事業の事業内容の確認 

（１）収益事業として認められない事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）事業の規模 

 

 

 

事業の規模は、原則予算規模（収入予算額の合計）で確認します。収入予算額で確認する

のは、支出が収入を超える予算は認められないためです。公益事業についても実施している

場合は、公益事業と収益事業の予算規模を合計して社会福祉事業の予算規模を超えないこと

が必要になります。 

 

 

 

 

法人の社会的信用を傷つけるおそれがあるもの又は投機的なもの 

〔社会福祉法人審査基準３（２）〕 

※「法人の社会的信用を傷つけるおそれ」がある事業とは、下記のものを指します。

〔社会福祉法人審査要領３（２）〕 

①風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律にいう風俗営業及び風俗関連営業 

②高利な融資事業 

③前に掲げる事業に不動産を貸し付ける等の便宜を供与する事業 

当該事業を行うことにより、当該法人の行う社会福祉事業又は公益事業の円滑な遂行を

妨げるおそれがあるもの〔社会福祉法人審査基準３（４）〕 

※「社会福祉事業の円滑な遂行を妨げるおそれ」がある事業とは、下記のような場合

を指します。〔社会福祉法人審査要領３（３）〕 

①社会福祉施設の付近において、騒音、ばい煙等を著しく発生させるようなおそれがあ 

る場合 

②社会福祉事業と収益事業とが、同一設備を使用して行われる場合 

（例）社会福祉施設の建物について、利用者が利用しない時間を活用して、学習塾を経

営する収益事業を行うこと 

社会福祉事業又は公益事業の財源に充てるため、一定の計画の下に収益を得ることを目

的として反復継続して行われる行為であって、社会通念上事業と認められる程度のもの

であること。〔社会福祉法人審査基準３（１）〕 

収益事業は、当該法人の行う社会福祉事業に対し、従たる地位にあることが必要であり、

社会福祉事業を超える規模の収益事業は認められないこと。 

〔社会福祉法人審査基準３（５）〕 
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（３）事業の種類 

 

 

 

当該法人の所有する不動産には、社会福祉事業の用に供する不動産（基本財産）は含まれ

ません。新たに不動産を購入して不動産賃貸業を行う場合には、目的、当初の資金計画、収

益性、建物のための修繕費等のコスト等の確認が必要です。 

 

３ 収益事業の資金計画 

（１）収益事業の会計 

 

 

 

社会福祉法人会計基準では、収益事業区分になります。 

 

（２）事業開始に係る資金 

 

 

 

 

 

 

 

 

収益事業の開始に必要な資金には、社会福祉事業の資金は使用できません。 

収益事業開始のために、本部等に一度繰り入れて本部資金を使用したことにすることも

認められません。 

 

（３）事業の収益性（事業計画及び収支予算の確認） 

 

 

 

通常、事業開始から２年分の収支予算を提出することとなっているが、マンションやアパ

ートの経営等の場合には、建物等の価値が減価しているため長期的な資金計画も確認する必

要があります。 

【参考】根拠通知（各事業ごとの資金使途制限通知） 

 ○特別養護老人ホームにおける繰越金等の取扱い等について 

（老発第 188 号） 

 ○障害者自立支援法の施行に伴う移行時特別積立金等の取扱について 

  （障発第 1018003 号） 

 ○社会福祉法人が経営する社会福祉施設における運営費の運用及び指導について

（雇児発第 0312001 号、社援発第 0312001 号、老発第 0312001 号） 

 ○子ども・子育て支援法附則第６条の規定による私立保育所に対する委託費の経

理等について（府子本第 254 号、雇児発 0903 第 6 号）等 

社会福祉事業又は公益事業の財源に充てるため、一定の計画の下に収益を得ることを

目的として反復継続して行われる行為であって、社会通念上事業と認められる程度の

ものであること。〔社会福祉法人審査基準３（１）〕 

事業の種類としては、当該法人の所有する不動産を活用して行う貸ビル、駐車場の経営、

公共的、公共的施設内の売店の経営等安定した収益が見込める事業が適当であること。

〔社会福祉法人審査要領３（４）〕 

事業の種類としては、当該法人の所有する不動産を活用して行う貸ビル、駐車場の経

営、公共的、公共的施設内の売店の経営等安定した収益が見込める事業が適当である

こと。〔社会福祉法人審査要領３（４）〕 
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収益事業は、事業から収益が出るだけではなく、社会福祉事業または公益事業への資金

の繰入の予算が計上されていることが必要です。 

 

４ 定款変更の必要がない事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 収益事業の停止の場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

次のような場合には、「一定の計画の下に、収益を得ることを目的として反復継続して

行われる行為であって、社会通念上事業と認められる程度のもの」に該当しないので、

結果的に収益を生ずる場合であっても収益事業として定款に記載する必要はない。 

 

① 当該法人が使用することを目的とする設備等を外部の者に依頼されて、当該法人の

業務に支障のない範囲内で使用させる場合 

 （例）法人が使用しない時間に、会議室を外部の者に使用させる場合 

② たまたま適当な興行の機会に恵まれて慈善興業を行う場合 

③社会福祉施設等において、専ら施設利用者の利便に供するため売店を経営する場合 

所轄庁は、社会福祉法第 57 条の規定により、公益事業又は収益事業を行う社会福祉

法人につき、次の各号のいずれかに該当する事由があると認めるときは、当該社会福祉

法人に対して、その事業の停止を命ずることができる。 

 

①当該社会福祉法人が定款で定められた事業以外の事業を行うこと 

②当該社会福祉法人が当該収益事業から生じた収益を当該社会福祉法人の行う社会福祉

事業及び公益事業以外の目的に使用すること 

③当該公益事業又は収益事業の継続が当該社会福祉法人の行う社会福祉事業に支障があ

ること 

当該事業から生じた収益は、当該法人が行う社会福祉事業又は公益事業の経営に充当

すること。〔社会福祉法人審査基準３（３）〕 
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（２）既存事業を廃止するとき 

社会福祉法人において実施している事業を廃止する場合、事業廃止後速やかに、定款か

ら事業表記を削除しなければなりません。 

定款から削除した上、法人登記事項証明書を変更する必要があります。 

 

○事業を廃止する際には、下記の点を確認する必要があります。 

（ⅰ）利用者：当該事業を利用していた利用者の処遇をどうするか。 

  （ⅱ）職員：勤めている職員の処遇をどうするか。 

（ⅲ）建物：当該事業に使用していた場所は、どうするか。 

（ⅳ）備品関係：当該事業のために使用していた備品は、どうするか。 

（ⅴ）個人情報：当該事業に係る個人情報の取扱いは、どうするか。 

（ⅵ）その他：事業廃止にあたり、懸念される事項を再確認すること。 

 

①申請を行う時期 

既存事業を廃止する場合には、事業を廃止した後、速やかに定款変更を行うようにし

て下さい。 

 

②申請に必要な書類 

チェック事項を確認の上、下記の順番で２部ずつ揃えてください。 

 ○必要な申請書類とチェック事項 

書類 チェック事項 

定款変更認可申請書 

（様式１） 

・法人所在地は、定款第４条の事務所所在地と合致している

か。 

理事会議事録 

（写） 

①事業の廃止 

②評議員会の開催 

 

・証明した日付を記載し、代表者名で原本証明をしているか。 

・理事会の決議は、必要な数の理事が出席し、必要な数の賛

成（法律上、決議に必要な出席者数（定足数）は議決に加

わることのできる理事の過半数であり、決議に必要な賛成

数は出席した理事の過半数）をもって行われているか。 

・議事録の署名または記名押印は、定款の定めに従って行わ

れているか。 

・議事録記載事項は、記載されているか。 

・定款変更事項に関係する議案（事業の廃止を決定した議案）

は記載されているか。 

・評議員会の日時および場所ならびに議題および議案（事業

を廃止する定款変更を行う議案）は決議されているか。 
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評議員会議事録 

（写） 

・証明した日付を記載し、代表者名で原本証明をしているか。 

・議決に加わることができる評議員の３分の２（これを上回

る割合を定款で定めた場合にあっては、その割合）以上に

当たる多数による決議をしているか。 

・議事録の署名または記名押印は、定款の定めに従って行わ

れているか。 

・議事録記載事項は、記載されているか。 

・定款変更に関する議案は記載されているか。 

変更後の定款 ・変更事項の記載方法は適切か。 

 （廃止した事業名が削除されているか。） 

・定款の記載が法令等の定めと矛盾していないか。 

現行の定款 ・現行の定款と内容が一致しているか。 

事業の廃止届（写） ・廃止届が、受理印等により正式に受け付けたことがわかる

ものになっているか。 

廃 止 事 業 に 係 る 財 産

の処分方法 

（様式３） 

・理事長名で作成されているか。 

・記載項目に漏れはないか。 

 （資金、土地、建物、資産、備品、職員、利用者等） 

基本財産処分承認書 

（写） 
【基本財産の処分の場合に添付】 

・基本財産の処分承認をとっているか。 

※「民老改築」で処分承認手続を省略している場合は、「民

老改築」による処分であることがわかる資料（補助申請書

等）を添付すること。 
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（３）基本財産（土地、建物及び現金）が増加したとき 

社会福祉事業に供する財産（土地、建物及び現金）が増えた場合、基本財産として定款

に記載する必要があります。 

但し、基本財産の純たる増加【※】については、社会福祉法施行規則第４条にて、定款

変更届でも構わないとされています。定款変更届の手続については、第４節「定款変更届」

をご覧下さい。 

 

 

 

 

 

 

  ≪申請と届出の違い≫ 

建物 新築 定款変更届 

 改築 定款変更認可申請 

 増築 定款変更認可申請 

土地 新規取得 定款変更届 

 地積変更 定款変更認可申請 

現金 増加 定款変更届 

 減少 定款変更認可申請 

 

①申請を行う時期 

土地の場合は、当該土地を取得し、土地取得費用の支払いや不動産登記等が全て完了

した時点で申請を行ってください。 

建物の場合は、当該建物の建設工事が竣工した後、工事代金等の全ての支払いおよび

不動産保存登記が完了した時点で、申請を行うことになります。 

現金の場合は、基本財産とする資金を基本財産特定預金に移した後、申請を行うこと

になります。 

 

 

 

 

 

 

【※】「純たる増加」とは 

既存の財産の変更ではなく、まったく新しく財産を取得した場合を指し

ます。そのため建物の改築や増築、土地の地積変更等既存の基本財産から

変更を加える増加は、純たる増加には該当しません。 
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②申請に必要な書類 

チェック事項を確認の上、下記の順番で２部ずつ揃えてください。 

 ○必要な申請書類とチェック事項 

書類 チェック事項 

定款変更認可申請書 

（様式１） 

・法人所在地は、定款第４条の事務所所在地と合致している

か。 

理事会議事録 

（写） 

①財産の追加 

②評議員会の開催 

 

・証明した日付を記載し、代表者名で原本証明をしているか。 

・理事会の決議は、必要な数の理事が出席し、必要な数の賛

成（法律上、決議に必要な出席者数（定足数）は議決に加

わることのできる理事の過半数であり、決議に必要な賛成

数は出席した理事の過半数）をもって行われているか。 

・議事録の署名または記名押印は、定款の定めに従って行わ

れているか。 

・議事録記載事項は、記載されているか。 

・定款変更事項に関係する議案（基本財産の追加を決定した

議案）は記載されているか。 

・評議員会の日時および場所ならびに議題および議案（基本

財産を追加する定款変更を行う議案）は決議されているか。 

評議員会議事録 

（写） 

・証明した日付を記載し、代表者名で原本証明をしているか。 

・議決に加わることができる評議員の３分の２（これを上回

る割合を定款で定めた場合にあっては，その割合）以上に

当たる多数による決議をしているか。 

・議事録の署名または記名押印は、定款の定めに従って行わ

れているか。 

・議事録記載事項は、記載されているか。 

・定款変更に関する議案は記載されているか。 

変更後の定款 ・変更事項の記載方法は適切か。 

 （追加・変更した基本財産の表記が、不動産登記事項証明

書の表記と一致しているか。） 

・定款の記載が法令等の定めと矛盾していないか。 

現行の定款 ・現行の定款と内容が一致しているか。 

決算書 ・決算書は不備なく添付されているか。 

 ①貸借対照表 ②資金収支計算書および内訳 

 ③事業活動収支計算書および内訳 ④財産目録 

・申請日において、最新の決算書が添付されているか。 

・定款上の基本財産と財産目録の基本財産が一致しているか。 
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施設整備結果報告書 

（様式２） 

・施設名、所在地、定員が正しいか。 

・建物の構造および面積が、不動産登記事項証明書および定

款の表示と合っているか。 

・収入および支出の各項目が、施設整備関係書類（補助金決

定通知書や契約書、領収書等）の数字と合っているか。 

・収入、支出各項目と施設整備関係書類の照合 

①収入科目 

補助金：補助金決定通知書 

借入金：借入金受理証、借入金決定通知書、 

      金銭消費貸借契約書等 

寄附金：贈与契約書 

助成金：助成金決定通知書 

自己資金：決算書 

②支出科目 

建設工事費：工事契約書、請書（100万円未満の追加工 

事の場合）、領収書 

設計監理費：設計契約書、監理契約書、領収書 

設備整備費：設備整備一覧表、領収書 

その他経費：仮園舎等の契約書、領収書 

補助金決定通知書 

（写） 

【都、区市町村等から補助がある場合に添付】 

・補助金の通知が漏れなく、添付されているか。 

・補助金合計額が、施設整備結果報告書と一致しているか。 

助成金決定通知書 

（写） 

【各種助成団体から助成がある場合に添付】 

・助成金の通知が漏れなく、添付されているか。 

・助成金額が、施設整備結果報告書と一致しているか。 

各種補助金（助成金） 

要綱 

・補助金（助成金）の実施要綱等が漏れなく、添付されてい

るか。 

借入金決定通知書 

（写） 

借入金受理証（写） 

金銭消費貸借契約書 

（写）等 

【施設整備にあたり、借入をしている場合に添付】 

・償還計画書と整合性がとれているか。 

 ①総借入金額 ②償還年度等 

・借入のための担保は、問題ないか。 

 →担保に供する不動産が基本財産の場合、所轄庁の承認が

必要になる。 

・借入金額が、施設整備結果報告書と一致しているか。 

償還計画書 

（様式５） 

・当該施設整備に係る借入金と法人全体の借入金とで２種類

添付されているか。 

・各年度毎の償還額および償還財源が明確にされているか。 

・償還財源は、問題ないか。 
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償還金贈与契約書 

（写） 

【償還金に寄附金がある場合に添付】 

・償還計画の償還額と一致しているか。 

償還補助金関係書類 ・行政からの償還補助金で借入金を償還する場合は、補助決

定通知書、債務負担行為議決書、補助要綱等を添付されて

いるか。 

・償還計画書と整合性がとれているか。 

資金贈与契約書（写） ・土地、建物を取得するための資金の贈与を受ける場合に添

付されているか。 

・資金贈与金額が、施設整備結果報告書と一致しているか。 

工事関係契約書（写） 

または見積書（写） 

・当該工事にかかる契約書が漏れなく、添付されているか。

（100万円未満の契約の場合は、請書でも可能） 

・仮園舎等を建てている場合は、仮園舎建設工事についての

書類も添付すること。 

・工事契約の合計金額が、施設整備結果報告書と一致してい

るか。 

・工事関係領収書の金額と一致しているか。 

工事関係領収書（写） ・工事関係契約書の金額と一致しているか。 

設計監理契約書（写） ・設計監理の合計金額が、施設整備結果報告書と一致してい

るか。 

・設計監理の領収書の金額と一致しているか。 

設計監理領収書（写） ・設計監理契約書の金額と一致しているか。 

不動産売買契約書 

（写） 

【不動産を購入した場合に添付】 

・金額、購入先、購入物件の内容が適正か。 

・不動産登記事項証明書と内容が一致しているか。 

・不動産の購入が利益相反取引にあたる場合、理事会で利益

相反取引の承認を行っているか。また理事会等での意思決

定について、利害関係人が議決に加わっていないか。 

・不動産売買金額が、施設整備結果報告書と一致しているか。 

不動産売買等領収書 

（写） 

【不動産を購入した場合に添付】 

・不動産売買契約書と内容、金額が一致しているか。 
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不動産贈与契約書 

（写） 

【不動産の贈与を受けた場合に添付】 

・贈与資産の使用目的、価格、内容が適正か。 

・不動産登記事項証明書と内容が一致しているか。 

・不動産の受贈が利益相反取引にあたる場合、理事会で利益

相反取引の承認を行っているか。また理事会等での意思決

定について、利害関係人が議決に加わっていないか。 

・贈与資産が「取得時の時価」（※）で資産計上されている

か。 

 ※不動産鑑定評価書、固定資産税評価額、相続税評価額、

路線価による算定による。 

・財産目録において、適正な会計処理が行われているか。 

不動産価格評価書 

ま た は 税 の 評 価 証 明

書 

・資産の価格、内容が適正か。 

設備整備（初度調弁） 

一覧表 

（様式４） 

【新規事業の場合】 

・事業開始に必要なものを計上しているか。 

 （例）厨房用品、事務機器、什器、保育用品（遊具等）、

介護用品（ベッド等） 

 【建物増築・建て替えの場合】 

・建物増築や建て替えに伴い、必要となったものを計上して

いるか。 

・業者ごと、支払ごとに、内容、金額がわかるような一覧表

を作成しているか。 

・全ての支払いについて、領収書等と整合性がとれているか。 

設備整備（初度調弁） 

領収書（写） 

・設備整備一覧表に計上している設備の領収書が漏れなく添

付されているか。 

 ※簡易なものは、振込証やレシートの写しで可。 

不動産貸与契約書 

（写） 

・基本財産にする建物の敷地が貸与の場合、添付する。 

 ※国、地方公共団体等から貸与を受けている場合も含む。 

・不動産登記事項証明書と内容が一致しているか。 

・賃料が収支予算書に計上されているか。 

・賃借の場合、賃料は適正に定められたものか。 

・国、地方公共団体以外の者からの貸借の場合、地上権また

は賃借権が設定されているか。 

・土地賃借期間または使用貸借期間は、適切か。 
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不 動 産 登 記 事 項 証 明

書 

・申請日から３月以内に発行されたものが添付されているか。 

・「定款変更認可申請書」および「変更後の定款」の表記と

整合性がとれているか。 

 ※定款表記は、不動産登記事項証明書の記載通りに行いま

す。建物の場合、延べ床面積で記載するのが一般的です。 

・所有権保存登記が行われているか。 

・基本財産担保提供承認を受けていない借入金のための担保

設定が行われていないか。 

検査済証（写）または 

建築確認書（写） 
・基本財産に追加する建物の検査が、完了しているか。 

公図 ・該当する土地の公図を添付しているか。 

・申請日から３月以内に発行されたものが添付されているか。 

建物図面（案内図・配

置図・平面図） 
・該当する建物の図面が添付されているか。 
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（４）基本財産（土地、建物および現金）が減少したとき 

社会福祉事業に供する財産（土地、建物および現金）が減った場合、定款の基本財産の

項目から削除する必要があります。 

ただし、基本財産の処分にあたっては、事前に所轄庁の承認が必要になりますので、必

ず承認を得た後に定款変更認可申請を行うようにして下さい。 

なお、基本財産の取り壊し、売却、交換、貸与等使用権の設定、その他財産への切り替

え等が基本財産の処分にあたります。 

 

①申請を行う時期 

土地および建物の場合は、当該不動産を処分し、所有権移転登記または閉鎖登記を完

了した時点で、申請を行うことになります。 

現金の場合は、基本財産特定預金を取り崩した後、申請を行うことになります。 

 

②申請に必要な書類 

チェック事項を確認の上、下記の順番で２部ずつ揃えてください。 

 ○必要な申請書類とチェック事項 

書類 チェック事項 

定款変更認可申請書 

（様式１） 

・法人所在地は、定款第４条の事務所所在地と合致している

か。 

理事会議事録 

（写） 

①財産の減少 

②評議員会の開催 

 

・証明した日付を記載し、代表者名で原本証明をしているか。 

・理事会の決議は、必要な数の理事が出席し、必要な数の賛

成（法律上、決議に必要な出席者数（定足数）は議決に加

わることのできる理事の過半数であり、決議に必要な賛成

数は出席した理事の過半数）をもって行われているか。 

・議事録の署名または記名押印は、定款の定めに従って行わ

れているか。 

・議事録記載事項は、記載されているか。 

・定款変更事項に関係する議案（基本財産の減少を決定した

議案）は記載されているか。 

・評議員会の日時および場所ならびに議題および議案（基本

財産を減少させる定款変更を行う議案）は決議されている

か。 
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評議員会議事録 

（写） 

・証明した日付を記載し、代表者名で原本証明をしているか。 

・議決に加わることができる評議員の３分の２（これを上回

る割合を定款で定めた場合にあっては，その割合）以上に

当たる多数による決議をしているか。 

・議事録の署名または記名押印は、定款の定めに従って行わ

れているか。 

・議事録記載事項は、記載されているか。 

・定款変更に関する議案は記載されているか。 

変更後の定款 ・変更事項の記載方法は適切か。 

 （処分した基本財産が削除されているか。） 

・定款の記載が法令等の定めと矛盾していないか。 

現行の定款 ・現行の定款と内容が一致しているか。 

決算書 ・決算書は不備なく添付されているか。 

 ①貸借対照表 ②資金収支計算書および内訳 

 ③事業活動収支計算書および内訳 ④財産目録 

・申請日において、最新の決算書が添付されているか。 

・定款上の基本財産と財産目録の基本財産が一致しているか。 

不動産売買契約書 

（写） 

【不動産売却の場合】 

・金額、売却先、売却物件の内容が適正か。 

・不動産登記事項証明書と内容が一致しているか。 

・不動産の購入が利益相反取引にあたる場合、理事会で利益

相反取引の承認を行っているか。また理事会等での意思決

定について、利害関係人が議決に加わっていないか。 

・財産目録において、適正な会計処理が行われているか。 

不動産売買等領収書 

（写） 

【不動産売却の場合】 

・不動産売買契約書と内容、金額が一致しているか。 

不動産譲渡契約書 

（写） 

【セットバック等により行政に譲渡する場合】 

・不動産登記事項証明書と内容が一致しているか。 

不 動 産 登 記 事 項 証 明

書 

・申請日から３月以内に発行されたものが添付されているか。 

【建物を処分した場合】 

・閉鎖登記簿を添付しているか。 

【不動産を売却した場合】 

・所有権が相手方に移転した登記簿を添付しているか。 

公図 
・処分する土地の公図を添付しているか。 

・申請日から３月以内に発行されたものが添付されているか。 

建物図面 ・該当する建物の図面が添付されているか。 
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基本財産処分承認書 

（写） 

【基本財産の処分の場合】 

・基本財産の処分承認をとっているか。 

※「民老改築」で処分承認手続を省略している場合は、「民

老改築」による処分であることがわかる資料（補助申請書

等）を添付すること。 

特例～基本財産処分承認が不要な場合～ 

社会福祉施設の改築に当たって、老朽民間社会福祉施設整備費の国庫補助が行われる

場合は、基本財産処分承認申請を必要としないこととなっています。老朽民間社会福祉

施設整備費の国庫補助が行われる前提として、当該施設の財産的価値が消失またはこれ

に準ずる状態にあると判断されているので、改めて財産処分の承認を要しないとの取扱

いがなされています。こちらに該当するか否かは、各補助金担当部署にご確認下さい。 
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（５）理事・監事・評議員の定数を変更するとき 

理事・監事・評議員（以下「役員等」という。）の定数を変更する際、所轄庁の認可が

必要となります。定数を変更する際は、定数変更の必要性および理由、法人運営への影響

を十分議論した上、ご申請ください。 

実際の定数が変更されるのは、所轄庁による定款変更認可日以降になりますので、ご注

意下さい。たとえ理事会および評議員会で承認を受けている場合でも、所轄庁による認可

前は定数変更前の人数で法人運営することになります。 

 

①申請を行う時期 

役員等の定数を変更する場合は、理事会および評議員会で定数変更についての決議を

経た後に、申請する必要があります。 

 

②申請に必要な書類 

チェック事項を確認の上、下記の順番で２部ずつ揃えてください。 

   ○必要な申請書類とチェック事項 

書類 チェック事項 

定款変更認可申請書 

（様式１） 

・法人所在地は、定款第４条の事務所所在地と合致している

か。 

理事会議事録 

（写） 

①定数の変更 

②評議員会の開催 

 

・証明した日付を記載し、代表者名で原本証明をしているか。 

・理事会の決議は、必要な数の理事が出席し、必要な数の賛

成（法律上、決議に必要な出席者数（定足数）は議決に加

わることのできる理事の過半数であり、決議に必要な賛成

数は出席した理事の過半数）をもって行われているか。 

・議事録の署名または記名押印は、定款の定めに従って行わ

れているか。 

・議事録記載事項は、記載されているか。 

・定款変更事項に関係する議案（役員等の定数の変更を決定

した議案）は記載されているか。 

・評議員会の日時および場所ならびに議題および議案（役員

等の定数を変更する定款変更を行う議案）は決議されてい

るか。 
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評議員会議事録 

（写） 

・証明した日付を記載し、代表者名で原本証明をしているか。 

・議決に加わることができる評議員の３分の２（これを上回

る割合を定款で定めた場合にあっては，その割合）以上に

当たる多数による決議をしているか。 

・議事録の署名または記名押印は、定款の定めに従って行わ

れているか。 

・議事録記載事項は、記載されているか。 

・定款変更に関する議案は記載されているか。 

・新たに役員を選任する場合、選任手続は適正か。 

評議員選任・解任委員

会等議事録（写） 

・証明した日付を記載し、代表者名で原本証明をしているか。 

・新たに評議員を選任する場合、選任手続は適正か。 

変更後の定款 ・変更事項の記載方法は適切か。 

 （役員等の定数変更が反映されているか。） 

・定款の記載が法令等の定めと矛盾していないか。 

現行の定款 ・現行の定款と内容が一致しているか。 

役員（理事・監事） 

名簿 

 

・設置する役職に就任する予定者は、適正か。 

・名簿に、選任区分、職歴、特殊関係の有無等が記載されて

いるか。 

・特殊関係や利害関係等の制限に違反していないか。 

・各役員が、役員の要件を満たしているか。 

評議員名簿 ・設置する役職に就任する予定者は、適正か。 

・名簿に、職歴、特殊関係の有無等が記載されているか。 

・特殊関係や利害関係等の制限に違反していないか。 

・各評議員が、評議員の要件を満たしているか。 
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（６）業務執行理事・副理事長・顧問等を設置するとき 

上記役職を設置する際、所轄庁の認可が必要となります。定数を変更する際は、法人内

で十分議論した上、ご申請ください。 

実際に役職の設置が認められるのは、所轄庁による定款変更認可日以降になりますので、

ご注意下さい。たとえ理事会および評議員会で承認を受けている場合でも、認可前の役職

の設置は無効となります。 

 

○上記役職を設置する際には、下記の点を確認する必要があります。 

①  役職設置の目的の確認（必要性や理由等） 

 

 

 

 

②  設置する役職の就任予定者の確認 

 

 

 

   ③設置する役職の職務内容や権限 

 

 

 

 

   ④役員報酬 

 

 

 

 

 

①申請を行う時期 

特定の役職を設置する場合は、理事会および評議員会で役職設置についての決議を経

た後に、申請する必要があります。 

 

 

 

○役職設置により、社会福祉法人の運営に関して合理性が認められることが必要で

す。 

○設置することにいたった経緯や理由も、理事会および評議員会で議論しておく必

要があります。 

○管理者等の別の業務を兼務している等、設置する役職の業務に従事できない場合

は認められません。 

○定款細則等の規程（※）に、設置する役職の具体的な職務内容や職務権限を明確に

定める必要があります。 

 

 ※定款細則、職務権限規程、組織規程、庶務規程等 

○設置する役職に役員報酬を支払う場合、法人本部内に役員報酬の財源が確保されて

いるか確認する必要があります。 

○評議員会において定める役員報酬規程等に、設置する役職に関する役員報酬が定め

られている必要があります。 
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②申請に必要な書類 

チェック事項を確認の上、下記の順番で２部ずつ揃えてください。 

 ○必要な申請書類とチェック事項 

書類 チェック事項 

定款変更認可申請書 

（様式１） 

・法人所在地は、定款第４条の事務所所在地と合致している

か。 

理事会議事録 

（写） 

①役職の設置 

②評議員会の開催 

 

・証明した日付を記載し、代表者名で原本証明をしているか。 

・理事会の決議は、必要な数の理事が出席し、必要な数の賛

成（法律上、決議に必要な出席者数（定足数）は議決に加

わることのできる理事の過半数であり、決議に必要な賛成

数は出席した理事の過半数）をもって行われているか。 

・議事録の署名または記名押印は、定款の定めに従って行わ

れているか。 

・議事録記載事項は、記載されているか。 

・定款変更事項に関係する議案（役職の設置を決定した議案）

は記載されているか。 

・評議員会の日時および場所ならびに議題および議案（役職

を設置する定款変更を行う議案および役員報酬規程等に関

する議案）は決議されているか。 

評議員会議事録 

（写） 

・証明した日付を記載し、代表者名で原本証明をしているか。 

・議決に加わることができる評議員の３分の２（これを上回

る割合を定款で定めた場合にあっては，その割合）以上に

当たる多数による決議をしているか。 

・議事録の署名または記名押印は、定款の定めに従って行わ

れているか。 

・議事録記載事項は、記載されているか。 

・定款変更に関する議案および役員報酬規程等に関する議案

は記載されているか。 

変更後の定款 ・変更事項の記載方法は適切か。 

 （設置する役職の文言が反映されているか。） 

・定款の記載が法令等の定めと矛盾していないか。 

現行の定款 ・現行の定款と内容が一致しているか。 
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役員（理事・監事） 

名簿 

 

・設置する役職に就任する予定者は、適正か。 

・名簿に、選任区分、職歴、特殊関係の有無等が記載されて

いるか。 

・特殊関係や利害関係等の制限に違反していないか。 

・各役員が、役員の要件を満たしているか。 

評議員名簿 

・設置する役職に就任する予定者は、適正か。 

・名簿に、職歴、特殊関係の有無等が記載されているか。 

・特殊関係や利害関係等の制限に違反していないか。 

・各評議員が、評議員の要件を満たしているか。 

定款細則、組織規定 

職務権限規定 

庶務規程等 

・設置する役職の職務内容、職務権限の記載があるか、また

内容は問題ないか。 

役員報酬規程 ・報酬規程が評議員会において決議されているか。 

・勤務実態に応じた役員報酬になっているか。 

・役員報酬の財源は確保されているか。 

・設置する役職が無報酬である場合は、その旨の記載がある

か。 
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（７）主たる事務所が移転（変更）したとき 

社会福祉法人の本部所在地が変更になった場合、法人登記事項証明書に登記し、定款を

変更する必要があります。 

但し、当該事項の変更のみの場合、社会福祉法施行規則第４条にて、定款変更届による

届出とされています。定款変更届の手続については、第２節「定款変更届」をご覧下さい。 

 

≪主たる事務所とは≫ 

○ 「主たる事務所」とは、法人の運営または業務の一般的総括を行うところであり、その概念

は、法人の所轄庁を決定する場合や設立の登記をすべき場所を決定する場合等において重要

となります。 

○ なお、法の定めにより、法人に対し、「主たる事務所」に、定款や計算書類、役員等名簿、 

評議員会・理事会議事録等の書類等を備え置くことを義務付けており、国民に対し事業運営 

の情報を公表する場としての機能が求められております。 

  ○ また、法人の事業活動が広域的である場合、事業の遂行上地域ごとに支部を設け、この支 

部が当該地域における法人の事業活動の中心となる場合は、これを「従たる事務所」として 

設置することが考えられます。 

 

①申請を行う時期 

法人の所在地を変更した場合は、理事会および評議員会で定款変更についての決議を

経た後に、申請もしくは届出をする必要があります。 

 

②申請に必要な書類 

チェック事項を確認の上、下記の順番で２部ずつ揃えてください。 

 ○必要な申請書類とチェック事項 

書類 チェック事項 

定款変更認可申請書 

（様式１） 

・法人所在地は、定款第４条の事務所所在地と合致している

か。 
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理事会議事録 

（写） 

① 主 た る 事 務 所 の 変

更 

②評議員会の開催 

 

・証明した日付を記載し、代表者名で原本証明をしているか。 

・理事会の決議は、必要な数の理事が出席し、必要な数の賛

成（法律上、決議に必要な出席者数（定足数）は議決に加

わることのできる理事の過半数であり、決議に必要な賛成

数は出席した理事の過半数）をもって行われているか。 

・議事録の署名または記名押印は、定款の定めに従って行わ

れているか。 

・議事録記載事項は、記載されているか。 

・定款変更事項に関係する議案（法人本部所在地の変更を決

定した議案）は記載されているか。 

・評議員会の日時および場所ならびに議題および議案（法人

本部所在地を変更する定款変更を行う議案）は決議されて

いるか。 

評議員会議事録 

（写） 

・証明した日付を記載し、代表者名で原本証明をしているか。 

・議決に加わることができる評議員の３分の２（これを上回

る割合を定款で定めた場合にあっては，その割合）以上に

当たる多数による決議をしているか。 

・議事録の署名または記名押印は、定款の定めに従って行わ

れているか。 

・議事録記載事項は、記載されているか。 

・定款変更に関する議案は記載されているか。 

変更後の定款 ・変更事項の記載方法は適切か。 

 （移転後の所在地の住所が反映されているか。） 

・定款の記載が法令等の定めと矛盾していないか。 

現行の定款 ・現行の定款と内容が一致しているか。 

法 人 の 履 歴 事 項 全 部

証明書 

・申請日から３月以内に発行されたものが添付されているか。 

※定款表記は、法人の履歴事項全部証明書の記載どおりに

行います。 

建物図面 ・法人本部所在地の建物の図面、周辺地図が添付されている

か。 

不動産貸借契約書 【 主 た る 事 務 所 の 所 在 地 と な る 建 物 が 賃 借 ま た は 貸 借 の 場

合】 

・契約内容、賃料等は適切か。 
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（８）所轄庁が変更になるとき 

法人の所轄庁が変更となる場合、変更前の所轄庁に連絡した上で、変更後の所轄庁に申

請を行います。 

社会福祉法人の所轄庁は、主たる事務所の所在地と事業を行う区域の範囲により、次の

とおりとなります。 

 

ア 主たる事務所が区市の区域内にある社会福祉法人であって、事業（第一種社会福

祉事業、第二種社会福祉事業、公益事業および収益事業等）を行う区域が、当該区

市の区域を越えない場合           … 特別区長・市長 

※ 練馬区内に主たる事務所を置き、その行う事業が練馬区の区域を越えない社会福祉法 

人の所轄庁は練馬区長となります。 

 

イ 主たる事務所が東京都の区域内にある社会福祉法人であって、事業を行う区域が

複数の区市にまたがる場合         … 東京都知事 

 

ウ 事業を行う区域が２以上の地方厚生局にまたがり、その事業が次の①から④に該

当する場合  

①   全国を単位として行う事業 

②   地域を限定しないで行う事業 

③   法令の規定に基づき指定を受けて行う事業 

④   ①から③に類する事業          … 厚生労働大臣 

 

■以下の場合には、練馬区所轄となります。 

 主たる事務所が練馬区内に所在し、練馬区内のみで事業を行う場合。 

■以下の場合には、東京都所轄となります。 

① 主たる事務所が都内に所在し、都内の複数の区市町村で事業を行う場合。 

② 主たる事務所が都内に所在し、都内の区市町村と他の道府県の市町村で事業を

行う場合。 

③ 主たる事務所が都内の町村に所在している場合。 

 

①申請を行う時期 

上記で述べたような所轄庁が変更となる事由が発生した場合に、現所轄庁にご相談下

さい。所轄庁変更に関して調整がつき、理事会および評議員会で定款変更についての決
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議を経た後、申請をする必要があります。 

②申請に必要な書類 

チェック事項を確認の上、下記の順番で２部ずつ揃えてください。 

 ○必要な申請書類とチェック事項 

書類 チェック事項 

定款変更認可申請書 

（様式１） 

・法人所在地は、定款第４条の事務所所在地と合致している

か。 

理事会議事録 

（写） 

①所轄庁の変更 

②評議員会の開催 

 

・証明した日付を記載し、代表者名で原本証明をしているか。 

・理事会の決議は、必要な数の理事が出席し、必要な数の賛

成（法律上、決議に必要な出席者数（定足数）は議決に加

わることのできる理事の過半数であり、決議に必要な賛成

数は出席した理事の過半数）をもって行われているか。 

・議事録の署名または記名押印は、定款の定めに従って行わ

れているか。 

・議事録記載事項は、記載されているか。 

・定款変更事項に関係する議案（所轄庁の変更を決定した議

案）は記載されているか。 

・評議員会の日時および場所ならびに議題および議案（所轄

庁を変更する定款変更を行う議案）は決議されているか。 

評議員会議事録 

（写） 

・証明した日付を記載し、代表者名で原本証明をしているか。 

・議決に加わることができる評議員の３分の２（これを上回

る割合を定款で定めた場合にあっては，その割合）以上に

当たる多数による決議をしているか。 

・議事録の署名または記名押印は、定款の定めに従って行わ

れているか。 

・議事録記載事項は、記載されているか。 

・定款変更に関する議案は記載されているか。 

変更後の定款 ・変更事項の記載方法は適切か。 

 （変更後の所轄庁が反映されているか。） 

・定款の記載が法令等の定めと矛盾していないか。 

現行の定款 
・現行の定款と内容が一致しているか。 

新規事業関係書類 【新規事業を開始することに伴う所轄庁変更の場合】 

※P222の「新たに事業を開始するとき」と同じ添付書類を添

付すること。 

廃止事業関係書類 【既存事業を廃止することに伴う所轄庁変更の場合】 

※P229の「既存事業を廃止するとき」と同じ添付書類を添付
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すること。 

決算書 ・決算書は不備なく添付されているか。 

 ①貸借対照表 ②資金収支計算書および内訳 

 ③事業活動収支計算書および内訳 ④財産目録 

・申請日において、最新の決算書が添付されているか。 

・定款上の基本財産と財産目録の基本財産が一致しているか。 

法 人 の 履 歴 事 項 全 部

証明書 

・申請日から３月以内に発行されたものが添付されているか。 

・法人所在地と実施事業が、定款と一致しているか。 

社 会 福 祉 法 人 現 況 報

告書 

・最新の現況報告書が漏れなく、記入されているか。 
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（９）その他定款の文言変更 

上記変更事項以外に定款を変更する際にも、定款変更認可申請が必要になります。その

際の添付書類については別途ご案内いたしますので、練馬区担当者までお問合せください。 

 

○申請に必要な書類 

チェック事項を確認の上、下記の順番で２部ずつ揃えてください。 

 ○必要な申請書類とチェック事項 

書類 チェック事項 

定款変更認可申請書 

（様式１） 

・法人所在地は、定款第４条の事務所所在地と合致している

か。 

理事会議事録 

（写） 

①定款変更 

②評議員会の開催等 

 

・証明した日付を記載し、代表者名で原本証明をしているか。 

・理事会の決議は、必要な数の理事が出席し、必要な数の賛

成（法律上、決議に必要な出席者数（定足数）は議決に加

わることのできる理事の過半数であり、決議に必要な賛成

数は出席した理事の過半数）をもって行われているか。 

・議事録の署名または記名押印は、定款の定めに従って行わ

れているか。 

・議事録記載事項は、記載されているか。 

・定款変更事項に関係する議案は記載されているか。 

・評議員会の日時および場所ならびに議題および議案（定款

例に準拠する定款変更を行う議案）は決議されているか。 

評議員会議事録 

（写） 

・証明した日付を記載し、代表者名で原本証明をしているか。 

・議決に加わることができる評議員の３分の２（これを上回

る割合を定款で定めた場合にあっては，その割合）以上に

当たる多数による決議をしているか。 

・議事録の署名または記名押印は、定款の定めに従って行わ

れているか。 

・議事録記載事項は、記載されているか。 

・定款変更に関する議案は記載されているか。 

変更後の定款 ・変更事項の記載方法は適切か。 

・定款の記載が法令等の定めと矛盾していないか。 

現行の定款 ・現行の定款と内容が一致しているか。 

そ の 他 所 轄 庁 が 必 要

と認めた書類 
・必要な書類が添付されているか。 
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 【参考】租税特別措置法第 40 条の適用を受ける社会福祉法人の定款 

 
○ 社会福祉法人が、租税特別措置法第 40 条の特例を受けるための国税庁長官の 

承認を得るためには、国税庁長官の審査要件を満たした定款を設け、それに沿っ 

て法人運営を行わなければなりません。 

○ 練馬区では、厚生労働省が国税庁から適用要件を満たすとの見解を得た上で示 

している「社会福祉法人定款例（租税特別措置法第 40 条適用版）」基づいて法 

人の定款を作成することを推奨しています。 

○ なお、定款例（租税特別措置法第 40 条適用版）中のアンダ－ライン部分は、 

租税特別措置法第 40 条の特例を受けようとする場合の国税庁長官の審査事項 

であるため、条文どおりもれなく記載してください。（表現が異なっていると国 

税庁長官の承認を得られない場合があります。） 

＊社会福祉法人定款例（租税特別措置法第 40 条適用版） 

・「租税特別措置法施行令（昭和 32 年政令第 43 条）第 25 条の 17 第６項第１号の

要件を満たす社会福祉法人の定款の例について」（平成 29 年３月 29 日付け厚生労

働省社会・援護局福祉基盤課事務連絡） 
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【参考】社会福祉法人定款例 

 
＜説 明＞ 

１．定款例について 

○ 各法人の定款に記載されることが一般的に多いと思われる事項について、定款の定め方

の一例を記載している。 

○ 各法人の定款の記載内容については、当該定款例の文言に拘束されるものではないが、

定款において定めることが必要な事項が入っているか、その内容が法令に沿ったものであ

ることが必要である。 

 

２．記載事項の種類 

○ 必要的記載事項（直線） → 必ず定款に記載しなければならない事項であり、その一

つでも記載が欠けると、定款の効力が生じない事項（法第31条第1項各号に掲げる事項

等） 

 ※ 内容については、法令に沿ったものであればよく、当該定款例の文言に拘束されるもの

ではないこと。 

○ 相対的記載事項（点線） → 必要的記載事項と異なり、記載がなくても定款の効力に

影響はないが、法令上、定款の定めがなければその効力を生じない事項 

○ 任意的記載事項  → 法令に違反しない範囲で任意に記載することができる事項 

３．評議員会および理事会における法定決議事項 
 

理事会 評議員会 

 

 

 

 

 

 

 

決 

議 

事

項 

・ 評 議 員 会 の 日 時 及 び 場 所 並 び に 議

題・議案の決定（法第45条の9第10

項で準用する一般社団法人及び一般財

団法人に関する法律（以下「一般法人

法」という。）第181条） 

・理事長及び業務執行理事の選定及び

解職（理事長：法第45条の13第2項

第3号、業務執行理事：法第45条の16

第2項第2号） 

・重要な財産の処分及び譲受け（法第

45条の13第4項第1号） 

・多額の借財（法第45条の13第4項

第2号） 

・重要な役割を担う職員の選任及び解

任（法第45条の13第4項第3号） 

・従たる事務所その他の重要な組織の

・理事、監事、会計監査人の選任（法第43

条） 

・理事、監事、会計監査人の解任（法第45

条の4第1項及び第2項）★ 

・理事、監事の報酬等の決議（理事：法第

45条の16第4項において準用する一般法

人法第89条、監事：法第45条の18第3項

において準用する一般法人法第105条） 

・理事等の責任の免除（全ての免除：法第

45条の20第4項で準用する一般法人法第

112条（※総評議員の同意が必要）、一部

の免除：第113条第1項）★ 

・役員報酬等基準の承認（法第45条の35

第2項） 

・計算書類の承認（法第45条の30第2項） 

・定款の変更（法第45条の36第1項）★ 
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設置、変更及び廃止（法第45条の13

第4項第4号） 

・コンプライアンス(法令遵守等)の体

制の整備（法第45条の13第4項第5

号）※一定規模を超える法人のみ 

・競業及び利益相反取引（法第45条の

16第4項にお いて準 用する一般 法人

法第第84条第1項） 

・計算書類及び事業報告等の承認（法

第45条の28第3項） 

・理事会による役員、会計監査人の責

任の一部免除（法第45条の20第4項

に お い て 準用 す る 一般 法 人 法 第 114

条第1項） 

・その他の重要な業務執行の決定 

・解散の決議（法第46条第1項第1号）★ 

・合併の承認（吸収合併消滅法人：法第52

条、吸収合併存続法人：法第54条の2第1

項、法人新設合併：法第54条の8）★ 

・社会福祉充実計画の承認（法第55条の2

第7項） 

・その他定款で定めた事項 

★：法第45条の9第7項の規定により、議

決に加わることができる評議員の三分の

二（これを上回る割合を定款で定めた場合

にあつては、その割合）以上に当たる多数

をもつて決議を行わなければならない事

項 




